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研究要旨 

 適度な身体活動がさまざまな非感染性疾患に罹患するリスクを低下させたり、身体不活動が非感染性疾患

や高齢者の虚弱の危険因子であることが知られているが、日々さまざまな研究によってその信頼性が高めら

れたり、新たな知見が報告されている。このため、国民健康づくり対策をより効果的に推進するためには、健

康づくりのための身体活動基準（以下、基準）や身体活動指針（以下、指針）を最新のエビデンスに基づいて

定期的に改定（更新）することが重要である。そして、最新のエビデンスに基づいて改定された基準や指針

が、根拠に基づく政策立案（EBPM）を実践している地方自治体で活用されたり、広く国民に周知されること

も重要である。このため、本研究は身体活動に関する基準や指針の改定案を提案するために 7 つの研究班を

組織して最新研究のレビューを行うとともに、現在の基準や指針の改定や新たな基準や指針作成の可能性を

模索する。また、これまでに公表された基準や指針の認知度を確認するとともに、関係学会における専門家の

意見をヒアリングして、基準や指針改定の参考にする。さらに、身体活動の推進における主要な柱の一つであ

る厚生労働大臣認定健康増進施設の効果的な運営に向けた施設認定基準見直しに向けた検討を行う。 

 本報告書は最終年度に向けた中間報告であるが、最終年度には本年度の研究成果に基づいた基準や指針案

を提案するとともに、地方自治体や健康専門家に活用されることを目的としたリーフレット（ファクトシー

ト）や、身体活動指針を広く国民に周知するためのリーフレット（アクティブガイド）についても提案する予

定である。 
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福島 教照 東京医科大学・講師 

本田 貴紀 九州大学大学院・助教 
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門間 陽樹 東北大学大学院・講師 

安永 明智 文化学園大学・教授 
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研究員 

横山 美帆 順天堂大学・助教 

Robert Sloan 鹿児島大学・講師 

 

Ａ．研究目的 

 適度な身体活動がさまざまな非感染性疾患に罹

患するリスクを低下さたり、身体不活動が非感染

性疾患罹患や高齢者の虚弱の危険因子であること

が日々さまざまな研究によって明らかにされてい

る（USA, 2018; WHO, 2020）。身体活動は生活の

質を高めたり健康寿命を延ばすことから、身体活

動の推進は国民健康づくり対策における主要な柱

の一つであり、これまで、身体活動推進の方向性や

目標を明確にするための基準や指針が策定されて

きた。具体的には、第 2 次国民健康づくり対策で

は、「運動所要量」(1989年)及び「健康づくりのた

めの運動指針」（1993 年）。第 3 次国民健康づくり

対策（健康日本 21）では、「健康づくりのための運

動基準 2006」及び「運動指針（エクササイズガイ

ド）」(2006 年)。第 4次国民健康づくり対策（健康

日本 21（第二次））では、「健康づくりのための身

体活動基準 2013」及び「身体活動指針（アクティ

ブガイド）」(2013年)が策定された。これらの基準

や指針は、EBPM（根拠に基づく政策立案）の考えに

基づき、最新のエビデンスを基にして策定された

ものである。2023 年度からスタートする次期国民

健康づくり対策を EBPM として推進するためには、

これまで同様に基準や指針を最新のエビデンスに

基づいて改定することが必要である。さらに、前回

の改定時にエビデンスが不十分で基準や指針の作

成が困難と判断された、「こどもの身体活動基準」、

「高齢者の運動基準」、「座った時間の上限値」、「全

身持久力以外の体力基準」を、最新のエビデンスを

基にして策定することも重要な課題である。また、

最新のエビデンスに基づいて更新された基準や指

針が、EBPM を実践する地方自治体における政策

立案の場で活用されたり、広く国民に周知される

ことも重要な課題である。このため、本研究は身体

活動に関する基準や指針の改定案を提案するため

に最新研究のレビューを行うとともに、現在の基

準や指針の更新だけでなく、新たな提案について

模索する。また、これまでに公表された基準や指針

の認知度を調査するとともに、関連学会における

専門家の意見をヒアリングして基準や指針改定の

参考にする。さらに、身体活動の推進における主要

な柱の一つである厚生労働大臣認定健康増進施設

は「健康寿命延伸プラン」等で更なる利活用が期待

されていることから、より効果的な運営に向けた

施設基準の見直しの検討をおこなう。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．研究班の組織 

 本研究の目的を達成するために、7 つの研究班

（研究分担者：6 人、研究協力者：32 人）を組織し

た。 

 

（1） 統括班 

 健康日本 21（第二次）推進専門委員会委員であ

る澤田亨（研究代表者）は、身体活動基準 2013 策

定時の研究班代表者であった宮地元彦（研究分担

者）と、行動疫学者である岡浩一朗（研究分担者）

と共に研究を統括する。さらに米国、豪州、シンガ

ポールの身体活動指針を作成した研究協力者

（Steven Blair, I-Min Lee, Nevil Owen, Robert 

Sloan）から国際的視点からのサポートを受ける。 

 

（2） 身体活動基準改定レビュー班 

 スポーツ科学者である丸藤祐子（研究分担者）は、

研究協力者（川上諒子）と文献レビューを行い、基
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準値を改定する必要があるかどうかを検討し、必

要がある場合は改定案を作成する。 

 

（3） 座った状態の時間の上限値及びこどもの身体活

動基準レビュー班 

 座位行動研究の第一人者である岡浩一朗（研究

分担者）は、研究協力者（柴田愛、石井香織、安永

明智、宮脇梨奈、小﨑恵生）と文献レビューを行い、

座った状態の時間の上限値案を作成する。また、こ

どもの身体活動研究者である石井香織（研究協力

者）および鳥居俊（研究協力者）と共にこどもの身

体活動基準案を作成する。 

 

（4） 高齢者の運動量の基準に関するレビュー及び身

体活動を支援する社会環境整備のための検討班 

 公衆衛生学者であり、運動疫学研究の第一人者

である井上茂（研究分担者）は、研究協力者（笹井

浩行、清原康介、菊池宏幸、天笠志保、町田征己）

と文献レビューを行い、高齢者の運動量の基準案

を作成する。また、身体活動を促進する社会環境整

備のための指針案作成の検討を行う。 

 

（5） 慢性疾患有病者に対する身体活動基準レビュー

班 

 スポーツ医学の専門家である小熊祐子（研究分

担者）は、研究協力者（佐藤真治、田村好史、宮下

政司、齋藤義信、田島敬之、津下一代、横山美帆、

原藤健吾）と文献レビューを行い、慢性疾患有病者

（糖尿病・高血圧・脂質異常症等）に対する身体活

動基準案を作成する。 

 

（6） 認知度調査と全身持久力以外の体力の基準及

び新たな分野の基準作成レビューと健康増進施設認

定基準見直し班 

 澤田亨（研究代表者）は、原田和弘（研究協力者）

とアクティブガイドの認知度調査を実施する。ま

た、研究協力者（門間陽樹、川上諒子、本田貴紀）

と文献レビューを行い、全身持久力以外の体力の

基準案を作成する。さらに、研究協力者（松下宗洋、

武田典子、郡山さくら、Robert Sloan）と妊産婦の

身体活動、メンタルヘルスと身体活動、睡眠と身体

活動に関する文献レビューを行い、それぞれの基

準案作成の可能性を検討するとともに小熊祐子

（研究分担者）および佐藤真治（研究協力者）と健

康増進施設認定基準の見直し案の作成に取り組む。 

 

（7） 身体活動及び運動習慣獲得のために必要な介

入方法レビュー班 

スポーツ科学者である中田由夫（研究分担者）は、

研究協力者（松尾知明、笹井浩行、甲斐裕子）と文

献レビューを行い、身体活動及び運動習慣獲得の

ための介入方法に関する指針案作成の検討を行う。 

 

（8） 身体活動と健康に関するメカニズム研究レビュ

ー班 

 宮地元彦（研究分担者）は、丸藤祐子（研究分担

者）、谷澤薫平（研究協力者）、山田陽介（研究協力

者）と共に、身体活動基準に生物学的な蓋然性を与

える運動生理学・運動生化学研究に関する文献レ

ビューを行い、健康寿命の延伸を阻害する要因で

ある非感染性疾患に対する身体活動による改善の

メカニズムを提示する。また、身体活動や運動によ

って誘発される生理・生化学的な反応や適応につ

いて記述し、指導者や国民に対する身体活動の効

果に関するリテラシーの向上に寄与することを目

指す。 

 

2．認知度調査 

 2013 年 3 月に厚生労働省から公表された健康づく

りのための身体活動指針（アクティブガイド）の認知度

を明らかにすることを目的にインターネット調査を実施

した。社会調査会社に調査を委託し、性別・年代・

教育歴の分布を日本人全体の分布にあわせた 20歳

から 69 歳の男女 7,000 名の登録モニターを対象に

質問紙調査を実施した。 

 

3．関連学会における専門家の意見収集 

 第 75 回日本体力医学会、第 31 回日本疫学会総

会、第 22 回日本健康支援学会年次学術大会におい

て身体活動基準 2013 および身体活動指針（アクテ
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ィブガイド）の改定に関するシンポジウムを開催

し、それぞれの学会に所属する専門家から改定に

関する意見をヒアリングし、基準や指針改定の参

考にする。また、第 75 回日本体力医学会、第 39 回

日本臨床運動療法学会、第 63 回日本糖尿病学会年

次学術総会において健康増進施設における標準的

な運動プログラムを紹介するとともに、健康増進

施設の認定基準に関して運動療法の専門家の意見

をヒアリングする。 

 

4．最新研究のレビュー 

 各研究班において「身体活動基準 2013及び身体

活動指針改定案の作成」「座位行動の上限値もしく

は基準値案の作成」「こどもの身体活動量の基準値

案の作成」「高齢者の運動量の基準値案の作成」「慢

性疾患有病者に対する身体活動量の基準値案の作

成」「身体活動を促進する社会環境整備のための方

向性の作成」「身体活動及び運動習慣獲得のための

介入方法に関する方向性の作成」「全身持久力以外

の体力の基準値案の作成」「妊産婦、メンタルヘル

ス、睡眠の質向上のための身体活動基準案作成に

関する報告書の作成」「身体活動が健康に及ぼす効

果のメカニズムに関する報告書の作成」に向けた

レビューを行う。 

 

5．健康増進施設認定基準の見直し案の作成 

 運動型健康増進施設、温泉型健康増進施設、医療

法 42 条施設、日本医師会認定健康スポーツ医に対

して質問紙調査を行うとともに、健康運動指導士

や健康スポーツ医を対象にして、健康増進施設認

定基準の見直しに関するニーズや要望に関するヒ

アリング調査を行う。そして、健康増進施設認定基

準の解説書である「健康増進施設認定基準の解説

について」を調査結果に基づいて修正する。 

 

6．倫理的配慮 

 認知度調査は倫理委員会の承認を得たうえで実

施した。また、運動型健康増進施設、温泉型健康増

進施設、医療法 42 条施設、日本医師会認定健康ス

ポーツ医に対しする質問紙調査については、調査

開始前に、調査委託機関に対して調査内容を外部

に公表しないという秘密保持契約を締結した。そ

して、研究者は調査会社から匿名データを受け取

って集計した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1．認知度調査 

 純粋想起法によるアクティブガイドの認知度は

1.7％（95％信頼区間：1.3～2.0％）、文字想起法に

よるアクティブガイドの認知度は 13.4％（95％信

頼区間：12.6～14.2％）、イラスト想起法によるア

クティブガイドの認知度は 5.3％（ 95％信頼区間：

4.7～5.8%）であった。また、文字想起法による「プ

ラス・テン」の認知度は 6.8％（95％信頼区間：6.2

～7.4％）であった。また、これらいずれかの方法

によるプラス・テンを含むアクティブガイド（また

は）の認知度は 15.1％（95％信頼区間：14.3～15.9%）

であった。 

 

2．関連学会における専門家の意見収集 

 シンポジウムにおける質疑応答を通じて、身体

活動基準 2013 および身体活動指針（アクティブガ

イド）の改定に関する意見をヒアリングした。また、

健康増進施設の認定基準の改定に関する意見をヒ

アリングした。 

 

3．最新研究のレビュー 

 

（1） 身体活動と疾病リスクに関する量反応関係 

 身体活動量と疾病罹患率や死亡率の間に明確な

量反応関係があるかどうかについて、これまでに

トップジャーナル（Ann Intern Med、BMJ、JAMA、

Lancet、N Engl J Med）に掲載された研究をレビュ

ーした。その結果、量反応関係存在すると考えられ

た 15本の文献を抽出した。死亡、心血管疾患、糖

尿病、日常生活動作の制限、体重増加をアウトカム

にした研究において、身体活動量が多いほどいず

れのリスクが低くなるという量反応関係が確認さ

れた。本レビューの結果は、健康づくりのための身
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体活動指針（アクティブガイド）におけるメッセー

ジのひとつである「プラス・テン」を支持する研究

が数多く存在することを示唆していた。 

 

（2） 高齢者の身体活動 

 各国から公表されている高齢者の身体活動ガイ

ドラインや 2020 年に WHO から公表された身体

活動ガイドラインの内容を確認したところ、2018

年に公表された米国の身体活動ガイドライン改定

時に実施されたアンブレラ・レビューが各国や

WHO の改定の基礎となっていることが確認され

た。このため、本研究では、健康アウトカムを「総

死亡」「循環器疾患罹患・死亡」「転倒・骨折」「身

体機能」としたうえで、米国と WHO で実施され

たアンブレラ・レビューで収集されたシステマテ

ィック・レビューを収集するとともに新たに検索

したシステマティック・レビューを追加した。また、

現在の基準値（身体活動基準 2013）は、比較的健

常な日本人高齢者であれば、ほぼ全ての者が達成

している値であることが明らかとなった。このた

め、現行ガイドラインや成人ガイドラインとの整

合性も考慮しつつ基準値の再考を検討するととも

に、筋力向上運動、多要素運動の推奨を検討する。 

 

（3） 身体活動を支援する社会環境 

身体活動を支援する社会環境については、近年、

多くの研究がなされており、自宅近隣の物理的環

境と身体活動との関連にテーマを絞ってアンブレ

ラ・レビューを進めている。系統的検索により 75

本の論文がヒットしたが、事前に設定した論文採

択基準に基づいて、表題および抄録スクリーニン

グによって 5 本のメタ分析が抽出された。 

 

（4） 座位行動 

 平成 25年および平成 29年国民健康・栄養調査、

スポーツライフ・データ 2016および 2018、国民生

活時間調査 2010 および 2015 の 6 つの調査データ

を用い、日本の成人における座位行動（総座位時間

ならびにテレビ視聴時間）の実態について整理を

行った。1日の総座位時間に関して、8時間を超え

る者の割合が 3 割以上を示す調査もみられたが、

調査方法 (評価項目) の違いによりばらつきがあ

ることが分かった。また、テレビ視聴に伴う座位時

間の平均は 3～4時間程度であり、高齢者が顕著に

長いという特徴が明らかとなった。さらに、諸外国

における成人を対象にした座位行動指針に関して、

オーストラリア、アメリカ、イギリス、カナダ、WHO

により策定された具体的な内容およびその特徴に

ついて概観したところ、多くの国・機関に共通して、

「長時間にわたる座位行動をできるだけ少なくす

ること」、「できるだけ頻繁に座位行動を中断する

こと」が指針として採用されていることが明らか

となった。 

 

（5） 子ども・青少年における身体活動・座位行動 

 平成 18 年国民健康・栄養調査、平成 28 年社会生

活基本調査、令和元年度全国体力・運動能力、運動

習慣等調査、子ども・青少年のスポーツライフ・デ

ータ 2019、平成 30 年度・令和元年度児童生徒の健

康状態サーベイランスという 5 つの調査を使用し

て子ども・青少年における身体活動および座位行

動の実態を整理した。その結果、わが国における子

どもは 1 週間あたりの身体活動実施時間が 420 分 

(1 日 60 分×7 日間) 未満の者が 3～4 割を占めてい

ることが分かった。座位行動については、スクリー

ンタイムに 1 日あたり 2 時間以上費やす者の割合

が、小学生で 4～5 割、中学生で 5～6 割とかなり

高いことが明らかとなった。 

子ども・青少年を対象にした身体活動・座位行動

指針に関して、カナダ、アメリカ、オーストラリア、

イギリス、WHO で策定された内容を確認した結果、

多くの国や WHO は、「1 日 60 分以上の身体活動を

実施すること」、「筋肉および骨を強化するための

活動を週に 3 日以上取り入れること」、「余暇にお

けるスクリーンタイムを 1 日 2 時間未満にするこ

と」を指針として採用していた。 

 

（6） 有疾患者の運動・身体活動 

1） 運動・身体活動と安全 

 今回の身体活動ガイドライン改訂にあたり、エ
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ビデンスの蓄積と高齢化に伴う慢性有疾患者の増

加により、有疾患者をガイドラインの範疇として

検討する必要性が生じた。海外のガイドラインで

の有疾患者の取り扱いや、疾病ガイドラインにお

けるエビデンスの整理状況等を調査した結果、有

疾患者においても安全・安心に身体活動推奨を行

うためのエビデンスはある程度蓄積されており、

特に効果が確立されている疾患群として示すこと

が可能と考えられた。総論の部分で、安全・安心に

行う方法や医療との連携の仕組みを整えることで、

多くの人で現状に合った身体活動増加を推進する

ことができ、ガイドライン活用の場が広がると考

えられた。 

2） 高血圧患者における身体活動 

 本研究は、身体活動指針の中に高血圧患者をど

う位置づけるのかを明らかにすることを目的とし

た。初年度は、「高血圧患者になぜ身体活動が必要

か？」とリサーチクエスチョンを立て、近年更新さ

れた国内外の高血圧治療ガイドラインをレビュー

した。その結果、『高血圧患者が様々な身体活動を

適切におこなうことで、確実に安静時血圧を降下

できる。したがって、高血圧患者もそうでない人と

同様に身体活動が勧められる』と結論付けられた。 

3） 糖尿病患者における身体活動 

 エビデンスに基づいた糖尿病患者を対象とした

標準的な運動指導プロラムの作成のために過去の

ガイドラインの検索を行った。その結果、「糖尿病

診療ガイドライン 2019」が最も信頼性の高いガイ

ドラインであることが明らかとなった。内容につ

いても基準値だけでなく、歩数の目標値の提示な

ど、より具体的な方法論や、合併症によるリスクの

回避などについても述べられており、広く一般化

可能な内容であると考えられた。 

4） 脂質異常症患者における身体活動 

 エビデンスに基づいた脂質異常症患者を対象と

した標準的な運動指導プロラムの作成のために過

去のガイドラインの検索を行った。その結果、計 5

つの国及び地域が、これまでのエビデンスを基に

脂質異常症に関するガイドラインを策定している

ことが明らかとなった。脂質異常症に対する運動療

法としては、有酸素運動とレジスタンス運動が勧められ

ているが、特に 150 分/週以上の定期的な中強度の

身体活動の実施は脂質異常症の予防及び改善に有

用であることが考えられた。 

5） 変形性関節症患者における身体活動 

 本研究では、変形性関節症患者における身体活

動と 5つのアウトカム（①疼痛、②身体機能、③生

活の質(Quality of life)、④併存疾患リスク、⑤

疾患の進行）の関連性を明らかにするためにシス

テマティックとアンブレラレビューを実施した。

この結果、29 編のシステマティックレビューと 4

編の原著論文が採択された。2018 年に公表された

米国の身体活動ガイドラインにおいて，本テーマ

に関するエビデンスの現状が広く公開されたこと

も相まって，近年この領域に関する報告は増加傾

向であった。疼痛の軽減や身体機能の向上、QOLの

向上に焦点をあてた研究が多い一方で、併存疾患

のリスクや疾患の進行に関する研究は限られてお

り、さらに日本人を対象とした研究は未だ少ない

ことも明らかとなった。 

 

（7） 働く人と身体活動 

日本人勤労者を対象とした論文に加えて、内容

によっては日本人以外を対象とした論文も含め、

「労働者における余暇や日常生活全般の身体活動、

座位行動と健康指標との関連」「仕事中の身体活動、

座位行動と健康指標の関連」「職場における身体活

動を含む介入プログラムが健康指標に及ぼす影響」

といった点にポイントを置いて論文をレビューし

た。レビューの結果、余暇時間や日常生活下の身体

活動が多いほど、循環器系疾患リスクや抑うつな

どの健康指標と好ましい関連が示された。また、仕

事中の座位行動は一貫して健康指標と好ましくな

い関連がみられた。一方で、仕事中の身体活動が多

いほど健康指標が好ましいか否かは、研究が十分

でなく、結論づけられなかった。また、通勤時の身

体活動と健康指標との関連も研究が十分ではなか

った。職場における身体活動介入プログラムにつ

いては、すべての研究が職場または日常生活下で

の身体活動の増進に着目しており、多様な要素、ア
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ドヒアランスを高める技法が利用されており、概

ね健康指標への好ましい影響が観察された。一方、

仕事中の座位行動を減らすための介入プログラム

に関する研究は数が限られていた。 

 

（8） 身体活動及び運動習慣獲得に必要な介入方法 

本研究は、身体活動促進および運動習慣獲得の

ために必要な介入方法に関するシステマティック

レビューである。対象者は 18～64 歳で健康な男女

であり、どのような方法で介入すれば、身体活動量

が高まり、運動習慣が獲得されるかを検討したラ

ンダム化比較試験をシステマティックレビューし

ている。 

 

（9） 全身持久力以外の体力と健康 

 これまで推奨されてきた有酸素性の身体活動に

ついては健康効果が十分に確認されているが、有

酸素性の身体活動以外の様式については不十分で

ある。筋力を向上させるような身体活動（例：筋力

トレーニング）は、ウォーキングやランニングなど

の有酸素性の身体活動と同様によく行われている

身体活動様式であり、近年特に注目されている。本

研究では筋力トレーニングと健康の関連を検討す

る準備段階として、エビデンスの基となる筋力ト

レーニングの疫学研究についてレビューを行った。 

 

（10） 妊娠期における身体活動 

 近年公表された諸外国の身体活動に関するガイ

ドラインでは、妊婦に向けて身体活動の推奨がさ

れている。そこで本研究は、日本人妊娠に推奨され

る身体活動量を検討するために、日本における妊

婦を対象とした身体活動に関する記述が含まれる

国内のガイドラインについて、特に推奨身体活動

量に関する記載について確認を行った。その結果、

「妊婦スポーツの安全管理基準」、「産婦人科診療

ガイドライン」、「妊産婦のための食事バランスガ

イド」には、安全管理の観点からの運動条件の記載

はあるものの、健康づくりのために必要な身体活

動推奨量の具体的な記載はなく、エビデンスも不

足していることが明らかとなった。 

 

（11） 身体活動とメンタルヘルス 

身体活動とメンタルヘルスに関して、特にうつ

症状に着目し、海外の身体活動ガイドラインにお

けるメンタルヘルスに関する記述を概観した。ま

た、身体活動とうつ症状に関する疫学研究につい

てレビューを行った。WHO 身体活動・座位行動ガ

イドラインや米国の身体活動ガイドラインでは、

メンタルヘルスを重要な健康アウトカムの 1 つと

して捉えていた。また多くの研究は、身体活動によ

ってうつ症状の発生リスクが低下するという結果

を報告していた。 

 

（12） 身体活動と睡眠の質 

 一般集団の身体活動と全般的な睡眠の質に関す

るガイドラインを作成するための証拠を提供する

ことを目的にレビューを行った。過去における代

表的な研究、メタアナリシス、および身体活動と睡

眠の質に関する系統的レビューを検索した。検索

の結果、メタアナリシスの包括的レビューが 2つ、

メタアナリシスが 2 つ、系統的レビューが 2 つ含

まれる 6 つの論文が選択された。日本の成人を対

象にした質の高い研究は検索されなかった。レビ

ューの結果、定期的な身体活動は、成人における全

般的な睡眠の質に有益な効果をもたらすと考えら

れた。正確な量反応関係は不明であり、さらなる研

究が必要であるが、身体活動ガイドラインにおい

て身体活動が全般的な睡眠の質を促進することを

示すことは実用的であると考えられた。 

 

（13）身体活動と運動に関するメカニズム 

 身体活動・運動が”どれくらい“効果的なのかを

疫学的に明示することの重要性に加え、身体活動・

運動が”なぜ”効果的なのかも併せて示すことを

本レビュー班の目的とした。身体活動・運動が死亡

や疾患発症の予防・改善するメカニズムについて

記述するために、身体活動・運動に対する身体の適

応の視点と、慢性疾患の発症要因の視点の両面か

ら検討し、両者に共通して記述されている事項を

整理することで、エビデンスが強固な内容を記述
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する。現時点で、9本の総説を選定し、本レビュー

に必要な情報の抽出を行った。 

 

4．健康増進施設認定基準の見直し案の作成 

（1） 健康運動指導士に対する意見収集 

 現場の健康運動指導士に対するヒアリングを

行った。ヒアリングに当たっては、全国を6ブロ

ックに分け、各ブロック5～6名、計33名の健康運

動指導士を選抜した。ヒアリングの内容を録画

し、後日逐語録から質的解析をおこなった。その

結果、健康増進施設ならびに指定運動療法施設の

質の向上には、「医学的視点から運動指導できる

健康運動指導士が必要だが、現状は医学教育が不

足している」という課題が指摘された。そして、

その課題解決には「医療機関での実習型研修が求

められている」ことが明らかとなった。この背景

には、有疾患者相手に求められる臨床的スキルの

多くが、知識ではなく、身体性を伴った学びの中

でしか身につかないという事情に加え、連携医療

機関での実習時間が思うように確保できていない

という現状がある。このため、指定運動療法施設

の認定基準に「健康運動指導士の医療現場での研

修実習を推奨する」を加え、施設管理者に実習機

会を検討してもらうことを提案する。 

 

（2） 健康スポーツ医に対する意見収集 

 ウェブアンケートを実施し 401件の回答を得た。

健康増進施設や指定運動療法施設の認知度は低か

ったが、かかりつけ医・健康スポーツ医と連携をと

った運動施設の意義は大きく、質・量の改善が望ま

れていた。「質」の面では、健康運動指導士・健康

運動実践指導者やかかりつけ医・健康スポーツ医

などの研修会、日頃からの連携、地域における複数

の施設の連携・役割分担の明確化が必要と考えら

れた。一方で「量」の面では、施設数を増やすため

に緩和可能な要件として、面積要件や付帯設備（シ

ャワーなど）が挙げられた。近年の身体活動促進の

ガイドラインに基づけば、運動施設に広いスペー

スは必ずしも必要ではなく、面積要件の緩和は考

慮すべき点と考えられた。同様の理由で、プール、

入浴施設、シャワー等は必須とは考えられない。可

能なハード面での要件緩和を図るとともに、質は

担保し、より活用される制度にしていく必要があ

る。 

 

（3） 運動型健康増進施設・温泉型健康増進施設・医

療法 42条施設に対する意見収集 

 運動型施設の回答率は 34%（113施設/328施設）、

温泉施設は 59%（13施設/22施設）、42条施設につ

いては 40％（93施設/233施設）という回答率であ

った。運動型および温泉型健康増進施設について

は、人的基準において、健康スポーツ医、温泉療法

医、健康運動指導士・健康運動実践指導者の確保が

困難であるとの声が多く寄せられた。健康増進施

設の質を維持・向上させていくためには人的基準

を満たすための体制の整備が必要であると考えら

れた。一方で、健康増進施設認定制度に対する申請

を検討したことがある 24施設における自由記載内

容はハード面の認定基準の緩和を求める声が多か

った。とりわけ、面積要件が 42 条施設が健康増進

施設、そして指定運動療法施設の認定を受けるた

めの障壁になっている可能性があると考えらえた。 

 

（4） 健康増進施設認定基準の見直しに関する提案 

 見直しにあたって留意した点は、ハード面の緩

和、ソフト面の充実であった。そして、ハード面に

おける主な見直し点は、面積要件や標準的な運動

プログラムの実施に不要なシャワーや浴室などの

施設の設置基準を廃止する提案である。一方で、ソ

フト面における主な見直し点は、指定運動療法施

設の質を高めるために健康運動指導士等の運動プ

ログラム提供者に医療現場での実習型研修の機会

を与えることを推奨したり、医師の処方に基づく

運動療法を実施する際の 1 回当たりの利用料金の

変更に関する提案である。 

 

Ｄ．考察 

 

１．認知度調査 

 本研究において前回の指針（健康づくりのための
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運動指針 2006：エクササイズガイド）と同様に最

新の指針（健康づくりのための身体活動指針：アク

ティブガイド）についても認知度が低いことが明

らかになった。また、本研究に先立って実施された

調査は地方自治体における身体活動促進に関する

行動計画の策定においてエクササイズガイド、ア

クティブガイドいずれもほとんど活用されていな

いことを報告している（武田, 2019）。最新のエビ

デンスに基づいた優れた基準や指針であっても、

その基準や指針の認知度が低いために、指針に基

づいた身体活動が実践されなかったり、政策立案

に活用されなければ「絵に描いた餅」となる。この

ため、本研究の最終成果物が、基準および指針の改

定に関する検討会において修正・承認された後、下

記に掲載したさまざまな方法を通じて広く社会に

周知されることが重要だと考えられる。 

 

2．関連学会における専門家の意見収集 

 現時点では具体的な基準案や指針案を提示する

ことができなかったことから、関連学会における

専門家と具体的な意見交換を行うことがほとんど

できなかった。また、すべての学会が Web 開催で

あったために、踏み込んだ意見交換を行う機会を

得ることができなかった。最終年については、対面

で開催される学会が増えてくると考えられること

から、具体的な基準案や指針案を提示することに

よって、より良い基準案や指針案を作成するため

の意見やコメントを受けて行きたいと考えている。 

 

3．最新研究のレビュー 

（1） 身体活動と疾病リスクに関する量反応関係 

 今回のレビューにおいて、トップジャーナルに

掲載された研究を対象に身体活動量と疾病罹患率

や死亡率の関係を確認したところ多くの研究にお

いて明確な負の量反応関係が存在することが確認

された。この結果は、健康づくりのための身体活動

指針（アクティブガイド）における重要なメッセー

ジとなっている「プラス・テン」を支持する結果で

ある。これまでにも多くの研究が身体活動量とさ

まざまな健康アウトカムの間に負の量反応関係が

あることが報告されており、2018 年に公表された

米国人を対象とした身体活動ガイドラインにおい

て「Some physical activity is better than none」

というメッセージが、2020 年に WHO が世界の人々

を対象にした身体活動ガイドラインでは「Doing 

some physical activity is better than doing 

none」というメッセージが繰り返し述べられてい

る。わが国においてもアクティブガイドにおいて

採用された「プラス・テン」というメッセージを継

続して使用していくことが望ましいと考えられる。 

 

（2） 高齢者の運動量 

 身体活動基準 2013 において 65 歳以上の身体活

動の対基準は「強度を問わず、身体活動時間を毎日

40 分（＝10 メッツ・時/週）」と定め、身体活動指

針（アクティブガイド）において「じっとしていな

いで 1 日 40 分」というメッセージを発信した。本

研究における既存データの分析結果は、比較的健

康な日本人高齢者はほぼすべての人がこのメッセ

ージを達成していることが明らかになった。この

ため、アクティブガイドの改定においては、現行の

ガイドラインや 18 歳から 64 歳を対象としたメッ

セージ（元気にからだを動かしましょう。1 日 60

分）との整合性を考慮しつつ新たな基準値を提案

するか更なる検討が必要だと考えられる。また、高

齢者のロコモやフレイルに及ぼす身体活動の効果

が明らかになりつつある現在、筋力向上身体活動

や多要素身体活動の奨励に関する基準や指針の提

案についても検討を行っていく必要があると考え

られる。 

 

（3） 身体活動を促進する社会環境整備 

身体活動基準 2013 において、身体活動を普及

啓発するための考え方として「まちづくり」の視点

が重要であることを訴えるとともに、健康日本 21

（第二次）において「住民が運動しやすいまちづく

り・環境整備に取り組む自治体数の増加」を目標と

して掲げることを紹介している。身体活動を支援

する社会環境については、近年、多くの研究がなさ

れており、本課題に関連するエビデンスが増加し
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ている。今回の基準や指針の改定においては前回

の基準や指針から一歩踏み込んだ提案に向けて検

討を行っていく。 

 

（4） 座位行動 

 日本の成人における座位行動をどの程度に抑制

するべきなのかについて、今後は座位行動が種々

の健康アウトカムに及ぼす影響に関する諸外国な

らびに日本における研究動向を整理し、それらの

成果を踏まえた上で、日本の成人に対する身体活

動・座位行動指針を策定していく。 

 

（5） 子ども・青少年における身体活動・座位行動 

 前回の身体活動基準や身体活動指針は 18歳以上

の成人を対象としたものであり、18 歳未満の身体

活動の指針については 2012 年に文部科学省から

公表された幼児期運動指針が存在するのみであり、

6 歳以上の子どもや青少年における身体活動ガイ

ドラインは存在していない。子どもや青少年にお

おける身体活動は健康アウトカム以外にさまざま

なアウトカムに影響を及ぼすことが考えられ、ま

た、成長期にあることから身体活動とアウトカム

の関係を調査すること自体にもさまざまな困難が

ともなうと考えられる。これらの困難はあるもの

の多くの子どもや青少年が身体不活動に伴う悪影

響を受けている可能性があり、その実態を確認す

るとともに、先行して子どもや青少年の身体活動

ガイドラインを公表した国や WHO のガイドライ

ンを参考に、日本人を対象としたのエビデンスや

ファクトを考慮したガイドラインを提案していく。 

 

（6） 有疾患者の運動・身体活動 

 前回の身体活動基準において具体的な基準や指

針が示された人は血糖・血圧・脂質に関する健診結

果が基準範囲内の人たちのみであり、いずれかの

項目が保健指導レベルの人については、保健指導

に従った運動・身体活動の実践が推奨された。また、

リスク重複者やすぐに受診を要する人はかかりつ

け医への相談が推奨された。超高齢社会の今、慢性

疾患を抱えて生活している人は決して少なくない。

一方で、血糖・血圧・脂質のみならずさまざまな慢

性疾患者に対する身体活動の効果を報告した研究

が増えつつある。今回の改定においては、前回の身

体活動基準から一歩踏み込んで、高血圧・2 型糖尿

病・脂質異常症・変形性関節症をターゲットにして、

これらの疾患に関する治療/診療ガイドラインや

先行研究をレビューしたうえで、安全で有効な身

体活動基準や指針案の作成に取り組んでいく。 

 

（7） 働く人と身体活動 

 身体活動基準 2013 において、身体活動を普及啓

発するための考え方として「まちづくり」と同じく

「職場づくり」の視点が重要であることを訴えて

いる。多くの成人は「働く人」であり、一般人を対

象とした基準や指針は、そのまま働く人に当ては

めることが可能だと考えられるが、身体活動量が

多い職場や座位行動が多い職場などさまざまな職

場が存在し、それらの多様性の中で、どのように基

準や指針を提案していくか、今後の課題として取

り組んでいく。 

 

（8） 身体活動及び運動習慣獲得に必要な介入方法 

健康づくりのために、身体活動を促進し、運動習

慣を獲得するために、どのような介入が有効であ

るかという点については十分に整理されていない。

本研究におけるシステマティックレビューによっ

て、身体活動促進や運動習慣獲得に有効な介入要

素を整理することが、今後の指針づくりにつなが

る資料提供に取り組んでいく。 

 

（9） 全身持久力以外の体力と健康 

 国民の身体活動を増加せるためには、ウォーキ

ングやランニングだけではなく、他の活動様式も

選択肢としてあることを意識してもらうことが重

要である。言うなれば、国民が安心して身体活動を

選べる環境、すなわち、身体活動の多様性がある社

会が鍵となる。安心して選んでもらうためには、エ

ビデンスがしっかり確立されていること、さらに、

実施上のリスクがどの程度あるのかを明確に示す

ことが望まれる。このため、全身持久力以外の体力

13



と健康について現在、システマティックレビュー

およびメタ解析の作業を進めており、これらの課

題に取り組んでいく。 

 

（10） 新たな分野の基準作成を模索するレビュー 

近年における世界的を代表する身体活動ガイド

ラインとして、2018 年に発表された米国人のため

の 身 体 活 動 ガ イ ド ラ イ ン （ Physical Activity 

Guidelines for Americans 2nd edition）と、2020 年に

世界保健機関からは発表されたガイドライン

（WHO Guideline on Physical Activity and Sedentary 

Behavior）があげられる。これらのガイドラインは、

いずれも妊娠期における身体活動やメンタルヘル

スや睡眠の質と身体活動の関係を調査した研究が

レビューされ、その結果として身体活動が奨励さ

れている。今回のレビューにおいていずれの分野

も日本人を対象とした研究が少ないことが確認さ

れ、日本において身体活動の基準や指針案を提案

することが困難な状況であると考えられた。しか

しながら、現時点において利用できる国内のエビ

デンスに加えて、国外のエビデンスを参考にして

何らかの推奨がおこなえるかどうか検討していく。 

 

（11） 身体活動と運動に関するメカニズム 

 身体活動・運動による予防や改善が期待される疾

患や症候群として、肥満症、糖尿病、脂質異常症、高

血圧症、虚血性心疾患、脳卒中、一部のがん（大腸が

ん、子宮体がん、乳がんなど）、サルコペニア、骨粗鬆

症、関節症、認知症、うつ病、気分障害が挙げられる。

これらの疾患・症候群に関連する臓器や器官である、

脳・神経、骨・筋、呼吸器、循環器、肝臓、腎臓、血液

に対する、身体活動・運動による適応の機序について

レビューを実施しているが、より詳細な文献レビュー

を実施することに加え、日本人における疾病罹患

率や予防や治療効果の確かさなどとのバランスを

考慮し、ファクトシートへ記載すべき内容につい

て一層の精査を進めていく。 

 

4．健康増進施設認定基準の見直し案の作成 

（1） 健康運動指導士に対する意見収集 

 指定運動療法施設の健康運動指導士が医療現場

において研修実習を実施することについては、実

習先の医療機関の確保や研修期間中のマンパワー

の補填など課題は多くあるが、健康運動指導士が

経験や自信がないまま有疾患者を運動指導せざる

得ない状況を見過ごすことはできないと考えてい

る。また、健康運動指導士が現場実習を通じて医学

的視点を身につけ、有疾患者に質の高い運動プロ

グラムを提供できるようになれば、楽しさを演出

できるという健康運動指導士が持つ元来の強みと

相まって、医療連携先の多職種チームの中で独自

の役割を発揮すると思われる。 

 

（2） 健康スポーツ医に対する意見収集 

 今回の調査結果から、かかりつけ医・健康スポー

ツ医と連携をとった運動施設の意義は大きく、質・

量の改善が望まれてることが明らかになり、「量」

の面から施設数を増やすために緩和可能な要件と

して面積要件などの施設要件に関する提案を行っ

たが、安全面での配慮は充実させる必要があり、

AEDの設置は必須であり、酸素飽和度測定器の用意

も検討が必要だと考えられた。ソフト面での人材

育成、運動施設スタッフと医療施設スタッフの連

携といった点は今後検討が必要な重要な課題であ

る。対象となる疾病や運動が多様化しており、単独

の健康スポーツ医や単独の運動施設で完結して行

うには、無理がある。地域で連携し、施設や医師の

役割分担をしていくことも重要であり、地域包括

ケアシステムの中で重要な役割を担うべきものと

考える。リハビリテーション後のニーズも多くな

っており、通所リハ終了後の受け皿という位置づ

けも今後益々重要になるだろう。自治体において

は、健康増進施設を地域の健康ステーションとと

らえ、補助を行うかわりに、健康面の設備を充実さ

せるなど更なる活用の可能性がある。さらに、健康

増進施設や指定運動施設の存在や役割を知らない

健康スポーツ医が多く、good practiceとなる施設

や場を見学できる仕組があるとよいと考えられる。 

 

（3） 運動型健康増進施設・温泉型健康増進施設・医
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療法 42 条施設に対する意見収集 

 本調査の結果、健康増進施設の認定基準につい

て、人的基準を満たすための資格認定制度や養成

体制の整備が必要であると考えられた。また、認定

施設を増やしていくためには健康増進施設の目的

達成に関係しない認定基準の見直しや時代の変化

や、時代の変化に伴う疾病構造の変化を受けた認

定基準に見直していく必要があると考えられる。 

 

（4） 健康増進施設認定基準の見直しに関する提案 

 健康増進施設認定規程は、健康増進のための有

酸素運動を安全かつ適切に行うことができる施設

を厚生大臣（当時）が認定し、その普及を図ること

を目的として昭和 63 年に定められたものである。

しかしながら、認定規程の制定から 34年が経過し

た現在においても認定施設数が全国で 400 施設を

下回っており、十分に普及が図れていると言える

状況ではない。また、社会環境や人口構成が変化し、

認定規程に基づく認定基準と健康増進施設の現状

との間に齟齬が生じている。さらに、令和元年に作

成された健康増進施設における「標準的な運動プ

ログラム」との間にも齟齬が生じている。健康増進

施設が今まで以上に国民の健康寿命の延伸に貢献

するために、今回の提案内容が早期に見直される

ことが望まれる。 

 

Ｅ．結論 

 最終年度は本年度の研究成果に基づいて最終成

果物を作成する。 

 

1．最終成果物 

 健康づくりのための身体活動基準案や身体活動

指針案を作成するとともに、地方自治体や健康専

門家が活用しやすいように整理したシート案（フ

ァクトシート）や、身体活動指針を広く国民に周知

するためのシート案（アクティブガイド）を作成す

る。 

 

（1） 身体活動基準及び身体活動指針 

 研究分担報告書において各分野における学術的

エビデンスを整理するとともに、総合報告書とし

て総合的なエビデンスを提示する。 

 

（2） ファクトシート（案） 

 各分野における「身体活動の推奨量（基準）」「な

ぜ必要か」「現状はどうか」「期待される効果はどの

ようなものか」「取り組むべきことは何か」「Q＆A」

「重要文献リスト」を掲載したシートを作成し、地

方自治体における政策立案や健康専門家の健康指

導に利用できるシート案を作成する。 

1） 作成を予定しているファクトシート 

・（総括版）健康づくりのための身体活動 

・こどものための身体活動 

・働く人のための身体活動 

・高齢者のための身体活動 

・慢性疾患を持つ人のための身体活動 

2） 作成を検討するシート 

・身体活動を促進する社会環境整備 

・身体活動及び運動習慣獲得の介入方法 

・妊産婦に対する身体活動 

・メンタルヘルスのための身体活動 

・睡眠の質向上のための身体活動 

・体力と健康 

 

（3） アクティブガイド（案） 

 2013 年度に公表された身体活動指針（アクティ

ブガイド）の骨格をそのまま利用し、本研究によっ

て新たに作成された基準を国民にわかりやすく伝

えるためのシート案を作成する。 

・（総括版）身体活動・座位行動ガイドライン 

 ※ 日本語版、英語版、中国語（簡体）版、中

国語（繁体）版、韓国語版、スペイン語版 

・こどものための身体活動ガイドライン 

・働く人のための身体活動ガイドライン 

・高齢者のための身体活動ガイドライン 

・慢性疾患を持つ人のための身体活動ガイドラ

イン 

 

2．最終成果物の公開に関する提案 

 本研究における認知度調査によってこれまでの
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基準や指針の認知度が低いことが明らかになった。

改定された基準や指針が国民の健康づくりに貢献

するために、本研究の最終成果物が、基準および指

針の改定に関する検討会において修正・承認され

た後、下記に掲載したさまざまな方法を通じて広

く社会に公開することを提案する。 

 

（1） 国内における公開および周知 

1） 厚生労働省によるプレスリリースおよびホームペ

ージへの掲載 

 改定された基準や指針が広く国民に周知される

ようプレスリリースを行うとともに、厚生労働省

のホームページに掲載する。 

2） 厚生労働省から地方自治体に向けた通知 

 改定された基準や指針が地方自治体における健

康政策立案に活用されるよう、周知のための通知

を発信する。 

3） e-ヘルスネットへの掲載 

 国民や健康専門家が、改定された基準や指針の

詳細情報を検索・確認できるように e-ヘルスネッ

トに各研究班の解説書を掲載する。 

4） Smart Life Project や Sport in Life を通じた周知 

 厚生労働省やスポーツ庁のプロジェクトにおい

て改定された基準や指針を紹介する。 

 

（2） 国外に対する公開および周知 

 多くの国がエビデンスに基づいて身体活動に関

するガイドラインを発信している。本研究の最終

成果物が、基準および指針の改定に関する検討会

において修正・承認された後、その内容を関連国際

誌に掲載したり、関連国際学会で発表することに

よって次の改定に向けた情報交換や意見交換が活

発になると考えられる。また、世界保健機関やアジ

ア各国における身体活動ガイドラインの作成を担

当する研究者に新たに作成された基準や指針を報

告することによって、世界保健機関やアジア各国

の身体活動ガイドラインの作成や改定に貢献でき

ると思われる。 

 

3．次の改定に向けた研究の提案 

 本研究において、いくつかの分野においては基

準や指針を作成するための日本人を対象とした研

究がほとんど見当たらないというレビュー結果が

報告された。この問題を解決する一つの方法とし

て、全国の保健所を拠点にして実施されている多

目的コホート研究である JPHC Study (Japan 

Public Health Center Study)のような研究の展開

が望まれる。JPHC Studyは厚生労働省がん研究助

成金によって 1990年に開始されたコホート研究で

ある。この研究は全国 11の保健所が拠点となって

研究機関や大学と共同研究を実施し、どのような

生活習慣が疾病の発症に関連しているのかを明ら

かにすることを目的としている研究であり、すで

に 400 本近くの学術論文を公表しており、その多

くが新聞やインターネットを通じて社会に発信さ

れ、国民の健康づくりに貢献している。この JPHC 

Studyをモデルに、全国の健康増進施設を拠点にし

た研究（健康増進施設研究）を展開し、健康増進施

設の会員や周辺住民を対象にしたコホート研究や

クラスターランダム化比較試験（図）によって、日

本人において確認が不十分な身体活動と健康アウ

トカムの関係を明らかにする。各研究テーマに関

心を持っているいくつかの健康増進施設と研究機

関が参加することによって共同研究が実施できる

と考えられる。そして、その結果を「健康増進施設

研究」という名前とともに新聞やインターネット

メディアに発信することによって、国民の健康づ

くりに貢献するとともに、認知度が課題となって

いる労働大臣認定健康増進施設の認知度を上げる

とともに、次回の改定に向けたエビデンスを得る

ことが可能となる。そして、これらのエビデンスを

基にした EBPM（根拠に基づく政策立案）を展開し

て国民健康づくり対策を推進することが可能とな

る。 
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図 クラスターランダム化比較試験の例 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 
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22 回日本健康支援学会. 2021 年 3 月, Web 開催. 

28) 王棟、澤田亨、佐藤孝太郎、郡山さくら、田端宏

樹、谷澤薫平、川上諒子、石井香織、鈴木克彦、

樋口満、岡浩一朗、坂本静男. 全身持久力と下腿

周の組合せと糖尿病有病率の関係：WASEDA'S 

Health Study．第 39 回日本臨床運動療法学会. 

2020 年 9 月, Web 開催. 

29) 佐藤孝太朗、澤田亨、王棟、郡山さくら、田端宏

樹、谷澤薫平、川上諒子、伊藤智子、薄井澄誉

子、石井香織、鈴木克彦、樋口満、岡浩一朗、

坂本静男. 最大歩行速度と生活習慣病有病率の

関係：横断研究－WASEDA’S Health Study－. 第

39 回日本臨床運動療法学会. 2020 年 09 月, Web

開催. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 
 

アクティブガイドの認知度調査結果：その１ 
 

研究協力者 原田 和弘（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科・准教授） 

 

研究要旨 

 本研究では、アクティブガイドの認知度の状況と、アクティブガイドの認知と身体活動の実践状況との関

連性を明らかにすることを目的とした調査を行った。社会調査会社の調査モニターのうち、20 歳から 69 歳

の男女 7000名に、インターネットによる質問紙調査を行った。その結果、文字想起法によるアクティブガイ

ドの認知度は 13.4％、いずれかの方法によるアクティブガイドの認知度は 15.1％であることが明らかになっ

た。また、アクティブガイドを認知している者のほうが、身体活動を実践している傾向にあることが明らかと

なった。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

 健康づくりのための身体活動指針（アクティブ

ガイド）は、国民の身体活動の実践を支援し、「健

康づくりのための身体活動基準 2013」の推奨基準

を達成するための手立てとすることを趣旨として

策定された。アクティブガイドには、周りの身体活

動環境への気づきを促す情報や、1日の生活の中で

の身体活動機会の見直しを促す情報など、身体活

動に関する行動変容を促す情報が盛り込まれてい

る。そのため、アクティブガイドの普及啓発によっ

て、国民がアクティブガイドを認知するようにな

り、その結果として、国民の身体活動の促進に資す

ることが期待される。 

以上の背景を踏まえ、本研究では、アクティブガ

イドの認知度の状況と、アクティブガイドの認知

と身体活動の実践状況との関連性を明らかにする

ことを目的とした調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．対象者と手続き 

社会調査会社であるマイボイスコム株式会社の

登録モニターへ、性別、年代、教育歴の分布が日本

人全体の分布にあわせたうえで、20 歳から 69 歳

の男女合計 7,000 名から回答データを取得するよ

う、インターネットによる質問紙調査を依頼した。

この依頼を受け同社は、登録モニターを無作為に

抽出し、計 23,188名に調査を依頼した。同社の調

査方針に従い、各層（性別、年齢、教育歴）におけ

る回答者数が目標人数（各層合計で 7,000名分）に

達した時点で、回答の受付を終えた。以上の調査は、

2020年 10月から 11月にかけて行われた。 

 

2．主な調査項目 

 アクティブガイドの認知度（聞いたことがある

者も含む）は、純粋想起法（手がかりの無い場合で

の認知度を捉える方法）と助成想起法（手がかりの

ある場合での認知度を捉える方法）を併用して調

査した。また、助成想起法における手がかりの内容

として、文字を手がかりとする方法（文字想起法）

と、イラストを手がかりとする方法（イラスト想起

法）の 2種類を採用した。加えて、アクティブガイ

ドの認知度を補完するため、プラステンの認知度

も、文字想起法で調査した。イラスト想起法でアク

ティブガイドを認知していた者に対しては、アク

ティブガイドの認知経路（9種類の経路のうち該当

経路の複数選択形式）も調査した。 

 身体活動量は、JPHC身体活動質問票（詳細版：

Fujii et al. Diabetol Int. 2011; 2: 47-54 / Kikuchi 
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et al. Prev Med Rep. 2020; 20: 101169）と、特定

健診・保健指導の標準的な質問票（川上・宮地. 日

本公衛誌, 2010; 57: 891-899）を用いて調査した。 

 その他に、アクティブガイドに関する知識・信

念・意図（本調査で新たに作成）、ヘルスリテラシ

ー（Ishikawa et al Health Promot Int. 2008; 23: 

269-274）、および基本属性（性別、年代、結婚の有

無、仕事の有無、学歴、世帯年収レベル）に関する

項目も質問した。 

 

3．倫理的配慮 

 神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究倫理

審査委員会と、東京都立大学荒川キャンパス研究

倫理委員会の承認を得た上で、本研究を実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1．アクティブガイドの認知度 

 純粋想起法によるアクティブガイドの認知度は

1.7％（95％信頼区間：1.3～2.0％）、文字想起法に

よるアクティブガイドの認知度は 13.4％（95％信

頼区間：12.6～14.2％）、イラスト想起法によるア

クティブガイドの認知度は 5.3％（ 95％信頼区間：

4.7～5.8%）であった。文字想起法によるプラステ

ンの認知度は 6.8％（95％信頼区間：6.2～7.4％）

であった。また、これらいずれかの方法によるアク

ティブガイド（またはプラステンを含む）の認知度

は 15.1％（95％信頼区間：14.3～15.9%）でった。 

 

2．アクティブガイドの認知経路 

 9種類の認知経路のうち、アクティブガイドの認

知経路として最も割合が高かった「チラシやポス

ター三つ折りリーフレット（40.3%）」であり、次い

で、「市の広報や地域回覧等（34.3%）」、「Webサイ

ト（25.9%）」の順に、割合が高かった。 

 

3．基本属性とアクティブガイドの認知との関連 

 基本属性とアクティブガイドの認知との関連性

をχ2 検定で分析した結果、若年代者（p<0.001）、

仕事のある者（p<0.001）、高学歴者（p<0.001）、

高世帯収入者（p<0.001）の方が、アクティブガイ

ドを認知している傾向にあった。一方、性別と結婚

の有無については、アクティブガイドの認知との

間に、統計的に有意な関連は示されなかった。 

 

3．アクティブガイドの認知と身体活動量の関連 

 JPHC身体活動質問票で把握された指標である、

中強度以上の身体活動時間（時/日）および身体活

動量（メッツ・時/日）とアクティブガイドの認知

との関連性を、t検定で分析した。その結果、アク

ティブガイドを認知している群の方が、認知して

いない群よりも、中強度以上の身体活動時間

（p<.001）および身体活動量（p<0.001）が多いこ

とが確認された。 

 また、特定健診・保健指導の標準的な質問票で把

握された、活動レベル 2 以上とアクティブガイド

の認知との関連性を、χ2検定で分析した。その結

果、アクティブガイドを認知している群のほうが、

認知していない群よりも、活動レベル 2 以上であ

る者の割合が多いことが確認された（p<0.001）。 

 

Ｄ．考察 

 

1．アクティブガイドの認知度の状況 

 本調査の結果、文字想起法によるアクティブガ

イドの認知度は 13.4％、いずれかの方法によるア

クティブガイドの認知度は 15.1％であることが明

らかになった。本調査よりも以前に、文字想起法で

アクティブガイドの認知度を調査した研究（杉山

他. 日本公衛誌, 2016; 63: 424-431）では、2013年

における認知度が 6.1％、2014 年における認知度

が 9.1%であったと報告されている。また、アクテ

ィブガイドの前版であるエクササイズガイドにつ

いては、2007年における文字想起法による認知度

が 12.3％（95％信頼区間：10.7～13.9％）であった

と報告されている（原田他. 日本公衛誌, 2009; 56: 

737-743）。従って、アクティブガイドの認知度は、

以前よりも向上はしたものの、エクササイズガイ

ドの認知度と同等に止まるものと判断できる。 

本調査によりアクティブガイドを認知している
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傾向にある者の特徴として、若年代、有職者、高学

歴、高収入であることが示された。これらのうち、

年代と仕事について、エクササイズガイドの認知

度に関する報告では、若年代よりも高年代の者の

ほうがエクササイズガイドを認知している傾向に

あることは、仕事はエクササイズガイドの認知と

統計的有意に関連していないことが報告されてい

る（原田他. 日本公衛誌, 2009; 56: 737-743）。従っ

て、認知度の程度はアクティブガイドとエクササ

イズガイドとで同等であるものの、認知している

者の特性としては、両ガイドで異なる傾向にある

と考えられる。今後、本報告では取り上げなかった、

ヘルスリテラシーとの関連の検証などを通じて、

アクティブガイドの認知の状況に関する、より詳

細な把握を進めて行く予定である。 

 

2．アクティブガイドの認知と身体活動量との関連

について 

 本研究の結果、アクティブガイドを認知してい

る群のほうが、身体活動量の両指標（JPHC 身体活

動質問票、特定健診・保健指導の標準的な質問票）

が望ましい水準にあることが明らかとなった。異

なる身体活動量の指標でも同じ趣旨の結果が得ら

れたことから、頑健性のある結果であると言える。

エクササイズガイドについては、横断的分析では

認知と身体活動量との間に望ましい関係が示され

ているものの、縦断的分析では両者間の望ましい

関連性が認められなかったと報告されている（原

田他. 日本公衛誌, 2011; 58: 190-198）。従って、本

研究は、横断的分析に止まり結果の解釈は慎重に

すべきであるものの、上記の結果は、アクティブガ

イドを認知することは、身体活動の促進に好影響

をもたらす可能性があることを示すものである。

アクティブガイドに盛り込まれている、行動変容

を促す情報が、このような望ましい結果をもたら

した一因であると考えられる。今後、本報告では取

り上げなかった、アクティブガイドに関する知識・

信念・意図を媒介した身体活動量との関連の検証

などを通じて、アクティブガイドの認知と身体活

動量との関連について、より正確な検証を進めて

行く予定である。 

 

Ｅ．結論 

 20歳から 69歳の男女 7000名を対象とした本調

査の結果、文字想起法によるアクティブガイドの

認知度は 13.4％、いずれかの方法によるアクティ

ブガイドの認知度は 15.1％であることが明らかに

なった。また、アクティブガイドを認知している者

のほうが、身体活動を実践している傾向にあるこ

とが明らかとなった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし。 

 

２．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 
 

身体活動と疾病リスクに関する量反応関係に主眼を置いた文献レビュー 
 

研究分担者 丸藤祐子（国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所・室長） 
研究協力者 川上諒子（早稲田大学 スポーツ科学学術院・講師） 

 

研究要旨 

 本研究では、身体活動と疾病/死亡リスクに関する「量反応関係」（身体活動量が増えるほど、疾病/死亡リス

クがより減っていく関係）に主眼を置いた文献レビューを実施した。文献レビューでは、トップジャーナル

（Ann Intern Med、BMJ、JAMA、Lancet、N Engl J Med）に限定し、質の高いエビデンスを集めること

とした。2011 年以降に公表された身体活動と疾病/死亡リスクに関するコホート研究について文献検索を行

い、量反応関係が確認できる 15本の文献を採択した。死亡、心血管疾患、糖尿病、日常生活動作の制限、体

重変化（増加）をアウトカムとする研究において、身体活動量が多いほどそれらのリスクが低くなるという量

反応関係が確認された。本文献レビューの結果は、次の基準/指針の策定および普及/啓発においても、現在の身

体活動量を少しでも増やすことの重要性を示すためのエビデンスとなると考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

 

国民の健康づくりに対する身体活動・運動分野に

おける活性化の取り組みとして、厚生労働省はこれ

までに、「健康づくりのための運動所要量/指針」、「健

康づくりのための運動基準/指針 2006」、「健康づくり

のための身体活動基準/指針 2013」を作成している。

「健康づくりのための身体活動基準/指針 2013」では、

生活活動も含めた「身体活動」全体に着目すること

が重要視され、「運動基準/指針（エクササイズガイ

ド）」から「身体活動基準/指針（アクティブガイド）」

へ名称が変更された。ここでは、「量反応関係」（身

体活動量が増えるほど、疾病/死亡リスクがより減っ

ていく関係）の考え方が導入され、現在の身体活動

量を少しでも増やす「+10から始めよう！」という方

向性が全年齢層に示された。量反応関係の考え方は、

身体活動量の個人差に配慮した方向性や、簡易な表

現で方向性を示せるなど、基準/指針の策定および普

及/啓発に広く貢献したものと考えられる。 

我々の研究班では、現在の+10 のエビデンスをよ

り多くの質の高いエビデンスによって補強すること

を目的とし、身体活動と疾病/死亡リスクに関する量

反応関係に主眼を置いた文献レビューを実施するこ

ととした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

B-1．文献検索 

身体活動と疾病/死亡リスクに関するコホート研

究について文献検索を行った。検索データベース

PubMed を利用して、検索式は下記とした。 

((British medical journal[ta] OR Journal of the American 

Medical Association[ta] OR Lancet, Lond[ta] OR New 

Engl J Med[ta] OR Ann Intern Med[ta]) AND 

(exercise[mesh] OR "physical activit*"[Title/Abstract] 

OR exercise*[Title/Abstract])) AND ("cohort 

studies"[mesh] OR "cohort"[Title/Abstract] OR 

"follow"[Title/Abstract] OR 

"longitudinal"[Title/Abstract] OR 

"prospective"[Title/Abstract] OR 

"retrospective"[Title/Abstract] OR 

"incidence"[Title/Abstract] OR 

"concurrent"[Title/Abstract]) 

 

B-2．採択基準 

 人を対象とした研究 

 トップジャーナル（Ann Intern Med、BMJ、JAMA、

Lancet、N Engl J Med）に掲載されたコホート研

究 
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 量反応関係を確認できる論文 

 2011年以降に公表された論文 

 

B-3．最終検索日：2021年 3月 23日 

 

B-4．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

234 本の文献がヒットし、題名と要約をレビュー

し、40本に絞った。さらに全文の内容を確認し 15本

の文献を採択した。身体活動と疾病/死亡リスクに関

する量反応関係に主眼を置いた文献レビュー結果を

エビデンステーブルとしてまとめた（表１）。また主

な量反応関係の結果の図と文献集を作成してまとめ

た（補足資料①、②）。 

アウトカム別にみると死亡をアウトカムとする研

究は 6 件あり(1-6)、身体活動量が多い（or 少ない）

と死亡リスクが低い（or 高い）という量反応関係が

確認された（図 1、3、4、7、8、20）。心血管疾患発

症をアウトカムとする研究は 3件あり（1件は死亡+

心血管疾患発症リスクとして評価）(2,4,5)、量反応関

係が確認された（図 2、6、8）。糖尿病をアウトカム

とする研究は 4件（3 件は 2型糖尿病、1件は妊娠糖

尿病）あり(7-10)、量反応関係が確認された（図 5、

10、11、19）。認知症をアウトカムとする論文が 1件

あったが(11)、この研究では量反応関係は確認できな

かった（図 9）。日常生活動作の制限の発生とその進

行をアウトカムとする論文が 2 件あり(12,13)、量反

応関係が確認された（図 12、13、14、15、18）。クロ

ーン病と潰瘍性大腸炎をアウトカムとする論文が 1

件あり(14)、クローン病発症リスクでは量反応関係

が確認できたが（図 16）、潰瘍性大腸炎発症リスクで

は量反応関係はみられなかった（図 17）。体重変化を

アウトカムとする論文が 1 件あり(15)、量反応関係

が確認された（図 21）。 

15件中、欧米のコホート研究からの報告が 12件、

5 大陸を対象としたコホート研究から 2 件、アジア

（台湾）のコホート研究から 1件であった。 

身体活動の評価方法は、13件が質問紙による評価、

2 件が加速度計（7日間）による評価であった。 

15件の研究のうち、身体活動と疾病/死亡リスクと

の関連を主解析として実施している研究は 9 件で

(1,3,5,6,9,11,12,14,15)、他の 6 件は健康関連指標の 1

つとして身体活動量を取り扱っているものであった

(2,4,7,8,10,13)。 

 

Ｄ．考察 

 

本研究では、身体活動と疾病/死亡リスクに関する

量反応関係に主眼を置いた文献レビューを実施し、

多くの研究において量反応関係が確認された。死亡、

心血管疾患、糖尿病、日常生活動作の制限、クロー

ン病、体重変化（増加）をアウトカムとする研究に

おいて、身体活動量が多いほどそれらのリスクが低

くなるという関係が確認された。 

本レビューでは、認知症と潰瘍性大腸炎をアウト

カムとする 2 つの研究において、量反応関係が確認

されなかった。認知症をアウトカムとした研究は、

英国ロンドン勤務の 35～55 歳の公務員男女を対象

としたコホート研究で、長期間（平均 27年）の繰り

返しの追跡によって身体活動の軌跡と認知症発症と

の関係を調査した。長期間の観察結果によると、中

年期における身体活動レベルとその後の認知症発症

との関連はみられず、認知症と診断される約 9 年前

から身体活動が低下し始めたと報告されている。つ

まり、身体活動が認知症リスクの低下と関連するの

ではなく、認知症の前段階の症状として身体活動の

低下がみられている可能性があるという報告であっ

た。身体活動と認知症発症リスクとの関係について

は、研究期間や研究デザインによって結果が分かれ

ているが、2019 年に発表された WHO のガイドライ

ン〔Risk Reduction of Cognitive Decline and Dementia 

WHO Guidelines(16)〕（日本語訳(17)）では、認知機能

に問題がない人が認知機能の低下を予防するために

は、身体活動は高いレベルで推奨されている。 

クローン病や潰瘍性大腸炎をアウトカムとした研

究においては、身体活動との関連を調査した研究が
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現状では非常に少なく、まだ検討が必要である段階

と考えられる。 

今回のレビューでは、文献レビューをトップジャ

ーナル（Ann Intern Med、BMJ、JAMA、Lancet、N Engl 

J Med）に限定し、質の高いエビデンスを集めること

とした。質の高いエビデンスを積み上げることで、

身体活動の重要性をより際立たせられるエビデンス

となり、次の基準/指針の策定および普及/啓発をする

際にサポートできるのではないかと考えている。 

 

Ｅ．結論 

 身体活動と疾病/死亡リスクに関する量反応関係

に主眼を置いた文献レビューの結果、多くの質の高

い研究において、量反応関係が確認された。本レビ

ューの結果は、次の基準/指針の策定および普及/啓発

においても、現在の身体活動量を少しでも増やすこ

との重要性を示すためのエビデンスとなると考えら

れる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし。 

 

２．学会発表 

丸藤祐子、川上諒子、王棟、郡山さくら. 身体活

動基準 2013 における基準値の改定の必要性を検

討する：身体活動基準 2013 と身体活動指針（ア

クティブガイド）の改定にむけて（シンポジウム）. 

第 75回日本体力医学会大会; 2020. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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表 1 エビデンステーブル：身体活動と疾病/死亡リスクに関する量反応関係に主眼を置いた文献レビュー結果 

著者 

PMID 

雑誌 

発表年 

国 コホート 対象者数 ア ウ ト

カム 

身体活動の評価方法 群分け 相対危険度 

Saint-Maurice PF (1) 

32207799 

JAMA 

2020 

米国 National Health and 

Nutrition Examination 

Survey 

4,840 人 

男女 

（平均年齢

56.8 歳） 

総死亡 1 日当たりの歩数 

（加速度計：ActiGraph 7164 

step counts） 

4000 

8000 

12000 

1.00 

0.49(0.44-0.55) 

0.35(0.28-0.45) 

歩行強度 

Bout cadence (steps 

per minute) 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

0.95(0.73-1.24) 

1.05(0.85-1.29) 

1.07(0.88-1.29) 

歩行強度 

Peak 30 cadence (steps 

per minute) 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

0.91(0.76-1.10) 

0.86(0.66-1.23) 

0.90(0.65-1.27) 

歩行強度 

Peak 1 cadence (steps 

per minute) 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

1.02(0.85-1.23) 

0.97(0.74-1.28) 

1.10(0.81-1.49) 

Yusuf S (2) 

31492503 

Lancet 

2020 

経済

レベ

ルの

異な

る 21

カ国 

Prospective Urban 

Rural Epidemiology

（PURE）study 

155,722 人 

男女 

（50.2±9.9

歳） 

心血管

疾患発

症 

Physical activity (MET 

min per week) (IPAQ) 

High: >3000 

Moderate:600-3000 

Low: <600 

1.00 

1.11(1.04-1.19) 

1.20(1.10-1.30) 

総死亡 Physical activity (MET 

min per week) (IPAQ) 

High: >3000 

Moderate:600-3000 

Low: <600 

1.00 

1.26(1.18-1.35) 

1.39(1.28-1.50) 

Mok A (3) 

31243014 

BMJ 

2019 

英国 European Prospective 

Investigation into 

Cancer and Nutrition-

Norfolk 

14,599 人 

男女 

40～79 歳 

総死亡 身体活動エネルギー

消費量（PAEE） 

（質問紙：EPIC-PAQ（European 

Prospective Investigation into 

Low 

-Maintain 

-Increase 

Medium 

 

1.00 

0.76(0.65-0.88) 
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Cancer and Nutrition（EPIC）

Physical Activity Questionnaire

（PAQ）） 

-Decrease 

-Maintain 

-Increase 

High 

-Decrease 

-Maintain 

-Increase 

0.90(0.81-1.00) 

0.72(0.62-0.82) 

0.62(0.53-0.72) 

 

0.80(0.71-0.91) 

0.67(0.53-0.84) 

0.58(0.43-0.78) 

Shan Z (7) 

30464025 

BMJ 

2018 

米国 Nurses’ Health Study 

Nurses’ Health Study Ⅱ 

143,410 人 

女性 

2 型糖尿

病発症 

身 体 活 動 レ ベ ル

(hour/week) 

（質問紙） 

0 

0.1-0.9 

1.0-3.4 

3.5-5.9 

>6 

1.00 

0.93(0.88-0.97) 

0.83(0.74-0.94) 

0.78(0.72-0.84) 

0.73(0.61-0.88) 

van Sloten TT (4) 

30398604 

JAMA 

2018 

英国 Whitehall II 9,256 人 

男女 

44.8±6.0

歳 

心 血 管

疾 患 発

症 

身体活動レベル（質問

紙：Minnesota Leisure Time 

Physical Activity Questionnaire） 

Poor 

Intermediate 

Ideal 

1.00 

0.83(0.73-0.95) 

0.88(0.77-1.01) 

総死亡 Poor 

Intermediate 

Ideal 

1.00 

0.60(0.53-0.68) 

0.55(0.48-0.64) 

Lear SA (5) 

28943267 

Lancet 

2017 

経 済

レ ベ

ル の

異 な

る 17

か国 

Prospective Urban 

Rural Epidemiology

（PURE）study 

130,843 人 

男女 

50.2±9.7

歳 

総死亡 

心 血 管

疾 患 発

症・死亡 

International Physical 

Activity Questionnaire 

(IPAQ) 

High-income 

-Low 

-Moderate 

-High 

Upper-middle-income 

-Low 

-Moderate 

-High 

Lower-middle-income 

-Low 

 

1.00 

0.70(0.54-0.91) 

0.58(0.45-0.76) 

 

1.00 

0.82(0.72-0.93) 

0.65(0.57-0.74) 

 

1.00 
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-Moderate 

-High 

Low-income 

-Low 

-Moderate 

-High 

0.99(0.89-1.10) 

0.92(0.82-1.02) 

 

1.00 

0.76(0.67-0.87) 

0.61(0.53-0.69) 

Sabia S (11) 

28642251 

BMJ 

2017 

英国 Whitehall II 10,308 人 

男女 

35-55 歳 

認 知 症

発症 

身体活動レベル（質問

紙:modified to reflect the 

Minnesota leisure-time physical 

activity questionnaire） 

Total physical activity 

<8 hours/week 

8-12 hours/week 

≥12 hours/week 

Mild physical activity 

<5 hours/week 

5-9 hours/week 

≥9 hours/week 

MVPA 

<2 hours/week 

2-4 hours/week 

≥4 hours/week 

 

1.00 

0.97(0.72-1.29) 

1.05(0.82-1.36) 

 

1.00 

1.21(0.93-1.58) 

0.98(0.74-1.30) 

 

1.00 

1.01(0.76-1.35) 

1.08(0.82-1.41) 

Li Y (8) 

26199273 

BMJ 

2015 

米国 Nurses’ Health Study 

Nurses’ Health Study Ⅱ 

Health Professionals 

Follow-Up Study 

149,794 人 

男女 

 

2 型糖尿

病 

中高強度の身体活動

レベル(hour/week) 

（質問紙） 

0 

0.01-1.0 

1.0-3.5 

3.5-6.0 

＞6 

1.0 

0.93(0.89-0.98) 

0.80(0.76-0.84) 

0.78(0.73-0.84) 

0.71(0.65-0.77) 

Zhang C (9) 

25269649 

BMJ 

2014 

米国 Nurses’ Health StudyⅡ 14,437 人 

女性 

20-44 歳 

妊 娠 糖

尿病 

中高強度の身体活動

レベル 

(min/week) 

（質問紙） 

<30 

30-59 

60-89 

90-149 

150-209 

1.00 

0.90(0.72-1.13) 

0.91(0.71-1.16) 

0.89(0.71-1.10) 

0.85(0.66-1.10) 
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>210 0.78(0.64-0.94) 

Dunlop DD (12) 

24782514 

BMJ 

2014 

米国 地域居住者の多施設

コホート 

1,680 人 

男女 

45-79 歳 

障害（日

常 生 活

動 作 の

制限）の

発生 

daily light intensity 

activity time（加速度計: 

ActiGraph GT1M） 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

0.64(0.41-0.99) 

0.51(0.31-0.83) 

0.67(0.41-1.07) 

daily moderate-

vigorous activity time

（加速度計: 

ActiGraph GT1M） 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

0.57(0.36-0.91) 

0.63(0.38-1.04) 

0.38(0.20-0.72) 

1,814 人 

男女 

45-79 歳 

障 害 の

進行 

daily light intensity 

activity time（加速度計: 

ActiGraph GT1M） 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

0.61(0.39-0.93) 

0.54(0.34-0.86) 

0.60(0.38-0.96) 

daily moderate-

vigorous activity time

（加速度計: 

ActiGraph GT1M） 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

1.00 

0.68(0.44-1.05) 

0.66(0.40-1.08) 

0.41(0.22-0.76) 

Khalili H (14) 

24231178 

BMJ 

2013 

米国 Nurses’ Health Study 

Nurses’ Health StudyⅡ 

194,711 人 

女性 

30-55 歳 

ク ロ ー

ン病 

身体活動量 

(MET-h/week) 

（質問紙） 

 

Lowest 

2nd 

3rd 

4th 

Highest 

1.00 

0.74(0.52-1.05) 

0.88(0.63-1.24) 

0.65(0.45-0.95) 

0.64(0.44-0.94) 

潰 瘍 性

大腸炎 

Lowest 

2nd 

3rd 

4th 

Highest 

1.00 

0.87(0.62-1.21) 

1.06(0.78-1.46) 

0.78(0.56-1.10) 

0.91(0.65-1.26) 

Artaud F (13) BMJ 仏国 Three-City Dijon cohort 3,982 人 障 害 の 身体活動量 High 1.00 
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23881930 2013 study 男女 

65 歳以上 

指標 （質問紙） Intermediate 

Low 

1.53(1.31-1.78) 

2.10(1.77-2.48) 

Stringhini S (10) 

22915665 

BMJ 

2012 

英国 Whitehall II 7,237 人 

男女 

平均 49.4

歳 

2 型糖尿

病 

中高強度の身体活動

レベル 

（質問紙） 

active 

moderately active 

inactive 

1 

1.25(1.04-1.50) 

1.33(1.13-1.56) 

Wen CP (6) 

21846575 

Lancet 

2011 

台湾 民間企業が運営する

標準的な医療検診プ

ログラムのコホート 

416,175 人 

男女 

（男性

199,265

人、女性

216,910

人） 

死亡率 身 体 活 動 量 (MET-

h/week) 

（質問紙） 

Inactive (<3.75) 

Low (3.75-7.49) 

Medium (7.50-16.49) 

High (16.50-25.49) 

Very high (25.50) 

1 

0.86(0.81-0.91), 

0.80(0.75-0.85), 

0.71(0.65-0.77), 

0.65(0.60-0.70) 

Mozaffarian D (15) 

21696306 

N Engl J Med 

2011 

米国 Nurses’ Health Study 

Nurses’ Health Study Ⅱ 

Health Professionals 

Follow-Up Study 

男女

120,877 人 

体 重 変

化 

身体活動量の変化 

(MET-h/week) 

（質問紙） 

Q1：-16.3 

Q2：-2.59 

Q3：1.59 

Q4：6.49 

Q5：23.2 

Ref 

-0.07(-0.32 to 0.18) 

-0.81(-1.02 to-0.60) 

-0.92(-1.02 to -0.83) 

-1.76(-2.14 to -1.38) 
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1.00 

0.49 0.35 

4000 8000 12000

P for trend 0.001

Saint-Maurice, et al. 2020. JAMA. 1

1

1.00 1.11 1.20 

High >3000 Moderate(600-3000) Low(<600)

P for trend 0.001

Yusuf, et al. 2020. Lancet. 2

2

1.00 
1.26 1.39 

High >3000 Moderate(600-3000) Low(<600)

P for trend 0.001

3

Yusuf, et al. 2020. Lancet. 2

1.00 
0.76 0.90 

0.72 0.62 
0.80 0.67 0.58

-Maintain -Increase -Decrese -Maintain -Increase -Decrese -Maintain -Increase

4

Low Medium High

Mok, et al. 2019. BMJ. 3

1.00 0.93 0.83 0.78 0.73 

0 0.1-0.9 1.0-3.4 3.5-5.9 >6

2

5 2

Shan, et al. 2018. BMJ. 7

1.00 
0.83 0.88 

Poor Intermediate Ideal

6

van Sloten, et al. 2018. JAMA. 4

補足資料①︓身体活動と疾病/死亡リスクに関する量反応関係結果の図
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1.00 
0.65 0.55 

Poor Intermediate Ideal

7

van Sloten, et al. 2018. JAMA. 4

1.00 

0.70 
0.58 

1.00 
0.82 

0.65 

1.00 0.99 0.92 1.00 

0.76 
0.61 

-Low -Moderate -High -Low -Moderate -High -Low -Moderate -High -Low -Moderate -High

8 +

High-income countries Upper-middle Lower-middle Low

Lear, et al. 2017. Lancet. 5

1.00 0.97 1.05 

<8 8-12 >12

9

Sabia, et al. 2017. BMJ. 11

1.00 0.93 0.80 0.78 0.71 

0 0.1-0.9 1.0-3.4 3.5-5.9 >6

2

10 2

Li, et al. 2015. BMJ. 8

1.00 0.90 0.91 0.89 0.85 0.78 

<30 30-59 60-89 90-149 150-209 >210

11

Zhang, et al. 2014. BMJ. 9

1.00 
0.64 0.51 

0.67 

Q1:<229 Q2:22-275 Q3:275-328 Q4:>328

12

P for trend 0.039

Dunlop, et al. 2014. BMJ. 12
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1.00 

0.61 0.54 0.60 

Q1:<229 Q2:22-275 Q3:275-328 Q4:>328

13

P for trend 0.018

Dunlop, et al. 2014. BMJ. 12

1.00 

0.57 0.63 

0.38 

Q1:<4.3 Q2:4.3-12.1 Q3:12.2-28.1 Q4:>28.2

14

P for trend 0.005

Dunlop, et al. 2014. BMJ. 12

1.00 
0.68 0.66 

0.41 

Q1:<4.3 Q2:4.3-12.1 Q3:12.2-28.1 Q4:>28.2

15

P for trend 0.007

Dunlop, et al. 2014. BMJ. 12

1.00 
0.74 0.88 

0.65 0.64 

Lowest 2nd 3rd 4th Highest

16
P for trend 0.02

Khalili, et al. 2013. BMJ. 14

1.00 0.87 
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補足資料②：身体活動と疾病/死亡リスクに関する量反応関係に主眼を置いた文献レビュー集 

文献 1 Saint-Maurice, et al. 2020. JAMA.[PMID:32207799] 

対象 40 歳以上の成人（National Health and Nutrition Examination Survey）4840 人（平均年齢

56.8 歳、女性 2435 人[54％]、肥満者 1732 人[36％]）（米国） 

調査項目 1 日あたりの歩数/歩行強度（加速度計７日間）と死亡リスクとの関連を調査 

結果 1 日の歩数が多いほど、全死因死亡率の低下と有意に関連していた（図 1）。1 日あたりの

総歩数を調整した後では、歩行強度と死亡率との間に有意な関連はみられなかった。 

文献 2 Yusuf, et al. 2020. Lancet.[PMID:31492503]（健康関連指標の１つとして身体活動量を評

価） 

対象 経済レベルの異なる 21 カ国によるコホート調査 Prospective Urban Rural Epidemiology

（PURE）study に参加した 155722 人 

調査項目 1 週間当たりの身体活動量（質問紙）と心血管疾患発症/総死亡リスクとの関連 

結果 身体活動量が多いほど，心血管疾患発症（図 2）および総死亡リスク（図 3）が低いことと

関連していた。 

文献 3 Mok, et al. 2019. BMJ.[PMID:31243014] 

対象 European Prospective Investigation into Cancer and Nutrition-Norfolk コホート調査に参加

したの男女 14,599 人（40～79 歳）（英国） 

調査項目 身体活動エネルギー消費量（質問紙）と総死亡リスクとの関連 

結果 ベースラインから追跡期間中において継続的に身体活動量の少ない人と比較して、身体活

動量が追跡期間中に増加している人は、すべての原因による死亡リスクが低く、ハザード

比はベースラインの身体活動量が低、中、高でそれぞれ 0.76（0.65～0.88）、0.62（0.53～

0.72）、0.58（0.43～0.78）であった（図 4）。 

文献 4 van Sloten, et al. 2018. JAMA.[PMID:30398604]（健康関連指標の１つとして身体活動量を

評価） 

対象 Whitehall II コホートに参加した男女 9256 人（平均 44.8[SD6.0]歳）（英国） 

調査項目 身体活動レベル（質問紙）と心血管疾患発症/総死亡リスクとの関連 

結果 身体活動レベルが乏しい人を基準として、中間レベル（1–74 min/week vigorous activity, 1–

149 min/week moderate activity or a combination of the two）、推奨されている理想的なレ

ベ ル （ ≥75 min/week of vigorous activity, ≥150 min/week of moderate activity or a 

combination of the two）の人では、心血管疾患発症（図 6）/総死亡（図 7）リスクが低か

った。 

文献 5 Lear, et al. 2017. Lancet.[PMID:28943267] 

対象 経済レベルの異なる 17 ヵ国 (Canada, Sweden, United Arab Emirates, Argentina, Brazil, 

Chile, Poland, Turkey, Malaysia, South Africa, China, Colombia, Iran, Bangladesh, India, 

Pakistan, and Zimbabwe)によるコホート調査  Prospective Urban Rural Epidemiology

（PURE）study に参加した 130843 人 

調査項目 1 週間当たりの身体活動量（質問紙）と死亡+心血管疾患発症リスクとの関連 

結果 低所得国，中所得国，高所得国において，身体活動量が多いほど，死亡+心血管疾患発症リ

スクが低いことと関連していた（図 8）。 

文献 6 Wen, et al. 2011. Lancet.[PMID:21846575] 

対象 台湾の民間企業が運営する標準的な医療検診プログラムに参加した男女 416175 人（台湾） 
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調査項目 身体活動量（質問紙）と総死亡リスクとの関連 

結果 身体活動量が多いほど総死亡リスクが低かった（図 20） 

文献 7 Shan, et al. 2018. BMJ.[PMID:30464025]（健康関連指標の１つとして身体活動量を評価） 

対象 看護師健康調査（Nurses’ Health Study：1988 年～2012 年）、看護師健康調査（Nurses’ Health 

StudyⅡ：1991 年～2013 年）に参加した女性 143410 人（米国） 

調査項目 中高強度の身体活動レベル(hour/week)（質問紙）と 2 型糖尿病発症リスクとの関連 

結果 中高強度の身体活動レベルが高いほど、2 型糖尿病発症リスクは低かった（図 5）。 

文献 8 Li, et al. 2015. BMJ.[PMID:26199273]（健康関連指標の１つとして身体活動量を評価） 

対象 看護師健康調査（Nurses’ Health Study：1980 年～2010 年）、看護師健康調査（Nurses’ Health 

Study Ⅱ：1991 年～2011 年）および医療従事者追跡調査（Health Professionals Follow-Up 

Study：1986 年～2010 年）に参加した男女 149794 人（米国） 

調査項目 中高強度の身体活動レベル(hour/week)(質問紙)と 2 型糖尿病発症リスクとの関連 

結果 中高強度の身体活動レベルが高いほど、2 型糖尿病発症リスクは低かった（図 10）。 

文献 9 Zhang, et al. 2014. BMJ.[PMID:25269649] 

対象 看護師健康調査（Nurses’ Health StudyⅡ）に参加した女性 14437 人（米国） 

調査項目 中高強度の身体活動レベル(min/week)(質問紙)と妊娠発症リスクとの関連 

結果 中高強度の身体活動が多いと妊娠発症リスクは低かった（図 11） 

文献 10 Stringhini, et al. 2012. BMJ.[PMID:22915665]健康関連指標の１つとして身体活動量を評

価） 

対象 Whitehall II コホートに参加した男女 7237 人（平均 49.4 歳）（英国） 

調査項目 中高強度の身体活動レベル（質問紙）と 2 型糖尿病発症リスクとの関連 

結果 中高強度の身体活動レベルが低い人では 2 型糖尿病発症リスクが高かった（図 19） 

文献 11 Sabia, et al. 2017. BMJ.[PMID:28642251] 

対象 Whitehall II コホートに参加した男女 10308 人（35-55 歳）（英国） 

調査項目 1 週間当たりの身体活動量（質問紙）と認知機能低下および認知症発症リスクとの関連 

結果 身体活動と認知機能低下との間に関連は見られなかった。同様に、身体活動と認知症リス

クとの間にも関連は見られなかった（図 9）。 

文献 12 Dunlop, et al. 2014. BMJ.[PMID:24782514] 

対象 変形性膝関節症または変形性膝関節症の危険因子を有する 49 歳以上の男女 1680 人（障害

発生コホート）および男女 1814 人（障害進行コホート） 

地域居住者の多施設コホート研究（2008-2012 年）（米国） 

調査項目 日常の身体活動時間（加速度計（ActiGraph GT1M）7 日間）と障害（日常動作の制限）の

発生/進行との関連 

結果 低強度の身体活動時間が長いと障害発生リスク（図 12）と進行リスク（図 13）が低かった

（中高強度の身体活動時間とも独立して関連していた）。 

中高強度の身体活動時間が長いと障害発生リスク（図 14）と進行リスク（図 15）が低かっ

た（低強度の身体活動時間とも独立して関連していた）。 

文献 13 Artaud, et al. 2013. BMJ.[PMID:23881930]（健康関連指標の１つとして身体活動量を評価） 

対象 Three-City Dijon cohort study に参加した 65 歳以上の男女 3982 人（仏国） 

調査項目 身体活動量（質問紙）と障害指標との関連 

結果 身体活動量が低いと障害発生リスクが高かった（図 18） 

文献 14 Khalili, et al. 2013. BMJ.[PMID:24231178] 
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コホートの特徴 

 National Health and Nutrition Examination Survey（NHANES） 

米国の国民健康栄養調査 

 

 Whitehall II コホート 

英国ロンドン勤務の 35～55 歳の公務員男女を対象としたコホート研究 

 

 Prospective Urban Rural Epidemiology (PURE) study 

低・中・高所得国の都市部および農村部の一般住民を対象とした大規模コホート研究 

 

 European Prospective Investigation into Cancer and Nutrition-Norfolk 

欧州 10 か国の 23 施設から登録された参加者を持つ大規模多施設コホート研究である欧州がん前向き調査

(EPIC)の一部で、1993 年から 1997 年に英国 Norfolk で 39 歳から 79 歳までの地域住民の男女を対象とし

たコホート 

 

 Nurses’ Health Study/Nurses’ Health StudyⅡ 

米国の女性看護師を対象としたコホート研究 

 Health Professionals Follow-Up Study 

米国の男性医療従事者を対象としたコホート研究 

 

 The Osteoarthritis Initiative (OAI) 

米国国立衛生研究所による男女を対象とした 10 年間の多施設観察研究 

 

 Three-City Dijon cohort study 

フランスの 3 都市（ボルドー、ディジョン、モンペリエ）における認知症リスクに関するコホート研究 Three-

City cohort study の一部で、ディジョン（身体機能／障害を特に注目したコホート）からのデータ 

対象 看護師健康調査（Nurses’ Health Study：1984 年～2010 年）、看護師健康調査（Nurses’ Health 

StudyⅡ：1989 年～2010 年）に参加した女性 194711 人（米国） 

調査項目 身体活動量(MET-h/week)（質問紙）とクローン病および潰瘍性大腸炎との関連 

結果 身体活動はクローン病のリスクと逆相関していたが（図 16）、潰瘍性大腸炎のリスクとは

関連していなかった（図 17）。 

文献 15 Mozaffarian, et al. 2011. N Engl J Med.[PMID:21696306] 

対象 看護師健康調査（Nurses’ Health Study：1986 年～2006 年）、看護師健康調査Ⅱ（Nurses’ 

Health StudyⅡ：1991 年～2003 年）および医療従事者追跡調査（Health Professionals 

Follow-Up Study：1991 年～2006 年）に参加した男女 120877 人（米国） 

調査項目 身体活動量の変化と体重変化との関連 

結果 身体活動の増加が大きい人では、体重減少が大きかった（図 21） 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 
高齢者の運動量の基準に関するレビュー及び身体活動を促進する社会環境整備のための検討 

 
研究分担者 井上茂（東京医科大学公衆衛生学分野 教授） 

研究協力者 笹井浩行（東京都健康長寿医療センター研究所 自立促進と精神保健研究チーム 主任研究員） 
研究協力者 清原康介（大妻女子大学 家政学部食物学科 准教授） 
研究協力者 福島教照（東京医科大学公衆衛生学分野 講師） 
研究協力者 菊池宏幸（東京医科大学公衆衛生学分野 講師） 

研究協力者 天笠志保（東京医科大学公衆衛生学分野 特任講師） 
研究協力者 町田征己（東京医科大学公衆衛生学分野 講師） 

 

研究要旨 

本研究では高齢者の身体活動ガイドラインの改定および身体活動を促進する社会環境整備のための検討を

行った。 

高齢者の身体活動ガイドラインの改定関しては、①各国ガイドラインの現状の把握、②2020 年に発表され

た WHO 身体活動・座位行動ガイドライン要約版の日本語翻訳、③高齢者の身体活動と健康アウトカムに関

するアンブレラ・レビュー（UR）、④日本人高齢者の身体活動の現状把握：既存データの分析、⑤日本人高齢

者の身体活動の現状把握：学術誌特集号を活用した日本人研究者からの情報収集、を行った。このうち、①②

④は終了し、③は 80％程度が終了した。⑤は学術誌「運動疫学研究」の編集委員会と協力の下、現在、高齢

者の身体活動の現状を記述する資料論文を募集している。①については 2018 年以降、米国、英国、WHO、

カナダがガイドラインの改定を行っており、米国の改定で実施された UR がこれらの改定の基礎となってい

た。この状況を踏まえて、本研究班では、米国、WHO で実施された UR で収集されたシステマティック・レ

ビュー（SR）を収集し、新たに検索した SR を追加することで③を実施している。アウトカムは総死亡、循

環器疾患罹患・死亡、転倒・骨折、身体機能とした。④の検討からは、現在の基準値は、比較的健常な日本人

高齢者であれば、ほぼ全ての者が達成していることが明らかとなった。更に作業を進めるとともに、現行ガイ

ドラインや成人ガイドラインとの整合性も考慮しつつ基準値の再考を検討している。また、筋力向上運動、多

要素運動の推奨も検討している。 

身体活動を支援する社会環境については、近年、多くの研究がなされている、自宅近隣の物理的環境と身

体活動との関連にテーマを絞って UR を進めている。系統的検索により 75 本の論文がヒットしたが、事前に

設定した論文採択基準に基づいて、表題および抄録スクリーニングによって 5 本のメタ分析（MA）が抽出さ

れた。 

 

Ａ．研究目的 

本研究は以下の 2 つの目的で実施する。 

【研究１】次期身体活動ガイドラインにおいて、高

齢者の身体活動量基準を策定するために、その科

学的根拠をレビューすること。 

【研究 2】次期身体活動ガイドラインにおいて、身

体活動を促進する社会環境整備に関する記述を加

える目的で、身体活動支援環境に関する研究の現

状をレビューすること。 

 

Ｂ．研究方法 

【研究 1】高齢者ガイドラインに関する研究 

１）主要国の身体活動ガイドラインの状況 

近年改定された主要国のガイドラインを精査し

た。すなわち、2018 年の米国ガイドライン、2019

年の英国ガイドライン、2020 年の WHO ガイドラ

イン、2020 年のカナダガイドラインについてその

内容を精査した。 

 

２）WHO ガイドライン要約版の日本語翻訳 
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翻訳はこのガイドラインの外部レビュアーを務

めた井上が、WHOの依頼のもと着手し、東京医科

大学、日本運動疫学会、国立健康・栄養研究所、お

よび本研究班の 4機関の共同作業として実施した。

仮翻訳後に日本運動疫学会学術委員会の査読を受

けた。その後、4 機関と WHO の承認を得て完成し

た。また、正式に WHOの Institutional Repository 

for Information Sharing (IRIS)への収載を依頼し

た。 

 

３）アンブレラ・レビューの実施・更新 

2018 年の米国ガイドラインの策定にあたっては、

大規模なアンブレラ・レビュー（umbrella review: 

UR）が実施された。2019 年の英国ガイドラインで

はその成果がそのまま踏襲された。また 2020 年の

WHO ガイドライン、カナダガイドラインは、その

科学的根拠の大部分を米国の UR に求めつつ、そ

の後のシステマティック・レビュー（systematic 

review: SR）を追加・収集することで UR の最新化

が行われていた。 

以上の経緯を踏まえて、本研究班では、米国、

WHO、カナダで実施された UR で収集された SR

を抽出し、これらの SR から情報を抽出することで

要約一覧表（evidence table）を作成した。なお SR

の選定にあたっては、①高齢者の層別分析が実施

されていること、②メタ分析が実施されているこ

とを基準とした。健康アウトカムについては WHO

ガイドラインで採用されたアウトカムを参考に、

①総死亡、②循環器疾患死亡・罹患、③転倒・骨折、

④身体機能（体力、サルコペニア、ADL 等）とし

た。 

さらに、推奨身体活動量を決定する根拠を強化す

るために、①総死亡、②循環器疾患死亡・罹患につ

いては、米国における UR と同じ方法を用いて（検

索式：資料 1）それ以降（2017 年以降）の SR を

収集した。 

 

４）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：研究班

が持つ既存データの分析 

研究者が持つ既存データとして、2015 年に日本

の 3 都市（東京都文京区、東京都府中市、静岡県駿

東郡小山町）で実施した高齢者（70-79 歳）調査（住

民基本台帳から無作為抽出、1 週間の加速度計調査、

加速度計：オムロン社製 HJA-350IT Active style 

Pro）のデータを分析した。 

 

５）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：学術誌

「運動疫学研究」における特集号の企画 

日本人高齢者の身体活動の実態を明らかにする

ために、日本運動疫学会の学術誌「運動疫学研究」

に特集「日本人の身体活動・座位行動の実態」を企

画し、2021 年 2 月から日本人高齢者の身体活動を

記述する資料論文の募集を開始した。共通のフォ

ーマットで一覧性のある記述疫学の論文集を 2021

年 9 月に作成する。 

 

【研究 2】身体活動を促進する社会環境整備のため

の研究 

１）アンブレラ・レビュー 

地域環境と身体活動についてはすでに多くの研

究が実施されていることより、UR を実施すること

にした。検索データベースは「PubMed」とした。 

論文採択の基準としては 

① SR であること 

② 英語論文であること 

③ メタ分析が実施されていること 

④ 成人または高齢者を対象としていること 

⑤ 地域環境と身体活動との関連を検討した研究

であること 

⑥ 環境は主として居住地近隣の物理的環境を扱

っていること 

⑦ 研究デザインは問わない 

とした。 

検索式を資料 2 に示す。 

 

3．倫理的配慮 

 本研究は、文献レビューを中心に進めるもので、

個人情報を取り扱う新たなデータの収集は行わな

い。倫理審査等は不要な研究である。４）について

は、東京医科大学医学倫理審査委員会（承認番号：

41



SH2898）の承認を得たうえで実施したデータを解

析した。 

 

Ｃ．研究結果 

【研究 1】高齢者ガイドラインに関する研究 

１）主要国の身体活動ガイドラインの状況 

主要国の身体活動ガイドラインの要約を資料 3

にまとめた。どの国も 2018 年の米国ガイドライン

におおよそ準じた身体活動を、高齢者に推奨して

いた。すなわち、週 150 分以上の中高強度身体活

動（moderate to vigorous physical activity: MVPA）

を推奨していた。また、週 300 分以上で更によい

効果が期待できるとしている。 

従来のガイドラインでは、10 分以上継続した身

体活動（10 分以上のバウトの身体活動）のみを加

算する方法がとられていたが、2018 年の米国ガイ

ドライン以来、バウトの概念が撤廃されており、10

分未満の細切れの身体活動も活動時間に加算する

方式となっている。この点は、最新のガイドライン

の大きな変更点である。 

また、最近のガイドラインでは「座位行動を減ら

すこと」が推奨されているが、具体的な推奨値（時

間）は示されていないものが多い。しかし、2020 年

に改定されたカナダのガイドラインで、初めて座

位行動の推奨値が示された。それによると、座位行

動時間は 8 時間／日未満にとどめるべきであると

されている。 

WHO ガイドラインでは、有酸素性の身体活動に

加えて、高齢者に対して週 2 日以上の筋力向上身

体活動（muscle strengthening physical activity）

と、週 3 日以上の多要素身体活動（multi 

component physical activity）が推奨されている。

多要素身体活動、は用語集において、以下のように

解説されている。 

＜多要素身体活動の解説＞ 

高齢者にとって、身体機能を向上させ、転倒およ

び転倒による傷害のリスクを低減する多要素身

体活動は重要である。これらの活動は、自宅でも、

構造化されたグループセッティングでも実施可

能である。多くの介入研究では、1 回のセッショ

ンに全てのタイプの運動（有酸素性、筋力強化、

バランストレーニング）を組み合わせており、こ

れが効果的であることが示されている。多要素

身体活動プログラムは、例えば、ウォーキング

（有酸素性活動）、ウェイトリフティング（筋力

強化）、バランストレーニングを含んでいる。バ

ランストレーニングの例としては、上腕二頭筋

カールなどの上半身の筋力強化活動を行いなが

ら、後ろ向きや横向きに歩いたり、片足立ちをし

たりすることが挙げられる。ダンスもまた、有酸

素性活動とバランスの要素を組み合わせたもの

である。 

 

２）WHO ガイドライン要約版の日本語翻訳 

WHO 身体活動・座位行動ガイドライン要約版 

（日本語版）を資料 10 に添付する。 

 

３）アンブレラ・レビューの実施・更新 

米国で実施された UR（2018 年）、WHO が実施

した追加の UR（2020 年）を精査したところ、根

拠となった SR は、①総死亡 18 論文、②循環器死

亡 13 論文、③循環器罹患 11 論文、④転倒・骨折

11 論文、⑤身体機能 50 論文であった。多くの論文

において、対象者に成人と高齢者が混在していた。

論文の選定基準に則り、これらの中から高齢者の

みの分析を行っている SR、あるいは高齢者の層別

分析結果を示した SR を抽出した。また、メタ分析

を実施した論文のみを検討対象とした。この方法

によって、検討する論文（SR）数は、①総死亡 6 論

文、②循環器死亡 2 論文、③循環器罹患 2 論文、

④転倒・骨折 11 論文、⑤身体機能（体力、サルコ

ペニア、ADL 等）23 論文に絞られた。 

現在、要約一覧表を作成中だが、報告書執筆時点

でほぼ作業が完了している①②③④の要約一覧表

を添付する（資料 4 から資料 7）。 

さらに、総死亡と循環器疾患死亡、循環器疾患罹

患について、UR の最新化を行った。その結果 2017

年以降の SR が新しく 294 論文ヒットし、スクリ

ーニングの結果、新しく 13 論文の SR が抽出され

た。このうち 8 本は WHO ガイドラン作成時に追
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加された SR と重複しており、本研究で新しく追加

された SR は 5 論文となる。このうちの 1 本はア

ジア人を対象にした研究のメタ分析で、2 本は加速

度計で身体活動を評価した研究のメタ分析結果で

あった。 

 

４）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：研究班

が持つ既存データの分析 

東京都文京区、東京都府中市、静岡県駿東郡小山

町の高齢者450名（住民基本台帳から無作為抽出、

70-79 歳）の各種ガイドラインの充足率を示す（資

料 8）。調査は加速度計（オムロン社製 HJA-350IT 

Active style Pro）を用いて行われた（詳細は論文

発表 5 を参照）。 

健康づくりのための身体活動基準 2013 で示され

た週 10METs・時の強度を問わない（本文分析では

2METs 以上と定義）は、99.8％（449 人/450 人）

の高齢者が実施していた。 

 

５）日本人高齢者の身体活動の現状の把握：学術誌

「運動疫学研究」における特集号の企画 

日本運動疫学会の学術誌「運動疫学研究」に特集

「日本人の身体活動・座位行動の実態」を企画し、

2021年 2月から日本人高齢者の身体活動を記述す

る資料論文の募集を開始した（資料 9）。 

http://jaee.umin.jp/news210228.html 

募集する論文の基準は、 

・倫理審査の承認を受けた研究であること。 

・成人（18 歳以上）を対象としていること。 

・サンプリング方法が明確に記載していること。

（必ずしもランダムサンプリングである必要は

ない。介入研究のベースライン調査等も対象と

なる。集団の特性について明確に記載できるこ

と、サンプリング方法の記載に透明性があるこ

とを重視する。） 

・対象者数 100 名以上であること。 

・加速度計・歩数計の機種は Lifecorder、Active 

style Pro、ActiGraph、activPAL、Actimarker、

スマートフォン、Apple Watch、Fitbit 等を含む。 

・質問紙の場合は、標準化された質問紙を用いて

いること（IPAQ、GPAQ など）。 

とした。 

 

【研究 2】身体活動を促進する社会環境整備のため

の研究 

１）アンブレラ・レビュー 

システマティック・サーチにより 75 本の SR が

ヒットした。表題および抄録スクリーニングによ

り、メタ分析を実施している 5 本の SR を検討し

た。これら 5 本の SR に含まれている論文数の合

計は 200 件を超えており、地域環境と身体活動に

関するエビデンスは数多く蓄積されていた。身体

活動または歩行（歩数）に関連する建造環境の要因

は、walkability（ウォーカビリティー）、商店や公

共交通等の目的地への近接性、混合土地利用、道路

の接続性、人口密度、公共交通機関へのアクセス、

レクリエーション施設や運動施設、歩行に優しい

インフラであった。また、建造環境だけでなく、景

観や緑地の良さ、犯罪からの安全性といった社会

環境も関連していた。一方で、身体活動に関連する

環境要因は身体活動の種類や目的（移動または余

暇）などによって異なることが報告されていた。現

在、要約一覧表を作成中である。 

 

Ｄ．考察 

【研究 1】 

2018 年に米国でガイドラインが改定されて以来、

主要国でのガイドラインの改定が相次いでいる。

その基礎となる科学的根拠は 2018 年に米国で実

施された UR であり、英国ガイドラインはこれを

そのまま採用し、WHO、カナダは若干の追加レビ

ューを加えてガイドラインを策定している。これ

らの UR より情報収集して再整理したところ、総

死亡、循環器疾患罹患・死亡をアウトカムとした研

究は多いが、その多くが、成人と高齢者を一緒に分

析した研究であって、高齢者のみを対象とした研

究や、高齢者の層別分析を実施した研究は限られ

ていた。このような状況を踏まえて、主要国のガイ

ドライン策定では高齢者に対しても成人と同様の

推奨値（多くは週150分以上の中高強度身体活動）
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を推奨している場合が多い。本研究班での検討で

は、高齢者のみを対象とした SR、高齢者の層別分

析を行っている SR に限定して UR を実施してい

る。現在作業を進行中だが、その概要は、 

①総死亡・循環器疾患死亡・罹患をアウトカム

にした研究には量反応関係の検討に耐える SR

が複数あることより、推奨値設定に資するかも

しれない、 

②転倒・骨折、および身体機能をアウトカムに

した研究により、レジスタンス運動および多要

素運動についてはその効用についてかなりのエ

ビデンスがある、 

と整理できる。 

一方で、日本人高齢者の身体活動の現状を見ると、

現行のガイドラインが推奨する「強度を問わない

10 メッツ・時/週の身体活動」については、すでに

多くの高齢者が実施しており、推奨する目標値と

して低すぎる可能性が示唆される。研究班の既存

データ（70-79 歳、450 人、加速度計調査、地域住

民のランダムサンプリング）では、ほぼ 100％の高

齢者が推奨値レベルの身体活動を実施していた。

ここで、「強度は問わない」については 2METs 以

上として検討を行った。仮に 3METs 以上と仮定し

ても 60-70％の高齢者が実施している現状である。

現在、学術誌「運動疫学研究」の特集を活用して、

日本人高齢者の身体活動の現状に関するデータを

収集しており、更に情報を収集することで、ガイド

ラインの改定に役立てたい。 

 

【研究 2】 

地域環境に関する研究では、まず、環境をどう定

義するかが重要と考えられた。様々な要因の中で

自宅周辺の物理的環境（建造環境）は最も多くの研

究がなされた領域であり、ガイドラインへの何ら

かの記載に向けて、本研究班では、まず、居住地近

隣の物理的環境と身体活動との関連を検討するこ

とにした。次年度には UR をさらに進めてガイド

ラインの改定に生かしたい。 

 

Ｅ．結論 

【研究１】既存データの分析より現在の基準値は、

日常生活の行動に支障がほとんどないような比較

的健常な高齢者であれば、ほぼ全ての者が満たし

ている可能性が高い。2021 年度に向けて、現行の

ガイドラインや成人のガイドラインとの整合性も

考慮しつつ基準値の再考を検討する。また、近年、

各国のガイドラインで取り入れられている筋力向

上身体活動、多要素身体活動の推奨も検討する。 

【研究２】身体活動を支援する地域社会環境につ

いては、膨大な横断研究が実施されている。次年度

度に向けてそれらの情報を整理して、現状におけ

る地域環境に関する推奨を取りまとめたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表 

1) Fukushima, N., Amagasa, S., Kikuchi, H., 

Kataoka, A., Takamiya, T., Odagiri, Y., 

Machida, M., Oka, K., Owen, N., Inoue, S. 

Associations of older adults’ excursions from 

home with health-related physical activity 

and sedentary behavior. Arch Gerontol 

Geriatr 92: 104276, 2021. 

2) Kikuchi, H., Inoue, S., Amagasa, S., 

Fukushima, N., Machida, M., Murayama, 

H., Fujiwara, T., Chastin, S., Owen, N., 

Shobugawa, Y.. Associations of older adults’ 

physical activity and bout-specific 

sedentary time with frailty status: 

compositional analyses from the NEIGE 

study. Exp Gerontol 143: 111149, 2021. 

3) Amagasa, S., Inoue, S., Murayama, H., 

Fujiwara, T., Kikuchi, H., Fukushima, N., 

Machida, M., Chastin, S., Owen, N., 

Shobugawa, Y.. Associations of sedentary 

and physically-active behaviors with 

cognitive-function decline in community-

dwelling older adults: compositional data 
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6) 菊池宏幸, 天笠志保, 井上茂. 身体活動と循環
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50817, 2021. 
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0665/337001/9789240014886-jpn.pdf. 

8) 天笠志保，荒神裕之，門間陽樹，鳥取伸彬, 

井上茂. 新型コロナウイルス感染症流行下に

おける身体活動研究の現状：デジタル技術の

革新・普及による身体活動研究の方法論的特

徴とその知見. 運動疫学研究 23(1):5-14, 

2021. 

9) 菊賀信雅，福島教照，澤田亨，松下宗洋，丸

藤祐子，渡邊夏海，橋本有子，中田由夫，井

上 茂. フィットネスクラブ新規入会者の退

会に関連する心理的要因：前向きコホート研

究. 日本公衆衛生雑誌 68(4): 230-240, 2020. 

10) 埴淵知哉, 中谷友樹, 上杉昌也, 井上 茂. イ

ンターネット調査と系統的社会観察による地

理的マルチレベルデータの構築. 地理学評論 
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２．学会発表 

1) 井上茂、菊池宏幸、天笠志保. 高齢者の身体活

動基準に関するレビューおよび身体活動を促

進する社会環境整備のための検討（シンポジ

ウム：身体活動基準 2013 と身体活動指針（ア

クティブガイド）の改定にむけて）、第 75 回

日本体力医学会大会、オンライン・鹿児島、

2020 年 9 月 24-26 日 

2) 井上茂. 高齢者における身体活動と健康（シン

ポジウム：運動疫学研究の新たな展開：身体活

動ガイドラインの改定に向けて）、第 31 回日

本疫学会学術総会、オンライン・佐賀、2021 年

1 月 27-29 日 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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資料 1：身体活動と総死亡および心血管疾患死亡の関連における論文検索 

１）データベース：PubMed 

２）検索式 

Search:  (((("Activity bouts"[Title/Abstract] OR "Daily steps"[Title/Abstract] OR "High intensity 

activity"[Title/Abstract] OR "Pedometer"[Title/Abstract] OR "Step count"[Title/Abstract] OR 

"Steps/day"[Title/Abstract] OR (("Interval training"[Title/Abstract] OR "Walk"[Title/Abstract] OR 

"Walking"[Title/Abstract] OR ("High intensity"[Title/Abstract] AND "training"[Title/Abstract])) NOT 

"medline"[Filter]) OR (2017/01/01:2021/03/31[Date - Publication] AND ("Active living"[Title/Abstract] OR 

"Active travel"[Title/Abstract] OR "Exercise"[MeSH Terms] OR "High intensity activities"[Title/Abstract] OR 

"Light intensity activity"[Title/Abstract] OR "Low intensity activity"[Title/Abstract] OR "Moderate to Vigorous 

Activities"[Title/Abstract] OR "Moderate to Vigorous Activity"[Title/Abstract] OR "Physical endurance"[MeSH 

Terms] OR "Physical fitness"[MeSH Terms] OR "Physical inactivity"[Title/Abstract] OR "Sedentary 

Behavior"[MeSH Terms] OR "Weight lifting"[MeSH Terms] OR "Active commute"[Title/Abstract] OR "Active 

commuting"[Title/Abstract] OR "Moderate Activities"[Title/Abstract] OR "Moderate Activity"[Title/Abstract] OR 

"Vigorous Activities"[Title/Abstract] OR "Vigorous Activity"[Title/Abstract] OR (("Aerobic 

activities"[Title/Abstract] OR "Aerobic activity"[Title/Abstract] OR "Anaerobic training"[Title/Abstract] OR 

"Cardiorespiratory activity"[Title/Abstract] OR "Cardiorespiratory fitness"[Title/Abstract] OR "Cardiovascular 

activities"[Title/Abstract] OR "Cardiovascular activity"[Title/Abstract] OR "Cardiovascular fitness"[Title/Abstract] 

OR "Endurance activities"[Title/Abstract] OR "Endurance activity"[Title/Abstract] OR "Energy 

expenditure"[Title/Abstract] OR "Exercise"[Title/Abstract] OR "Physical activity"[Title/Abstract] OR "Physical 

conditioning"[Title/Abstract] OR "Physical fitness"[Title/Abstract] OR "Resistance training"[Title/Abstract] OR 

"Sedentary Behavior"[Title/Abstract] OR "Sedentary Lifestyle"[Title/Abstract] OR "Strength 

training"[Title/Abstract] OR "Weight training"[Title/Abstract]) NOT "medline"[Filter])))) AND ("mortality"[MeSH 

Terms] OR ("mortalit*"[Title/Abstract] NOT "medline"[Filter])) AND ("systematic"[Filter] OR "meta-

analysis"[Publication Type] OR "systematic review"[Title/Abstract] OR "systematic literature 

review"[Title/Abstract] OR "metaanalysis"[Title/Abstract] OR "meta-analysis"[Title/Abstract] OR 

"metanalyses"[Title/Abstract] OR "meta analyses"[Title/Abstract] OR "pooled analysis"[Title/Abstract] OR 

"pooled analyses"[Title/Abstract] OR "pooled data"[Title/Abstract])) NOT ("Animals"[MeSH Terms] NOT 

("Animals"[MeSH Terms] AND "Humans"[MeSH Terms]))) NOT (("infant"[MeSH Terms] OR "child"[MeSH 

Terms] OR "adolescent"[MeSH Terms]) NOT (("infant"[MeSH Terms] OR "child"[MeSH Terms] OR 

"adolescent"[MeSH Terms]) AND "adult"[MeSH Terms]))) AND (english[Filter]) 
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資料 2：身体活動を支援する地域社会環境の論文検索 

１）データベース：PubMed 

２）検索式 

Search: ((physical activity[Title/Abstract] OR physically active[Title/Abstract] OR physical 

inactivity[Title/Abstract] OR physically inactive[Title/Abstract] OR exercis*[Title/Abstract] OR 

sport*[Title/Abstract] OR walk[Title/Abstract] OR walking[Title/Abstract] OR 

sedentary[Title/Abstract] OR sitting[Title/Abstract] OR television[Title/Abstract] OR 

TV[Title/Abstract] OR active transport*[Title/Abstract] OR commut*[Title/Abstract] OR 

bicycle[Title/Abstract] OR bicycling[Title/Abstract] OR bike[Title/Abstract] OR biking[Title/Abstract] 

OR active living[Title/Abstract]) AND (walkability[Title] OR walkable[Title] OR bikable[Title] OR 

bikability[Title] OR built environment[Title] OR built environmental[Title] OR perceived 

environment[Title] OR perceived environments[Title] OR environmental perception[Title] OR 

environmental perceptions[Title] OR physical environment[Title] OR physical environments[Title] 

OR objective environment[Title] OR objective environments[Title] OR neighbourhood 

environment[Title] OR neighbourhood environments[Title] OR neighborhood environment[Title] OR 

neighborhood environments[Title] OR community environment[Title] OR community 

environments[Title] OR residential environment[Title] OR residential environments[Title] OR 

exercise facility[Title] OR exercise facilities[Title] OR sports facility[Title] OR sports facilities[Title] 

OR physical activity facility[Title] OR physical activity facilities[Title] OR sports club[Title] OR sports 

clubs[Title] OR park[Title] OR parks[Title] OR trail[Title] OR trails[Title] OR open space[Title] OR 

open spaces[Title] OR work environment[Title] OR work environments[Title] OR working 

environment[Title] OR working environments[Title] OR worksite environment[Title] OR worksite 

environments[Title] OR occupational environment[Title] OR occupational environments[Title] OR 

school environment[Title] OR school environments[Title] OR environmental factor*[Title] OR 

environmental attribute*[Title] OR environmental correlate*[Title] OR environmental 

determinant*[Title] OR environmental change*[Title] OR infrastructure[Title] OR street[Title] OR 

land use[Title])) AND (systematic review[Publication Type]) 
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資料 3：成人および高齢者の身体活動に関する各国ガイドラインの要約 

国 年 成人の推奨値 高齢者の推奨値 根拠 URL

日本 2013 週23METs・時以上のMVPA 週10METs・時以上の身体活動

（強度は問わない、概ね2METs以

上だが、十分な体力を有する高齢

者は3METs以上が望ましい）

SR with MA https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000

2xple-att/2r9852000002xpqt.pdf

カナダ 2020 週150分以上のMVPA 週150分以上のMVPA 米国Scientific 

report2018

https://cdnsciencepub.com/toc/apnm/45/10+(S

uppl.+2)?fbclid=IwAR2j8ENiyyzhP9HlY_UK4EaHHoW

a9vPFkLtpmaGf7qt27gJT9FWSADi-EOc

オースト

ラリア

2012* 週150分-300分のMVPA 毎日30分以上のMPA Review https://www.health.gov.au/health-

topics/physical-activity-and-exercise/physical-

activity-and-exercise-guidelines-for-all-

australians?utm_source=health.gov.au&utm_mediu

m=callout-auto-

custom&utm_campaign=digital_transformation

アメリカ 2018 週150分-300分のMVPA

週300分以上のMPAで更な

る健康効果が期待できる

週150分-300分のMVPA

週300分以上のMPAで更なる健康

効果が期待できる

（達成できない場合はできる限り

activeに）

SR with MA

（米国Scientific 

report2018）

https://health.gov/our-work/physical-

activity/current-guidelines

イギリス 2019 週150分以上のMVPA 週150分のMPA

（可能な者は+75分のMPAか

MVPA）

URおよび

SR without MA

（2010-18年の論

文）

https://www.gov.uk/government/collections/phys

ical-activity-guidelines

WHO 2020 週150-300分のMVPA

週300分以上で更なる健康

効果が期待できる

週150-300分のMVPA

週300分以上で更なる健康効果が

期待できる

米国（2018）等の先

行ガイドラインのレ

ビュー、UR、および

SR with MA（一部の

アウトカム）

https://www.who.int/publications/i/item/9789240

015128

*高齢者のガイドラインは2008年

SR: systematic review, MA: meta analysis, UR: umbrella review, MPA: moderate-intensity physical activity, MVPA: moderate to vigorous physical activity
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資料 4：総死亡をアウトカムとしたシステマティック・レビューの要約一覧表 

著者, 年 対象者 層別分析 
身体活動

評価 
追跡期間 結果（ハザード比/相対危険度） 

Arem, 

2015 

全対象者数：661,137 人 

男性 44.1％ 

年齢：中央値 62 歳 

（範囲：21-98 歳） 

ア）<50 歳 

イ）50–<60

歳 

ウ）60–<70

歳 

エ）70 歳以

上 

・質問紙調

査 

・余暇時間

の身体活動 

・余暇の身

体活動の中

央値：8.0 

MET 

h/week

（IQR, 4-

22） 

中 強 度 身

体 活 動 の

例：ウォー

キング、サイ

クリング等 

高 強 度 身

体 活 動 の

例：ジョギ

ング、ランニ

ン グ 、 ダ ン

ス 、 水 泳 、

等 

中央値 14.2

年 （ 範 囲 ：

0-15.2 年） 

ウ）60–<70 歳 

ⅰ）0（MET h/week）（ref：

参照群） 

ⅱ）0.1 to <7.5 vs ref: HR 

0.81 (0.78-0.83) 

ⅲ）7.5 to <15.0 vs ref:  HR 

0.70 (0.68-0.72) 

ⅳ）15.0 to <22.5 vs ref: HR 

0.63 (0.61-0.65) 

ⅴ）22.5 to <40.0 vs ref: HR 

0.59 (0.57-0.61) 

ⅵ）40.0 to <75.0 vs ref: HR 

0.61 (0.56-0.66) 

ⅶ）≥75.0 vs ref: HR 0.70 

(0.57-0.86) 

 

エ）70 歳以上 

ⅰ）0（MET h/week）（ref：

参照群） 

ⅱ）0.1 to <7.5 vs ref: HR 

0.77 (0.74-0.81) 

ⅲ）7.5 to <15.0 vs ref: HR 

0.65 (0.62-0.68) 

ⅳ）15.0 to <22.5 vs ref: HR 

0.62 (0.59-0.65) 

ⅴ）22.5 to <40.0 vs ref: HR 

0.60 (0.57-0.62) 

ⅵ）40.0 to <75.0 vs ref:  HR 

0.54 (0.49-0.60)  

ⅶ）≥75.0 vs ref: HR 0.67 

(0.52-0.85) 
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Hupin, 

2015 

60 歳以上の健常者、 

9 件の前向きコホート研究、 

全対象者数：122,417 人 

（男性 39.8%） 

年齢：平均（標準偏差） 

73（4.5）歳（範囲 60-101 歳） 

9 件のコホートのうち、米国が 6 件、オセ

アニアが 2 件、アジアが 1 件 

ー ・質問紙調

査 

・余暇時間

の 身 体 活

動・各研究

が質問紙で

評価した中

高 度 身 体

活動につい

て 、 強 度 ・

持続時間・

頻 度 か ら

MET-

min/week

を算出 

平均 （標準

偏差） 

9.8 （ 2.7 ）

年 

① 0 MET-min/week(ref: 参 照

群) 

② 1-499 MET-min/week  vs 

ref: RR 0.78 (0.71-0.87) 

③500-999 MET-min/week vs 

ref: RR 0.72 (0.65-0.88) 

④≥1000 MET-min/week vs 

ref: RR 0.65 (0.61-0.70) 

Löllgen, 

2009 

38 研究（前向きコホート研究）、 

全対象者：271,000 人 （男女比

率：not reported） 

年齢：範囲 20-80 歳 

65 歳以上での検討で使用された研

究：3 件/38 件 

271,000 人 

65 歳以上 ・質問紙調

査 

・余暇時間

の身体活動 

・身体活動

量を 3 カテ

ゴ リ ー に 分

類 （ 参 照

群 , 

moderate 

PA 群 , 

most 

active

群） 

中央値 12 年 

（ 範 囲 ： 4-

40 年） 

65 歳以上 

moderate PA 群 vs 参照群: RR 

0.78 (0.59-0.96) 

most active 群 vs 参照群: 

RR 0.68 (0.56-0.82) 
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Moore, 

2012 

次の 6 つの前向きコホート研究を統合 

① NIH ‐ AARP Diet and Health 

Study 

②Campaign Against Cancer and 

Heart Disease (CLUE II) 

③ Cancer Prevention Study II 

(CPS II) 

④U.S. Radiologic Technologists 

study (USRT) 

⑤Women’s Health Study (WHS) 

⑥Women’s Lifestyle and Health 

Study (WLHS) 

全対象者 654,827 人のうち、40 歳以

上の 638,855 人が分析対象者（男

性 44％） 

年齢：中央値 61 歳（範囲 21-90

歳） 

60-69 歳 

70-79 歳 

80 歳以上 

・質問紙調

査 

・余暇時間

の身体活動 

・余暇の身

体活動の中

央値：8.0 

MET 

h/week

（IQR, 4-

22） 

中 強 度 身

体 活 動 の

例：ウォー

キング、サイ

クリング等 

高 強 度 身

体 活 動 の

例：ジョギ

ング、ランニ

ン グ 、 ダ ン

ス 、 水 泳 、

等 

中央値 10 年 (参照群: 0 MET-hr/wk) 

60-69 歳  

0.1 - 3.74 vs 参照群:    

HR 0.82 (0.80-0.85) 

3.75 - 7.4 vs 参照群:    

HR 0.78 (0.75-0.82) 

7.5 - 14.9 vs 参照群:    

HR 0.69 (0.67-0.71) 

15.0 - 22.4 vs 参照群: 

HR 0.61 (0.58-0.63) 

≥ 22.5 vs 参照群:        

HR 0.58 (0.56-0.60) 

 

70-79 歳 

0.1 - 3.74 vs 参照群:    

HR 0.78 (0.75-0.82) 

3.75 - 7.4 vs 参照群:    

HR 0.74 (0.69-0.80) 

7.5 - 14.9 vs 参照群:    

HR 0.64 (0.61-0.68) 

15.0 - 22.4 vs 参照群:  

HR 0.62 (0.58-0.65) 

≥ 22.5 vs 参照群:        

HR 0.58 (0.55-0.61) 

 

80 歳以上 

0.1 - 3.74 vs 参照群:    

HR 0.74 (0.64-0.87) 

3.75 - 7.4 vs 参照群:    

HR 0.66 (0.54-0.80) 

7.5 - 14.9 vs 参照群:    

HR 0.64 (0.55-0.75) 

15.0 - 22.4 vs 参照群:  

HR 0.52 (0.40-0.67) 

≥ 22.5 vs 参照群:        

HR 0.56 (0.46-0.69) 
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Samitz, 

2011 

健常者（有疾患者 [例：心血管疾

患の既往] は除外）、 

80 研究（前向きコホート研究）、 

全対象者：1,338,143 人（80 件の

研究のうち男性のみを対象とした研究が

23 件、女性のみを対象とした研究が 9

件、男女を対象とした研究が 48 件） 

平均年齢の中央値 56 歳（範囲：

28.8-85.9 歳） 

ヨーロッパ：42 件（52.5％）、北

米：26 件（32.5％）、アジア/オセア

ニア：12（15％） 

70 歳以上での検討で使用された研

究：4 件/80 件 

1,338,143 人 

50 歳未満 

50-69 歳 

70 歳以上 

・質問紙調

査 

・身体活動

評価は、総

身 体 活 動 

( 仕 事 中 、

余暇時間、

および日常

生活上の身

体 活 動 時

間 の 合

計)、および

生 活 場 面

別の身体活

動（余暇の

身体活動、

運 動 ・ ス ポ

ーツ、日常

生活上の活

動 、 移 動

中 、 仕 事

中）におい

てなされた。 

各研究の平均

追跡期間の中

央値 10.7 年

（範囲：2 年

～55 年） 

 (highest category vs lowest 

category[ 参 照 群 ] で の 比 較 検

討 ) 

50-69 歳 

ⅰ ） 総 身 体 活 動 : RRs 0.68 

(0.62-0.76) 

ⅱ）余暇の身体活動: RRs 0.76 

(0.71-0.81) 

ⅲ ） 運 動 ス ポ ー ツ ： RRs 0.73 

(0.67-0.78) 

ⅳ）日常生活の身体活動：RRs 

0.65 (0.56-0.75) 

ⅴ）移動中の身体活動： RRs 

0.86 (0.77-0.96) 

ⅵ ）仕 事中 の身 体活動 : RRs 

0.90 (0.74-1.09) 

 

ウ）70 歳以上 

ⅰ ） 総 身 体 活 動 : RRs 0.66 

(0.50-0.88) 

ⅱ）余暇の身体活動: RRs 0.64 

(0.55-0.75) 

ⅲ ） 運 動 ス ポ ー ツ ： RRs 0.58 

(0.52-0.66) 

ⅳ）日常生活の身体活動：RRs 

0.47 (0.39-0.57) 

ⅴ）移動中の身体活動： RRs 

0.68 (0.55-0.84) 

ⅵ ） 仕 事 中 の 身 体 活 動 : not 

applicable 
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Woodcock, 

2011 

健常者 

22 研究（前向きコホート研究） 

全対象者：977,925 人 

（男性 34％） 

年齢：平均年齢の範囲 38-72 歳 

ヨーロッパ：8 件（36.4％）、北米：

8 件（36.4％）、アジア/オセアニア：

6 件（27.3％） 

65 歳以上/

未満 

・22 件の研

究 の う ち 、

18 件が質

問紙調査、

4 件がインタ

ビュー調査

により身体

活動を評価 

・身体活動

評価として、

歩行のみ報

告 し てい た

研 究 が 3

件、サイクリ

ングのみが 2

件、歩行と

サイクリング

の両方を報

告 し てい た

研 究 が 1

件、アクティ

ブ通勤にお

ける身体活

動を報告し

ていた研究

が 2 件、異

なる生活場

面における

身体活動を

組み合わせ

て報告して

いた研究が

11 件 

 ・ 身 体 活

動のレベル

を 3 つ以上

カテゴリーに

分類した研

not 

reported 

65 歳以上 

11MET-h/wk  vs ref (0 MET-

h/wk) 

RR 0.78 (95% CI not 

reported) 

 

65 歳未満 

11MET-h/wk 以上  vs ref (0 

MET-h/wk) 

RR 0.81 (95% CI not 

reported) 
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究 の み 採

用。 

Blond, 

2019 

健常者（患者を対象とした研究は除

外） 

48 研究（前向きコホート研究） 

全体：2,624,338 人 

60 歳以上の検討では 11 研究 

60 歳以上：82342 人 

>60 歳 ・48 件の研

究 の う ち 、

質 問 紙 調

査 が 43

件、加速度

計調査が 5

件であった。 

・生活場面

における身

体 活 動 評

価は余暇の

中 高 強 度

身体活動を

報告するも

のがほとんど

で、4 件の

研究が余暇

の身体活動

と家事によ

る身体活動

を合わせて

報告し、歩

行による身

体活動のみ

評価してい

た研究が 2

件。 

・仕事中の

平 均 追 跡 期

間 ： 2.3 ～

14.2 年 

0 MET-min/wk： 

HR 1.42 (1.27-1.59) 

500 MET-min/wk ： HR1.12 

(1.08-1.15) 

750 MET-min/wk ： 1 （ 参 照

群） 

1000 MET-min/wk：HR 0.91 

(0.89-0.63) 

2000 MET-min/wk：HR 0.74 

(0.66-0.83) 

3000 MET-min/wk ： HR 

0.67(0.51-0.87) 

4000 MET-min/wk：HR 0.60 

(0.39-0.93) 

5000 MET-min/wk：HR 0.54 

(0.30-0.98) 

ⅸ）6000 MET-min/wk：NA 
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身体活動の

み評価した

ものは除外 

 

・ Kcal を

METs ・

min に変換

する場合、

男 性 は

80kg 、 女

性は 60kg

を 想 定 し

た。 
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資料 5：循環器疾患死亡をアウトカムとしたシステマティック・レビューの要約一覧表 

 

著者, 年 対象者 層別分析 身体活動評価 追跡期間 結果（ハザード比/相対危険度） 

Hupin, 2015 60 歳以上

の健常者心

血管疾患死

亡の検討で

使用された

研究：3 件

の 前 向 き コ

ホート研究、 

全 対 象 者

数 ：

66,316 人 

ー ・質問紙調査 

・余暇時間の身体活動 

・各研究で示された身体活

動 の 強 度 は Ainsworth 

compendium を参照した。 

・各研究が質問紙で評価し

た中高度身体活動につい

て、強度・持続時間・頻度か

ら MET-min/week を算出 

平均 （標準偏差） 

9.8（2.7）年 

①0 MET-min/week (ref:参

照群) 

②1-499 MET-min/week vs 

ref: RR 0.78 (0.71-0.87) 

③ 500-999 MET-min/week 

vs ref: RR 0.72 (0.65-0.88) 

④≥1000 MET-min/week vs 

ref: RR 0.65 (0.61-0.70) 
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Blond, 2019 健常者（患

者を対象と

した研究は

除外） 

心血管疾患

死亡を検討

した研究：

21 件（前

向きコホート

研究） 

全 体 ：

2,268,263

人 

60 歳以上

の検討では

3 研究 

60 歳 以

上 ：

40,318 人 

>60 歳 ・48 件の研究のうち、質問紙

調査が 43 件、加速度計調

査が 5 件であった。 

・生活場面における身体活

動評価は余暇の中高強度

身体活動を報告するものが

ほとんどで、4 件の研究が余

暇の身体活動と家事による

身体活動を合わせて報告

し、歩行による身体活動のみ

評価していた研究が 2 件。 

・仕事中の身体活動のみ評

価したものは除外 

・各研究で示された身体活

動 の 強 度 （ METs ） は

Ainsworth compendium

を参照。 

・Kcal を METs・min に変換

する場合、男性は 80kg、女

性は 60kg を想定した。 

平均追跡期間：2.3～14.2 年 0 MET-min/wk ： HR 1.52 

(1.29-1.79) 

500 MET-min/wk：HR 1.13 

(1.07-1.19) 

750 MET-min/wk：1 (参照

群) 

1000 MET-min/wk ： HR 

0.85 (0.80-0.90) 

2000 MET-min/wk ： HR 

0.68 (0.53-0.88) 

3000 MET-min/wk ： HR 

0.63 (0.40-1.01) 

4000 MET-min/wk ： HR 

0.58 (0.29-1.17) 

5000 MET-min/wk ： HR 

0.54 (0.21-1.37) 

6000 MET-min/wk：NA 
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資料 6：循環器疾患罹患をアウトカムとしたシステマティック・レビューの要約一覧表 

 

著者, 年 対象者 層別分析 身体活動評価 追跡期間 結果（ハザード比/相対危険度） 

Pandy, 2015 10 件の前向き

コホート研究 

2 件 の RCT

（Cholesterol 

and 

Recurrent 

Events 

[CARE] 

Study, 

Physician 

Health 

Study） 

全対象者数：

370,460 人

（12 の研究の

うち 2 件が男性

のみを対象、2

件が女性のみを

対象、8 件が男

女を対象） 

年齢：平均年

齢の範囲 44-

76 歳 

7 件が冠動脈

疾患（例、心

筋梗塞）の既

往を有する対象

者 を 含 ん で い

た。 

ヨ ー ロ ッ パ ： 4

件、米国：8件 

55 歳以

上 

・質問紙調査 

・身体活動の種類は問わない（総身体

活動、余暇の身体活動、仕事中の身体

活動、歩行時間、等） 

・1 つの研究の中で複数の種類の身体活

動の効果を報告している場合は余暇時

間の身体活動の結果を優先的に使用し

た。 

・量反応関係の評価において、身体活動

量 を lowest, light, moderate, 

highest の 4 つのカテゴリーとして扱った。 

各研究の平均

追跡期間の中

央 値  13 年

（範囲：5 年

～30 年） 

アウトカム：心不全 

highest vs. lowest (参照群) 

55 歳以上 HR 0.69 (0.65-

0.73) 
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Zheng, 2009 11 件の前向き

コホート研究 

1 件の RCT 

全対象者数：

295,177 人 

米国：10 件、

英国：2 件 

55 歳以

上 

・質問紙調査 

・身体活動は歩行のみを曝露指標として

評価 

・歩行は余暇の歩行を報告している研究

が 4 件、歩行全体を報告しているのが 6

件、その他 2 件 

・ 歩 行 の 強 度 は Ainsworth 

compendium を参照した。 

 （例、通常の歩行速度を時速 2－2.9

マイルとし、平均時速 2.5 マイルの歩行に

対して 3METs を割り当て） 

範囲 2～16 年 ア ウ ト カ ム ： 虚 血 性 心 疾 患

8METs h/week 増える毎の冠動

脈疾患の罹患率 

55 歳以上 RR 0.80 (0.73-

0.86) 
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資料 7：転倒・骨折をアウトカムとしたシステマティック・レビューの要約一覧表 

 

著者, 年 対象者 介入/曝露の内容 outcome 
結果：率比（Rate Ratio)/ 相対危険度

（RR） 

El-Khoury, 2013 60 歳以上、

17 研 究

（4305人)、

平 均 76.7

歳 、 女 性

77% 

地 域 在 住 高

齢者が対象 

 

介入の setting として、

14/17 研究が group Ex,

残り3 研究が自宅でEx介

入。 

2 研究が太極拳のみで、

残りの 15 研究で Gait, 

balance and 

functional training が採

用 。 strengthening 

Ex(11/17RCT), 柔 軟

（ 8/17) 、 general 

PA(walking; 4/17 研

究） 

頻度；週 2 回(2/17),週

3 回(5/17),週 3 回以上

(2/17), 時間; 1 時間程

度（8/17）（範囲 30-

90 分) 

介入期間; 5.5 週~1 年

間, f/u; 6 ヶ月～30 ヶ

月、Ex 遵守率 NA 

【対照群】 

これまで通りの日常生活を

送る群、または control 

intervention(一般的な

健康教育など） 

①あらゆる外傷

を伴う転倒(10

研究） 

②受診を要する

転 倒 （ 8 研

究） 

③転倒による重

症 例 （ 7 研

究） 

④転倒による骨

折（6 研究） 

①rate ratio 0.63,95%CI 0.51-0.77 

②rate ratio 0.70,95%CI 0.54-0.92  

③rate ratio 0.57,95%CI 0.36-0.90 

④rate ratio 0.39,95%CI 0.22-0.66 

Zao, 2016 50 歳以上、

15 研 究

（3636 人、

53.6 歳 か ら

85.1 歳、性

別割合 NA）

8 か国（UK, 

Switzerland

介 入 ：

Multicomponent PA 

resistance or strength 

training ＆ balance or 

そ の 他  の 組 み 合 わ せ

（10/15 研究), 太極拳

が（2/15 研究）、歩行

（ 1/15 研 究 ） 、

Primary: ①

転倒による骨折

（ 15 件 、

3136 人） 

secondary ：

②転倒率（13

件 、 2786

人）、 

①転倒骨折：RR0.60,95%CI 0.45-0.84 

②転倒率：Rate ratio of falls (RaR 0.86, 

95%CI 0.78-0.94) 
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, China, 

Australia, 

Finland, 

Germany, 

New 

Zealand, 

Netherland

s) 

weight-bearing 

exercise （ 2/15 研

究 ） , coordination 

(2/15 研究） 

頻度：週 2-6 回（週 3

回；7/15）、介入期間

1.4 ヶ月～4 年間、 

f/u; 6 ヶ月～6 年、Ex 遵

守率 42～100％ 

【対照群】 

これまで通りの日常生活を

送る群、または control 

intervention(一般的な

健康教育など） 

（ 下 肢 筋 力

（ 4 件 、 498

人）、バランス

能力（6 件、

1599 人）） 

Gillespie, 2012 60 歳 以

上,159 研究

（ 79,193

人 ） 女 性

70％（女性

のみを対象と

する研究 37

件、男性のみ

2研究）21ヵ

国

（Australia, 

Brazil, 

Belgium, 

Canada, 

Chile, 

China, 

Denmark, 

Finland, 

France, 

Germany, 

Italy, 

Japan, 

Netherland

s, New 

159 件のうち Ex 介入は

59 件（その他の介入は投

薬 、手 術、 環境介入 な

ど） 

59 件 の Ex 介 入

（13,264 人）のうち、自

宅で Ex が 12/59、残りは

group での Ex。ほとんどが

Ex の内容は複数からなる

組み合わせで、単独種類

の Ex 介入としては、Gait・

balance ・ functional 

training(5/59), 

strengthening 

Ex(5/59RCT), 

flexibility(8/17), 

3D( 太 極 拳 ;7/59 ） , 

general PA(walking; 

3/59) 、 柔 軟 の み

（0/59）、持久力のみ

（0/59) 

【対照群】 

これまで通りの日常生活を

送る群、または control 

Primary:①転

倒率（rate of 

falls) 

 i) Group-

based EX (16

研 究 、 3622

人)  

ii) home-

based Ex (7

研究, 951 人) 

Secondary:

② 転 倒 骨 折

（6 研究, 810

人） 

①転倒率； i) group RaR 0.71 (0.63-

0.82), ii) home RaR 0.68 (0.58-0.80) 

②転倒骨折；RR 0.34, 95% CI 0.18-

0.63 
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Zealand, 

Norway, 

Sweden, 

Switzerland

, Taiwan, 

Thailand, 

UK, USA ）

サンプルサイズ

の 中 央 値 は

230 人 

intervention(一般的な

健康教育など） 

Health Quality Ontario, 

2008 

65 歳以上、

地 域 在 住 高

齢者。 

60 件 （ all 

RCT）のうち

25 件が Ex 介

入。 

脳卒中など特

定の疾患者を

対象とした研

究は除外 

介入：内容が Target(対

象者の特性[リスク要因な

ど]に応じた Ex 介入のメニ

ュ ー が 用 意 さ れ る ） か

untarget(全員一律に同

じメニューを提供する)かで

層別して分析。 

・ untargeted Ex(18

件 ) ： strength, 

endurance and 

balance 3x/week, 12

週,1.5 時間 or Balance 

training (stretching, 

postural control, 

endurance）週 1 回, 6

週 間 , balance, 

coordination, strength

および太極拳の 1 時間のク

①一般高齢者

に お け る

Targeted Ex

で の 転 倒 (12

件、2484 人） 

②一般高齢者

に お け る

untargeted 

Ex で の 転 倒

（ 3 件 、 566

人） 

③一般高齢者

に お け る

Targeted Ex

での転倒による

外傷（3 件、

546 人） 

②一般高齢者

①RR 0.78 95%CI 0.66-0.91 

②RR 0.81 95%CI 0.66-0.98 

③RR 0.67 95%CI 0.51-0.89 

④RR 0.44 95%CI 0.27-0.72 
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ラスを 1 年間で 37 回 

・Target(5 件), target 

Ex 週 3 回 +walk 

2x/week; 30 min For 

1 year or 対象者ごとに

変更 

・Taget & untarget の

combination（2 件） 

【対照群】 

介入なし群 

に お け る

untargeted 

Ex での転倒に

よる外傷(2件、

426 人） 

Cauley, 2013 男性のみ、65

歳 以 上 , 

2731 人 、

USA 

平 均 年 齢

（SD）78.9 

(5.1)歳 

平 均 体 重 

82.0

（13.1）kg 

（ BMI 

27.2[3.7]）

kg/m2 

人 工 股 関 節

置 換 術 の 既

往がある者は

除外 

活動量計： the multi-

sensor SenseWear 

Pro Armband (SWA) 

Energy Expenditure

（ EE;Kcal/d ） 、

ActiveEE（３MET 以上

で の EE ） MPA 時 間

(min/d)の各指標を 5 分

位（Highest が ref） 

lowest について、MPA は

33min/d 、 total EE 

1975kacl/d 、 AEE 

191kcal/d 

アウトカム：転

倒（3rd visit

から 1 年間[4

ヶ月毎に郵送し

てその間の転倒

を聞く]） 

①TEE 5 分位

の結果（80 歳

未満と 80 歳以

上で層別） 

②AEE  5 分

位の結果（80

歳未満と 80 歳

以上で層別） 

③MPA  5 分

位の結果（80

歳未満と 80 歳

以上で層別） 

アウトカム：骨

折（ f/u は平

均 3.5[0.9]

年） 

④TEE 5 分位

の結果 

⑤AEE 5 分位

①②③full model の結果は全て非有意 

④Q2 vs Q5 HR 1.70 95%CI 1.01-2.85 

⑤Q1 vs Q5 HR 1.82 95%CI 1.10-3.00  

⑥Q1 vs Q5 HR1.70 95%CI 1.03-2.80 
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の結果 

⑥MPA 5 分位

の結果 

Heesch, 2008 1996 年 に

70-75 歳 の

女 性 、 8188

人 、

Australia 

1996 年の調

査 前 年 に 外

傷を伴う転倒

をした者は除

外 

質 問 紙 （ National 

Heart Foundation of 

Australia & Australian 

Institute of Health によ

り開発） 

スコアーの算出：通常の 1

週間で 20 分以上行う

MPA と VPA の頻度からス

コアー化 (MPA３MET 、

VPA５METの強度とし、そ

れぞれの頻度が、なしだと 0

点; 週 1 回で 1 点、週

2,3 回で 2.5 点, 週 4,5

回で 5 点; 1 日 1 回で 7

点, 1 日 2 回以上で 10

点を割り当てて掛け算) 

よって、点数は 0～80 点

（3×10＋5×10）満

点。 

スコアーにより, 以下のよう

にカテゴリー化した。 

・  None/ very low; 

<5,  

・ Low; 5 to <15,  

・ High; 25 to <40,  

・ Very high; 40 点以上 

ス コ ア ー が None/very 

low（5<）を ref とした。 

3 年後の 

①転倒（骨折

は検討せず） 

 

6 年後の 

②転倒 

③骨折 

①ref vs very high OR 0.69 (0.48-0.97) 

②ref vs very high OR 0.65 (0.43-0.97) 

③ref vs High＆very high（カテゴリー変

更） 

  OR 0.55 (0.35-0.86) 
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Iinattiniemi, 2008 2000 年 に

85 歳以上の

地 域 在 住 高

齢 者 512

人 、

Finland 、 平

均 年 齢

（ SD ） 88 

(2.6)歳 , 女

性 77.1％ 

Phone call f/u 

歩行（買い物を含む日常

生活での歩行） 

・それ以外の運動（home 

exercise、ガーデニング、ク

ロスカントリースキー、ダン

ス、水泳、サイクリング、

group exercise） 

各活動の頻度と量より各

活動時間を算出 

・週あたりの歩行時間、4

分位、none, 1-59 min, 

60-140 min, >140 

min/week 

・週あたりの運動時間、

none, 1-59 min, ≥60 

min/week 

【対照群】 

歩行・運動なし群が参照

群 

外 傷 を 伴 う 転

倒 

歩行：全て非有意 

その他の運動：none vs >60 分の運動で 

OR 0.37 (0.19-0.72） 

Peel, 2006 65 歳以上、

387 人

（ case-

control 

ratio: 1:2＝

126 

cases：261 

controls ） , 

case は大腿

骨 近 位 部 骨

折 、 control

は 選 挙 年 名

簿 か ら 抽 出

し、もし施設に

入 所 中 の 場

合は control

から除外。性・

年齢・居住地

質 問 紙 調 査 （ face to 

face interview） 

・歩行（分/週）および過

去 6 ヶ月間の平均的な週

での MVPA 

・ライフステージにわたるスポ

ーツ参加 

PA の 情 報 Australian 

Institute of Health 

and Welfare (AIHW), 

2000 参照 

対照群はスポーツ参加なし

と報告した者 

case：大腿骨

近位部骨折 

playing sport: 調整済みオッズ比 : 0.49 

(0.29–0.83). 
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で

matching 。 

Australia。 

de Souto Barreto, 2019 60 歳以上、

46 研究（all 

RCT, 

22,709 人、

そのうちメタ解

析で使用した

のは 40 研究

21,868 人）

平 均 年 齢

73.1

（7.1）女性

66.3 ％ 、 男

性 の み が 2

件、女性のみ

が 11 件 、

Europe (15

件 ), North 

America 

(13 件, その

う ち USA が

11 件 ), 

Oceania 

(10 件). 35

件 が 地 域 在

住高齢者。 

介入期間が1年以上（平

均 17 ヶ月、中央値 12 ヶ

月） 

Multicomponent(aero

bic plus strength plus 

balance) が 最 多

（Multicomponent 29

件、有酸素 8 件、レジスタ

ンストレーニング 5 件）。 

平均で週 3 回、1 セッション

あたり約 50 分。中強度

(35 件 ) 。 介 入 の

Compliance は平均で約

65％。Group based Ex

が 29 件、group+home 

Ex が 12 件。 

対照群は介入なし群 

介入期間中の

アウトカムの発

生（観察期間

中は除く） 

①  risk of 

falls (20 研

究、4420 人) 

②  injurious 

falls（9 研究、 

4481 人） 

③  multiple 

falls (2 回以

上 ) （ 13 研

究、3060 人） 

④  fractures

（ 19 研 究 、

8410 人） 

⑤ 

hospitalizatio

n（12 研究、

5639 人） 

⑥  mortality

（ 29 研 究 、

11441 人） 

①RR 0.88 95%CI 0.79-0.98 

②RR 0.74 95%CI, 0.62-0.88 

③RR 0.86 95%CI 0.68-1.08 

④RR 0.84 95%CI 0.71-1.00 

⑤RR 0.94 95%CI 0.80-1.12 

⑥RR 0.96 95%Ci 0.85-1.09 
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Sherrington, 2019 60 歳 以 上

108 研 究

（ 23407

人、平均 76

歳 、 77 ％ 女

性 ） 、 25 ヵ

国、サンプルサ

イズの中央値

は 134 人、女

性 の み 28

件、男性のみ

1 件。 

146 の 介 入 arm

（control arm 84）のう

ち、バランストレーニングが

主たる介入だったのが 78

件（53％）、レジスタンス

ト レ ー ニ ン グ が 9 件

（6％）、柔軟が 1 件

（ 1 ％ ） 、 ３ D （ 太 極

拳）が 15 件（10％）、

general PA (walking) 

6 件（4％）、持久力単

独が 1 件（1％）。複数

の 介 入

（Multicomponent）が

37 件（25％）でこのうち

19/37 件（51％）がバラ

ンスとレジスタンストレーニン

グの組み合わせ。 

介入期間（81 研究）：

5-130 週（1 年以上が

24 研究（30％）、2 年

以上が5研究（６％）） 

【対照群】 

これまで通りの日常生活を

送る群、または control 

intervention(一般的な

健康教育など） 

Primary:①転

倒率（rate of 

falls, 人年法) 

（ 59 研 究 、

12,981 人) 

Secondary:

② 転 倒 骨 折

（ 10 研 究 , 

4047 人） 

③転倒による入

院 （ 2 件 , 

1705 人） 

①RaR 0.77 95%CI 0.71-0.83 

②RR 0.73 95%CI 0.56-0.95 

③RR 0.78 95%CI 0.51-1.18 
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資料 8：日本人高齢者のガイドライン充足率（研究班データの分析） 

 

 

 

資料 9：雑誌「運動疫学研究」における特集号「日本人の身体活動・座位行動の実態」の

論文募集 

 

 

 

 

65-74歳 (n=132) 75歳以上 (n=123) 65-74歳 (n=102) 75歳以上 (n=93)

米/WHO　ガイドライン基準（旧） 42 (31.8%) 37 (30.1%) 23 (22.5%) 19 (20.4%)

米/WHO　ガイドライン基準（新） 103 (78.0%) 83 (67.5%) 75 (73.5%) 70 (75.3%)

日本　ガイドライン2013

     10METs・時（≥2.0METs） 132 (100.0%) 122 (99.2%) 102 (100.0%) 93 (100.0%)

     10METs・時（≥3.0METs） 93 (70.5%) 77 (62.6%) 68 (66.7%) 63 (67.7%)

     23METs・時（≥3.0METs） 37 (28.0%) 33 (26.8%) 31 (30.4%) 32 (34.4%)

     歩数

     ≥8000歩/日 34 (25.8%) 19 (15.4%) 16 (15.7%) 17 (18.3%)

     ≥10000歩/日 14 (10.6%) 6 (4.9%) 8 (7.8%) 6 (6.5%)

米/WHOガイドライン基準（旧）：10分以上継続する（例外2分）中高強度の身体活動を週150分

米/WHOガイドライン基準（新）：中高強度の身体活動を週150分

データソース：2015年実施の３都市調査（70-79歳の高齢者）

男性 女性
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重要なメッセージ

1

2

3

4

5
6

身体活動は心身の健康に寄与する。
定期的な身体活動は、世界の死亡者数の4分の3近くを占める心臓
病、2型糖尿病、がんといった疾病の予防・管理に貢献する。　
また、身体活動は、うつや不安の症状を軽減し、思考力、学習
力、総合的な幸福感を高める。

少しの身体活動でも何もしないよりは良い。　
多い方がより良い。
健康と幸福のために、少なくとも、成人では週に150～300分の中
強度の有酸素性の身体活動（または、それと同等の量の高強度の
有酸素性の身体活動）が、子どもや青少年では 1日平均60分の中
強度の有酸素性の身体活動が推奨される。

すべての身体活動に意味がある。
仕事やスポーツ、余暇、移動（ウォーキング、スケートボード、
サイクリング）だけでなく、日常の生活活動や家事も身体活動に
含まれる。

筋力強化は全ての人の健康に役立つ。
高齢者（65歳以上）は、転倒予防と健康増進のために、筋力の強化
だけでなく、バランスと協調（身体の各部位を調和して思い通りに
動かせる能力）を重視した身体活動を取り入れるべきである。

座りすぎで不健康になる。
座りすぎは心臓病、がん、2型糖尿病のリスクを高める。座りっ
ぱなしの時間を減らし、身体活動を行うことは健康に良い。

身体活動を増やし、座位行動を減らすことにより、妊
娠中および産後の女性、慢性疾患のある人や障害のある
人を含むすべての人が健康効果を得られる。

世界の人々がより活動的になれば、年間400万～500万人の死亡を回避できる可能性がある。国際
的なガイドラインは、各国がエビデンスに基づいた国の健康施策を策定し、WHOの身体活動に
関する世界行動計画2018-2030を推進することを支援できる。
身体活動を促進し、座りすぎを減らすための政策への行動と投資は、2030年の持続可能な開発目
標（SDGs）、特に「すべての人に健康と福祉を（SDG3）」、「住み続けられるまちづくりを
（SDG11）」、「気候行動に具体的な対策を（SDG13）」、さらには「質の高い教育をみんなに
（SDG4）」などの達成に貢献することが可能である。

"EVERY MOVE COUNTS" ちょっとした身体活動にも意味がある。

中強度の活動をすると心拍数が上がり、呼吸が速くなる。高強度の活動をすると、呼吸が荒く速くなる。　　　
自宅でもジムでも、筋肉を鍛える方法はたくさんある。
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1 GRADE: Grading of Recommendations Assessment Development and Evaluation

 Available online at https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/336657/9789240015111-eng.pdf

はじめに
定期的な身体活動は、心血管疾患、2型糖尿病、特
定のがんなどの非感染性疾患（NCDs）の予防と管
理のための重要な要因である。身体活動はまた、認
知機能の低下やうつ病・不安の症状の予防など、精
神的な健康にも有益であり、健康的な体重の維持や
幸福感にも寄与する。世界的な推計によると、成人
の27.5%  (1)  、青小年の81%  (2)が2010年のWHOの身体
活動に関する推奨量( 3)  を満たしておらず、過去10

間ではほとんど改善が見られていない状況である。
また、多くの国で女児/女性の活動量が男児/男性に
比べて少ないことや、経済的なレベルが高い集団と
低い集団、国や地域間で身体活動のレベルに有意な
差があることがデータから明らかになっている。

ガイドラインのスコープ（範囲）
WHO身体活動・座位行動ガイドラインは、子供、
青少年、成人、高齢者に対して、健康に多くの利益
をもたらし、健康リスクを軽減するために必要な身
体活動の量（頻度、強度、持続時間）について、エ
ビデンスに基づいた公衆衛生上の推奨事項を提示し
ている。新たに妊婦や産後の女性、慢性疾患や障害
をもつ人々に対する推奨を示しただけでなく、座り
すぎと健康アウトカムとの関連性についても初めて
情報が提供されている。

ガイドラインの利用者
このガイドラインは、高・中・低所得国の、保健、
教育、青少年、スポーツ、社会福祉における各省庁
の政策立案者、国、地域、自治体の計画策定に責任
を持つ政府関係者、ガイダンス文書を通じて人口集
団における身体活動を増加させ、座位行動を減少さ
せるための役割を担う政府関係者、非政府組織や教
育部門、民間部門、研究機関などで働く人々、医療
提供者を対象としている。

作成プロセス
ガイドラインは、WHOのガイドライン作成ハ
ンドブック(4) に準拠して作成された。2019年
には、WHOの全6地域の技術専門家と関連す
るステークホルダーで構成されるガイドライ
ン作成グループ（GDG）が結成された。この
グループは2019年7月に会合を開き、重要な
質問（key questions）の策定、エビデンスの
レビュー、文献の更新方法、さらには必要に
応じて追加の新規レビュー方法について合意
した。2020年2月、 GDGは再び会合を開き、
重要で欠かせないアウトカムに関するエビデ
ンスをレビューし、健康効果とリスク、価値
観、嗜好、実現可能性と受容性、公平性と資
源への影響を検討した。推奨事項は、コンセ
ンサスを得て作成され、オンラインで公開さ
れた。改訂された推奨事項は下記に要約され
ている。GRADE 表1およびエビデンスプロ
ファイルはWeb annexで利用可能である。ガ
イドラインの採用、普及、伝達、実施を支え
るための実践的なツールは、生涯にわたって
身体活動を増加させ、座りすぎを減少させる
る政府やステークホルダーの仕事を支援す
る。

推奨
WHOの身体活動と座位行動に関するガイド
ラインに示されている公衆衛生上の推奨事項
は、性別、文化的背景、社会経済的地位に関
係なく、5歳から、65歳以上までのすべての
集団と年齢層を対象としており、その人の能
力に関係なくすべての人に関わるものであ
る。慢性的な病状および/または障害を持つ
人、妊娠中および産後の女性は、可能な限
り、推奨事項を満たすように努めるべきであ
る。
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推奨：

1週間を通して、1日平均60分以上の中強度
から高強度の身体活動（主に有酸素性身体活
動）を行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

高強度の有酸素性身体活動や筋肉・骨を強化
する身体活動は、少なくとも週3日は取り入
れるべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

• 少しの身体活動でも、何もしないよりは良い。
• 推奨量を満たしていない場合でも、ある程度の身体活動により健康効果が得られる。
• 身体活動は少しずつ行い、時間をかけて徐々に頻度、強度、継続時間を増やしていくべ
きである。

• すべての子供や青少年に安全で公平な機会を提供し、支援することで、楽しく、多様な
身体活動と年齢や能力に応じた身体活動に参加できるようにすることが重要である。

優
れ
た
実
践

子供と青少年 
(5–17 歳)

子供や青少年では、身体活動により、
体力（心肺体力・筋力）の向上、心血管代謝 の健康
（血圧、脂質異常症、血糖値、インスリン抵抗性）、骨の健康、　
　認知的健康（学業成績、実行機能）、精神的健康（うつ症状の　
軽減）、および肥満の減少といった様々な健康効果が得られる。

子供や青少年では、座りすぎは、肥満の増加、心血管代謝の悪化、体力の低下、
向社会的な行動の低下、および睡眠時間の減少といった悪影響を及ぼす。

推奨：

座りっぱなしの時間、特に余暇時間にお
けるスクリーンタイムの時間を減らす必
要がある。
強い推奨、低いエビデンスレベル

1 GRADE: Grading of Recommendations Assessment Development and Evaluation

Available online at https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/336657/9789240015111-eng.pdf

INTRODUCTION
Regular physical activity is a key protective factor for
the prevention and management of noncommunicable
diseases (NCDs) such as cardiovascular disease, type-2
diabetes, and a number of cancers. Physical activity also
benefits mental health, including prevention of cognitive
decline and symptoms of depression and anxiety; and
can contribute to the maintenance of healthy weight
and general well-being. Global estimates indicate that
27.5% of adults (1) and 81% of adolescents (2) do not
meet the 2010 WHO recommendations for physical
activity (3) with almost no improvements seen during
the past decade. There are also notable inequalities: data
show that in most countries girls and women are less
active than boys and men, and that there are significant
differences in levels of physical activity between higher
and lower economic groups, and between countries
and regions.

SCOPE
The WHO Guidelines on physical activity and sedentary
behaviour provide evidence-based public health
recommendations for children, adolescents, adults
and older adults on the amount of physical activity
(frequency, intensity and duration) required to offer
significant health benefits and mitigate health risks.
For the first time, recommendations are provided on
the associations between sedentary behaviour and
health outcomes, as well as for subpopulations, such
as pregnant and postpartum women, and people
living with chronic conditions or disability.

TARGET AUDIENCE
The guidelines are intended for policy-makers in high-,
middle-, and low-income countries in ministries of
health, education, youth, sport and/or social or family
welfare; government officials responsible for developing
national, sub regional or municipal plans to increase
physical activity and reduce sedentary behaviour in
population groups through guidance documents;
people working in nongovernmental organizations,
the education sector, private sector, research; and
health-care providers.

DEVELOPMENT PROCESS
The guidelines were prepared in accordance with
the WHO handbook for guideline development (4). In 
2019 a Guideline Development Group (GDG) was
formed comprising technical experts and relevant
stakeholders from all six WHO regions. The group
met in July 2019 to formulate the key questions,
review the evidence-bases, and agree the methods
for updates of literature, and, where needed, for
additional new reviews. In February 2020, the GDG
met again to review the evidence for the critical
and important outcomes, consider the benefits
and harms, values, preferences, feasibility and
acceptability, and the implications for equity and
resources. The recommendations were developed
through consensus and posted online for public
consultation. The final updated recommendations
are summarized below. The GRADE1 tables and
evidence profiles are available as a Web annex . 
Practical tools to support adoption, dissemination,
communication campaigns and implementation
of the guidelines will support governments and
stakeholders work together to increase physical
activity and reduce sedentary behaviours across
the life course.

RECOMMENDATIONS
The public health recommendations presented
in the WHO Guidelines on physical activity and
sedentary behaviour are for all populations and
age groups ranging from 5 years to 65 years and
older, irrespective of gender, cultural background
or socioeconomic status, and are relevant for
people of all abilities. Those with chronic medical
conditions and/or disability and pregnant and
postpartum women should try to meet the
recommendations where possible and as able.

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間、
特に余暇時間におけるスク
リーンタイムを減らす

3
少なくとも週に

　　日
高強度の有酸素性身体活動や筋肉・骨を
強化する身体活動を取り入れるべきである

　　　　　　 分
の中高強度の身体活動を実施する
この身体活動のほとんどは有酸素性身体
活動である必要がある

少なくとも1日 

60
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有酸素性身体活動

筋力向上活動

座位行動
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It is recommended that:

Adults should limit the amount of time spent
being sedentary. Replacing sedentary time
with physical activity of any intensity (including
light intensity) provides health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

To help reduce the detrimental effects of high
levels of sedentary behaviour on health, adults
should aim to do more than the recommended
levels of moderate- to vigorous-intensity
physical activity.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

 成人 
(18–64歳) ADULTS (aged 18–64 years)

• Doing some physical activity is better than doing none.

• If adults are not meeting these recommendations, doing some physical activity will benefit their health.

• Adults should start by doing small amounts of physical activity, and gradually increase the frequency, intensity and
duration over time.
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In adults, higher amounts of sedentary behaviour are associated with the following poor
health outcomes: all-cause mortality, cardiovascular disease mortality and cancer mortality
and incidence of cardiovascular disease, cancer and type-2 diabetes.

Adults may increase moderate-intensity
aerobic physical activity to more than
300 minutes; or do more than 150
minutes of vigorous-intensity aerobic
physical activity; or an equivalent
combination of moderate- and
vigorous-intensity activity throughout
the week for additional health benefits.
Conditional recommendation, moderate certainty evidence

300 150~ ~

分
高強度の有酸素性の
身体活動

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

成人では、健康増進のために、
週に2日以上、すべての主要筋群
を使用して実施する中強度以上
の強度の筋力向上活動を行うこ
とが推奨される。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

分
中強度の有酸素性の
身体活動 

or

少なくとも週に

150
少なくとも週に 

75

すべての主要筋群を使って、
中強度以上の強度で筋力を
強化する活動を行う

健康効果を得るためには、1週間を通し
て、中強度の有酸素性の身体活動を少
なくとも150～300分、高強度の有酸素
性の身体活動を少なくとも75～150分、
または中強度と高強度の身体活動の組
み合わせによる同等の量を行うべきで
ある。

強い推奨、中等度のエビデンスレベル

さらなる健康増進のために:

2
日

少なくとも週に

LIMIT

REPLACE

the amount of time
spent being sedentary

with more physical
activity of any intensity
(including light intensity).

300 150
minutes

moderate-intensity
aerobic physical

activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

more thanmore than
For additional health benefits:

4 5
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2部位別のがん：
膀胱がん、乳がん、結腸がん、子宮内膜がん、食道腺がん、胃がん、腎がん

推奨：
すべての成人は定期的な身体活動を行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

2 3
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成人では、身体活動により、
総死亡率や循環器疾患による死亡率の低下、高血圧や部位
別のがん 2、2型糖尿病の発症の予防、メンタルヘルス（不
安やうつ症状の軽減）や認知的健康、睡眠の向上、および
肥満の指標の改善といった様々な健康効果が得られる。

有酸素性身体活動

筋力向上活動
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座りっぱなしの時間を減らすべきである。　
座位時間を身体活動（強度は問わない）に置
き換えることで、健康効果が得られる。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

長時間の座りすぎが健康に及ぼす悪影響を軽
減するためには、中強度から高強度の身体活
動を推奨レベル以上に行うことを目標にすべ
きである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

It is recommended that:

All adults should undertake regular physical activity.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Adults should do at least 150–
300 minutes of moderate-intensity
aerobic physical activity; or at
least 75–150 minutes of vigorous-
intensity aerobic physical activity;
or an equivalent combination of
moderate- and vigorous-intensity
activity throughout the week,
for substantial health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

ADULTS
(aged 18–64 years) 成人 (18–64 歳)

2 Site-specific cancers of: bladder, breast, colon, endometrial,
oesophageal adenocarcinoma, gastric, and renal.

• 少しの身体活動でも、何もしないよりは良い。
• 推奨量を満たしていない場合でも、ある程度の身体活動により健康効果が得られる。
• 身体活動は少しずつ行い、時間をかけて徐々に頻度、強度、持続時間を増やしていく
べきである。優

れ
た
実
践

成人では、座りすぎは、総死亡率や心血管系疾患、がんによる死亡率の上昇、心血
管系疾患やがん、2型糖尿病の発症の増加といった悪影響を及ぼす。

推奨:

In adults, physical activity confers benefits for the following
health outcomes: improved all-cause mortality, cardiovascular
disease mortality, incident hypertension, incident site-specific
cancers,2 incident type-2 diabetes, mental health (reduced symptoms
of anxiety and depression); cognitive health, and sleep; measures
of adiposity may also improve.

1週間を通して、中強度の有酸素性の
身体活動を300分以上に増やす、150分
以上の高強度の有酸素性の身体活動を
行う、または中強度と高強度の身体活
動の組み合わせによる同等の身体活動
を行うことで、さらに健康効果を得ら
れる可能性がある。
条件付き推奨、中等度のエビデンスレベル

Adults should also do muscle-
strengthening activities at
moderate or greater intensity that
involve all major muscle groups
on 2 or more days a week, as these
provide additional health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

150
300 150

minutes

to to

moderate-intensity
aerobic physical

activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

at leastAt least

75

muscle-strengthening
activities at moderate
or greater intensity that
involve all major muscle
groups.

For additional health benefits:

2
days
a week

On at least

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間を

置き換える
どんな強度（軽強度を含
む）でも良いので、身体活
動を増やす

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

300
分/週 以上の
中強度の有酸素性の

身体活動

or 150
分/週 以上の
高強度の有酸素性の
身体活動

さらなる健康のために：
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推奨：

すべての高齢者は定期的な身体活動を行うべきである
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

OLDER ADULTS (aged 65 years and older)

• Doing some physical activity is better than doing none.

• If older adults are not meeting the recommendations, doing some physical activity will bring benefits to health.

• Older adults should start by doing small amounts of physical activity, and gradually increase the frequency, intensity
and duration over time.

• Older adults should be as physically active as their functional ability allows, and adjust their level of effort for physical
activity relative to their level of fitness.

G
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In older adults, higher amounts of sedentary behaviour are associated with the following
poor health outcomes: all-cause mortality, cardiovascular disease mortality and cancer
mortality, and incidence of cardiovascular disease, cancer and incidence of type-2 diabetes.

It is recommended that:

Older adults should limit the amount of time
spent being sedentary. Replacing sedentary
time with physical activity of any intensity
(including light intensity) provides health
benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

To help reduce the detrimental effects of
high levels of sedentary behaviour on health,
older adults should aim to do more than the
recommended levels of moderate- to vigorous-
intensity physical activity.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

高齢者
(65歳以上)

高齢者では、身体活動により、
総死亡率や心血管系疾患による死亡率の低下、高血圧や部位
別  のがん、2型糖尿病の発症の予防、メンタルヘルス（不安
やうつ症状の軽減）や認知的健康、睡眠の向上、および肥満
の指標の改善といった様々な健康効果が得られる。
また、身体活動は転倒や転倒に関連した傷害の予防に役立
ち、骨の健康と機能的能力の低下を防ぐことができる。

Older adults may increase moderate-
intensity aerobic physical activity to
more than 300 minutes; or do more
than 150 minutes of vigorous-intensity
aerobic physical activity; or an equivalent
combination of moderate- and vigorous-
intensity activity throughout the week,
for additional health benefits.
Conditional recommendation, moderate certainty evidence

健康増進のために、週に2日以上、す
べての主要筋群を使用して実施する中
強度以上の強度の筋力向上活動を行う
ことが推奨される。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

機能的な能力の向上と転倒予防のため
に、週の身体活動の一環として、機能
的なバランスと筋力トレーニングを重
視した多様な要素を含む身体活動（マ
ルチコンポーネント身体活動）を週3
日以上、中強度以上の強度で行うべき
である。

強い推奨、中等度のエビデンスレベル

LIMIT

REPLACE

the amount of time
spent being sedentary

with more physical
activity of any intensity
(including light intensity).

300 150
minutes

moderate-intensity
aerobic physical
activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

more thanmore than
For additional health benefits:

300 150～ ～
分
高強度の有酸素性の
身体活動

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

分
中強度の有酸素性の
身体活動  

or

少なくとも週に

150
少なくとも週に 

75

すべての主要筋群を
使って、中強度以上
の強度で筋力を強化
する活動を行う

健康効果を得るためには、1週間を
通して、中強度の有酸素性の身体
活動を少なくとも150～300分、高
強度の有酸素性の身体活動を少な
くとも75～150分、または中等度と
高強度の身体活動の組み合わせに
よる同等の量を行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

さらなる健康のために：

2
日

少なくとも週に

中強度以上の強度で、
機能的なバランスと筋
力トレーニングを重視
した多様な要素を含む
身体活動を行う

3
日

少なくとも週に
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It is recommended that:

All older adults should undertake regular physical activity.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Older adults should do at least 150–
300 minutes of moderate-intensity
aerobic physical activity; or at
least 75–150 minutes of vigorous-
intensity aerobic physical activity;
or an equivalent combination of
moderate- and vigorous-intensity
activity throughout the week, for
substantial health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

OLDER ADULTS
(aged 65 years and older) 高齢者 (65歳以上)

• 少しの身体活動でも、何もしないよりは良い。
• 推奨量を満たしていない場合でも、ある程度の身体活動により健康効果が得られる。
• 身体活動は少しずつ行い、時間をかけて徐々に頻度、強度、持続時間を増やしていく
べきである。

• 機能的能力が許す限り身体活動を行い、体力のレベルに応じて身体活動の強さのレベ
ルを調整する必要がある。

優
れ
た
実
践

高齢者では、座りすぎは、総死亡率や心血管系疾患、がんによる死亡率の上昇、
心血管系疾患やがん、2型糖尿病の発症の増加といった悪影響を及ぼす。

推奨：

座りっぱなしの時間を減らすべきである。
座位時間を身体活動（強度は問わない）に
置き換えることで、健康効果が得られる。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

長時間の座りすぎが健康に及ぼす悪影響を
減するため、中強度から高強度の身体活動
を推奨レベル以上に行うことを目標にすべ
きである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

In older adults, physical activity confers benefits for the
following health outcomes: improved all-cause mortality,
cardiovascular disease mortality, incident hypertension, incident
site-specific cancers, incident type-2 diabetes, mental health
(reduced symptoms of anxiety and depression), cognitive health, and
sleep; measures of adiposity may also improve. In older adults, physical activity helps
prevent falls and falls-related injuries and declines in bone health and functional ability.

1週間を通して、中強度の有酸素性の身
体活動を300分以上に増やす、150分以
上の高強度の有酸素性の身体活動を行
う、または中強度と高強度の身体活動の
組み合わせによる同等の身体活動を行う
ことで、さらに健康効果を得られる可能
性がある。
条件付き推奨、中等度のエビデンスレベル

Older adults should also do muscle-
strengthening activities at moderate
or greater intensity that involve
all major muscle groups on 2 or
more days a week, as these provide
additional health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

As part of their weekly physical
activity, older adults should do varied
multicomponent physical activity that
emphasizes functional balance and
strength training at moderate or greater
intensity, on 3 or more days a week,
to enhance functional capacity and
to prevent falls.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間を

置き換える
どんな強度（軽強度を含
む）でも良いので、身体
活動を増やす

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

300
分/週 以上の
中強度の有酸素性の
身体活動

or 150
分/週 以上の
高強度の有酸素性の
身体活動

　さらなる健康のために：

150
300 150

minutes

to to

moderate-intensity
aerobic physical
activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

at leastAt least

75

muscle-
strengthening
activities at
moderate or greater
intensity that
involve all major
muscle groups.

For additional health benefits:

2
days
a week

On at least

varied 
multicomponent 
physical activity that 
emphasizes functional 
balance and strength 
training at moderate 
or greater intensity.

3
days
a week

On at least

6 7

G
u

id
el

in
es

 o
n

 p
h

ys
ic

al
 a

ct
iv

it
y 

an
d

 s
ed

en
ta

ry
 b

eh
av

io
u

r: 
at

 a
 g

la
n

ce

Recommendations4 5Executive summary

有酸素性身体活動

座位行動

80



禁忌のないすべての妊娠中および産後の女性の推奨量：
妊娠中から産後まで、定期的に身体活動を行う。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

加えて：

妊娠前に、習慣的に激しい有酸素性身体活動を行っていた女性や身
体的に活動的な女性は、妊娠中も産後もこれまでの身体活動を継続
して行うことができる。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

1週間を通して、少なくとも150分の中強
度の有酸素性の身体活動を行うことで、健
康効果が期待できる。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

様々な有酸素性身体活動や筋肉を鍛える身
体活動を取り入れる。軽いストレッチを加
えるのも効果的である。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

妊娠中および産後の女性

妊娠中・産後の女性では、妊娠中・産後の身体活動により、
子癇前症、妊娠高血圧症、妊娠糖尿病、過剰な妊娠中の体重
増加、分娩合併症および産後うつ、また、新生児合併症のリ
スクを減少させることができる。妊娠中・産後の身体活動に
よる出生体重への悪影響や死産のリスクの増加はない。

PREGNANT AND POSTPARTUM WOMEN

G
O

O
D
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TS • Doing some physical activity
is better than doing none.

• If pregnant and postpartum
women are not meeting the
recommendations, doing some
physical activity will benefit
their health.

• Pregnant and postpartum
women should start by doing
small amounts of physical
activity, and gradually increase
frequency, intensity and
duration over time.

• Pelvic floor muscle training may
be performed on a daily basis
to reduce the risk of urinary
incontinence.

• Avoid physical activity during
excessive heat, especially with
high humidity.

• Stay hydrated by drinking
water before, during, and after
physical activity.

• Avoid participating in activities
which involve physical contact; pose
a high risk of falling; or might limit
oxygenation (such as activities at
high altitude, when not normally
living at high altitude).

• Avoid activities in supine position
after the first trimester of
pregnancy.

• When considering athletic competition,
or exercising significantly above the
recommended guidelines pregnant
women should seek supervision from
a specialist health-care provider.

• Pregnant women should be informed
by their health-care provider of the
danger signs alerting them as to when
to stop; or to limit physical activity and
consult a qualified health-care provider
immediately should they occur.

• Return to physical activity gradually
after delivery, and in consultation with
a health-care provider, in the case of
delivery by Caesarean section.

Additional safety considerations for pregnant women when
undertaking physical activity are:

In pregnant and postpartum women, as in all adults, higher amounts of sedentary
behaviour are associated with the following poor health outcomes: all-cause mortality,
cardiovascular disease mortality and cancer mortality and incidence of cardiovascular
disease, cancer and incidence of type-2 diabetes.

It is recommended that:

Pregnant and postpartum women should limit
the amount of time spent being sedentary.
Replacing sedentary time with physical activity
of any intensity (including light intensity)
provides health benefits.
Strong recommendation, low certainty evidence

Doing some 
physical activity 
is better than 
doing none.

LIMIT

REPLACE

the amount of time
spent being sedentary

with physical activity
of any intensity
(including light intensity).

少なくとも週に

150
分
中強度の有酸素性の
身体活動
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In pregnant and postpartum women, physical activity
during pregnancy and postpartum confers benefits on the
following maternal and fetal health benefits: decreased risk
of pre-eclampsia, gestational hypertension, gestational diabetes,
excessive gestational weight gain, delivery complications and postpartum
depression, and fewer newborn complications, no adverse effects on birthweight;
and no increase in risk of stillbirth.

It is recommended that all pregnant and postpartum women without contraindication should:

Undertake regular physical activity throughout pregnancy and postpartum.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

In addition:

Women who, before pregnancy, habitually engaged in vigorous-
intensity aerobic activity, or who were physically active, can continue
these activities during pregnancy and the postpartum period.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Do at least 150 minutes of moderate-
intensity aerobic physical activity
throughout the week for substantial
health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Incorporate a variety of aerobic and muscle-
strengthening activities. Adding gentle
stretching may also be beneficial.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

PREGNANT AND POSTPARTUM WOMEN 妊娠中および産後の女性
優
れ
た
実
践

• 少しの身体活動でも、
何もしないよりは良
い。

• 推奨量を満たしていな
い場合でも、ある程
度の身体活動により
健康効果が得られる。

• 身体活動は少しずつ行
い、時間をかけて
徐々に頻度、強度、
持続時間を増やして
いくべきである。

• 骨盤底筋のトレーニン
グを日常的に行うこ
とで、尿失禁のリス
クを減らすことがで
きる。

• 過度の暑さ、特に湿度が高いときは運動を避ける。
• 身体活動の前、中、後に水を飲んで水分補給をする。
• 身体的な接触を伴う身体活動、転倒の危険性が高い姿
勢、酸素供給を制限する可能性のある活動（例えば、普段
高地で生活していない場合の高地での活動）は避ける。

• 妊娠中期以降（after the first trimester of pregnancy）
は、仰臥位での活動を避ける。

• 妊婦が運動競技への参加を考え、推奨されているガイド
ラインを大幅に超える運動を行う場合は、専門の医療者の
監督を仰ぐべきである。

• 医療者は、身体活動を中止すべきあるいは制限すべき危
険な兆候について妊婦に情報提供すべきである。また、そ
のような兆候が現れた場合には妊婦は直ちに医療者に相談
すべきである。

• 帝王切開による分娩の場合は分娩後、医療者と相談の
上、徐々に身体活動を再開する。

妊婦が身体活動を行う際に考慮すべき安全上
の注意事項：

すべての成人と同様に、妊娠中および出産後の女性では、座りすぎによって総死亡率
や心血管系疾患、がんによる死亡率が上昇し、心血管系疾患やがん、2型糖尿病の発症
も増加するといった悪影響が生じる。

推奨：

座りっぱなしの時間を減らすべきである。座
位時間を身体活動（強度は問わない）に置き
換えることで、健康効果が得られる。
強い推奨、低いエビデンスレベル

少しの身体活動でも、何も
しないよりは良い

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間を

置き換える
どんな強度（軽強度を含
む）でも良いので、身体
活動を増やす

150
moderate-intensity
aerobic physical activity

At least

minutes
a week
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Adults and older adults with chronic conditions
should limit the amount of time spent being
sedentary. Replacing sedentary time with physical
activity of any intensity (including light intensity)
provides health benefits.
Strong recommendation, low certainty evidence

To help reduce the detrimental effects of high
levels of sedentary behaviour on health, adults
and older adults with chronic conditions should
aim to do more than the recommended levels of
moderate- to vigorous-intensity physical activity.
Strong recommendation, low certainty evidence

For cancer survivors, and adults living with hypertension, type-2 diabetes and HIV,
it is recommended that:

推奨：

上記の慢性疾患のあるすべての成人および高齢者は定期的に身体活動を行う。 
  強い推奨、中等度のエビデンスレベル

健康効果を得るためには、1週間を通して、
中強度の有酸素性の身体活動を少なくとも
150～300分、高強度の有酸素性の身体活動
を少なくとも75～150分、または中等度と高
強度の身体活動の組み合わせによる同等の
量を行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

When not contraindicated, adults
and older adults with these chronic
conditions may increase moderate-
intensity aerobic physical activity to
more than 300 minutes; or do more
than 150 minutes of vigorous-intensity
aerobic physical activity; or an equivalent
combination of moderate- and vigorous-
intensity activity throughout the week
for additional health benefits.
Conditional recommendation, moderate certainty evidence

慢性疾患のある高齢者は、機能的な能力の向上
と転倒予防のために、週の身体活動の一環とし
て、機能的なバランスと筋力トレーニングを重
視した多様な要素を含む身体活動（マルチコン
ポーネント身体活動）を週3日以上、中強度以
上の強度で行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

健康増進のために、週に2日以上、すべての主要
筋群を使用して実施する中強度以上の強度の筋
力向上活動を行うことが推奨される。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

ADULTS AND OLDER ADULTS WITH CHRONIC CONDITIONS 
(aged 18 years and older)慢性疾患を有する成人および高齢者 (18歳以上)

身体活動は、以下の慢性疾患を持つ成人および高齢者に
健康効果をもたらす:
がんサバイバー – 総死亡率、がん特異的死亡率、およびがんの
再発あるいは二次発がんのリスクを低下させる。
高血圧– 心血管系疾患による死亡率、疾病の進行、身体機能、
健康関連の生活の質を向上させる。
2型糖尿病 – 心血管系疾患および疾病の進行による死亡率を低下
させる。
HIV感染 – 体力と精神的健康の向上（不安や抑うつの症状の軽
減）につながる。病気の進行（CD4カウントやウイルス負荷）
や体組成に悪影響を及ぼさない。
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TS • When not able to meet the above recommendations,
adults with these chronic conditions should aim to
engage in physical activity according to their abilities.

• Adults with these chronic conditions should start by doing
small amounts of physical activity and gradually increase
the frequency, intensity and duration over time.

• Adults with these chronic conditions may wish to consult
with a physical activity specialist or health-care professional

for advice on the types and amounts of activity
appropriate for their individual needs, abilities,
functional limitations/complications, medications,
and overall treatment plan.

• Pre-exercise medical clearance is generally unnecessary for
individuals without contraindications prior to beginning
light- or moderate-intensity physical activity not exceeding
the demands of brisk walking or everyday living.

In adults, including cancer survivors and people living with hypertension, type-2 diabetes
and HIV, higher amounts of sedentary behaviour are associated with the following poor
health outcomes: all-cause mortality, cardiovascular disease mortality and cancer mortality,
and incidence of cardiovascular disease, cancer and incidence of type-2 diabetes.

LIMIT

REPLACE

the amount of time
spent being sedentary

with more physical
activity of any intensity
(including light intensity).

すべての主要筋群を
使って、中強度以上の
強度で筋肉を強化する
活動を行う

さらなる健康のために

2
日

少なくとも週に

中強度以上の強度で、機
能的なバランスと筋力ト
レーニングを重視した多
様な要素を含む身体活動
を行う

3
日

少なくとも週に

300 150
minutes

moderate-intensity
aerobic physical
activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

more thanmore than
For additional health benefits:

～
分
高強度の有酸素性の
身体活動

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

分

or

少なくとも週に

150
少なくとも週に 

75
150
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座りっぱなしの時間を減らすべきである。座位
時間を身体活動（強度は問わない）に置き換え
ることで、健康効果が得られる。
強い推奨、低いエビデンスレベル

長時間の座りすぎが健康に及ぼす悪影響を減す
るため、中強度から高強度の身体活動を推奨レ
ベル以上に行うことを目標にすべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

がんサバイバー、高血圧患者、2型糖尿病患者、HIV感染者への推奨：

It is recommended that:

All adults and older adults with the above chronic conditions should undertake regular
physical activity. Strong recommendation, moderate certainty evidence

Adults and older adults with these
chronic conditions should do at least
150–300 minutes of moderate-intensity
aerobic physical activity; or at least
75–150 minutes of vigorous-intensity
aerobic physical activity; or an equivalent
combination of moderate- and vigorous-
intensity activity throughout the week
for substantial health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

身体活動を実施する禁忌がなければ、 
1週間を通して、中強度の有酸素性の身
体活動を300分以上に増やす、150分以
上の高強度の有酸素性の身体活動を行
う、または中強度と高強度の身体活動
の組み合わせによる同等の身体活動を
行うことで、さらに健康効果を得られ
る可能性がある。

条件付き推奨、中等度のエビデンスレベル

As part of their weekly physical activity, older
adults with these chronic conditions should do
varied multicomponent physical activity that
emphasizes functional balance and strength
training at moderate or greater intensity on
3 or more days a week, to enhance functional
capacity and prevent falls.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Adults and older adults with these chronic
conditions should also do muscle-strengthening
activities at moderate or greater intensity that
involve all major muscle groups on 2 or more days
a week, as these provide additional benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

ADULTS AND OLDER ADULTS WITH CHRONIC 
CONDITIONS (aged 18 years and older)

慢性疾患を有する成人および高齢者 (18歳以上)

Physical activity can confer health benefits for adults and
older adults living with the following chronic conditions:
for cancer survivors – physical activity improves all-cause
mortality, cancer-specific mortality, and risk of cancer recurrence or
second primary cancer; for people living with hypertension – physical
activity improves cardiovascular disease mortality, disease progression, physical
function, health-related quality of life; for people living with type-2 diabetes – physical
activity reduces rates of mortality from cardiovascular disease and indicators disease
progression; and for people living with HIV – physical activity can improve physical fitness
and mental health (reduced symptoms of anxiety and depression), and does not adversely
affect disease progression (CD4 count and viral load) or body composition.

優
れ
た
実
践

• 推奨量を満たすことができない場合には、個人の能力に合わせた身体活動を行う。
• 身体活動は少しずつ行い、時間をかけて徐々に頻度、強度、持続時間を増やしていくべ
きである。

• これらの慢性疾患のある成人は、身体活動の専門家や医療者に相談して、個々のニー
ズ、能力、機能的制限や合併症、薬、全体的な治療計画に適した身体活動の種類や量に
ついてアドバイスを受けることが望ましい。

• 身体活動を実施する禁忌のない者が、速歩きや日常生活の活動の強度を超えないような
軽強度または中強度の身体活動を開始する場合は、身体活動実施前の医学的な許可は一
般的に不要である。

がんサバイバー、高血圧を有する者、2型糖尿病を有する者、HIV感染者を含む成人で
は、座りすぎは、総死亡率や心血管系疾患、がんによる死亡率の上昇、心血管系疾患や
がん、2型糖尿病の発症の増加といった悪影響を及ぼす。

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間を

置き換える
どんな強度（軽強度を含
む）でも良いので、身体
活動を増やす  

muscle-
strengthening
activities at
moderate or greater
intensity that
involve all major
muscle groups.

For additional health benefits:

2
days
a week

On at least

varied 
multicomponent 
physical activity that 
emphasizes functional 
balance and strength 
training at moderate 
or greater intensity.

3
days
a week

On at least

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

300
分/週 以上の
中強度の有酸素性の
身体活動

or 150
分/週 以上の
高強度の有酸素性の
身体活動

さらなる健康のために：

150
300

minutes

to to

moderate-intensity
aerobic physical
activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

at leastAt least

75
150
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CHILDREN AND ADOLESCENTS (aged 5–17 years) 
LIVING WITH DISABILITY 

障害のある子供と青少年 (5–17 歳)

上記のセクションで述べたように、子供や青少年に対する身
　体活動の健康効果の多くは、 障害のある子供や青少年にも
関係している。障害のある子供や青少年に、身体活動がもた
らすその他の効果としては、注意欠陥・多動性障害（ADHD）
を含む認知機能に障害や疾患のある子供たちの認知力の向
上、また、知的障害を持つ子供たちの身体機能の改善がある。

• Doing some physical activity is better than doing none.

• If children and adolescents living with disability are not meeting these recommendations, doing some physical activity
will bring benefits to health.

• Children and adolescents living with disability should start by doing small amounts of physical activity and gradually
increase the frequency, intensity and duration over time.

• There are no major risks for children and adolescents living with disability engaging in physical activity when it is
appropriate to an individual’s current activity level, health status and physical function; and the health benefits
accrued outweigh the risks.

• Children and adolescents living with disability may need to consult a health-care professional or other physical
activity and disability specialist to help determine the type and amount of activity appropriate for them.

G
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In children and adolescents, higher amounts of sedentary behaviour are
associated with the following poor health outcomes: increased adiposity; poorer
cardiometabolic health, fitness, and behavioural conduct/pro-social behaviour;
and reduced sleep duration.

It is recommended that:

Children and adolescents living with
disability should limit the amount of time
spent being sedentary, particularly the
amount of recreational screen time.
Strong recommendation, low certainty evidence

推奨：

1  週間を通して、1  日平均60分以
上の中強度から高強度の身体活動
（主に有酸素性身体活動）を行う
べきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

高強度の有酸素性身体活動や筋
力・骨を強化する身体活動
は、少なくとも週3日は取り入
れるべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

少しの身体活動でも、何も
しないよりは良い

Start by doing 
small amounts of 
physical activity.

少なくとも1日

60
 分

の中高強度の身体活動を実施する
この身体活動のほとんどは有酸素性身体
活動である必要がある

3
少なくとも週に

日
高強度の有酸素性身体活動や筋力・骨を
強化する身体活動を取り入れるべきである

LIMIT
the amount of time
spent being sedentary, 
particularly recreational
screen time.

12 13
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CHILDREN AND ADOLESCENTS (aged 5–17 years)

LIVING WITH DISABILITY
障害のある子供と青少年 (5–17 歳)

Many of the health benefits of physical activity for children
and adolescents, as set out in the section above, also relate to
those children and adolescents living with disability. Additional
benefits of physical activity to health outcomes for those living with
disability include: improved cognition in individuals with diseases or
disorders that impair cognitive function, including attention-deficit/
hyperactivity disorder (ADHD); improvements in physical function may
occur in children with intellectual disability.

• 少しの身体活動でも、何もしないよりは良い。
• 推奨量を満たしていない場合でも、ある程度の身体活動により健康効果が得られる。
• 身体活動は少しずつ行い、時間をかけて徐々に頻度、強度、持続時間を増やしてい
くべきである。

• 個人の現在の活動レベル、健康状態、身体機能に応じて適切に身体活動を行う場合
には、大きなリスクはなく、健康効果がリスクを上回る。

• 個人に適した身体活動の種類と量を決定するためには、医療専門家やその他の身体
活動および障害の専門家に相談する必要があるかもしれない。

優
れ
た
実
践

座りすぎは、肥満の増加、心血管代謝の悪化、体力の低下、向社会的な行動
の低下、および睡眠時間の減少といった悪影響を及ぼす。

推奨：

座りっぱなしの時間、特に余暇時間に
おけるスクリーンタイムの時間を減ら
す必要がある。
強い推奨、低いエビデンスレベル

It is recommended that:

Children and adolescents living
with disability should do at least
an average of 60 minutes per
day of moderate- to vigorous-
intensity, mostly aerobic, physical
activity, across the week.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Vigorous-intensity aerobic
activities, as well as those that
strengthen muscle and bone
should be incorporated at least
3 days a week.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Doing some 
physical activity 
is better than 
doing none.

少量の身体活動から始
めよう

60
moderate- to vigorous-intensity
physical activity across the week;
most of this physical activity
should be aerobic.

At least

minutes a day

3
vigorous-intensity aerobic activities, 
as well as those that strengthen muscle
and bone should be incorporated.

On at least

days a week

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間を
特に余暇時間におけるスク
リーンタイムを減らす

12 13
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It is recommended that:

Adults living with disability should limit
the amount of time spent being sedentary.
Replacing sedentary time with physical activity
of any intensity (including light intensity)
provides health benefits.
Strong recommendation, low certainty evidence

To help reduce the detrimental effects of high
levels of sedentary behaviour on health, adults
living with disability should aim to do more
than the recommended levels of moderate-
to vigorous-intensity physical activity.
Strong recommendation, low certainty evidence

健康効果を得るためには、1週間を通
して、中強度の有酸素性の身体活動
を少なくとも150～300分、高強度の
有酸素性の身体活動を少なくとも75
～150分、または中強度と高強度の身
体活動の組み合わせによる同等の量
を行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

健康増進のために、週に2日以上、すべ
ての主要筋群を使用して実施する中強
度以上の強度の筋力向上活動を行うこ
とが推奨される。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

ADULTS (aged 18 years and older) 
LIVING WITH DISABILITY 障害のある成人 (18歳以上)

上記のセクションで述べたように、成人に対する身体活動の健
康効果の多くは、障害のある成人にも関係している。障害のあ
る成人には以下のような健康効果もある。

多発性硬化症患者 – 身体機能の改善、および健康に関連した生活
の質における身体的、精神的、社会的領域の改善。
脊髄損傷者 –歩行機能、筋力、上肢機能の向上、健康関連の生活
の質の向上。
認知機能に障害がある疾病や障害を持つ者 – 身体機能および認知
機能の改善（パーキンソン病および脳卒中の既往のある者におい
て）、認知機能の改善、生活の質の改善（統合失調症の成人にお
いて）、身体機能の改善（知的障害のある成人において）、およ
び生活の質の改善（うつ病の成人において）。

推奨：

障害のあるすべての成人は定期的に身体活動を行う。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

In adults, higher amounts of sedentary behaviour are associated with the following poor
health outcomes: all-cause mortality, cardiovascular disease mortality and cancer mortality
and incidence of cardiovascular disease, cancer and type-2 diabetes.

Adults living with disability may
increase moderate-intensity aerobic
physical activity to more than 300
minutes; or do more than 150 minutes
of vigorous-intensity aerobic physical
activity; or an equivalent combination
of moderate- and vigorous-intensity
activity throughout the week for
additional health benefits.
Conditional recommendation, moderate certainty evidence

As part of their weekly physical activity,
older adults living with disability should do
varied multicomponent physical activity that
emphasizes functional balance and strength
training at moderate or greater intensity on
3 or more days a week, to enhance functional
capacity and prevent falls.
Strong recommendation, moderate certainty evidence
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TS • Doing some physical activity is better than doing none.

• If adults living with disability are not meeting these
recommendations, doing some physical activity will bring
benefits to health.

• Adults living with disability should start by doing small
amounts of physical activity, and gradually increase the
frequency, intensity and duration over time.

• There are no major risks to adults living with disability engaging
in physical activity when it is appropriate to the individual’s
current activity level, health status and physical function;
and when the health benefits accrued outweigh the risks.

• Adults living with disability may need to consult a health-
care professional or other physical activity and disability
specialist to help determine the type and amount of activity
appropriate for them.

LIMIT

REPLACE

the amount of time
spent being sedentary

with more physical
activity of any intensity
(including light intensity).

300 150～ ～
分
高強度の有酸素性の
身体活動

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

分
中強度の有酸素性の　
身体活動

or

少なくとも週に

 150
少なくとも週に

75

varied multicomponent 
physical activity that 
emphasizes functional 
balance and strength 
training at moderate 
or greater 
intensity.

3
days
a week

On at least

300 150
minutes

moderate-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

more thanmore than
For additional health benefits:

vigorous-
intensity aerobic
physical activity

さらなる健康のために

2
日

少なくとも週に

すべての主要筋群を
使って、中強度以上
の強度で筋力を強化
する活動を行う

14 15
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推奨：

座りっぱなしの時間を減らすべきである。座位
時間を身体活動（強度は問わない）に置き換え
ることで、健康効果が得られる。
強い推奨、低いエビデンスレベル

長時間の座りすぎが健康に及ぼす悪影響を減す
るため、中強度から高強度の身体活動を推奨レ
ベル以上に行うことを目標にすべきである。
強い推奨、低いエビデンスレベル

It is recommended that:

All adults living with disability should undertake regular physical activity.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Adults living with disability should
do at least 150–300 minutes of
moderate-intensity aerobic physical
activity; or at least 75–150 minutes of
vigorous-intensity aerobic physical
activity; or an equivalent combination
of moderate- and vigorous-intensity
activity throughout the week for
substantial health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

Adults living with disability should also
do muscle-strengthening activities
at moderate or greater intensity that
involve all major muscle groups on 2
or more days a week, as these provide
additional health benefits.
Strong recommendation, moderate certainty evidence

ADULTS (aged 18 years and older)

LIVING WITH DISABILITY
障害のある成人 (18歳以上)

Many of the health benefits of physical activity for adults, 
as set out in the section above, also relate to adults living with 
disability. Additional benefits of physical activity to health outcomes 
for those living with disability include the following: for adults with 
multiple sclerosis – improved physical function, and physical, mental, 
and social domains of health-related quality of life; for individuals with spinal 
cord injury – improved walking function, muscular strength, and upper extremity 
function; and enhanced health-related quality of life; for individuals with diseases or 
disorders that impair cognitive function – improved physical function and cognition 
(in individuals with Parkinson’s disease and those with a history of stroke); beneficial 
effects on cognition; and may improve quality of life (in adults with schizophrenia); 
and may improve physical function (in adults with intellectual disability); and improves 
quality of life (in adults with major clinical depression).

座りすぎは、総死亡率や心血管系疾患、がんによる死亡率の上昇、心血管系疾患やがん、
2型糖尿病の発症の上昇といった悪影響を及ぼす。

1週間を通して、中強度の有酸素性の身
体活動を300分以上に増やす、150分以
上の高強度の有酸素性の身体活動を行
う、または中強度と高強度の身体活動
の組み合わせによる同等の身体活動を
行うことで、さらに健康効果を得られ
る可能性がある。
条件付き推奨、中等度のエビデンスレベル

障害のある高齢者は、機能的な能力の向上
と転倒予防のために、週の身体活動の一環
として、機能的なバランスと筋力トレーニ
ングを重視した多様な要素を含む身体活動
（マルチコンポーネント身体活動）を週3日
以上、中強度以上の強度で行うべきである。
強い推奨、中等度のエビデンスレベル

優
れ
た
実
践

• 少しの身体活動でも、何もしないよりは良い。
• 推奨量を満たしていない場合でも、ある程度の身体活動により健康効果が得られる。
• 身体活動は少しずつ行い、時間をかけて徐々に頻度、強度、持続時間を増やしていく
べきである。

• 個人の現在の活動レベル、健康状態、身体機能に応じて適切に身体活動を行う場合に
は、大きなリスクはなく、健康効果がリスクを上回る。

• 個人に適した身体活動の種類と量を決定するためには、医療専門家やその他の身体活
動および障害の専門家に相談する必要があるかもしれない。

減らそう
座りっぱなしで過ごす時間を

置き換える
どんな強度（軽強度を含
む）でも良いので、身体
活動を増やす 

150
300 150

minutes

to to

moderate-intensity
aerobic physical
activity

vigorous-intensity
aerobic physical
activity

or an equivalent combination throughout the week

minutes

or

at leastAt least

75

中強度以上の強度で、機能
的なバランスと筋力トレー
ニングを重視した多様な要
素を含む身体活動を行う3

日

少なくとも週に

または、中強度と高強度の身体活動の組み合わせによる同等の量

300
分/週以上の
中強度の有酸素性の　
身体活動

or

さらなる健康のために：

150
分/週以上の
高強度の有酸素性の　
身体活動

For additional health benefits:

2
days
a week

On at least

muscle-strengthening
activities at moderate
or greater intensity
that involve all
major muscle
groups.

14 15
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リサーチギャップ
身体活動と健康アウトカム、最近では座りす
ぎと健康アウトカムの関連を裏付ける多くの
データがあるにもかかわらず、重要なエビデン
スのギャップが残っている。特に、低・中所得
国や経済的に恵まれない、あるいは十分なサー
ビスを受けられていないコミュニティからのエ
ビデンスは少なく、障害を持つ人々や特定の集
団からのエビデンスも十分ではない。さらに、
全ての年代について身体活動および／または座
位行動と健康アウトカムとの間の量反応関
係、軽強度の身体活動の健康効果、身体活動
と座位行動のバランスと健康アウトカムとの関
連についてのエビデンスを構築するための研究
には、より大きな投資が必要である。

適用と普及
これらのガイドラインは、身体活動と座位行
動が健康に与える影響に関するエビデンスに
基づいた推奨事項を提供するものであり、政
府が国の政策枠組みの一部として採用するこ
とができるものです。WHOが作成したこのガ

イドラインは、地域、国、地方自治体が適応
して利用することができる、迅速で費用対効
果の高い選択肢を提供している。

このガイドラインを採択する場合は、例えば、地
域に関連した身体活動の例を提供したり、地域の
文化、規範、価値観を反映したイメージを使用し
たりすることで、ガイドラインを文脈に沿ったも
のにする必要性を考慮すべきである。主要なス
テークホルダーとの一連の地域ワークショップを
経て、国のガイドライン採択のためのstep-by-step
の枠組みを作成中である。これらの支援資料は、
ガイドライン発行後、WHOのウェブサイトから入
手できるようになる。

それぞれの国の身体活動ガイドラインは、集団の
身体活動レベルを向上させるための包括的なアプ
ローチのためのガバナンスの中核的な構成要素で
ある。国のガイドラインは、国家および地域の戦
略計画の策定と優先順位を伝えるものであり、適
切な人々に適切な方法で正しい情報を伝達するこ
とが必要である。異なるステークホルダーが異な
る人材から恩恵を受けることになるが、ガイドラ
インを異なる対象者に効果的に伝えるためには、
伝達のための内容、形式、および配信チャネルに
配慮する必要がある。

16 17
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ガイドラインから行動へ

国のガイドライン単独では、集団レベルの身体活
動の向上にはつながらない。ガイドラインは、包
括的な政策の枠組みの一つの要素として捉え、身
体活動を促進するためのプログラムや政策対応の
計画を伝えるために使用されるべきである。ま
た、ガイドラインを鍵となる利用者に広めること
はとても重要なことで、WHOは、身体活動 (5) の
多様な利点についての認識と知識を高め、座りす
ぎを減らすような、国を挙げての持続的なコミュ
ニケーション・キャンペーンを行うことを推奨し
ている。しかし、持続的な行動変容に影響を与え
るために、コミュニケーション・キャンペーンの
活動は、身体活動への参加を支援する環境や機会
を提供する政策によって支えられていなければな
らない。行動変容を支援するための政策と実践を
開発する際には、保健システムだけでなく、身体
活動の促進に関心や役割を持つ他の部門の観点か
ら、地域の文脈を考慮することが重要である。身
体活動に関する世界行動計画2018-2030 (6)*  で
は、2030年までに身体不活動の者を15％削減す
るという目標を設定し、20の推奨される政策行
動や介入方法を概説している。WHOは、
「ACTIVE」という技術パッケージ(7)（すべての
国がGAPPAの推奨を実施するために、ライフコー
スを通じて、また様々なセッティングで身体活動
を促進する方法についてのガイダンスを提供する
ツールキット）を用いて支援している。

サーベイランスへの示唆

The WHO Global recommendations on physical 
activity for health(3)  は、2010年以降、集団の健康モ
ニタリングとサーベイランスの集団として使用され
てきた。このWHO身体活動・座位行動ガイドライ
ンにおける推奨事項の改訂は、現在、各国の身体活
動レベルをモニターするために使用されているサー
ベイランスシステムと評価方法への示唆を含んでい
る。世界標準化身体活動調査票（GPAQ）やGlobal
Student Health Survey（GSHS）のような既存の尺
度を見直し、報告プロトコルを更新することで、新
ガイドラインに沿った報告に向けた調整や提言を行
う予定である。
2 年ごとに実施される WHO NCD Country Capacity
Survey （CCS）は、NCD 政策の実施に関する世界的
な進捗状況を把握するための主要な手段でる。CCS

には、WHO身体活動・座位行動ガイドラインの対
象年齢層ごとの身体活動に関するサーベイランスシ
ステムに関する具体的な質問が含まれており、2019

年以降は各国の身体活動ガイドラインの有無に関す
る質問も含まれている (8) 。2021年以降の調査から
CCSを通じて収集されたデータは、ガイドラインの
利用率に関する情報を提供することになる。
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*身体活動に関する世界行動計画2018-2030は日本語に翻訳されている。
http://sports.hc.keio.ac.jp/ja/news/2020/02/who2018-2030.html
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 分担研究報告書 

 

日本の成人における座位行動の実態および 

諸外国における座位行動指針の策定動向 

 

研究分担者 岡 浩一朗 (早稲田大学スポーツ科学学術院・教授) 

研究協力者 石井 香織 (早稲田大学スポーツ科学学術院・准教授) 

研究協力者 柴田 愛 (筑波大学体育系・准教授) 

研究協力者 安永 明智 (文化学園大学国際文化学部・教授) 

研究協力者 宮脇 梨奈 (明治大学文学部・講師) 

研究協力者 小﨑 恵生 (筑波大学体育系・助教) 

 

研究要旨 

 国民を代表するサンプルを対象とした平成 25 年および平成 29 年国民健康・栄養調査 (厚生労働省)、スポ

ーツライフ・データ 2016および 2018 (笹川スポーツ財団)、国民生活時間調査 2010および 2015 (NHK放送文

化研究所) の 6 つの調査データを用い、日本の成人における座位行動 (総座位時間ならびにテレビ視聴時間) 

の実態について整理を行った。1日の総座位時間に関して、8時間を超える者の割合が 3割以上を示す調査も

みられたが、調査方法 (評価項目) の違いによりばらつきがあることが分かった。また、テレビ視聴に伴う座

位時間の平均は 3～4時間程度であり、高齢者が顕著に長いという特徴が明らかとなった。 

諸外国における成人を対象にした座位行動指針に関して、オーストラリア (Australia’s Physical Activity and 

Sedentary Behaviour Guidelines)、アメリカ (Physical Activity Guidelines for Americans 2nd edition)、イギリス (UK 

Chief Medical Officers' Physical Activity Guidelines)、カナダ (Canadian 24 Hour Movement Guidelines for Adults Aged 

18-64 Years: An Integration of Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep)、WHO (WHO Guidelines on Physical 

Activity and Sedentary Behaviour) により策定された具体的な内容およびその特徴について概観した。多くの国・

機関に共通して、「長時間にわたる座位行動をできるだけ少なくすること」、「できるだけ頻繁に座位行動を中

断すること」が指針として採用されていることが明らかとなった。 

日本の成人における座位行動をどの程度に抑制するべきなのかについて、今後は座位行動が種々の健康ア

ウトカムに及ぼす影響に関する諸外国ならびに日本における研究動向を整理し、それらの成果を踏まえた上

で、日本の成人に対する身体活動・座位行動指針を策定していく必要がある。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

日本人における非感染性疾患および外因による

死亡に関連して、身体活動不足は喫煙、高血圧に次

いで第 3 位の危険因子であることが明らかとなっ

ている 1)。ここでいう身体活動不足とは、身体活動

指針で推奨されているような中高強度の身体活動

量が不足した状態である。一方、近年は身体活動指

針で推奨されている身体活動量をある程度充足し

ていたとしても、それ以外の時間の長時間にわた

る座位行動 (sedentary behavior)、いわゆる座りすぎ

が種々の健康問題を引き起こすことが知られるよ

うになってきた 2)。座位行動とは、「座位、半臥位

または臥位の状態で行われるエネルギー消費量が

1.5 メッツ (代謝当量) 以下のすべての覚醒行動」

と定義されている 3)。座位行動の健康影響に関する
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先行研究のシステマティックレビュー4),5)によると、

座りすぎは総死亡、心血管疾患死亡・罹患、がん死

亡・罹患、2型糖尿病罹患に影響を及ぼすことが示

されている。しかしながら、現状では成人における

座位行動 (たとえば、一日の総座位時間) はかなり

長いことが知られており 6),7)、日本の成人の場合も

例外ではないことが報告されている 8)。 

このような状況を背景として、ここ 10 年の間に

世界各国の身体活動指針が改訂されるタイミング

で、座位行動に関する指針が盛んに策定されるよ

うになってきた。一方、わが国の成人を対象にした

健康づくりのための身体活動指針である「アクテ

ィブガイド」9)では、高齢者に関しては「じっとし

ていないで」のような座位行動に該当するような

表現を取り入れてはいるものの、諸外国のように

具体的な座位行動の内容にまで踏み込んだ指針は

策定されていない。その背景の 1つとして、日本の

成人における座位行動の実態を含め、これまでの

座位行動に関する先行研究の成果が十分に整理さ

れていないことが挙げられる。 

本研究班では、まずは国民を代表するサンプル

で調査された日本の成人における座位行動の実態

に関するデータを整理するとともに、これまで諸

外国において策定されてきた成人 (高齢者を含む) 

に対する座位行動指針について概観し、日本の成

人を対象にした座位行動指針の策定に向けた基礎

資料を得ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．調査対象および調査方法 

 日本の成人における座位行動の実態に関しては、

国民を代表するサンプルを対象とした調査に限定

し、その実態について調査している報告書からデ

ータを収集し、調査方法の概要や実際のデータに

ついてまとめた。 

 さらに、諸外国における座位行動指針の策定動

向については、関連分野における研究成果の蓄積

が十分あり、座りすぎ対策について先進的な取り

組みを行っていると考えられる国や機関の座位行

動指針を取り上げ、その具体的な内容や特徴の確

認を行った。 

 

2．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

【日本の成人における座位行動の実態】 

 

1．対象とした調査 

 国民を代表するサンプルを対象にした調査とし

て、平成 25 年国民健康・栄養調査 10)、平成 29 年

国民健康・栄養調査 11)、スポーツライフ・データ

201612)および 201813)、国民生活時間調査 201014)お

よび 201515)を採用した。 

 

2．各調査の調査時期、対象者、抽出方法 

1) 平成 25年国民健康・栄養調査 10) 

本調査は、平成 25年 11月に実施されている。調

査対象は，平成 25年国民生活基礎調査において設

定された約 11,000 単位区より層化無作為抽出され

た 300 単位区内の世帯 (約 5,700世帯) および当該

世帯の満１歳以上の世帯員 (約 15,000 人) である。

調査の方法は、留め置き法による質問紙調査であ

った。 

座位行動に関する調査項目として、「あなたは、

座ったり寝転がったりして過ごす時間が、1日平均

してどのくらいありますか。座ったり寝転がった

りして過ごす時間とは、机やコンピューターに向

かう時間 (仕事、勉強や読書などを含む)、テレビを

見ている時間、座って会話をする時間、車を運転す

る (または車に乗っている) 時間、電車で座ってい

る時間等を含みます。ただし、睡眠時間は含みませ

ん」が使用され、データは 7 カテゴリ (0 分、1 分

～2時間未満、2～4時間未満、4～6時間未満、6～

8時間未満、8～10時間未満、10時間以上) に分け

て示されている。 

2) 平成 29年国民健康・栄養調査 11) 
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平成 29 年 11 月に実施された調査である。対象

者は、平成 29 年国民生活基礎調査 (約 1,106 単位

区内の世帯約 61,000 世帯及び世帯員約 151,000 人) 

において設定された単位区から層化無作為抽出し

た 300 単位区内の全ての世帯および世帯員で、平

成 29 年 11 月１日現在で 1 歳以上の者であった。

調査方法は、留め置き法による質問紙調査である。 

本調査における座位行動は、「ふだんの 1日の仕

事、家事、移動（通勤）などで、次のアからウの時

間はどれくらいですか。それぞれにあてはまる番

号を 1 つ選んで〇印をつけてください」という問

いに対して、ア) 座っている時間を、「3時間未満」、

「3 時間以上、8 時間未満」、「8 時間以上」の 3 つ

の中から選択する形式で評価している。 

3) スポーツライフ・データ 201612)および 201813) 

本調査は、2016年 6～7月および 2018年 7～8月

にかけて実施された。調査対象は、全国の市区町村

を都道府県単位で 11地区に分類し、各地区におい

てさらに都市規模により 4 つに分類した 300 地点

について、割当法により全国の市区町村に居住す

る満 18 歳以上の男女 3,000 人を抽出している。調

査の方法は、訪問留置法により質問紙調査が行わ

れた。 

座位行動に関する評価は、「あなたは、平日に、

どのくらいの時間、座ったり、寝転んだりして過ご

しますか。たとえば、学校の授業や職場・自宅で机

に向かう、座ったり寝転んだりしながらテレビを

みる、友人とのおしゃべり・読書などの時間は含め

ます (ただし、睡眠時間は含めないでください)」と

いう問いに対し、一日の合計時間について回答を

求めるものであった。 

4) 国民生活時間調査 201014)および 201515) 

 日本人の生活行動とその変化を時間という尺度

でとらえることを目的とした調査であり、1960 年

から 5年ごとに実施されている。本報告では、2010

年 10月および 2015年 10月の中旬から下旬にかけ

て実施された調査データを用いた (最新の調査デ

ータとして、国民生活時間調査 2020の結果が報告

されているが、新型コロナウィルスの影響が大き

いことを勘案し、本報告ではデータとして採用し

なかった)。調査対象は、住民基本台帳から層化無

作為 2 段階抽出した全国 10 歳以上の国民であり、

国民生活時間調査 2010 は 7,200 人、国民生活時間

調査 2015 は 12,600 人であった。調査方法として

は、配付回収法によるプリコード方式が採用され、

調査対象日 (2 日間) の午前 0 時から 24 時間の時

刻別 (15 分きざみ) の生活行動と在宅状況につい

て回答するものである。本報告では、先行研究にお

いて最も代表的な座位時間の代替指標として採用

されてきたテレビ視聴時間に着目して、データの

整理を行った。 

 

3．総座位時間の実態 

平成 25 年国民健康・栄養調査 (有効回答数：総

数 7,082 人、男性 3,290 人、女性 3,792 人) におけ

る 1日の総座位時間に関して、平日の場合、全体で

は 0 分が 41 人 (0.6%)、1 分～2 時間未満は 331 人 

(4.7%)、2～4時間未満 1,203 人 (17.0%)、4～6時間

未満 1,771 人 (25.0%)、6～8 時間未満 1,237 人 

(17.5%)、8～10時間未満 881 人 (12.4%)、10時間以

上 1,618人 (22.8%) であった。また、男性の場合、

0分25人 (0.8%)、1分～2時間未満は154人 (4.7%)、

2～4 時間未満 553 人 (16.8%)、4～6 時間未満 767

人 (23.3%)、6～8 時間未満 536 人 (16.3%)、8～10

時間未満 406 人  (12.3%)、10 時間以上 849 人 

(25.8%) となった。女性については、0 分 16 人 

(0.4%)、1分～2時間未満は 177人 (4.7%)、2～4時

間未満 650 人 (17.1%)、4～6 時間未満 1,004 人 

(26.5%)、6～8時間未満 701 人 (18.5%)、8～10時間

未満 475 人 (12.5%)、10 時間以上 769 人 (20.3%) 

であることが分かった。男性は 10時間以上、女性

の場合は 4～6 時間未満と回答した人が最も多く、

8時間以上と回答した人の割合は、全体で 35.2% (男

性 38.1%、女性 32.8%) に達していた。 

一方、休日に関しては、全体では 0 分が 52 人 

(0.7%)、1分～2時間未満は 200人 (2.8%)、2～4時

間未満 955 人 (13.5%)、4～6 時間未満 1,785 人 

(25.2%)、6～8時間未満 1,329 人 (18.8%)、8～10時

間未満 1,043 人 (14.7%)、10 時間以上 1,718 人 

(24.3%) であった。また、男性については、0分 23
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人 (0.7%)、1分～2時間未満は 70 人 (2.1%)、2～4

時間未満 404 人 (12.3%)、4～6 時間未満 788 人 

(24.0%)、6～8 時間未満 596人 (18.1%)、8～10時間

未満 501 人 (15.2%)、10 時間以上 908 人 (27.6%) 

となった。女性の場合、0分 29人 (0.8%)、1分～2

時間未満は 130 人 (3.4%)、2～4 時間未満 551 人 

(14.5%)、4～6時間未満 997人 (26.3%)、6～8時間

未満 733人 (19.3%)、8～10時間未満 542人 (14.3%)、

10 時間以上 810 人 (21.4%) であった。8 時間以上

と回答した人の割合は、全体で39.0% (男性42.8%、

女性 35.7%) となり、平日に比べて休日の方が、男

女ともに総座位時間が長い者が多い傾向が見受け

られた。 

平成 29 年国民健康・栄養調査 (有効回答数：総

数 6,565 人、男性 3,096 人、女性 3,468 人) におけ

るふだんの 1 日における座位時間の場合、全体で

みると 3 時間未満の人が 1,931 人 (29.4%)、3 時間

以上 8 時間未満の人が 3,852 人 (58.7%)、8 時間以

上の人は 782 人 (11.9%) という回答であった。性

別にみてみると、男性は 3 時間未満が 907 人 

(29.3%)、3 時間以上 8 時間未満の人が 1,763 人 

(56.9%)、8時間以上の人は 426人 (13.8%)、女性は

3 時間未満 1,024 人 (29.5%)、3 時間以上 8 時間未

満の人が 2,089 人 (60.2%)、8 時間以上の人は 356

人 (10.3%) となり、特に大きな性差は認められな

かった。 

スポーツライフ・データ 2016 (有効回答数：男性

1,461 人、女性 1,488 人) による 1 日の総座位時間

の平均は、男性 349.0±246.9分、女性 352.1±249.5

分となり、大きな差異はみられなかった。年代でみ

ると、18・19 歳 452.1±291.5 分、20 歳代 364.1±

247.7分、30歳代 331.2±242.3分、40歳代 343.9±

252.3分、50歳代 342.0±241.3分、60歳代 354.0±

252.5分、70歳以上 357.4±240.3 分となり、若い世

代ならびに 60歳以上が比較的多いことが明らかと

なった。また、スポーツライフ・データ 2018 (有効

回答数：男性 1,470 人、女性 1,485 人) について、

1 日の平均総座位時間は男性で 297.8±213.7分、女

性の場合 296.7±209.6 分となり、前回調査よりは

短い傾向が認められた。年代でみると、18・19 歳

397.0±216.4 分、20 歳代 314.7±223.1 分、30 歳代

275.0±213.4 分、40 歳代 279.2±210.8 分、50 歳代

285.3±205.4 分、60 歳代 312.3±209.9 分、70 歳以

上 308.5±201.2分となり、スポーツライフ・データ

2016 とほぼ同様に若年者および高齢者が長い傾向

を示していた。これらの 2つのスポーツライフ・デ

ータの結果を統合した記述疫学研究 16)において、1

日の総座位時間が 8 時間以上となる成人の割合を

算出したところ 25.3%であることが明らかとなっ

た。 

 

4．場面別座位時間の実態 

国民生活時間調査 2010 (有効回答数 4,905人) に

おいて報告されたテレビ視聴時間に着目すると、

平日における全対象者の平均は 3時間 28分、土曜

日は 3 時間 44 分、日曜日は 4 時間 09 分となり、

日曜日が顕著に長い傾向が示された。性別、年代別

にみてみると、男性の場合、平日のテレビ視聴時間

は、10代が 1時間 50分、20 代 1時間 54分、30代

2 時間 03 分、40 代 2 時間 30 分、50 代 3 時間 02

分、60代 4時間 29分、70歳以上 5時間 39分であ

ることが分かった。また、土曜日については 10代

が 2時間 34分、20代 2時間 43分、30代 2時間 57

分、40代 3時間 02分、50代 4時間 16分、60代 4

時間 36分、70歳以上 5時間 21分、日曜日は 10代

が 2時間 42分、20代 2時間 55分、30代 3時間 22

分、40代 3時間 55分、50代 4時間 57分、60代 5

時間 25 分、70 歳以上 6 時間 12 分となっていた。

一方、女性の場合、平日のテレビ視聴時間は 10代

で 2時間 01分、20代 2時間 33分、30代 2時間 43

分、40代 3時間 26分、50代 4時間 00分、60代 4

時間 39 分、70 歳以上 5 時間 29 分であった。土曜

日については、10 代 2 時間 43 分、20 代 2 時間 33

分、30代 2時間 51分、40代 3時間 14分、50代 3

時間 57分、60代 4時間 28 分、70歳以上 4時間 46

分、日曜日は 10 代 2 時間 31 分、20 代 2 時間 51

分、30代 3時間 00分、40代 3時間 21分、50代 4

時間 25分、60代 4時間 58 分、70歳以上 4時間 59

分となっていた。高齢者における週末 (土曜日・日

曜日) のテレビ視聴時間に関して、女性に比べて男
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性がかなり長いことが特徴として挙げられる。 

国民生活時間調査 2015 (有効回答数 7,882人) の

テレビ視聴時間については、国民生活時間調査

2010 と比べて大きな差異はなく、平日における全

体の平均は 3 時間 18 分、土曜日は 3 時間 47 分、

日曜日は 3時間 57分であることが分かった。男性

については、平日のテレビ視聴時間は 10代が 1時

間 33 分、20 代 1 時間 37 分、30 代 1 時間 49 分、

40 代 2時間 07分、50代 2時間 30分、60代 3時間

59分、70歳以上 5時間 16分であった。また、土曜

日の場合、10 代 2 時間 00 分、20 代 1 時間 59 分、

30 代 2時間 26分、40代 3時間 01分、50代 4時間

04 分、60 代 4 時間 47 分、70 歳以上 5 時間 44 分、

日曜日は 10 代が 2 時間 07 分、20 代 1 時間 54 分、

30 代 2時間 54分、40代 3時間 14分、50代 4時間

30 分、60代 5時間 26分、70歳以上 6時間 17分と

なっていた。一方、女性の場合、平日のテレビ視聴

時間は 10代 1時間 38分、20代 2時間 11分、30代

2 時間 37 分、40 代 3 時間 00 分、50 代 3 時間 38

分、60代 4時間 21分、70歳以上 5時間 29分であ

った。土曜日については、10代 2時間 22分、20代

1 時間 59 分、30 代 2 時間 36 分、40 代 3 時間 28

分、50代 4時間 04 分、60代 4時間 21分、70歳以

上 5 時間 22分、日曜日は 10代 2時間 08分、20代

2 時間 24 分、30 代 2 時間 29 分、40 代 2 時間 56

分、50代 4時間 12 分、60代 4時間 23分、70歳以

上 5 時間 48 分となっていた。前回調査に比べて、

若い世代でテレビ視聴時間が減少傾向にあること、

高齢女性における週末のテレビ視聴時間が長くな

っている点が特徴として挙げられる。 

 

【諸外国における成人に対する座位行動指針の策

定動向】 

 

1. 対象とした国・機関 

 本報告では、オーストラリア、アメリカ、イギリ

ス、カナダならびにWHOで策定された成人 (高齢

者等を含む) に対する座位行動指針を取り上げ、そ

の具体的な内容や特徴について概観した。 

 

2. 各国・機関における座位行動指針の策定動向 

1) オーストラリア：Australia’s Physical Activity and 

Sedentary Behaviour Guidelines17) 

オーストラリアでは、2014 年に Department of 

Health が成人 (18～64 歳) に対する座位行動指針

を公表している。本指針は、この分野における世界

中の先行研究で得られた科学的根拠を厳密に検証

した上で、ステークホルダー、政府関係者、国内外

の専門家との協議を行った上で策定された。 

具体的な指針として、「長時間続けて座っている

時間を最小限にすること」および「長時間座ってい

る場合、できるだけ頻繁に中断すること」という 2

つの内容を掲げており、妊婦に対しても同様の指

針を適用している。この指針を策定・公表した 2014

年時点では、座りすぎが 2型糖尿病をはじめ、様々

な健康状態の悪化と関連するという研究成果が蓄

積されつつあったものの、健康上の問題を引き起

こす可能性のある座位時間の閾値を設定するため

には証拠が十分ではなかったことに言及している。

一方、身体活動指針を充足するような活動的な成

人であっても、それ以外の生活場面での座りすぎ

により、健康状態へ悪影響を及ぼす可能性がある

ことについても強調している。現段階では、65 歳

以上の高齢者に対する座位行動指針は公表されて

いない。 

2) ア メ リ カ ： Physical Activity Guidelines for 

Americans 2nd edition18) 

身体活動指針諮問委員会  (Physical Activity 

Guidelines Advisory Committee) は、2008年に発表さ

れたアメリカで最初の身体活動指針「2008 Physical 

Activity Guidelines for Americans」以降に発表された

身体活動・座位行動と健康アウトカムとの関連に

ついて膨大な量の先行研究のシステマティックレ

ビューを行い、報告書「Scientific Report」を公開し

ている。特に、座位行動の健康影響として、総死亡

ならびに心血管疾患死亡、さらに心血管疾患、2型

糖尿病、大腸・子宮内膜・肺がん罹患等のリスクを

高めることを証拠としてまとめている 19)。この報

告書における科学的根拠を基に、U.S. Department of 

Health and Human Servicesは、就学前 (3～5歳)、子
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ども・青少年 (6～17 歳)、成人 (18～64 歳)、高齢

者 (65 歳以上)、妊娠中・出産後の女性、慢性疾患

および障害を有する者に対して、年齢や対象に応

じて推奨すべき身体活動の量や種類を指針として

提示した。 

座位行動に関しては、明確な指針が設定されて

いるわけではないものの、注目すべきは成人およ

び高齢者に対する推奨事項として、「すべての人に

おいて座りすぎを減らし、より多く動くこと 

(Move more, sit less)」について言及している点であ

る。少しの量でも身体活動を行うことは何もやら

ないよりは良いし、座りすぎを減らし、中高強度の

身体活動をわずかでも行えば、何らかの健康上の

恩恵を得ることができる点について強調している。 

3) イギリス：UK Chief Medical Officers' Physical 

Activity Guidelines20) 

イギリスは、2011 年 7 月に公表した身体活動指

針「Start Active, Stay Active: A report on physical 

activity for health from the four home countries’ Chief 

Medical Officers」の中で、他の国に先駆けて幼児 (5

歳未満)、子ども・若者 (5～18 歳)、成人 (19～64

歳)、高齢者 (65 歳以上) の各年齢層に対して座位

行動指針を策定している。特に、成人に対しては、

「すべての成人は長時間にわたる座りがちな (座

位) 時間をできるだけ少なくするべきである」とい

った指針を掲げており、高齢者を含む他の年齢層

に対しても、対象が異なるだけで、その他は同様の

文言による指針を提示した。これらを拡張したも

のが本指針であり、2019 年 9 月にイングランド、

スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの 4

つの最高医療責任者 (CMO) により最新の身体活

動指針として公表された。特に、成人に対しては、

「座りっぱなしの時間を最小限にすることを目指

し、可能な場合は、少なくとも低強度の身体活動で

長時間の不活動を中断するべきである」と述べて

いる。高齢者の場合は、「長時間の座りっぱなしを

解消するために、身体的に可能であれば低強度の

身体活動を行うか、少なくとも立つようにするこ

とが望ましい」といった内容を示した。 

4) カナダ：Canadian 24 Hour Movement Guidelines 

for Adults Aged 18-64 Years: An Integration of 

Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep 

21) 

 本指針は、カナダ運動生理学会が中心となって

組織したコンセンサスパネル (政府関係者、専門家、

利害関係者、エンドユーザー等) により、確立され

たガイドライン作成の手順に従って策定され、

2020 年 10 月に公表された。カナダにおける 18～

64歳の成人および 65歳以上の高齢者に対して、身

体活動、座位行動、睡眠を統合し、1 日 24 時間を

通じてバランスの取れた行動を実践するよう、各

行動の量や強度、時間について推奨した世界初の

指針である。特に、座位行動に関する指針を策定す

るにあたり、座位行動の種類・パターンと健康アウ

トカムとの関連について広範囲にわたる先行研究

を取り扱ったシステマティックレビューを行い 22)、

その成果が用いられた。 

特に、座位行動指針に関する具体的な内容とし

て、「余暇のスクリーンタイムを 3時間以下にする

こと、長時間の座位を可能な限り中断することを

含め、座位時間を 8時間以下に制限すること」を掲

げている。これまで諸外国において設定されてこ

なかった健康上の問題を引き起こす可能性がある

座位時間の閾値を設けた点は非常に画期的である。 

5) WHO：WHO Guidelines on Physical Activity and 

Sedentary Behaviour23) 

この指針は、WHO による「身体活動に関するグ

ローバルアクションプラン 2018-2030」24)に沿った

国の健康政策に活用するために、2010 年に公表さ

れた身体活動指針の改定版として公表された。改

定にあたっては、WHOの全 6地域の専門家やステ

ークホルダーで構成される指針作成グループが組

織され、重要で欠かせないアウトカムに関するエ

ビデンスレビューにより、健康効果とリスク、価値

観、嗜好、実現可能性と受容性、公平性と資源への

影響が度重なる会議において検討され、指針の内

容が決定されている。子ども・青少年 (5～17 歳)、

成人 (18～64歳)、高齢者 (65 歳以上)、さらには妊

婦や産後の女性、慢性疾患や障害を持つ人々を対

象に推奨事項が示された。 

97



特に、成人に対する座位行動指針に関して、「座

りっぱなしの時間を減らすべきである。座位時間

を身体活動 (強度は問わない) に置き換えること

で、健康効果が得られる」、「長時間の座りすぎが健

康に及ぼす悪影響を軽減するためには、中等度か

ら高強度の身体活動を推奨レベル以上に行うこと

を目標にすべきである」といった内容を提示して

おり (どちらも、強い推奨、中等度のエビデンスレ

ベル)、高齢者や妊婦および産後女性、慢性疾患や

障害を持つ人々に対しても同様の指針内容を推奨

している。 

今回の指針の特徴としては、何もしないよりは

多少でも身体を動かした方が良いということや、

より多くの身体活動を実施した方が最適な健康状

態を得られることに言及するとともに、座位行動

を減らすための新たな推奨事項を示し、指針のタ

イトルにも座位行動を加えることによって、その

重要性を強調している点が挙げられる。 

 

Ｄ．考察 

 

 本報告では、国民を代表するサンプルを対象と

した 6 つの調査データから、わが国の成人におけ

る座位行動の実態について明らかにした。1日の総

座位時間が 8 時間以上の成人の割合について検討

した結果、平成 25年国民健康・栄養調査 10)では平

日は 35.2% (男性 38.1%、女性 32.8%)、休日は 39.0% 

(男性 42.8%、女性 35.7%) であったのに対し、平成

29 年国民健康・栄養調査 (ふだんの 1 日における

座位時間) 11)では 11.9% (男性 13.8%、女性 10.3%) 

となり、3 倍以上の開きがあることが明らかになっ

た。一方、スポーツライフ・データ 201612)および

201813)を用いた研究 16)では、1日の総座位時間が 8

時間以上の成人の割合は 25.3%であったことが報

告されている。これらの差異が生じた理由として

は、データ収集時期の違いというよりはむしろ、座

位行動の評価項目の違いを反映したものと考えら

れる。特に、回答のしやすさならびに座位時間の多

寡を判別する際には、三択式である平成 29年国民

健康・栄養調査で使用された項目は有効であると

思われる。しかしながら、自己報告による座位時間

は過小評価されやすいことを考慮に入れると、あ

る程度詳細な座位時間を把握する必要があるため、

今後は平成 25年国民健康・栄養調査やスポーツラ

イフ・データで使用されたような評価項目を用い

て実態を把握していく必要があると思われる。 

諸外国も日本と同様に、成人における座位行動

の多さが社会問題となっており、身体活動指針改

定のタイミングで座位行動指針が策定されつつあ

る。本報告では、オーストラリア、アメリカ、イギ

リス、カナダ、WHOにおいて策定された座位行動

指針について概観した。その結果、「長時間にわた

る座位行動をできるだけ少なくすること」や、「で

きるだけ頻繁に座位行動を中断すること」といっ

た内容は、文章表現はわずかに異なるものの、すべ

ての国・機関において共通して指針に取り入れら

れており、日本の成人に対する座位行動指針を策

定する際にも反映すべきである。 

より最近になって策定された指針 20),23)では、「座

位時間を身体活動 (強度は問わない) に置き換え

ること」の重要性について言及している。その背景

には、Isotemporal substitution analysisやcompositional 

data analysisといった最新の分析手法を用いて座位

行動の置き換え効果について検討した研究の成果

25),26)があり、今よりもどの程度座位行動を減少させ

るのかの目安を立てるためにも重要な知見である

と思われる。また、カナダでは、指針策定を行った

コンセンサスパネルにより、座位時間に関する閾

値の設定が対象者に害を及ぼす可能性は低く、か

なりの利益をもたらす可能性があると結論づけ

27),28)、一日の総座位時間やスクリーンタイムに関す

る閾値の設定を行っている。日本の成人を対象に

した座位行動指針を策定していく上でも、これら

の視点は非常に重要であると思われる。今後、成人

における座位行動が種々の健康アウトカムに及ぼ

す影響について、諸外国ならびに日本における研

究の動向を整理し、それらの成果を踏まえて、日本

の成人に対する座位行動指針を策定していく必要

がある。 
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Ｅ．結論 

日本の成人における座位行動の実態として、調

査項目にもよるが、総座位時間が 1 日 8 時間を超

える成人は決して少なくないことが明らかとなっ

た。また、諸外国における成人に対する座位行動指

針として、「長時間にわたる座位行動をできるだけ

少なくすること」や、「できるだけ頻繁に座位行動

を中断すること」といった内容が多く採用されて

いることが分かった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 

 

Ｇ．研究発表 

なし。 
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研究要旨 

 国民を代表するサンプルを対象としている平成 18 年国民健康・栄養調査 (厚生労働省)、平成 28 年社会生

活基本調査 (総務省)、令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (スポーツ庁)、子ども・青少年のス

ポーツライフ・データ 2019 (笹川スポーツ財団)、平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サーベイラン

ス (公益財団法人日本学校保健会) の 5つの調査に基づき、わが国の子ども・青少年における身体活動および

座位行動の実態について整理した。その結果、わが国における子どもは 1 週間あたりの身体活動実施時間が

420 分 (1 日 60 分×7 日間) 未満の者が 3～4 割を占めていることが分かった。座位行動については、スクリ

ーンタイムに 1 日あたり 2 時間以上費やす者の割合が、小学生で 4～5 割、中学生で 5～6 割とかなり高いこ

とが明らかとなった。 

子ども・青少年を対象にした身体活動・座位行動指針に関して、カナダ (Canadian 24 Hour Movement 

Guidelines for Children and Youth: An Integration of Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep)、アメリカ 

(Physical Activity Guidelines for Americans 2nd edition)、オーストラリア (Australian 24-Hour Movement Guidelines 

for Children and Young People (5 to 17 years): An Integration of Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep)、イ

ギリス (UK Chief Medical Officers' Physical Activity Guidelines)、WHO (WHO Guidelines on Physical Activity and 

Sedentary Behaviour) で策定された内容について概観した。結果として、多くの国・機関において、「1日 60分

以上の身体活動 (特に有酸素運動) を実施すること」、「筋肉および骨を強化するための活動を週に 3日以上取

り入れること」、「余暇におけるスクリーンタイムを 1 日 2 時間未満にすること」が指針として採用されてい

ることが明らかとなった。 

わが国の子ども・青少年における健康の維持・増進のために、身体活動をどの程度行うべきなのか、あるい

は座位行動をどの程度に抑制するべきなのかについて、今後は身体活動・座位行動が種々の健康アウトカム

に及ぼす影響に関する諸外国ならびに日本における研究動向を整理し、それらの成果を踏まえた上で、わが

国の子ども・青少年に対する身体活動・座位行動指針を策定していく必要がある。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

2020 年に公表された子ども・青少年における身

体活動と健康に関する国際合意声明 1)では、成人と

同様に子ども・青少年においても、身体活動や座位

行動の多寡が、過体重や肥満、心肺持久力などの身
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体的健康、抑うつや自己肯定感、ウェルビーイング

などの心理的健康、また学力にまで影響を及ぼす

ことが示されている。しかしながら、現状では、子

ども・青少年の身体活動量は十分ではなく、座位時

間が長いことが指摘されつつある 2),3)。 

このような状況を鑑み、諸外国では子ども・青少

年の身体活動を促進させ、座位行動を減らすこと

を目的として、身体活動・座位行動指針が策定され

ている 4)。一方、わが国では文部科学省により幼児

期運動指針 5)は示されているものの、子ども・青少

年に対する指針は存在しない。その背景の 1 つと

して、わが国の子ども・青少年の身体活動や座位行

動の実態を含め、これまでの先行研究の成果が十

分に整理されていないことが挙げられる。 

本研究班では、本年度は国民を代表するサンプ

ルで調査された日本人の子ども・青少年の身体活

動および座位行動の実態に関するデータを整理す

るとともに、これまで諸外国において策定されて

きた子ども・青少年を対象にした身体活動・座位行

動指針について概観し、日本の子ども・青少年のた

めの身体活動・座位行動指針の策定に向けた基礎

資料を得ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．調査対象および調査方法 

 日本の子ども・青少年における身体活動・座位行

動の実態に関しては、国民を代表するサンプルを

対象とした調査に限定し、その実態について調査

している報告書からデータを収集し、調査方法の

概要や実際のデータについてまとめた。 

 また、諸外国における身体活動・座位行動指針の

策定動向については、先行研究 4),6)を基に関連分野

における研究成果の蓄積が十分あり、先進的な取

り組みを行っていると考えられる国や機関の身体

活動・座位行動指針を取り上げ、その具体的な内容

や特徴の確認を行った。 

 

2．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

【日本の子ども・青少年における身体活動・座位行

動の実態】 

 

1．対象とした調査 

 国民を代表するサンプルを対象にした調査とし

て、平成 18年国民健康・栄養調査 7)、平成 28年社

会生活基本調査 8)、令和元年度全国体力・運動能力、

運動習慣等調査 9)、子ども・青少年のスポーツライ

フ・データ 201910)、平成 30 年度・令和元年度児童

生徒の健康状態サーベイランス 11)が抽出された。 

 

2．各調査の調査時期、対象者、抽出方法 

1) 平成 18年国民健康・栄養調査 7) 

本調査は、平成 18年 11月に実施されている。対

象者は、平成 18年国民生活基礎調査において設定

された単位区 [層化無作為抽出した 300 単位区内

の世帯 (約 5, 000世帯) 及び世帯員 (約15, 000人)]

内の世帯の世帯員で、平成 18 年 11 月 1 日現在で

満１歳以上の者であった。 

2) 平成 28年社会生活基本調査 8) 

本調査は、平成 28年 10月に実施された。対象者

は、全国約 7,300調査区にある世帯のうちから、無

作為に選定した約 88,000 世帯の 10 歳以上の世帯

員約 20 万人を対象としている。抽出方法は、第 1

次抽出単位を国勢調査区とし、第 2 次抽出単位を

世帯とする層化 2段抽出法によって行っている。 

3) 令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調

査 9) 

この調査は、平成 31年 4月～令和元年 7月に実

施されている。対象者は、小学校、義務教育学校前

期課程及び特別支援学校小学部の 5 年生全員およ

び中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校及

び特別支援学校中学部の 2年生全員であった。 

4) 子ども・青少年のスポーツライフ・データ 201910) 

令和元年 6月～7月に実施された調査である。全

国の市区町村について都道府県単位として 10地区
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に分類し、各地区においてさらに都市規模によっ

て 5 つに分類する層化 2 段無作為抽出法により、

全国市区町村に在住する 4～11歳 2,400名を対象と

している。 

5) 平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サ

ーベイランス調査 11) 

本調査については、平成 30 年 11 月～12 月に実

施された。公益財団法人日本学校保健会よりアン

ケート用紙等を協力の得られた各都道府県の学校

保健会を経由し、教育委員会へ配布後 (一部は協力

校に直送)、協力の得られた各都道府県教育委員会

は、協力校 (小学校・中学校については、所管の市

区町村教育委員会を経由) へアンケート用紙等を

配布した。小学校、中学校、高等学校のサーベイラ

ンス協力校 122 校に調査書類を送付し、そのうち

114校が回答した。 

 

3．身体活動の実態 

平成 18 年国民健康・栄養調査 7)では、強い運動

について、1 時間以上運動する者の割合は、男女共

に 6～8歳に比べ、他の年齢階級は高いことが示さ

れている。やや強い運動、軽い運動では、年齢階級

が上がるほど 0 分の者の割合が高かった。軽い運

動～強い運動強度までの合計では、1週間の実施時

間が 7 時間未満 (1 日 60 分×7 日) の者の割合は、

男子では全体で 27.4％、6～8歳 25.7％、9～11歳で

は 28.0％、12～14 歳では 28.3％、女子では全体で

38.2％、6～8 歳では 32.3％、9～11 歳では 41.0％、

12～14歳では 41.6％であった。 

令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査

9)において、体育授業の時間を除いた一週間あたり

の運動・スポーツ実施の平均時間は、小学生男子で

556.8分、女子では348.9分、中学生男子で817.5分、

女子では 596.0分であった。1週間の実施時間が 420

分未満 (1日 60分×7 日) の者の割合は、小学生男

子で 48.6％、女子で 70.0％であったのに対し、中学

生男子では 17.9％、女子では 39.6％となった。 

子ども・青少年のスポーツライフ・データ 201910)

によると、1 日あたり少なくとも合計して 60 分以

上身体活動を行った日数を調査している。毎日行

っていた者の割合は 4～11 歳では全体では 2.9%、

男子では 3.3%、女子では 2.6%であった。学年別で

みてみると、未就学児は 2.1%、小学 1～2 年生は

1.8%、小学 3～4 年生は 3.0%、小学 5～6 年生は

4.4%、中学生は 19.0%と学年が上がるにつれ実施し

ている者の割合が高くなった。 

平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サ

ーベイランス 11)では、日ごろ部活動や自由時間に

体を動かす遊びをしている者の割合を尋ねている。

その結果、男子では 73.5％、女子で 56.3%であった。

男子は、小学年生から中学生では約 80％ (小学 1～

2年生 80.6％、小学 3～4年生 80.6％、小学 5～6年

生 75.5％、中学生 74.2％) が体を動かす遊びを行っ

ていた。女子では、小学 1～2年生が 72.3％、小学

3～4年生が 69.7％、小学 5～6年生が 58.8％、中学

生が 54.4%実施していたが、高校生の実施割合は

37.3%と大きく低下していた (男子では 61.8%)。そ

のため、男子よりも女子のほうが体を動かす者の

割合は低く、学年が上がるにつれ低下する傾向が

認められている。軽い運動～強い運動強度の 1 週

間の実施時間は、男子で 355 分、女子で 240分であ

り、1 週間の実施時間が 7 時間以上 (1 日 60 分×7

日) であったのは高校生男子のみであり、週あたり

468分であった。 

 

4．座位行動の実態 

平成 18 年国民健康・栄養調査 7)において、男女

共に年齢階級が高いほど、座ったり寝転がったり

して過ごす座位時間が長い傾向が認められている 

(平均±標準偏差；平日全体 5.8±3.4時間、6～8歳

5.0±3.1時間、9～11歳 5.8±3.3時間、12～14歳 6.6

±3.6 時間、休日全体 6.6±3.3 時間、6～8 歳 5.7±

3.0 時間、9～11 歳 6.6±3.2 時間、12～14 歳 7.4±

3.6時間)。そのうち、テレビ・ビデオを見る時間は、

いずれの年齢階級も男女共に平日約 2 時間 (全体

平均±標準偏差；男子 2.0±1.3時間、女子 2.0±1.1

時間)、休日は約 3 時間 (全体平均±標準偏差；男

子 3.1±1.9時間、女子 3.4±1.8時間) であった。 

座位行動の中でも代表的なテレビ視聴の時間以

外の行動として、スマートフォン・パソコンの使用
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時の座位行動に関する調査が挙げられる。平成 28

年社会生活基本調査 8)では、この行動における平均

時間や使用割合を調査していた。その結果、スマー

トフォン・パソコンの 1 日あたりの使用時間は 10

～14 歳では全体で週全体平均 38 分 (男子 44 分、

女子 32 分)、使用している割合は週全体平均で

36.8% (男子 38.9%、女子 34.6%) であった。 

また、令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣

等調査 9)による平日 1 日あたりのスクリーンタイ

ム (テレビやビデオ DVD視聴、ゲーム機、スマー

トフォン、パソコンなどの画面を見ている時間) が

1日 2時間以上の者の割合は、小学生男子で 59.1％、

小学生女子で 46.7％、中学生男子で 63.5％、中学生

女子で 60.3％を占めていた。 

子ども・青少年のスポーツライフ・データ 201910)

においては、テレビ視聴やパソコン、ゲーム、スマ

ートフォンなどのメディア利用の時間をたずねて

いる。この時間が平日 1 日あたり 2 時間以上の者

の割合は、4～11 歳では全体で 34.4%、男子では

35.9%、女子で 32.9%であった。学年別では、未就

学児で 35.0%、小学 1～2年生で 31.3%、小学 3～4

年生で 30.4%、小学 5～6 年生で 39.8%、中学生で

49.2%、高校生で 67.5%となり、未就学児から小学

3～4 年生にかけて学年が上がるにつれ減少してい

るが、その割合は 3割程度に留まっている。 

平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サ

ーベイランス調査 11)で行われたスクリーンタイム  

(ゲーム、インターネット、テレビ時間) の 1 日あ

たりの平均値は、男子で 5時間 57分、女子で 5時

間 31 分であることが示された (小学 1～2 年生男

子 3 時間 50 分、小学 1～2 年生女子 3 時間 25 分、

小学 3～4 年生男子 4 時間 7 分、小学 3～4 年生女

子 3 時間 44 分、小学 5～6 年生男子 4 時間 31 分、

小学 5～6 年生女子 4 時間 13 分)。中学生以降では

6～7時間とその時間はさらに長くなっていた。 

 

【諸外国における子ども・青少年に対する身体活

動・座位行動指針の策定動向】 

 

1. 対象とした国・機関 

 本報告では、カナダ、アメリカ、オーストラリア、

イギリスならびにWHOで策定された子ども・青少

年のための身体活動・座位行動指針を取り上げ、そ

の内容について整理した。 

 

2. 各国・機関における身体活動・座位行動指針の

策定動向 

1) カナダ：Canadian 24 Hour Movement Guidelines 

for Children and Youth: An Integration of Physical 

Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep 12) 

 2016 年 6 月に公表された本指針は、カナダ運動

生理学会が中心となって組織したコンセンサスパ

ネル (政府関係者、専門家、利害関係者、エンドユ

ーザー等) により策定された。カナダの 5～17歳ま

での子ども・若者に対して、身体活動、睡眠、座位

行動という 3つの生活場面を 24時間の行動として

捉え、各行動の量や強度、時間について推奨した世

界初の指針である。この指針は、身体活動のみに着

目し、2011 年 1 月に公表されたこれまでの身体活

動指針とは特徴が大きく異なり、子ども・若者の身

体活動、睡眠、座位行動の間に重要な関連があると

いう新たな研究成果のまとめを基に策定されてい

る。 

 具体的な指針の内容として、身体活動について

は SWEAT (中高強度身体活動) と STEP (低強度身

体活動) というカテゴリーを設け、SWEAT につい

ては、「様々な有酸素運動を含む中等度から高強度

の身体活動を 1日 60分以上行うこと」および「高

強度の身体活動、筋肉と骨を強化するための活動

をそれぞれ週に 3日以上取り入れること」、STEPに

ついては「構造化または構造化されていない様々

な低強度の身体活動を数時間行うこと」を提案し

ている。また、睡眠 (SLEEP) に関しては、「5～13

歳は 1 日 9～11 時間、14～17 歳は 1 日 8～10 時間

の連続した睡眠をとり、就寝・起床時間を一定にす

ること」を指針として掲げている。一方、座位行動 

(SIT) については、「余暇のスクリーン時間を 1 日

2時間までとし、長時間連続した座位を制限するこ

と」を示した。さらに、これらの指針を基に、十分

な睡眠時間を確保し、屋内での時間を屋外での時
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間に置き換え、座位行動や低強度身体活動を中等

度から高強度の身体活動に置き換えることで、よ

り大きな健康効果が得られることに言及している。 

2) ア メ リ カ ： Physical Activity Guidelines for 

Americans 2nd edition13) 

U.S. Department of Health and Human Services 

(HHS) により公表された本指針は、就学前 (3～5

歳)、子ども・青少年 (6～17歳)、成人 (18歳以上)、

高齢者 (65 歳以上)、妊娠中・出産後の女性、慢性

疾患および障害を有する者を対象に、定期的な身

体活動を行うことで得られる健康効果に関する先

行研究のシステマティックレビューで導かれた科

学的根拠に基づいて策定されている。2008 年に発

表されたアメリカで最初の指針「2008 Physical 

Activity Guidelines for Americans」、さらにそれに関

連して 2013 年に公開された「Strategies to Increase 

Physical Activity Among Youth」以降に得られた身体

活動・座位行動と健康に関する膨大な量の研究成

果を反映しており、年齢や対象に応じて推奨され

る身体活動の量と種類を示している。 

子ども・青少年に対する指針としては、年齢に応

じた、楽しく、バラエティに富んだ身体活動に参加

する機会と励ましを与えることが重要であること

を強調し、「6～17 歳までの子ども・青少年は、毎

日 60 分 (1 時間) 以上の中等度から高強度の身体

活動を行うべきであること」を推奨している。また、

その具体的な内容として、「有酸素運動：1日 60分

以上、中等度または高強度の有酸素運動を行い、週

に 3 日以上、高強度の運動を含む」、「筋力強化運

動：1 日 60 分以上の身体活動の一環として、子ど

も・青少年は週に 3日以上、筋力強化の身体活動を

行うべきである」、「骨を強化する運動：毎日 60分

以上の身体活動の一環として、子ども・青少年は少

なくとも週 3 日は骨を強化する身体活動を行うべ

きである」という 3つの側面に触れている。 

3) オーストラリア：Australian 24-Hour Movement 

Guidelines for Children and Young People (5 to 17 

years): An Integration of Physical Activity, 

Sedentary Behaviour, and Sleep14) 

オーストラリアの場合、Department of Health によ

り各年齢層 (0～5 歳、5～17 歳、18～64 歳、65 歳

以上) に加え、妊娠中の人、障害や慢性疾患を有す

る人のための身体活動・座位行動指針が公表され

ている。特に、2019 年 4 月に子ども・若者用とし

て公表された本指針は、子ども (5～12 歳) と若者 

(13～17 歳) を対象にした研究成果の整理を行った

上で策定されたものである。内容としては、カナダ

と同様に子ども・若者の健康的な成長を支えるた

めに、身体活動、座位行動、睡眠を 24時間の行動

として捉え、バランスの取れた活動的ライフスタ

イルを毎日送ることを奨励しているのが特徴であ

る。 

具体的な指針の内容は、概ねカナダで策定され

た指針の内容を踏襲しており、身体活動について

は、「有酸素運動を中心とした中等度から高強度の

身体活動を、1日あたり60分以上積み重ねること」

に加え、「1 日数時間の様々な種類の低強度の身体

活動を行うこと」が示されている。また、座位行動

については、「座りがちな余暇のスクリーンタイム

を 1日 2時間以内に制限すること」に加え、「長時

間の座りっぱなしを可能な限り中断すること」に

ついて言及している。さらに、睡眠に関しては、「5

～13 歳までは 9～11 時間、14～17 歳までは 8～10

時間の連続した睡眠をとること」、「就寝・起床時間

を統一すること」の重要性を指摘している。これら

の内容に加え、「高強度の活動に加えて、筋肉や骨

を強化するような活動を、少なくとも週 3 日は取

り入れること」、「より大きな健康効果を得るため

には、十分な睡眠を確保しつつ、座りっぱなしの時

間を中高強度身体活動に置き換えること」につい

ても指針の中で強調している。 

4) イギリス：UK Chief Medical Officers' Physical 

Activity Guidelines15) 

2019年 9月に公表された本指針は、2011年 7月

にイングランド、スコットランド、ウェールズ、北

アイルランドの 4 つの最高医療責任者 (CMO) が

発表した身体活動指針「Start Active, Stay Active: : A 

report on physical activity for health from the four home 

countries’ Chief Medical Officers」を拡張したもので

ある。世界各国から得られたエビデンスを基に、身
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体活動による健康への恩恵を得るために必要とさ

れる身体活動の量、時間、頻度および種類を網羅し

た指針を、幼児 (5 歳未満)、子ども・若者 (5～18

歳)、成人 (19～64歳)、高齢者 (65歳以上) といっ

た各年齢層に対して策定している。特に、子ども・

青少年に対する身体活動指針として、「子ども・若

者は、1 週間を通じて 1 日平均 60 分以上の中強度

から高強度の身体活動を行うべきである。これに

は、体育、活動的な移動 (active travel)、放課後の活

動、遊びやスポーツなど、あらゆる形態の活動が含

まれる」、「子ども・若者は、運動技能、筋力、骨の

強度を向上させるために、1週間を通じて様々な種

類と強度の身体活動を行うべきである」といった

内容を提示している。特に、1 日 60 分の中高強度

身体活動という最低基準値を強調しているわけで

はなく、1 週間で達成すべき 1 日 60 分の平均値が

推奨されている点が特徴である。 

また、この指針の中では座位行動研究の成果に

ついても取りまとめが行われ、座位行動が健康に

及ぼすリスクについて言及し、指針の策定も行わ

れている。具体的な内容として、「子ども・青少年

は座りっぱなしで過ごす時間を最小限にすること

を目指し、可能であれば少なくとも軽い活動で長

時間動かない時間を中断すべきである」ことを示

しており、総座位時間や特定の座位行動 (たとえば、

スクリーンタイム) に関して、最低基準値等の設定

は行っていない。 

5) WHO：WHO Guidelines on Physical Activity and 

Sedentary Behaviour16) 

2020年 11月に公表された本指針は、子ども・青

少年 (5～17 歳)、成人 (18～64 歳)、高齢者 (65 歳

以上) を対象に、健康上のリスクを軽減し、大きな

メリットをもたらすために必要な身体活動量 (頻

度、強度、時間) について、関連する研究のシステ

マティックレビューによる科学的根拠に基づいて

策定されている。2010 年に公表され、身体活動の

みに焦点が当てられていた前回の指針から変更さ

れた点としては、座位行動と健康アウトカムの関

連の整理や、妊娠中・産後の女性、慢性疾患や障害

を持つ人などに対する指針が加えられたことであ

る。 

本指針では、特に子ども・青少年の身体活動は、

体力 (心肺機能と筋力)、心血管代謝 (血圧、脂質異

常症、血糖値、インスリン抵抗性)、骨の健康、認

知機能 (学業成績、遂行機能)、精神的健康 (抑うつ

の軽減)、肥満の減少といった健康上の利点をもた

らすことに言及し、指針として、「1日平均 60分以

上の中等度から高強度の身体活動 (主に有酸素運

動) を、週を通して行うこと」や「高強度の有酸素

運動や、筋肉や骨を強化するための運動を、週に 3

日以上取り入れるべきであること」を提示した。 

一方、子ども・青少年の座位行動に関して、その

量が多いほど、肥満の増加、心血管代謝系の健康状

態、体力、行動様式・社会的行動の悪化、睡眠時間

の減少など、健康状態へ大きな悪影響があること

が指摘されており、「座りっぱなしの時間、特に余

暇におけるスクリーンタイムを減らすこと」が指

針として奨励されている。 

 

Ｄ．考察 

 

 国民を代表するサンプルを対象としている平成

18年国民健康・栄養調査 7)、平成 28年社会生活基

本調査 8)、令和元年度全国体力・運動能力、運動習

慣等調査 9)、子ども・青少年のスポーツライフ・デ

ータ 201910)、平成 30年度・令和元年度児童生徒の

健康状態サーベイランス 11)の 5 つの調査から、わ

が国の子ども・青少年における身体活動および座

位行動の実態についてデータの整理を行った。調

査により評価項目が異なることやデータ収集時期

が異なるため、一概に結果を比較することはでき

ないが、身体活動に関しては、1週間あたりの身体

活動実施時間が 420分 (1日 60分×7日間) 未満の

者は 3～4割となり、身体活動不足である子ども・

青少年の割合がかなり多いことが明らかとなった。

また、座位行動については、スクリーンタイムに 1

日あたり 2 時間以上費やす者の割合は小学生で 4

～5 割、中学生で 5～6 割もおり、日本における多

くの子ども・青少年が座りすぎの状態であること

が分かった。 
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諸外国もわが国と同様に、子ども・青少年におけ

る身体活動不足や座位行動の多さが社会問題とな

っており、成人のみならず子ども・青少年に対して

も身体活動・座位行動指針が策定されつつある。本

報告では、カナダ、アメリカ、オーストラリア、イ

ギリス、WHOにおいて策定された身体活動・座位

行動指針について概観した。その結果、多くの国・

機関に共通して、「1日 60分以上の身体活動 (特に

有酸素運動) を実施すること」や「筋肉および骨を

強化するための活動を週に 3 日以上取り入れるこ

と」、さらには、「余暇におけるスクリーンタイムを

1 日 2時間未満にすること」を推奨している。本報

告で明らかとなったわが国の子ども・青少年の身

体活動・座位行動の実態においても、これらの基準

を満たす者は半数以下であることがうかがえる。

このような状況を踏まえ、今後、身体活動・座位行

動が種々の健康アウトカムに及ぼす影響について、

諸外国ならびに日本における研究の動向を整理し、

それらの成果を踏まえて、わが国の子ども・青少年

に対する身体活動・座位行動指針を策定していく

必要がある。 

 

Ｅ．結論 

わが国における子ども・青少年の身体活動はか

なり不足しており、座位行動については決して少

なくないことが明らかとなった。また、諸外国にお

ける子ども・青少年に対する身体活動・座位行動指

針として、「1日 60分以上の身体活動 (特に有酸素

運動) を実施すること」、「筋肉および骨を強化する

ための活動を週に 3 日以上取り入れること」、「余

暇におけるスクリーンタイムを 1 日 2 時間未満に

すること」が多く採用されていることが分かった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 

 

Ｇ．研究発表 

なし。 

 

１．論文発表 

なし。 

 

２．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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研究要旨 

 今回の身体活動ガイドライン改訂にあたり、エビデンスの蓄積と高齢化に伴う慢性有疾患者の増加により、

有疾患者をガイドラインの範疇として検討する必要性が生じた。海外のガイドラインでの有疾患者の取り扱

いや、疾病ガイドラインにおけるエビデンスの整理状況等を調査した結果、有疾患者においても安全・安心に

身体活動推奨を行うためのエビデンスはある程度蓄積されており、特に効果が確立されている疾患群として

示すことが可能と考えられた。総論の部分で、安全・安心に行う方法や医療との連携の仕組みを整えること

で、多くの人で現状に合った身体活動増加を推進することができ、ガイドライン活用の場が広がると考えら

れた。 

 

 

Ａ．研究目的 

超高齢社会の今、何らかの慢性疾患を抱える者

は少なくない。国民生活基礎調査の通院者率（人口

千対通院者, 2018 年）では、10 歳代以降年代とと

もに増加し、65 歳以上で 690.6 人、75 歳以上では

735.0 人となっている（図１）。疾患内訳では男女

ともに高血圧が最も多く、以降糖尿病、歯科・眼科

疾患、脂質代謝異常症が上位に入っている（図２）。 

「健康づくりのための身体活動基準 2013」では、

有疾患者について、第５章に“生活習慣病と身体活

動”が取り上げられているが、慢性疾患有病者に特

化したレビューはなされていなかった。今回の身

体活動ガイドラインの改訂に向けた研究班では〝

慢性疾患有病者を対象者に含めること“を念頭に、

有疾患者分担班が構成された。有疾患者分担班で

は、“有疾患者でもそうでない人と同様に身体活動

促進ができるか”を根本のリサーチクエスチョン

として検討をすすめることとした。 

 

Ｂ．研究方法 

1． 総論 

（１） 代表的な近年の身体活動ガイドラインに

おける有疾患者の取り扱い 

近年この分野をリードする国や国際的なガイド

ラインでも有疾患者について検討を進めている。

まず、その方法を確認し、今回のガイドラインにお
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ける取り扱いの参考にすることとした。近年の代

表的な身体活動ガイドラインとして、2020 年

World Health Organization (WHO) のガイドライ

ン 1、2018 年米国民のための身体活動ガイドライ

ン 2、2020 年カナダ 3、2019 年英国 4 について調

査した。 

 

（２）日本における有疾患者の身体活動の状況

（FACT） 

日本における有疾患者の身体活動の状況について

把握するため、厚生労働省の「国民健康・栄養調査」、

スポーツ庁の「スポーツの実施状況等に関する世

論調査」、「国民健康・栄養調査」参加者を対象とし

たコホート研究「NIPPON DATA 2010」の研究結

果より、参考となる FACT を調査した。 

 

（３） 本研究班における取り扱い 

（1）（2）並びに分担班・全体班での議論、学会

発表時の議論や専門家との討議を踏まえた取扱の

方法を整理した。 

 

（４） 運動（身体活動）を安全・安心に行ってい

くためのポイント 

有疾患者に限ったことではないが、特に慢性疾

患を持つ患者においては、身体活動を行うことが

有効であるものの、配慮すべきポイントがより多

い状態ともいえる。有疾患者も含め、身体活動を安

全・安心に行っていくポイントについて、まとめた。 

 

（５） 関連組織との連携 

有疾患者は、通常その管理に医療機関がかかわ

っている。身体活動促進を効果的に行うためには、

関連組織との連携が肝心となる。特に留意すべき

と思われる点をまとめた。 

 

（６） 出口戦略  

ガイドラインは、推奨される身体活動の量（強

度・時間・頻度）、種類を示すものであるが、と同

時に、実際に活用されてこそ意味のあるものであ

る。そのための、活用戦略について、特に有疾患者

について留意すべき点をまとめた。 

 

2．倫理的配慮 

 本研究は先行研究や治療ガイドラインのレビュ

ー研究であり、個人情報を取り扱うことはなかっ

た。 

 

Ｃ．研究結果 

1． 総論 

（１） 代表的な近年の身体活動ガイドラインに

おける有疾患者の取り扱い 

 Dingらは WHO の身体活動ガイドライン改訂に

際し、ガイドラインの変遷についてまとめている

（図 3）5。初期（Pre-1980 ）の身体活動ガイドラ

インは運動パフォーマンス向上のために、高強度

持続的な有酸素運動や心臓リハビリテーション対

応のものだった。ウォーキングなどの中強度の身

体活動の健康効果のエビデンスが蓄積するにつれ

て、ガイドラインはより公衆衛生的なものになり、

計画的・構造的に行う”運動“から生活の中での動

きをすべて含める”身体活動“に、アウトカムは運

動パフォーマンスから集団における健康効果（疫

学研究）にパラダイムシフトした（～1980 to ～

2000）。身体活動の種類としては、筋力増強活動が

追加された。近年では機器による身体活動量の測

定や、より洗練された解析法の発展により、身体活

動量と健康利益の関連の詳細が示されてきた。 

特にごく近年、エビデンスの蓄積により、2018

年の米国ガイドライン 2 では、10 分に至らない身

体活動の合計でもいいこと、じっとしている時間

の置き換えは低強度の身体活動も含めた合計でも

いいことが示された。より低強度、より短時間の身

体活動にも意義があることが示されたわけである。 

また、有疾患者について、あるいは、妊娠中並び

に出産後女性について、といった亜集団における

推奨について、エビデンスの蓄積とともに示すこ

とができるようになった（図３）。 

近年の主要な身体活動ガイドラインのレビュー

作業における有疾患者の取り扱いについて、表１

にまとめた。米国ガイドラインにおいては、
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Chronic conditions（慢性疾患）を 1 年以上何らか

の医療ケアが必要、ないし、日常生活活動が制限さ

れる状態と定義し、ガイドラインにおいては、治療

（医療の一貫）としての身体活動ではなく、慢性疾

患者の population level の予防的効果に着目して

レビューするというスタンスをとっている。すな

わち、治療は個々の患者の医療上の必要性に応じ、

個別に処方するものであるが、予防的効果のアウ

トカムとしては、総死亡、身体機能、健康関連 QOL、

疼痛、疾病の進行、併存疾患リスクなどとして、集

団における予防的効果について文献レビューを行

い、対象集団での効果を比較検討している。扱う疾

患の優先順位づけについては、公衆衛生上の重要

性として、有病率とエビデンスの数（予備検索にお

けるシステマティックレビュー・メタアナリシス

のヒット数）を加味したインパクトに多様性（レビ

ューに取り上げる慢性疾患の種類）を考慮し選択

している。かつ、他の切り口で別の分科会でレビュ

ーしているものはそちらを参考する形としている。

例えば、高齢者において頻度が高く重要なもの

（CVD、COPD、認知機能低下を生じる状況（アル

ツハイマー病など）、大腿骨頸部骨折、骨粗しょう

症、パーキンソン、脳卒中、認知症、統合失調症、

ADHD,うつ病、躁うつ病、OSAS）は別の分科会で

取り扱っている 6。表 2 に示したように、有病率と

エビデンスの量に応じ、レビューを行う優先順位

を決めている。また範疇として、以下の記載がある。

“定期的な身体活動は、慢性疾患を持つ人の生活

の質の向上を促進し、新たな疾患を発症するリス

クを低減する。身体活動の種類と量は、その人の能

力と慢性疾患の重症度によって決定する必要があ

る。多くの慢性疾患では、身体活動は治療上の利点

をもたらし、推奨される治療の一部となっている。

しかし、本ガイドラインでは、病気の予防や一般的

な健康上の利点のための身体活動を慢性疾患を持

つ人がどのように行うことができるかという文脈

を除いて、治療のための運動やリハビリテーショ

ンについては言及しない。” 

WHO の 2020 年ガイドラインにおいては、年齢

による分類のほかに、状況による分類として、妊

娠・産後、有疾患者、障がいのある子ども、障がい

のある成人について推奨を示している 1。その際の

文献レビューとしては、2018 年の米国のガイドラ

インで網羅的なレビューが行われているので、基

本的には、それ以降 2016-2019 年のアップデート

を行い、追加で実施可能なものについては単独で

レビューを行っている。すなわち、慢性疾患のうち、

がん、高血圧、2 型糖尿病について更新、HIV 感染

者については新たにレビューを行っている。 

英国のガイドライン（2019）については、年代ご

とのうち成人の中に disabled の記載があり 4、

Public England のレビュー7を引用し、安全性に関

しては、“適切な身体活動が障害者にとってリスク

であることを示唆するエビデンスは存在せず、障

害者が身体活動に従事することで、他の成人人口

と同様の健康上のメリットが得られること”を記

載している。 

カナダのガイドライン（2020）は、CANADIAN 

24-HOUR MOVEMENT GUIDELINES として、

身体活動、座位時間、睡眠時間を統合して考えてい

る 3。年代で区切って、0-4 歳、5-17 歳、18-64 歳、

65 歳以上で示している。亜集団については妊娠期

および多発性硬化症について取り扱っている。そ

れ以外の慢性疾患については明確な言及はなされ

ていなかった。ガイドラインの範疇として、本文中

には、“障害や病気を抱えている人には適切ではな

いかもしれません。このような人は、Get Active 

Questionnaire（セルフチェックの質問票）や障害・

病気別の推奨事項、または医療専門家に相談して

ください。”と記載があり、WHO や米国のガイド

ラインとややスタンスが異なった。Get Active 

Questionnaire では懸念のある人は医療機関ある

いは、運動専門家に相談するよう記載があり、それ

だけの専門家が養成されている背景がある。日本

においても、ガイドラインにおける推奨や範疇は

医療システム・社会状況等も加味して、検討してい

く必要がある。 

 

（２） 日本における有疾患者の身体活動の状況

（FACT） 
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 厚生労働省の令和元年「国民健康・栄養調査」に

よれば、何らかの理由で医師等から運動を禁止さ

れている者が 20-64 歳で 1.3%、65 歳以上で 2.4%

であった。また運動習慣の妨げとなる点について

は、20-69 歳までの年齢階級において最も多いのは

「仕事（家事・育児等）が忙しくて時間がないこと：

28.1-65.6%」、次に多いのは「面倒くさいこと：24.5-

39.4%」であり、年齢階級が上がるにつれ、この割

合は低下をしている。一方 70 歳以上の年齢階級で

は、「年を取ったこと」が最も多く、次に「病気や

けがをしていること」であった。「年を取ったこと」、

「病気やけがをしていること」の割合は、年齢階級

は上がるにつれ、上昇した（図４）。 

またスポーツ庁の令和元年度「スポーツの実施

状況等に関する世論調査」によれば、「運動・スポ

ーツを初めて実施した（または再開した）きっかけ」

は、8.0%が「医師に奨められた」と回答している。 

全国から無作為に選ばれた 300 地区において国

民健康・栄養調査に参加した 20 歳以上の成人

2,633 名を対象としたコホート研究（NIPPON 

DATA2010）では、参加者全体の運動習慣者割合

（週 2 回以上 1 回 30 分以上の運動を 1 年以上実

施）は、34.0%、高血圧の有病率は 48.9%であった。

高血圧有病者の運動習慣者割合は、38.2%、高血圧

者のうち、高血圧治療者の運動習慣者割合は、

38.1%であった。高血圧者の平均年齢は、参加者全

体よりも高いため、比較には注意を要するものの、

参加者全体と高血圧者の運動習慣者割合は同等で

あった 8。 

これらの結果から、一定程度、医師等から運動を

禁止されている者が存在すること、特に 70 歳以上

において年齢・病気・けがの影響が運動習慣定着の

妨げになっていることが見て取れた。さらに有疾

患者（高血圧者）における運動習慣者割合は低くは

ないことが確認された。 

したがって本研究班において有疾患者における

ガイドラインが提示できれば、かかりつけ医や医

療機関、健康増進施設等において有疾患者が適切

に運動を実施するための判断がこれまで以上に明

確になり、運動習慣の獲得に向けた取り組みを推

進できると考えられる。 

 

（３） 本研究班における取り扱い 

超高齢社会の日本においては、死因の第 1 位は

「悪性新生物（がん）」で、全死亡者数の 27.3％。

第 2 位は「心疾患（高血圧性を除く）」で、15.0％、

第 3 位は「老衰」で 8.8％、第 4 位は「脳血管疾患」

で 7.7％となっている。65 歳以上の要介護者等に

ついて、介護が必要になった主な原因について見

ると、「認知症」が 18.7％と最も多く、次いで、「脳

血管疾患（脳卒中）」15.1％、「高齢による衰弱」

13.8％、「骨折・転倒」12.5％となっている。また、

男女別に見ると、男性は「脳血管疾患（脳卒中）」

が 23.0％、女性は「認知症」が 20.5％と特に多く

なっている（図５）。 

加齢にともない、生活習慣病として認識されて

いるように、体重増加とともにメタボリックシン

ドロームに代表される状況が生じ、脳卒中、虚血性

心疾患のリスクとなる。糖尿病のコントロールが

悪いとその合併症のリスクとなる。一方で、要介護

の要因をみてもわかるように、整形外科的には、ロ

コモティブシンドロームといった運動器不安定症

予備軍と位置付けられる状況が生じ、変形性関節

症、骨粗しょう症、脆弱性骨折、脊椎管狭窄症とい

った疾患のハイリスクとなる。ガイドラインの直

接的な適用となるのは、疾患があっても症状が安

定していて、改めて医療的評価を事前に行い個別

の状況を判断したうえで治療としての運動処方を

出さずとも、行える範囲であろう。実際には、図６  

のように、状況を判断しリスクを層別化して考え

ていく必要がある。そのためには普段から運動・身

体活動分野と医療施設との連携、リスクの層別化

が定期的にできる仕組み、そうすることを必然と

することを受け入れる社会規範の形成などが合わ

せて必要である。ガイドラインの活用にかかわっ

てくることであり、次年度により明確にしたい。図  

６においては、中リスクまで、すなわち、生活習慣

病や運動器不安定症等の慢性疾患を抱えているが

症状が安定していて、医師の処方なく運動を実施

できるレベルまで、それ以上の場合は医師の確認
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のもと、状況に応じて追加の配慮が必要となる。 

公募の際の研究課題やその後の班会議での議論

も踏まえ、高血圧、2 型糖尿病、脂質代謝異常症に

ついては、臨床学会の方で疫学研究のレビューも

行われガイドラインが出されているため、そちら

を参考にし、追加で検討する事項があれば補足し

まとめることとした。2018 年米国ガイドライン策

定の際にレビューされた変形性関節症については、

超高齢社会を迎えている日本において、有病率が

高く、自立を妨げる大きな要因でもあるため、米国

ガイドライン 2018 に追加する形でレビューを行

うこととした。 

がんサバイバーについては、有病率、身体活動の

エビデンスともに重要な位置づけである。が一方

現在他組織でレビュー作業が進んでいるので、本

分担班におけるレビューの範疇とせず、他研究の

ものを参考にし、必要に応じてガイドラインでは

言及を検討することとする。認知症については慢

性疾患として取り扱ってはいないが、高齢者分担

班での言及など何等かガイドラインにおいては言

及が必要と考えている。2021 年度においては、

2020 年度に取り上げられていないが必要な部分や、

橋渡しとしての事例紹介が必要な部分、専門家へ

のヒアリングが必要な部分を整理し、FACT 

SHEET 作成に向け補足していく必要がある。 

 

（４） 運動（身体活動）を安全・安心に行って

いくためのポイント 

有疾患者も含め安全安心に身体活動を行ってい

くためには、患者、医師（医療職）、運動指導者が

共通の考え方をもって対応していくことが重要で

ある。そのための留意点や具体的な方法、社会に備

えるべき仕組みについて整理した。別添として、

「医療と運動の連携について」と「安全対策総論」

を添付する。 

 

（５） 関連組織との連携 

表 3 に関連組織をリストアップした。今後ガイ

ドラインの広い周知・活用に向け、作成段階から積

極的な意見聴取、情報共有が必要である。 

 

（６）出口戦略 

本ガイドラインが広く実用化に供されるために

は、利用者像を明確にし、活用の場面に応じた伝え

方を工夫していくことが肝要と考える。 

 

利用者別の活用場面は以下のようなケースが想定

される。 

１）運動指導者：自施設利用者の運動指導 

２）医師、医療者：日常診療（生活習慣病管理料）、

糖尿病教育入院（初期教育）、維持期のリハビリテ

ーション 

３）健診・保健指導事業者：健診事後指導、特定保

健指導、その他の保健指導 

４）自治体：健康増進（衛生）部門：健康日本 21、

啓発、健康な環境づくり 

５）自治体：スポーツ部門 ３）と協力した取り組

み、スポーツ基本計画に基づく地域連携 

６）事業所：健康経営、健康な職場づくり（THP）、 

  （産業医、産業看護職等） 

７）医療保険者：データヘルス計画、保健事業、イ

ンセンティブ事業等 

８）医師会等関係団体：健康なまちづくりへの協力、

健康スポーツ医活動などの地域連携 

９）教育機関：医学部（医学科、看護・保健、理学

療法等）、教育学部（体育学部）などの大学、高等

学校など。 

10）患者会、自助グループ 

11）ヘルスケア事業者：運動施設経営、アプリ開発

などヘルスケアビジネスにおける安全性の確保と

医療との連携のために活用が望ましい。 

12）運動指導者の育成機関：日本スポーツ協会、日

本健康・体力づくり事業財団、など 

13）臨床系学会．本ガイドラインで取り上げた臨床

領域での学会におけるシンポジウム開催などの働

きかけ（運動系学会との合同シンポなど） 

 

これらのルートを通じて、「疾患があっても（ある

からこそ）自分にあった運動をみつけ、続けられる

社会づくり」の重要性を伝える。それぞれが果たせ
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る役割を認識すること、他領域と積極的に連携を

図ること、患者を中心として地域関係者が連携で

きる体制を作ることを目指していく。その際の共

通言語、考え方の基盤として本ガイドラインが活

用されることを期待したい。 

 

Ｄ．考察 

近年のエビデンスの蓄積、有疾患者の増加とあ

わせ、世界的にも有疾患者をガイドラインの中に

位置づけている傾向にあった。疾患毎にレビュー

を行い、効果が認められているものについては、主

より積極的に身体活動を推奨することができる。

カナダについては、有疾患者については範疇とせ

ず、別建てとしていた。これは、別途運動前評価を

して運動を支持する体制が整っているからと思わ

れた。各国のガイドラインにおいては、それぞれの

国の実情や保健医療システムに応じて、位置づけ

を検討していく必要があると思われた。 

日本の実情として、一定程度、医師等から運動を

禁止されている者が存在すること、特に 70歳以上

において年齢・病気・けがの影響が運動習慣定着の

妨げになっていることが見て取れた。さらに有疾

患者（高血圧者）における運動習慣者割合は低くは

ないことが確認された。 

したがって本研究班において有疾患者における

ガイドラインが提示できれば、かかりつけ医や医

療機関、健康増進施設等において有疾患者が適切

に運動を実施するための判断がこれまで以上に明

確になり、運動習慣の獲得に向けた取り組みを推

進できると考えられる。 

これらをふまえ、高血圧、2型糖尿病、脂質代謝

異常症については、海外の身体活動ガイドライン

や、臨床ガイドライン（特に国内）を参照し、必要

に応じて文献検索を追加し、レビューすることと

した。変形性関節症については、2018 年の米国ガ

イドライン以降の文献レビューかつ日本やアジア

については特に注意して原著論文にもあたり、現

状をまとめることとした。 

上記以外の疾患についても、リスクの層別化や、

安全に行うための仕組みを周知徹底することで、

ガイドラインを活用できると思われる。関連組織

へのヒアリング等を行っていくことで、ガイドラ

インの活用法や活用の範疇をさらに整理していく

必要があり、次年度の課題としたい。 

有疾患者の扱いを明確にすることで、ガイドラ

インの活用の場や方法も広がると思われた。次年

度、一般の方々、ステークホルダーに向け、わかり

やすい形でまとめていきたい。 

 

Ｅ．結論 

 有疾患者においても安全・安心に身体活動推奨

を行うためのエビデンスはある程度蓄積されてお

り特に効果が確立されている疾患群として示すこ

とが可能と考えられた。総論の部分で、安全・安心

に行う方法や医療との連携の仕組みを整えること

でガイドライン活用の場が広がると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

1) 田島敬之, 齋藤義信, 小熊祐子 身体活動ガイ

ドラインの認知・知識の評価方法，並びに身体

活動量との関連性についてのレビュー 運動疫

学研究 2021,23(1) 

2）小熊祐子 慶應義塾大学スポーツ医学研究セン

ター紀要 運動・身体活動を安全に行うための

留意点 P23-27 2021 年 3 月 

3）小熊祐子 【オリンピック・レガシーと身体活

動促進】Global Action Plan on Physical Activity 

2018-2030 について SDGs、オリンピック・レ

ガシーとともに考える  日本健康教育学会誌 

2020,28(2):92-100 

 

２．学会発表 

1) 小熊祐子、齋藤義信、佐藤真治、田島敬之、田

村好史、津下一代、宮下政司 シンポジウム身

体活動基準 2013と身体活動指針（アクティブガ
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イド）の改定にむけて 慢性疾患有病者に対す

る身体活動基準案の作成・方向性の検討 第 75

回体力医学会大会 2020年 9月 

2）小熊祐子 シンポジウム 3 運動疫学研究の新

たな展開：身体活動ガイドラインの改定に向け

て「有疾患者における身体活動と健康」 第 31

回日本疫学会学術総会 2021 年 1 月 

3）小熊祐子、齋藤義信  シンポジウム身体活動促

進と SDGs －多分野連携で進める研究と社会実

装－ 身体活動に関する世界行動計画 2018-2030

（GAPPA）の紹介と日本での展開について  

第 75 回体力医学会大会 2020 年 9 月(誌上発表) 

4） 佐藤真治. 疾患別運動プログラムの意義と活

用法－高血圧，2 型糖尿病，虚血性心疾患，糖

尿病性腎臓病. 第 75 回日本体力医学会. 誌上

発表, 2020. 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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図1 性・年齢別にみた通院者率

117



図2 性別にみた通院者率の上位5傷病（複数回答）

2019年国⺠⽣活基礎調査
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図3 身体活動ガイドラインの発展過程のまとめ
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総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

仕事（家事・育児等）が
忙しくて時間がないこと

38.1 56.1 65.6 61.6 49.0 28.1 10.6

病気やけがをしていること 11.3 2.5 4.4 5.9 7.8 13.7 19.3

年をとったこと 18.2 0.8 4.0 7.6 12.5 17.2 37.9

経済的に余裕がないこと 7.2 9.5 12.3 10.3 8.3 6.6 2.8

⾯倒くさいこと 27.6 35.8 39.4 34.4 34.6 24.5 15.5
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）

運動習慣の定着の妨げとなる点（年齢階級別）

図４ 年齢階級別運動習慣の定着の妨げとなる点

2019年国⺠健康・栄養調査
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図５ 65歳以上の要介護者等の性別にみた介護が必要となった主な原因
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図６ 加齢にともなうリスクの共存とリスクの層別化
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表1 海外のガイドラインにおける有疾患者の扱い

発表年 ガイドライン 対象疾患 アウトカム

2020 WHO 2018US ガイドラインをもとに、2016-2019分を更新
All cause
mortality

Cancer-specific
mortality

Risk of cancer
recurrence or

second primaru
cancer

Risk of
comorbid
conditions

Physical
function

QOL
Diseae

progression
Cognition

Cancer (1)* 〇 〇  ー  
Hypertension (3)  ー 〇 〇 〇
Type 2 diabetes (18) 〇 〇 〇 〇
Multiple Sclerosis 〇 〇 〇   〇
Spinal cord injury 〇 〇 〇  
Intellectual disability 〇 〇 〇
Parkinsonʼs disease 〇 〇
Stroke 〇 〇
Major clinical depression 〇
Shizophrenia 〇 〇
ADHD 〇

新たにアンブレラレビュー HRQOL
Body

composition
Anxiety/Depres

sion

Fitness and
functional
capacity

Cardio-
Metabolic
Markers

Viral
load/CD4+

Cognition

HIV (14) 〇 〇 〇 〇 〇 〇  ー

2020 Canada Multiple sclerosis who have mild to moderate disability
詳細の記載なし

2019 UK 年齢ごと、Adult のところにDisabledの記載あり。Public Englandのレビューを活⽤
その他記載なし

2018 US  
Risk of co-

morvid
conditions

Physical
function

health-retated
QOL

pain
Diseae

progression

Osteoarthritis 〇 〇 〇 〇 〇
Cardiovascular condition of hypertension 〇 〇 〇 〇
type 2 diabetes 〇 〇 〇 〇
Multiple sclerosis 〇 〇 〇
Spinal cord injury 〇 〇 〇
Intellectual disabilities 〇 〇 〇

All-cause
mortality

Cancer-specific
mortality

risk of cancer
recurrence or

second primary
cancer

Chronic conditions cancer 〇 〇 〇
*( )内は採⽤したシステマティックレビューの数

Disabilities

Chronic conditions

Chronic conditions

Disabilities
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表２ 有病率と出版文献の数による慢性疾患の順位づけ
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表３ 有疾患者における⾝体活動促進ガイドライン 関連学会・組織との意⾒交換・情報共有状況
分担班関係者 研究班関係

者 実績 今後検討 参考 メモ

⽇本医師会健康スポーツ医学委員会 津下、⼩熊 澤⽥ 委員会での委員へのヒアリング 医師向けテキスト改
訂予定

エビデンスの提供。情報共有（医師会委
員会の⽅は、出⼝戦略、3次予防などが
主）

整形外科学会認定スポーツ医
⽇本スポーツ協会認定スポーツ医

⽇本臨床スポーツ医学会 津下、⼩熊 ⿃居 2021シンポジウム決定 健康スポーツ部会 2021 11/13,14 早稲⽥⼤学⾚間先⽣会頭

⽇本臨床運動療法学会 佐藤、津下 2021シンポジウム決定、2022シ
ンポジウム

2021 同⽀社⼤学⽯井先⽣会頭、2022
佐藤真治先⽣会頭

⽇本糖尿病学会 ⽥村
⽇本⾼⾎圧学会
⽇本整形外科学会 原藤
⽇本動脈硬化学会 宮下
⽇本体⼒医学会 2020シンポジウ

ム 2021シンポジウム決定

⽇本疫学会 2020シンポジウ
ム

⽇本健康⽀援学会 2020シンポジウ
ム

⽇本運動疫学会 2021シンポジウム決定
⽇本⼼臓リハビリテーション学会 佐藤 ヒアリング牧⽥先⽣（案）
⽇本腎臓リハビリテーション学会 ヒアリング上⽉先⽣（案）
COPDの運動療法 東北⼤学⿊澤先⽣（案）
がんセンター レビュー班 中⽥

サルコペニア・フレイル学会 ヒアリング荒井先⽣/秋下先⽣/
飯島先⽣

シンポ2020フレイル
健診 有疾患者⾼齢
者 安全安⼼に⾏う
ための疾患の把握

⽇本運動器科学会 （ロコモ中⼼） 原藤
特定健診・保健指導 津下
後期⾼齢者健診 津下
Occupational PA, total health 
promotion. 健康経営 津下
糖尿病重症化予防 津下
CAD 法

スポーツ庁健康スポーツ審議会 津下
有疾患者も含めて
医療機関と連携して
推進

健康増進施設・指定運動療法施設 佐藤、⼩熊 澤⽥ 健康増進施設認定要件の検討
健康体⼒づくり事業財団
健康運動指導⼠会
（参考）東京都健康スポーツ医会 ⼩熊 答申作成中
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別添１．運動・身体活動を安全に行うための留意点 

 

有疾患分担班 

小熊祐子、齋藤義信、津下一代 

 
本稿は、運動・身体活動を安全に行うための留意点について、特に有疾患者を意識して総論

として、まとめたものである1。比較的よくみられる疾患については言及しているものの、疾患
特異的な留意事項、特に運動・身体活動が禁忌となるものは、別途確認する必要がある。 

安全対策について、近年のガイドラインとして、米国ガイドラインならびにWHOのガイド
ラインを確認した。重要なのは、運動関連有害事象は、強度の高い運動を行ったとき、不慣れ
な方（普段身体活動量・強度が低い人）が急に普段以上の運動を行ったときに発生しやすく、
健康づくりのための低～中強度の運動時の発生は少ない。その方の普段の身体活動量・強度
（運動含め）をよく把握し、その状況にあった運動を徐々に進めていくことが重要である。そ
の際には、”何を行いたいか”もよく確認し、すすめられる運動との乖離について整理したうえ
で助言する。段階的に身体活動を増やしていくことで、最終的に本人がしたい運動ができるよ
うになる可能性があるが、急速に強度をあげても障害のリスクが増えて中断することになりか
ねない、などと助言をおこなうとよい。一方、リスク管理をしないまま高強度運動を行う運動
愛好家に対しても健康管理・安全管理が必要である。 

 
 
（１）普段の健康管理 

 運動時の安全対策を考えるとき、普段の健康管理をしっかり行うことが大切である。そのこ
とを十分理解していただき、自分自身の身体を知ること、すなわち、定期的に健康診断を受け
るとか、必要に応じて慢性疾患の管理のために通院したり、体重・体脂肪率・血圧・脈拍・
体温を確認しておくなど自己管理することが重要である。40 歳以上の方は特定健診を必ず
受けること、40 歳未満においても BMI や血圧、20 歳からの体重の増加などを把握しておく 

 指導者側は、自己申告の「病気がない」を鵜吞みにしてはいけない。健診を受けていない人
では、自己申告はあてにならない。運動開始時には、健診結果をお持ちいただく、治療中の病
気があれば、共有いただくなど、健康状態を理解したうえで状態にあった運動をすすめる必要
がある。社会規範として、病気があると、運動施設の会員になれない、などのイメージは払拭
することが肝要である。 
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（２）運動前の体調確認 

１）新たに運動を開始するとき 

新たに運動を開始するにあたっては、普段の運動量、疾病の状況、何を行いたいのかによっ
ては医学的に問題ないかどうか判断が必要となる。運動前の健康チェックを行い、現在の状況
にあわせ、安全・安心に運動をすすめていくことが重要である。 

 

a. 運動前スクリーニングアルゴリズム（ACSM） 

図１はアメリカスポーツ医学会（ACSM）で 2015 年に更新された運動参加前の健康スクリー
ニングの推奨を日本語訳したものである。元の記載に忠実に日本語訳した。（Exercise Is Medicine 

(EIM) Japan より許可をえて、掲載）2,3  これは、運動中並びに直後の心血管疾患イベント予防
のためのものである。それまでのリスク因子に基づくスクリーニングから、現在の身体活動レベ
ル、現在の症状・徴候（心血管疾患（Cardiovascular diseases, CVD）・代謝性疾患（ここでは 1 型、
2 型糖尿病を指す）・腎疾患）、“何を行うのか”、に基づいて対応を決めるようになった。 

ACSM の Guidelines for Exercise Testing and Prescription は、1975 年の第１版以来スポーツ医学
の専門家の中ではバイブル的ガイドラインとなっており、日本でも広く活用されている。2017 年
に出版された第 10 版 4より、運動開始前の健康スクリーニングの記載が大きく変更された。2014

年 6 月、ACSM では、運動開始前の健康スクリーニングについてラウンドテーブル会議が設け
られた。その成果として、2015年にはラウンドテーブル合意声明が出されている 3。運動開
始前の健康スクリーニングは、運動時の（運動直後も含む）突然死や急性心筋梗塞の高リス
ク者を見極めるために運動開始前に行うプロセスである。これまでは、①CVD 危険因子の
保有数、②症状や症候の有無、既存の心血管疾患・代謝性疾患・腎疾患・呼吸器疾患の有無
で層別し、運動負荷試験やメディカルチェックの必要性を判断していた。しかし、必ずしも
運動中・直後の突然死や急性心筋梗塞リスクを予測しないこと、擬陽性が多く精査のための
医療費がかさみ、また人々の運動開始の障壁を大きくしていること、など従来法のネガティ
ブな側面を考慮し、変更したものである。確かに、急激に行う高強度の運動時には、安静時
に比し非致死的心筋梗塞・突然死の危険度は 6 倍、17 倍に増大する。しかしながら絶対危
険度は極めて低く、例えば、前向きコホート研究の結果によると、突然死の発生頻度は、男
性で高強度運動 150 万回に 1 回（Physicians’ Health Study）、女性では中高強度運動 3650 万
時間に１回（Nurses’ Health Study）ということである。また、運動関連心血管疾患イベント
には通常前駆症状・症候がある 5。それを見逃さないことが重要である。一方、普段の身体
活動量と高強度の運動中ないし運動直後の突然死・心筋梗塞の発症についてはほぼすべて
の研究で負の相関が認められている。普段から身体活動量アップを図ることが重要である 3。 

CVD 危険因子については、保有率が非常に高い一方、運動中ないし運動直後の突然死・
心筋梗塞の発症はごく稀であるため予測能は非常に低いと考えられる。また、CVD 危険因
子による層別化スクリーニングの方法は保守的であり、擬陽性を多く生んでいる。男性およ
び 40 歳以上の女性の 95％が運動開始前の受診勧奨の対象になるという 6。これでは更なる
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精査における医療費の負担や、運動実施の障壁が増大するばかりである。 

新しい運動開始前の健康スクリーニングでは、これらの状況をふまえ、次の①～③の因子
に基づいて行うこととなった。すなわち、①現在の運動（身体活動）実施状況、②現在の症
状や症候、既存の心血管疾患・糖尿病・腎疾患の状況、③望ましい身体活動強度（開始する
運動の強度を無理のない範囲に設定すること）の 3 点である。図１のスクリーニングアルゴ
リズムでは、日常生活レベルの強度の運動（あるいは身体活動）実施においては、医師によ
る確認（メディカルクリアランス＊）は不要であること、さらに強度の高い運動に新たに参
加する際には、対象者の状況に応じて医師による確認が必要なことなどを示した。現在の状
況（症状、身体活動状況）を判断材料に加えることで、現実的に単純化され、運動の専門職・
医療従事者双方にわかりやすくなった。その上で開始する運動強度を無理なく設定するこ
とで、多くの場合、運動負荷試験や特別な検査を要せずに運動を開始することができる。 

＊“医学的評価”についても上記の考え方に基づき、“何を行うのか”に応じて、医療側の確認項
目も異なってくるため、メディカルチェックから、“メディカルクリアランス”という言葉に変更
されている。従来のメディカルチェックでは、運動負荷試験を行うなど、実際行う運動以上の負
荷 を か け て 、 ど こ ま で の 負 荷 が 問 題 な い か チ ェ ッ ク を 行 っ て い た 。
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行う運動によっては、限界域を判断する運動負荷試験は必要ではなく、運動状況に合った条件を
クリアする必要がある。実施の運動の状況に応じた医学的評価という意味で、メディカルクリア
ランスという形に変更された。図２は、EIM と ACSM のメディカルクリアランスフォームの例
である。運動施設側が、かかりつけ医に、運動を実施するうえで医学的に問題がないかどうか、
どこまでの強度が許容されるか、留意点も含め記載を求めている。前述の運動施設でのアセスメ
ントのフローに応じて行われるものであり、わかりやすい。エビデンスが更新されるとともに、
安全にかつ開始のハードルを高くせず、検査による医療費負担も踏まえ、生じた対応であり、参
考になる。“メディカルクリアランス”という言葉は日本では馴染みにくいので、医学的評価とい
った言葉に置き換えてもいいだろう。 

メディカルクリアランスにおいては、行う運動に応じて、クリアランスを出しているので、他 
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の運動、特に強度のより高い運動の際には改めて検討する必要がある点、経時的に変わり得るも
のであり医学的状況が変わった場合は再評価する必要がある点は、運動実施者や運動施設側も
十分に認識する必要がある。 

身体活動の状況については、日本では、例えば特定健康診査での問診項目を活用し、例えば、
表 1 のようにきくといい。実施状況を縦断的に定量的に把握し、かつその後の運動指導に役立て
るためには、健診項目で簡便に実施の有無を確認するだけでなく、運動の種類（何を）、時間、
頻度、期間や日頃の歩数を確認する。 

電子カルテ上に特定のフォーマットで導入し、活用したい。 

 

 

図２ メディカルクリアランスフォームの例 
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表１ 身体活動現状評価 

 

 

b) Physical Activity Readiness Questionnare (PAR-Q) 

また、健康状態のセルフチェックとして PAR-Q(ないし PAR-Q+)も有用である。Physical Activity 

Readiness Questionnare (PAR-Q)はカナダ運動生理学会とヘルスカナダが、個人が運動開始前にセ
ルフチェックする際に推奨しているシンプルな 7 問の質問票で、症状や危険因子、監視下運動の
必要性、その他の特別な問題をチェックし、事前に医学的相談が必要かどうか自己判断するもの
である 7。日本では、健康づくりのための身体活動基準 2013 の中（P55）でも参考資料として示
されており、特定保健指導の際などにも広く活用されている。（図３「身体活動のリスクに関す
るスクリーニングシート」8）。わかりやすいものの、一つでも〇がつくと、運動開始前にかかり
つけ医に相談するなどの医学的確認が必要となり、運動参加への敷居が高くなる。また、エビデ
ンスに基づいた選別では必ずしもなかった。そこで、有疾病者も含め徹底レビューし、PAR-Q+

が作成された 4,9,10。従来通り、入り口はシンプルな質問で、1 つでも〇が付いた場合、さらに質
問を追加することで、状況に応じた対処がよりルーチン化し、必要な情報を得たうえで、セルフ
チェックで判断できる部分が拡大している。また、元の PAR-Q では対象年齢は 16－65 歳までと
制限されていたが、これはエビデンスに基づくものではなく、レビューの結果、積極的に年齢制
限を設けるエビデンスはない、と判断している 11。PAR-Q+については、エビデンスの蓄積に伴
い、更新されるべきであり、毎年有識者で検討会が行われ、5 年ごとにはレビューの更新作業が
行われている。最新の PAR-Q+2021 年版の評価内容の日本語訳を図４に示した（PAR-Q+2021 年
版原本別添）。その後 ePARMEDX+12 を行い、運動開始前に専門家の確認が必要な場合には、図  
５の書式を印刷する形となる。これをもって、専門家への受診が可能である。一定のフォーマッ
トを作ることで、利用者も支援者も共通の理解ですすめることができる。ウェブを活用した日本
版運動前セルフチェックの作成を提案したい。12 
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図３ 身体活動のリスクに関するスクリーニングシート 
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図４ 
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図５ ePARmedX+ より提示されたかかりつけ医への紹介依頼 
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ｃ）その他の留意点 

 

１）整形外科的疾患 

超高齢社会の日本の現状では、図６に示したように、高血圧・糖尿病・脂質異常症あるいはメ
タボリックシンドロームといった内科系の生活習慣病による、心血管系疾患のリスクだけでな
く、運動不足等によるロコモティブシンドローム（運動器不安定症）、ひいては脆弱性骨折、変
形性関節症、脊柱管狭窄症さらには転倒や寝たきりのリスクにつながる整形外科系疾患につい
ての配慮も必要である。 

図６ 加齢に伴う内科系疾患と整形外科系疾患のリスクの共存について（日本医師会健康スポ
ーツ医会答申（平成 30 年 3 月）より）13 

 

  ＊運動で悪化する腰痛・膝痛など整形外科的問題がある場合は 

・予め医師に相談して始める、 

・弱い強度、短い時間から始める、 

・該当箇所に負荷がかからないような運動を選択する、 

・筋力トレーニングやバランストレーニングを加える、 

といった工夫が必要である。 

また、かかりつけ医がいるなら、状況を確認しておくことも重要である。 

 

 

２）薬物療法の状況把握 

＊血圧は運動中に増悪する特異な危険因子なので、III 度高血圧（180/110mmHg 以上）は服薬で
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コントロールしてから運動を開始する。       

＊糖尿病では狭心症があっても典型的な胸痛などの症状が出ない場合があるので、丁寧な問診
が必要である。糖尿病合併症で顕性腎症・自律神経障害を有する場合は、狭心症を疑う症状がな
くとも多段階運動負荷試験が推奨される。 

＊内服薬には留意が必要である。運動実施時に血糖降下薬、抗血栓薬、βブロッカー、Ca ブロ
ッカーなど、特に注意が必要な薬がある。 

特に高齢者では、睡眠薬や向精神薬、抗ヒスタミン薬、降圧薬、血糖降下薬などの使用が転倒の
原因になることもあり注意する。また、近年ではサプリメントなど処方薬以外に留意が必要なも
のを服用していることもあるため、アドヒアランスや副作用も含め十分に確認する必要がある。
また薬剤の変更・追加など情報共有を経時的にも怠らないようにする。14 

 糖尿病治療薬：機序の異なる新薬が多く開発されているので、概要を把握しておく必
要がある。通常運動を開始すると、正常血糖者では血中インスリン濃度が低下して肝臓からの糖
放出が増加し、骨格筋の糖取り込み増加に対応する。インスリンやインスリン分泌を促進する薬
で治療を受けているものは肝臓からの当放出が抑制されたままで、低血糖を起こす可能性があ
る。（詳細は各論で） 

 高血圧治療薬：カルシウム拮抗薬、α遮断薬、βブロッカーなどは心拍数に影響を与
え、心拍数が運動強度の指標にならない。主観的運動強度を参考にする。利尿薬：脱水になりや
すいので熱中症や起立性低血圧に注意し、水分補給を心掛ける。 抗凝固薬、抗血小板薬などい
わゆる血液サラサラとする薬やサプリメントは出血傾向を生じることがあるので、特に接触の
危険性のある運動や、打撲・転倒に注意が必要である。 

 

２）毎回の運動前の体調確認 

毎回の運動前にも、体調確認を行う習慣をつけることが重要である。運動当日の家を出る前に
行う体調確認チェックリストを表２に記した15。１つでも「はい」がある場合は、無理に運動
をせずに、休養をとる、必要に応じて医療機関を受診するなど、対処する。血圧が高めの方
は、体調を確認するとともに、血圧を測り、記録する（脈拍も）ことを習慣化するとよい。5分
以上安静にして測定する。過度の高血圧時に、運動実施によりさらに血圧が高くなり、心血管
疾患イベントのリスクになることがあるからため、運動前の収縮期血圧が160mmHgを超えると
きは、散歩程度の軽い運動にとどめる。180mmHgを超えるときは、運動は控え休養をとった方 
がよい。 
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（３）運動中の注意 

運動時には、次のような症状など体調に異変を感じたら、直ちに運動を中止する。 

胸痛 

動悸 

めまいやふらつき 

冷や汗 

強い空腹感やふるえ 

いつもと違う強い疲れ 

関節や筋肉の強い痛み 

 

水分補給も重要であり、運動中も15分に1回程度は補給する。ある程度の強度の運動を行う際
には、ウォームアップ・クールダウンも必ず行うようにする。 

ウォームアップの目的を要約すると、次の4点となる16 

① 運動中の傷害、内科的事故の発生・発症の予防 

② 運動パフォーマンスの向上 

③ 主運動に対する心理的準備 

④ 運動実施者の体調の把握、 

 

（４）運動後の注意 

運動を急に中止すると心拍数や1回拍出量は急速に減少し、筋ポンプ作用が働くなることで
静脈還流が阻害される。一方血管拡張因子などの働きにより末梢、特に活動筋の血管拡張は維
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持される。そのため、総末梢抵抗は急激に低下し、血圧低下が誘発される。不整脈が誘発され
ることもある。運動後に低・中強度の動的運動を継続することで、心拍数や一回拍出量、静脈
還流量の急激な減少を抑え、血圧低下を予防できる。ある程度の強度の運動を行った後は5－ 

10分ほどクールダウン（整理運動）を行う必要がある。 

クールダウンの目的を要約すると以下の3点になる。16 

① 疲労の回復を早める。 

② 運動直後のめまいや失神の予防 

③ 慢性障害や筋痛の予防 

翌日に疲れが残るかどうかは運動強度や運動量を考えるとき、重要なポイントとなる。翌日
の日常生活に支障がでるような疲れが生じるときは、強度や量が過剰となっている。まずは休
養をとり、次回からは運動強度・運動量を控えめにする、など調整が必要である。 

 

（５）その他 

健康増進のための運動の際には、他の生活習慣にも配慮することが合わせて重要である。休
養・禁煙・節酒とともに、食事にも気を配る必要がある。減量時や減量維持の場合は、特に、
運動だけでなく食事も併せた注意が必須である。筋力強化の場合、栄養バランスのよい食事、
特にタンパク質摂取も重要である。運動量が増えた分摂取エネルギーを増やさないと、筋量・
筋力増強につながらない。 
また、運動だけでなく、生活全体で活動量が多いことが健康上効果的であるので、普段の生

活でも、アクティブに過ごし、座りっぱなしの時間を減らす、といった点にも気を配ること重
要である。 

運動時の服装や靴についても快適に安全に運動のできる適切なものをおすすめする。 
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別添 2.身体活動促進と医療の連携について 

 

有疾患分担班  

小熊祐子、齋藤義信、津下一代 

 

身体活動促進と医療との連携について、2017-2019年厚生労働科学研究「健康増進施設の現状

把握と標準的な運動指導プログラムの開発および効果検証と普及促進（ H29-循環器等-一般-

012）」においてまとめたものを、一部最新の知見を追加し、まとめ直したものである。 

 

健康のための身体活動（運動・スポーツも含め身体を動かすこと全般を含む）は、心身等の

状態を改善する効果があることと、身体活動によって健康上の不利益が生じないこと、すなわ

ち、有効性と安全性を担保することが最低必要な条件である。スポーツ・運動施設で自主的に

運動を行っている人の中にも、安全面の配慮が必要な方も多く含まれている。超高齢社会にお

いて、何等かの慢性疾患を持っていたり、膝や腰が痛い・歩くのが遅くなった・転びやすくな

ったなど運動器の問題を抱える人は少なくない。普段から、健康診査を受ける、管理の必要な

疾患については定期的に医療機関を受診する、自身の状況に合った運動を行う（量・質）とい

った注意が必要である。運動実施者本人がまず、この点を十分理解すること、支援する医療機

関や運動指導者等が本人とともに連携し、情報共有しながら、進めていくことで、安全・安心

に効果的な運動を享受することができる。 

一方、健康づくり・予防の目的ではなく、生きがい・趣味としてスポーツに親しむ人も多

い。これらのスポーツ愛好家のなかにも、有疾患者や高齢者が多く含まれており、運動時の安

全管理が欠かせない。運動の現場から医療への連携が必要とされるところである。運動関連事

故については健康づくりのための低～中等度運動での発生は少なく、リスク管理のないまま高

強度運動を行う中高年愛好家において発生するケースも多いことから健康管理・安全管理が必

要であることに注意喚起する。 

WHO ガイドライン（2020）では、低強度から中強度の身体活動は通常低リスクであり誰にで

も推奨できる、としている。多少でも身体活動を行うことは何もしないよりはよく、推奨レベ

ルに達していない人は、多少でも身体活動を加えることで健康上有益である。少しずつはじめ

徐々に頻度、強度、時間を増やしていく。この際、運動前の医学的評価は通常不要である。不

活動な人が低強度から身体活動を徐々に進めていった場合に突然死のリスクは低く、骨・関

節・筋損傷のリスクも低い。また、中強度の身体活動を習慣化している人が徐々に強度を上げ

る際には医療者への相談は原則不要である。活動レベルを上げた際に新たな症状が出た場合に

は医療者に相談することが勧められている。 
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図１ 利用者の健康状態と許容運動強度、危機管理レベルからみた運動環境 

2016年日本医師会健康スポーツ医学委員会答申P14「利用者の健康状態と危機管理レベルからみた運動環境」1を元に

著者作成 

 

 図１は、利用者の健康状態と許容運動強度から見た運動環境のイメージを示したものである

1。利用者の健康状態のレベルを（自己管理レベル（自由に）、要保健指導レベル（要確認）、

要医学的管理レベル（監視下））に大まかに分類し、それに対応することで危機管理レベル、

運動処方や監視型運動の必要性を整理することができる。健康状態に応じて運動実施場所が選

択できるよう、図１に示したように、リハビリテーション（医療内）、医療法42条疾病予防施

設、厚生労働大臣認定指定運動療法施設・健康増進施設、あるいは指導者常駐の民間運動施設

や保健センターなどが地域に配置され、相互に連携できるとよい。状況に応じて安全でより効

果の期待できる運動を実施すること（運動療法）を考えると、時間軸に応じて、急性期のリハ

ビリテーション終了後に42条施設や指定運動療法施設で監視下の運動を実施、より安定した状

態（慢性期）になれば、非監視下の運動施設での実施や自身で行う運動・スポーツなどへと選

択肢が広がっていく。実際には各施設が明確に役割を分担しているというよりは、互いに重な

り合って存在し、利用者にも提供者にも役割が明確となっていないのが現状である。 

実施したい運動の強度が低いものであれば、開始の際の健康チェックは簡便でもよく（別貢参

照）、行う場の選択肢は多くなる。運動未実施層については、低強度・短時間でもよいので、今
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より活動量アップを図ることが重要である。集団全体への身体活動促進を考える際には、無関心

層も含め、広く皆がアクセスしやすい場（例えば、住まいに身近な場所でのウォーキングマップ

や自主的な体操グループの醸成など）を作り、日常生活レベルの強度の運動を気軽にできるよう

にしていくことも重要といえる。著者らは藤沢市と協働で、自分たちで行う自主的運動グループ

を住まいの近隣で醸成し、ふじさわプラス・テン体操等の実施を展開している。有酸素運動・筋

力トレーニング・ストレッチ・バランス運動の 4 つの運動の要素をとりいれ、10 分間で行える

もので、立位・座位版がある。なじみのある童謡の曲に合わせ動画を見ながら自分たちで行うこ

とを可能とした。運動強度は立位で平均 2.7METs 程度 2であり、無理な動きはないが、継続的に

行うことで効果が実感でき、運動未実施者のきっかけづくり、高齢者グループの運動継続に奏効

している。多くの人が参加でき地域におけるソーシャルキャピタル醸成の場ともなっており 3、

より広い層を含めて行う場としてはおすすめである。 

 

一方で、より特化した運動を行いたいとき、運動許容度が低い対象者が運動を始めるときに

は、現在の健康状態（徴候や疾病の状況）を評価し、必要に応じて医療機関への相談・確認

（メディカルクリアランス）のうえ、運動処方、監視下での運動実施などを考慮する必要があ

る。 

 日本医師会健康スポーツ医学委員会答申（2018年3月）では「健康スポーツ支援のための連携

モデル（仮）」を提案している4。重要なポイントは以下の3点である。 

 １）健康リスクの層別化による情報の整理と共有  

２）PDCAサイクルの構築 

３）役割分担の明確化 

 

① 健康診断や医学的検査などで運動実施者の健康状態を把握する（医療者および実施者本

人） 

② 把握した健康状態を層別化して分類し、運動指導者に情報提供（医療者→運動指導者） 

③ 層別化されたリスク状況に応じ運動プログラムを作成して指導（運動指導者→実施者） 

④ 運動プログラムに基づいて運動を実践（実施者本人） 

⑤ 運動の実施状況を確認（運動指導者や医療者） 

⑥ 運動の効果確認のための健康状態の把握（医療者および実施者）のサイクルを回してい

くことが重要であり、おのずと安全・安心に運動継続ができるようになる。 
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図２ 運動プログラムや身体活動促進と医療連携 （案） 

文献5を元に著者作成 

 

 医療側から見ると運動・身体活動を勧める場は、普段の診察、健診時等の機会がある（図

２）5。実際には、一律に同様のことを勧めるのではなく、生活の中で身体活動を少しでも増や

す方がよいのか（active lifestyle）、運動施設等で時間と場所を決めて行う方がよいのか、本人

の嗜好・準備状況・リソースの有無も含めて、検討する必要がある。また、疾病の状況によっ

ては、より特化した運動療法として行うことでより効果が得られるものもある。その場合、運

動の種類・強度・時間・頻度といった要素を医師が指定（運動処方）し、健康運動指導士等の

運動指導専門家がより具体的にメニューに反映し、指導や継続を支援する連携体制が重要とな

る。安全面の配慮から、最初は監視下で行う方がよい場合もある。メニューを適切に実践でき

ない（例：運動強度を自己調整して高めてしまう）、運動の実施方法やフォームが誤ってい

る、長続きできない、などのコンプライアンスや運動の習慣化などのアドヒアランスが問題と

なる場面が想定される。運動指導者は、こういった問題に対処できる心理学や健康行動科学な

どの知識も深められるとよいだろう。指導者とのコミュニケーションのもと、週１回は監視下

で、その他の日は自宅で復習と日常生活での実践（実施状況・歩数などの記録）などの組み合

わせが考えられる。 

 そしてこれらの状況を本人、医療者側、運動施設側が理解し、連携していくことが重要であ
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る。健康増進施設や指定運動療法施設における取り組みは、両者の連携体制のモデルとなるで

あろう。体重や症状・検査値の変化を確認し、運動の効果・安全面などについての医学的なチ

ェックを医師が担当し、本人あるいは運動指導者へとフィードバックを行うことが望ましい。 

 このような考え方を、運動実施者、医療従事者、運動指導者等社会に広く浸透させ、かつ、

それぞれがそれぞれの役割を果たすことができるよう、医療従事者や運動指導者への研修等の

実施、および運動実施者への周知啓発等により、リテラシーを高めていく必要がある。 

 

運動継続のためには 

 運動を始めても中断してしまう者も多い。菊賀らが運動施設退会の要因を検討したところ、

年代性別により関連要因が異なるが、楽しみの要素が重要であったことを報告している6。江口

らは労働者の運動継続に関連するモチベーションとして、楽しさ・高揚感が重要であることを

報告している7。運動のプログラムの実施や安全管理は重要ではあるが、それだけに目を奪われ

ることなく、支援者側も継続的なコミュニケーションの場を持ち、信頼関係を築き、また行き

たくなる楽しみの場所としていていくことが重要である。 

 

運動・スポーツと医療連携（安全・安心に誰もが身体活動・運動・スポーツを楽しめるために）

―かかりつけ医・健康スポーツ医の役割 

運動実施は、運動に伴う整形外科的傷害や心疾患イベントなどリスクはゼロではないが、運

動しない時間も含めトータルで考えれば、運動を実施しないことの方がリスクは大きい。まず

は現状を踏まえ、少しでも身体を動かすことを通院時にすすめる。アメリカ心臓病協会では、

医療施設でルーチンに身体活動を評価することを推奨している 8。米国ガイドラインや WHO ガ

イドラインでも医療の場での身体活動推奨は重要な機会瀬あることを記している。米国の

Exercise is Medicine (EIM)では、医療施設が、地域の身体活動推進のリーダーになるよう、まず

自分自身がアクティブに、そして患者に進めることを推進している 9。EIM 医療提供者向けア

クションガイドが参考になる 10。 

また、EIM では日常診療で身体活動量をルーチンで把握することを推奨している。（Physical 

activity as a vital sign）。現状を把握し、特定の疾患の症状や兆候に留意し、無理のない運動（強

度）を選定すれば、概ね安全に運動ができる。EIM 医療提供者向けアクションガイドでは、

SBIRT(Screening, Brief Intervention, Referral to Treatment)、すなわち、現状を評価し(Screening)、+

α簡単なチラシをお渡しするなどのアドバイスをすること(Brief Intervention)、運動を実施する場

を具体的にすすめること(Referral to Treatment)を推奨している。忙しい外来の中、他職種と連携

したり、IT 技術を活用する中で身体活動を把握し、適切な一言アドバイスを行い（かかりつけ

医）、より専門的に運動処方を行う（健康スポーツ医）、その人にあった地域のリソースを紹介

するといった流れを地域の中で形成し、容易に身体活動・運動実施をサポートできるといい。 
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         研究協力者 佐藤 真治（帝京平成大学健康メディカル学部・教授） 
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研究要旨 

 本研究課題は、「健康づくりのための身体活動基準（身体活動ガイドライン）」改定に向けて、ガイドライン

の中に高血圧患者をどう位置づけるのかを明らかにすることを目的とした。初年度の今年は、「高血圧患者に

なぜ身体活動が必要か？」とリサーチクエスチョン（RQ）を立て、近年更新された国内外の高血圧治療ガイ

ドラインをレビューした。その結果、『高血圧患者が様々な身体活動を適切におこなうことで、確実に安静時

血圧を降下できる。したがって、高血圧患者もそうでない人と同様に身体活動が勧められる』と結論付けられ

た。 

 

Ａ．研究目的 

 平成30年の国民健康・栄養調査報告書によると、

日本人の成人の三人に一人は高血圧と言われてお

り 1)、その治療費は 2.8 兆円に及ぶという試算もあ

る 2)。 

 高血圧の治療の基本は、生活習慣の修正と薬物

療法である。特に、治療開始時は、まず 3 か月間生

活習慣の改善を試みてから、服薬が検討される。身

体活動（運動）は、食事制限や適正体重の維持と並

んで改善すべき生活習慣の一つに位置づけられて

おり、日本高血圧学会は全ての高血圧患者に対し

「毎日 30 分以上、または週 180 分以上の有酸素運

動」を勧めている 3)。 

一方で、治療を目的として身体活動をおこなう

高血圧患者は少ない。150 人の高血圧患者を 1 年

間追跡した Uzun らの報告によると、運動療法を継

続していた患者は 31％に過ぎず、薬物療法（71%）、

食事制限（65％）、禁煙（83％）と比べて明らかに

少なかった 4)。 

以上のように、高血圧患者でも、そうでない人と

同様に身体活動をおこなう必要があるにも関わら

ず、実際に身体活動をおこなっている患者は少な

い。その要因としては、①高血圧患者になぜ身体活

動が必要か？の理解が行き届いてない、②現状何

が足りないか？因果関係が整理されていない、③

何をやるべきかどうか？が明確に示されていない

が挙げられる。そこで、ここでは①高血圧患者にな

ぜ身体活動が必要か？＜WHY＞、②現状何が足りな

いか？＜FACT＞を明らかにして、③何をやるべき

か？＜WHAT TO DO＞を提案することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．高血圧患者になぜ身体活動が必要か？＜WHY＞ 

 私たちは、「高血圧患者になぜ身体活動が必要

か？」をリサーチクエスチョン（RQ）として設定

し、①世界の主要学会の高血圧治療ガイドライン

のサマリー作成、②ガイドラインのエビデンスの

補強（新しい研究の定性的な統合）、③エビデンス

の総体の評価、④文章化の手順で作業をおこなっ

た。 

 ガイドラインサマリー作成に使用したガイドラ

インは、日本高血圧学会・高血圧治療ガイドライン

（2019 年）3）に加えて、アメリカ心臓病学会（AHA）

他・高血圧の予防・診断・評価および管理に関する

ガイドライン（2017 年）5)とヨーロッパ心臓病学会
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（ESC）他・高血圧管理のガイドライン（2018 年）

6)とした。 

 また、上記のガイドラインを補完できるメタ解

析研究ついて文献検索を行った。検索データベー

ス PubMed を利用し、検索式を「(“Systematic 

Reviews”) AND (“ Meta-Analyses”) AND 

(“Hypertension”) AND (“physical activity”) AND 

(“exercise”)」とし、上記のガイドライン作成以後

（2017 年以降）の論文を検索した。文献検索に

当たっては以下の項目に該当する文献は不採用と

した。①高血圧以外の疾患を含む研究、②成人以

外の対象が含まれる研究、③メタ解析が不十分と

思われる研究。その結果 3 本の文献が採択され、

その後 2020 年 11 月に発表された WHO（世界保

健機関）の身体活動のガイドライン 7)に掲載され

た 1 本の論文を加えて、最終的に 4 本を採択し

た。 

 

 2．現状何が足りないのか？＜FACT＞ 

2021 年 4 月に兵庫県豊岡市の健康行動アンケー

ト（2016 年）の分析を開始する。 

 

3．何をやるべきか？＜WHAT TO DO＞ 

 現在、進め方を検討中。来年度以降にまとめる予

定。 

 

4．倫理的配慮 

 本研究は先行研究や治療ガイドラインのレビュ

ー研究であり、個人情報を取り扱うことはなかっ

た。 

 

Ｃ．研究結果 

1．高血圧患者になぜ身体活動が必要か？＜WHY＞ 

① 表 1 に、世界の主要学会の高血圧治療ガイド

ラインにおける身体活動の勧告をサマリーとし

て示した。表で明らかなように、どのガイドラ

インも高血圧患者が有酸素運動をおこなうと、

収縮期血圧が 2～7mHg、拡張期血圧が 1～

8mmHg 低下することは共通していた。また、勧

められる運動時間は概ね「毎日 30 分もしくは

180分/週」の間にあった。一方、勧められる運

動強度については、日本高血圧学会は米国や欧

州の学会と比べると、やや抑制的であり、軽強

度を勧めていた。 

また、レジスタンストレーニングについては、

すべての学会で動的/静的双方勧められている

が、日本高血圧学会のみ具体的な処方や効果に

ついては記載されていなかった。 

② 以上のガイドライン発表以降に、報告された

重要なメタ解析論文は下記の 4 本であった。 

（1） Reichert らは、有酸素運動の中でも水中運

動に着目して、高血圧に対する効果についてシ

ステマティックレビューとメタ解析をおこなっ

た 8)。最終的に 11 本の論文が採択され、水中運

動は従来の有酸素運動と同等に高血圧患者の収

縮期血圧を低下することが明らかとなった。 

（2） Costa EC らは、高強度インターバルトレ

ーニング（HIIT）の血圧に対する有効性につい

て明らかにした 9)。採択された 7 論文のメタ解

析では、HIIT の収縮期血圧に対する効果は通常

の有酸素運動と同等であった。さらに、9 本の

論文をメタ解析すると、運動耐容能に対する効

果は HIIT のほうが通常の有酸素運動よりも大

きかった。 

（3） Pescatello らは、2019 年に高血圧と身体

活動量に関してアンブレラレビューをおこなっ

た結果を報告した 10)。それによると、エビデン

スはまだ少ないものの、高血圧患者の血圧に対

する身体活動の効果は安静時血圧によって差が

あるという新しい知見が得られた。 

（4） 2019 年に Cao らによって報告されたレ

ビューの結果は、これまでよりも有酸素運動の

効果量が大きいことが特筆される 11)。すなわち、

高血圧患者に対し中強度から高強度までの運動

療法を実施した 14 本の介入研究をメタ解析す

ると収縮期血圧に対する効果が-13mmHg にお

よび、拡張期血圧についても-6mmHg だった。 

 

以上の 4 本の論文をまとめると、「最近、高血圧

に対する身体運動のバリエーション（特に有酸素
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運動の種類と強度）が増えたことで、より大きな効

果量を期待できるようになった」ことが示された。 

③④ 世界の主要学会のガイドラインのサマリー

とその後に発表された重要なシステマティックレ

ビューを統合すると、「高血圧患者が様々な身体

活動を適切におこなうことで、確実に安静時血圧

を降下できる。したがって、高血圧患者でもそう

でない人と同様に身体活動が勧められる」と結論

付けられた。 

 

2．現状何が足りないのか？＜FACT＞ 

現在、データ解析中。 

 

3．何をやるべきか？＜WHAT TO DO＞ 

 現在、進め方を検討中。 

 

Ｄ．考察  

1．高血圧患者になぜ身体活動が必要か？＜WHY＞ 

 ここでは、「高血圧患者になぜ身体活動が必要

か？」を RQ として設定し、主要学会のガイドライ

ンとガイドライ作成以降の新しいレビューを定性

的に統合した結果、「高血圧患者は身体活動をおこ

なうことで、確実に安静時血圧の降圧を期待でき

るので、高血圧ではない人と同様に身体活動をお

こなうべきだ」というメッセージを得ることがで

きた。 

 一方で、高血圧患者に具体的に「どの運動をどれ

くらい必要か？」については、今後議論が必要であ

る。特に、日本高血圧学会が勧める身体運動（有酸

素運動、レジスタンストレーニング）は米国や欧州

のガイドライン、そして最新のレビューの結論と

比べて明らかに抑制的であることには注意が必要

である。 

 筆者は、日本高血圧学会の身体活動の勧告が抑

制的である理由は二つあると考えた。 

一つ目は、日本人を対象にした大規模研究が不

足していることが挙げられる。1997 年以降、高血

圧と身体活動に関するレビューは 177 本あるが、

日本人によるものはわずか 2 本（1 本は 2 型糖尿

病患者が対象 12）、もう 1 本は介入方法が森林浴 13) ）

であった。また、日本高血圧学会のガイドラインの

中で採択された引用文献のうち日本人を対象とし

たものはわずかに 1 本であり、その論文も 1993 年

発表と古く、対象数もわずか 10 名とエビデンス能

力の低いものであった 14）。 

二つ目の理由としては、高強度の身体活動に対

する日本人特有の脆弱性が挙げられる。50 歳から

79 歳までの 79413 名の日本人を 12 年間追跡した

大規模研究では、出血性脳卒中の発症リスクと身

体活動量の関係は J カーブ状を示した 15）。すなわ

ち、高強度の身体活動量が多すぎると、出血性脳卒

中のリスクが上昇するという結果が示された。 

以上から、「日本の高血圧患者に欧米並みの中強

度以上の身体運動（有酸素運動）を勧めるべきか？」

については、来年度以降、日本人を対象にした日本

語論文を精読し、日本人の実態を把握した上で結

論を出すことにする。 

 

Ｅ．結論 

 「高血圧患者になぜ身体活動が必要か？」の RQ

に対し、主要学会の高血圧治療ガイドラインおけ

る高血圧患者の身体活動に対する勧告を整理し、

最近更新されたレビューによって補強した。その

結果、「高血圧患者は身体活動をおこなうことで、

確実に安静時血圧の降圧を期待できるので、高血

圧ではない人と同様に身体活動をおこなうべき」

と結論付けられた。一方で、日本人の高血圧患者に

「どの運動をどれくらい必要か？」については、今

後さらに日本語論文を精読する必要がある。 
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表 1 主要学会の高血圧治療ガイドラインおける高血圧患者の身体活動に対する勧告 

 

 

 

強度 時間・頻度 効果 種類 強度・時間・頻度 効果

2017
米国

（5）

アメリカ

心臓病学会

(AHA)、他

65%–75%

心拍予備能
90-150分/週

SBP：-2～5

DBP：-4～8

動的/静的ともに

推奨

50-80%1RM・

10回・3セット

SBP：-4～5

DBP：-2～4

2018
欧州

（6）

欧州

循環器病学会

(ESC)、他

軽～中強度
30分・

5-7回/週

SBP：-3～6.9

DBP：-2.4～4.9

動的/静的ともに

推奨
2-3回/週 記載なし

2018
日本

（3）

日本高血圧

学会
軽強度

毎日30分もしく

は180分/週

SBP：-2～5

DBP：-1～4

動的/静的ともに

推奨
記載なし 記載なし

SBP：収縮期血圧、DBP:拡張期血圧

発表年
国

（文献番号）
学会

有酸素運動 レジスタンストレーニング
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糖尿病患者における健康づくりのための身体活動 

 

    研究協力者 田村 好史（順天堂大学 医学部・准教授） 

 

         研究分担者 小熊 祐子（慶應義塾大学 大学院 健康マネジメント研究科・准教授） 

 

研究要旨 

 エビデンスに基づいた疾病別の標準的な運動指導プロラムの作成のために過去のガイドラインの検索を行

った。その結果、「糖尿病診療ガイドライン２０１９」が最も信頼性の高いガイドラインであることが明らかとなった。内容

についても基準値だけでなく、より歩数の目標値の提示など、より具体的な方法論や、合併症によるリスクの回避など

についても述べられており、広く一般化可能な内容であると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

身体活動の奨励は国民健康づくり対策における主

要な柱の一つであり、これまで、身体活動奨励の方

向性や目標を明確にするための基準や指針が策定

されてきた。健康増進施設認定制度において、運動

療法を行うに適した施設として指定された指定運

動療法施設が自ら直接運動指導を実施したり、全

国に存在する医療法42条施設等の類似施設のより

良いモデルとなるためには、エビデンスに基づい

た疾病別の標準的な運動指導プロラムが必要であ

る。そのため、本研究では糖尿病患者に対する身体

活動量の基準値の作成を目指し、文献的な検索を

行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 

現存する学会から出されている糖尿病運動療法のガ

イドラインを日本糖尿病学会から出されている「糖尿病

診療ガイドライン２０１９」を中心に、その妥当性や本プ

ロジェクトにおける親和性について考察した。また、米

国糖尿病学会(ADA)から出されている「Standards of 

Medical Care in Diabetes—2021」をレビューし、その相

違などについて検証した。 

 

4．倫理的配慮 

 本研究は先行研究や治療ガイドラインのレビュ

ー研究であり、個人情報を取り扱うことはなかっ

た。 

 

Ｃ．研究結果 

日本国内では、「糖尿病診療ガイドライン２０１９」が信

頼性の高いガイドラインであることが明らかとなった。

本ガイドラインのクリニカルクエスチョンとステートメント

の内容は、以下のようにまとめられる。 

 

① 2 型糖尿病患者に対する有酸素運動やレジスタン

ス運動、或いはその組み合わせによる運動療法は、

血糖コントロールや、心血管疾患のリスクファクタ

ーを改善させる。2 型糖尿病患者に対する有酸素

運動とレジスタンス運動は、ともに単独で血糖コン

トロールに有効であり、併用によりさらに効果が高

まる。その反面、１型糖尿病では血糖コントロール

に対しては一定の見解が得られていない。 

 

② 運動療法を開始する前に、網膜症、腎症、神経障

害などの合併症や、整形外科的疾患などを含む

身体状態を把握し、運動制限の必要性を検討す

るが、心血管疾患のスクリーニングに関しては、一

般的には無症状、かつ、行う運動が軽度～中強

度の運動（速歩など日常生活活動の範囲内）であ

れば必要なく、普段よりも高強度の運動を行う場

合や、心血管疾患リスクの高い患者では、主治医
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によるスクリーニングと、必要に応じて運動負荷試

験などを考慮する。 

 

③ 具体的な運動の目標として、有酸素運動は、中強

度で週に 150分かそれ以上、週に 3回以上、運動

をしない日が 2日間以上続かないように行い、レジ

スタンス運動は、連続しない日程で週に 2-3 回行

うことがそれぞれ勧められ、禁忌でなければ両方

の運動を行う。また、日常の座位時間が長くならな

いようにして、軽い活動を合間に行うことが勧めら

れる。 

 

また、ガイドラインではより現実的な運動療法にも言及

されており、以下の通りにまとめられた。 

 

① 有酸素運動を 1 週間に 150 分程度を目標とする

が、アドヒアランスを高めるために歩数を管理する

ことが有効であり、1 日に現状より＋2,000 歩を越

える程度の歩数増加が１５０分/週と同等の目標と

なる。最終的には、1日トータルで 8,000歩程度が

歩数の目安となる。 

② 有酸素運動に取り組むこととは別に、座位時間を

出来るだけ短くし、少なくとも 30 分に一度は軽度

の活動をすること、生活活動を増加させることも勧

める。 

③ レジスタンス運動についても、目標値に沿ってマ

シーン、フリーウェイト、バンド（ラバーやシリコン）、

自重を利用したものが勧められる。 

 

その一方で、ADAから出版された Standardsにおいて

は、例年とほぼ同様のステートメントが出され、概ね日

本糖尿病学会から出されたステートメントと同様であっ

たが、以下の若年と高齢者の部分については日本糖

尿病学会から出されたステートメントには記載されてい

なかった。 

 

① 1型または 2型糖尿病または前糖尿病の子供およ

び青年は、60分/日以上の中程度または激しい強

度の有酸素運動を行い、少なくとも週に 3 日は激

しい筋肉強化および骨強化を狙った活動を行う必

要がある。 

 

② 糖尿病の高齢者には、柔軟性トレーニングとバラ

ンストレーニングを週に 2〜3 回行うことを勧める。

柔軟性、筋力、バランスを高めるために、個人の

好みに基づいてヨガと太極拳を含めることができる。 

 

 

Ｄ．考察 

日本糖尿病学会から出されたガイドラインの記載

は過去のエビデンスを元に策定され、その策定プ

ロセスも標準的な手法により行われており、その

信頼性は高いと考えられた。その内容については

具体的な方法論が記載され広く一般化が可能であ

るとともに、他の身体活動ガイドラインとほぼ同

等の目標値となっていた。したがって、糖尿病にお

ける疾患特異的な注意点として主に合併症による

リスク回避が重要であると考えられた。また、高齢

者や若年に対するガイドラインについては、エビ

デンスレベルが高くはないものの ADA でのみ記

載されているステートメントであり、それらにつ

いても注意を払う必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 「糖尿病診療ガイドライン２０１９」が信頼性の高いガ

イドラインであることが明らかとなった。内容についても

基準値だけでなく、歩数の目標値の提示など、より具

体的な方法論や、合併症によるリスクの回避などにつ

いても述べられており、広く一般化可能な内容であると

考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

なし。 

 

２．学会発表 
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１）小熊祐子、齋藤義信、佐藤真治、田島敬之、田

村好史、津下一代、宮下政司 シンポジウム身

体活動基準 2013と身体活動指針（アクティブガ

イド）の改定にむけて 慢性疾患有病者に対す

る身体活動基準案の作成・方向性の検討 第 75

回体力医学会大会 2020年 9月 

2）小熊祐子 シンポジウム 3 運動疫学研究の新

たな展開：身体活動ガイドラインの改定に向け

て「有疾患者における身体活動と健康」 第 31

回日本疫学会学術総会 2021年 1月 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
 

脂質異常症患者における健康づくりのための身体活動 

 

    研究協力者 宮下 政司（早稲田大学 スポーツ科学学術院・准教授） 

 

         研究分担者 小熊 祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター・准教授） 

 

研究要旨 

 エビデンスに基づいた疾病別の標準的な運動指導プロラムの作成のために過去のガイドラインの検索を行

った。その結果、計 5 つの国及び地域が、これまでのエビデンスを基に脂質異常症に関するガイドラインを

策定していることが明らかとなった。脂質異常症に対する運動療法としては、有酸素運動とレジスタンス運動が勧

められているが、特に 150分/週以上の定期的な中強度の身体活動の実施は脂質異常症の予防及び改善に有用で

あることが考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

身体活動の奨励は国民健康づくり対策における主

要な柱の一つであり、これまで、身体活動奨励の方

向性や目標を明確にするための基準や指針が策定

されてきた。健康増進施設認定制度において、運動

療法を行うに適した施設として指定された指定運

動療法施設が自ら直接運動指導を実施し、全国に

存在する医療法42条施設等の類似施設のより良い

モデルとなるためには、エビデンスに基づいた疾

病別の標準的な運動指導プロラムが必要である。

そのため、本研究では脂質異常症患者に対する運

動及び身体活動量の基準値の作成を目指し、文献

的な検索を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 

現存する脂質異常症における運動療法のガイドライン

をレビューし、その妥当性や本プロジェクトにおける親

和性について考察した。 

 

4．倫理的配慮 

 本研究は先行研究や治療ガイドラインのレビュ

ー研究であり、個人情報を取り扱うことはなかっ

た。 

 

Ｃ．研究結果 

計 5 つの国及び地域が、これまでのエビデンスを基に

脂質異常症に関するガイドラインを策定していることが

明らかとなった。各ガイドラインのクリニカルクエスチョ

ンとステートメントの内容は、以下のようにまとめられる。 

 

 脂質異常症に対する有酸素運動及びレジスタンス

運動の効果 

有酸素運動を行うことでトリグリセリド濃度は低下し、

HDL-C は増加することから、脂質異常症患者に対

する運動療法として、定期的な身体活動の実施が

推奨されている 1,2。また、筋量や筋力の増加は身体

活動の増加や日常生活動作の改善につながること

から、筋量や筋力の低下が著しい高齢者において

レジスタンス運動も有用である可能性がある 1。 

 

 有酸素運動の実施方法 

中強度の身体活動を 150 分/週以上または高強

度の身体活動を75分/週以上実施することが勧め

られる 1,3,4。具体的には、週に４日以上、30 分/日

以上の身体活動を行う 1,2,4,5。さらに、運動療法以

外の時間もこまめに歩くなど、座位行動時間を減

らすことは、定期的な身体活動に有益となる 3。 

 

 レジスタンス運動の実施方法 
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レジスタンス運動は、週に２日以上行い、年齢や

身体状態に応じて強度を設定する 1,3。一般的に

は、１セットあたり 8～12 回の主要筋群が関与する

運動を 8～10セット行う 1。 

 

 運動療法実施上の留意点 

･ アテローム性動脈硬化性心血管疾患、Ca拮抗薬

や β 遮断薬を服用している心血管疾患などの患

者に対しては運動負荷試験を行ってから、身体

活動の実施を検討する。運動負荷試験を実施出

来ない場合は、中程度の運動から開始し、「やや

キツい」レベルで維持する 1,5。 

･ 身体活動は、スタチン不耐性を高める可能性が

ある危険因子であるため、注意する必要がある 4。 

･ 脂質の低下療法を受けている患者で筋肉痛や脱

力感を示した場合、特に高齢者では直ちにクレア

チンキナーゼ値を評価し、この値が基準値の上

限の 10倍以上に上昇した場合は治療を中止しな

ければならない 2。 

 

Ｄ．考察 

ガイドラインの記載は過去のエビデンスを元に策

定され、その策定プロセスも標準的な手法により

行われており、その信頼性は高いと考えられた。そ

の内容については、具体的な運動の頻度、時間、強

度が提示されており、特に有酸素運動においては

各ガイドラインのコンセンサスが得られていた。

したがって、脂質異常症の予防及び改善に有酸素

運動は有用であることが考えられる。 

 

Ｅ．結論 

計 5 つの国及び地域が、これまでのエビデンスを

基に脂質異常症に関するガイドラインを策定して

いることが明らかとなった。脂質異常症に対する運

動療法としては、有酸素運動とレジスタンス運動が勧

められている。特に有酸素運動においては、各ガイド

ラインのコンセンサスが得られていたことから、脂質異

常症の予防及び改善には、150 分/週以上の定期的

な中強度の身体活動の実施が勧められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

なし。 

 

２．学会発表 

１）小熊祐子、齋藤義信、佐藤真治、田島敬之、田

村好史、津下一代、宮下政司 シンポジウム身

体活動基準 2013と身体活動指針（アクティブガ

イド）の改定にむけて 慢性疾患有病者に対す

る身体活動基準案の作成・方向性の検討 第 75

回体力医学会大会 2020年 9月 

2）小熊祐子 シンポジウム 3 運動疫学研究の新

たな展開：身体活動ガイドラインの改定に向け

て「有疾患者における身体活動と健康」 第 31

回日本疫学会学術総会 2021 年 1 月 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
 

変形性関節症患者における健康づくりのための身体活動 
 

 研究協力者 田島 敬之（東京都立大学大学院 人間健康科学研究科・助教） 

 研究協力者 齋藤 義信（神奈川県立保健福祉大学 イノベーション政策研究センター・特任研究員） 

 研究協力者 原藤 健吾（慶應義塾大学 医学部整形外科・専任講師） 

研究分担者 小熊 祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター・准教授） 

 

 

研究要旨 

  本研究では、変形性関節症患者における身体活動と 5 つのアウトカム（①疼痛、②身体機能、③生活の

質(Quality of life)、④併存疾患リスク、⑤疾患の進行）の関連性について明らかにするためにシステマテ

ィックアンブレラレビューを実施した。その結果、29 編のシステマティックレビュー・メタアナリシスと

4 編の原著論文(⑤疾患の進行のみ)を採択した．2018 年の米国身体活動ガイドラインにおいて，本テーマ

に関するエビデンスの現状が広く公開されたことも相まって，近年この領域に関する報告は増加傾向であ

った。疼痛の軽減や身体機能の向上、QOL の向上に焦点をあてた研究が多い一方で、併存疾患のリスクや

疾患の進行に関する研究は限られており，さらに日本人を対象とした研究は未だ少ないことも明らかとな

った。今後本研究で採択した論文の質やエビデンス総体を明確にしつつ、身体活動の用量反応関係や、日本

人・アジア人を対象としたサブグループの分析を進める予定である。日本人の変形性関節症患者における

安全で有効な身体活動推奨のメッセージ作成に向けて、さらに分析を進める。 

 

Ａ．研究目的 

 変形性股関節症・膝関節症患者（以下、変形性関

節症患者）において過度な安静は、身体機能の低下

や体重の増加を招き、関節への負担が増加による

疼痛増悪などの悪循環が懸念される。この悪循環

を打開するためには、変形性関節症患者における、

安全かつ有効な身体活動のエビデンスを明らかに

し、国民や医療従事者等のステークホルダーに普

及・啓発する必要がある。2018 年に改訂された米

国の身体活動ガイドライン 1)では、変形性関節症患

者において身体活動は疼痛の減少や身体機能の改

善に強固な知見があることが明らかになったが、

容量反応関係や個人属性の違いによる特徴に関し

てはエビデンスが限定的である。その他身体活動

と QOL、併存疾患リスク、疾患の進行については

さらなるエビデンスの蓄積が必要である。 

本研究では、2018 年の米国身体活動ガイドライ

ン発表以降に蓄積された論文を収集し，変形性関

節症患者における身体活動と 5つのアウトカム（①

疼痛、②身体機能、③生活の質(Quality of life)、④

併存疾患リスク、⑤疾患の進行）の関連性について

エビデンスの補強を行った．加えて，日本を含むア

ジア圏は欧米と比較してBMIなどの個人的属性が

異なる部分があるため，日本人やアジア圏におけ

る特徴の抽出を図る． 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は 2018 年の米国身体活動ガイドライン

で用いられたレビューの方法 1)に準じて実施した。

加えて日本人やアジア圏の特徴を抽出すべく、検

索データベースや検索語、検索期間を追加した。 

1．論文検索の方法と対象者 

 論文検索のデータベースは PubMed、CINAHL、

Cochrane に医学中央雑誌(医中誌)を追加した。検

索対象者は変形性股関節症、または変形性膝関節

症を有する者とした。PubMed、CINAHL、
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Cochrane の検索語は 2018 年の米国身体活動ガイ

ドラインで用いられたレビューの方法に準じてい

るが、検索言語に”Japanese”を追加した。医中誌の

検索語は PubMed の検索式を参考に、研究分担者、

図書館司書と協議の上、新たに設計した。出版形態

はシステマティックレビュー、またはメタアナリ

シス、プール解析、報告書とした。加えてアウトカ

ム「疾患の進行」のみ出版形態に原著論文を追加し

た。検索期間は PubMed、CINAHL、Cochrane は

2017 年 2 月 8 日以降から検索日(2020 年 10 月 6

日 )までとした。ただし PubMed、CINAHL、

Cochrane における検索言語”Japanese”と医中誌

においては、検索期間をデータベース収録開始年

から検索日(2020 年 10 月 6 日)までとした。 

2．論文採択基準・除外基準 

 2018 年の米国身体活動ガイドラインで用いられ

たレビューの方法 1)に準じた。暴露(介入)である身

体活動は、すべての種類や強度の身体活動を対象

としているが、身体活動単独のデータが提供され

ていない論文は除外した。 

3．論文抽出の手順 

 各データベースにて検索後、研究協力者 2 名に

おいて表題および抄録から明らかに本研究の趣旨

と異なる論文と判断したものを除外した（一次ス

クリーニング）。次に，一次スクリーニングにおい

て除外されなかった論文を全て収集し全文を精読

のうえ，論文採択基準または除外基準を基に採択

論文を抽出した（二次スクリーニング）。二次スク

リーニングは、抽出論文を 3 分割し、研究協力者 6

名を 3 班に分けて実施した。1 次レビュー、2 次レ

ビューとも意見の相違が生じた場合は第 3 者(研究

分担者)が介入し判断をした。最終的に採択された

論文は、1)研究デザイン、2)研究対象地域、3)研究

対象者属性、4)身体活動の種類・頻度・時間・強度、

5)アウトカム(疼痛、身体機能、QOL、併存疾患の

リスク、疾患の進行)、6)主な結果、を抽出した。 

4．研究の質の評価 

 採択された論文の質の評価について、システマ

ティックレビューおよびメタアナリシスでは

modified assessment of multiple systematic 

reviews (AMSTAR ExBP)、原著論文では Nutrition 

evidence library bias assessment tool (NELBAT)

を使用した。 

5．倫理的配慮 

 本研究は先行研究のレビューであり、個人情報

を取り扱うことはなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1．研究の選択 

各データベースを検索した結果、システマティ

ックレビュー、メタアナリシス、プール解析、報告

書を対象とした論文が 289 編抽出された。重複論

文の除外と一次スクリーニングの結果、51 編を二

次スクリーニングの対象とした。二次スクリーニ

ングにおける全文精読の結果、最終的に 29 編 2)-30)

のシステマティックレビューまたはメタアナリシ

スを採択した。アウトカム「疾患の進行」を対象に

追加検索をした原著論文は 334 編が抽出され、重

複論文の除外と一次スクリーニングの結果 51編を

二次スクリーニングの対象とした。全文精読によ

り、最終的に 4 編 31)-34)を採択した。本研究では新

たに検索言語として”Japanese”を追加し、かつデ

ータベースとして医中誌も追加したが、追加領域

から採択された論文は皆無であった。 

2．研究の概要 

1)研究デザイン 

「疾患の進行」を対象に追加検索をした原著論

文 4編では、全てが前向きコホート研究であった。 

2)研究対象地域 

 研究対象地域は、欧米人を対象にしたものが多

い印象だが、システマティックレビューやメタア

ナリシスでは対象地域が記載されていない論文も

多く、今後それぞれのレビューで採択されている

原著論文の対象地域を詳細にまとめる予定である。

アウトカム「疾患の進行」を対象とした原著論文 4

編では、対象地域は米国、英国、オーストラリアで

あった。 

3)研究対象者属性 

システマティックレビュー、メタアナリシスで

採択した 29編すべてで変形性膝関節症患者を対象
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としていた一方で、変形性股関節症患者を対象と

したものは 8 編のみであった。原著論文 4 編では

すべて変形性膝関節症患者が対象であった。変形

性膝関節症の重症度分類である Kellgren-

Lawrence 分類では、すべてのグレードを対象とし

ている論文や、グレード 2 以上を対象としている

論文、グレード 4 のみ除外している論文などさま

ざまであった。今後は重症度の観点からも結果を

整理する予定である。 

4)身体活動の種類・頻度・時間・強度 

 対象としている身体活動の種類・頻度・時間・強

度は多岐にわたっており、今後詳細をまとめる予

定である。 

5)アウトカム(疼痛、身体機能、QOL、併存疾患の

リスク、疾患の進行) 

 システマティックレビュー、メタアナリシス 29

編において、疼痛をアウトカムとした研究は 23編、

身体機能をアウトカムとした研究は 23編、QOLを

対象とした研究は 16 編、併存疾患のリスクを対象

とした研究は 0 編、疾患の進行を対象とした研究

は 2 編であった。 

6)主な結果 

 主な結果についてはアウトカムごと、またサブ

グループごとに結果を統合中である。 

 

3．研究の質の評価 

現在、実施中。 

 

4．エビデンス総体の評価 

現在、実施中。 

 

Ｄ．考察 

2018 年の米国身体活動ガイドラインで実施され

たレビューと比較して、本研究は多くのシステマ

ティックレビューやメタアナリシスが採択をされ

た(2018 年米国身体活動ガイドラインのレビュー：

8 編、本研究 29 編)。米国身体活動ガイドラインに

おいて、エビデンスの現状が広く公開されたこと

も相まって、近年この領域への関心がより高まっ

ているものと考えられる。一方で、日本人を対象と

した研究は未だ少なく、今後の蓄積が課題である。

アウトカムに関しては、疼痛の軽減や身体機能の

向上、QOL の向上に焦点をあてた研究が多い一方

で、併存疾患のリスクや疾患の進行に関する研究

は限られていた。変形性関節症患者が安全に身体

活動を実施する上では、身体活動の実施と疾患の

進行に焦点を当てた研究の蓄積が望まれる。 

 

Ｅ．結論 

2018 年の米国身体活動ガイドラインと本研究の

結果から、変形性関節症患者における身体活動の

実施は、疼痛の軽減や身体活動の向上、QOL の向

上へ貢献できる可能性が示唆されている。一方で

併存疾患のリスクや疾患の進行に関して報告して

いる研究は未だ限られている。引き続き、本研究で

採択した論文の質やエビデンス総体を明確にしつ

つ、身体活動の用量反応関係や、日本人・アジア人

を対象としたサブグループの分析を進める予定で

ある。日本人の変形性関節症患者におけると安全

で有効的な身体活動の推奨に向けたメッセージ作

成に向けて、さらに分析を進める。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

 なし。 
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る身体活動基準案の作成・方向性の検討 第 75
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2）小熊祐子 シンポジウム 3 運動疫学研究の新

たな展開：身体活動ガイドラインの改定に向け

て「有疾患者における身体活動と健康」 第 31
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研究要旨 

主に日本人勤労者を対象として、身体活動および座位時間と健康指標との関連を検討した観察研究および

介入研究をナラティブにレビューした。レビューの視点は、1）労働者における余暇や日常生活全般の身体

活動、座位行動と健康指標との関連、2）仕事中の身体活動、座位行動と健康指標の関連、3）職場における

身体活動を含む介入プログラムが健康指標に及ぼす影響とし、日本人勤労者を対象とした原著論文を優先し

つつ、内容によっては日本人以外を対象とした原著論文も含めることとした。レビューの結果から、余暇時

間や日常生活下の身体活動が多いほど、循環器系疾患リスクや抑うつなどの健康指標と好ましい関連が示さ

れた。仕事中の座位行動は一貫して健康指標と好ましくない関連がみられた。一方で、仕事中の身体活動が

多いほど健康指標が好ましいか否かは、研究が十分でなく、結論づけられなかった。また、通勤時の身体活

動と健康指標との関連も研究が十分ではなかった。職場における介入プログラムについては、すべての研究

が職場または日常生活下での身体活動の増進に着目しており、多様な要素、アドヒアランスを高める技法が

利用されており、概ね健康指標への好ましい影響が観察された。一方、仕事中の座位行動を減らすための介

入プログラムは含まれなかった。今後は、仕事中の座位行動を減らすことに着目した介入プログラム、健康

指標の改善に効果的な介入要素の同定、集団レベルでの介入へのアドヒアランスを高める手法の更なる検討

が必要と考えられる。それらを踏まえ、労働者の身体活動、座位行動の推奨へとつなげたい。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

働く人の多くは成人であり、身体活動基準自体

は成人用の基準と大きな違いがあるとは考えにく

い。しかしながら、実際の労働環境において身体

活動を促進しようとすると、職種、オフィス環境、

企業のトップの考え方などによって、働く人の身

体活動レベルは大きく左右される。また、「からだ

を動かす仕事をしている人は余暇身体活動量を高

める必要はないのか？」という疑問について、明

確に回答することは難しいとしても、新しいガイ

ドラインを作成する上では検討すべきポイントの

ひとつである。本ナラティブレビューでは、主に

日本人勤労者を対象に、身体活動や座位時間と健

康指標との関連を検討した観察研究および介入研

究をレビューし、働く人に向けた推奨内容を検討

することとした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．対象文献の抽出 

 本ナラティブレビューの分析対象は、勤労者を

対象に、身体活動や座位時間と健康指標との関連

を検討した観察研究および介入研究であり、日本
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人勤労者を対象とした原著論文を優先しつつ、内

容によっては日本人以外を対象とした原著論文も

含めることとした。 

 

2．対象論文の分析方法 

 抽出された対象論文を、以下の 3つの視点で整

理し、各対象論文の概要を表にまとめた。視点 1、

2 については研究デザイン（横断研究、コホート

研究）によって分類した。 

 

視点 1：労働者における余暇や日常生活全般の身

体活動、座位行動と健康指標との関連 

視点 2：仕事中の身体活動、座位行動と健康指標

の関連 

視点 3：職場における身体活動を含む介入プログ

ラムが健康指標に及ぼす影響 

 

3．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、

倫理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1．余暇および日常生活の身体活動、座位行動と

健康指標の関連 

横断研究 7 件、コホート研究 6 件、計 13 件が

抽出された。それぞれの研究概要を表 1にまとめ

た。13 件のうち、日本の研究は 10 件、労働者に

関する研究が盛んにおこなわれているデンマーク

の研究が 3件であった。すべての研究で身体活動

または運動習慣を曝露要因としており、そのうち

4 件で座位行動も計測していた。身体活動、座位

行動を客観的に計測している研究が 5件で、残り

の 8件は自己報告により把握していた。健康指標

は血圧や血糖、メタボリックシンドロームなど循

環器系疾患リスクを扱った研究が 6件、総死亡を

扱った研究が 1件であった。抑うつやワークエン

ゲージメントなどのメンタルヘルスを扱った研究

は 4件で、死亡リスクとの関連が深い持久性体力

をアウトカムとした研究が 2件であった。 

研究の多様性が大きく、量的な統合は現時点で

は難しいが、概ね余暇や日常生活での身体活動が

多く、座位時間が少ないほど、健康指標が好まし

い関連がみられた。 

 

2．仕事中の身体活動、座位行動と健康指標の関

連 

横断研究 5 件、コホート研究 8 件、計 13 件が

抽出された。それぞれの研究概要を表 2にまとめ

た。余暇と仕事中の両方の身体活動、座位行動を

扱っている論文があるため、視点 1と視点 2で採

用論文に 6件の重複がある。13件のうち、日本の

研究は 11件、デンマークの研究は 2件であった。

ほぼすべての研究で座位行動を扱っていた。仕事

中における身体活動に着目した研究は 4件のみで

あった。また、通勤時の身体活動を扱った研究は

2 件だった。仕事中の身体活動、座位行動を客観

的に計測している研究は 2件で、どちらもデンマ

ークの研究であった。残りの 11 件は自己報告に

より把握していた。扱った健康指標は糖尿病や脂

質異常症、心疾患、メタボリックシンドローム、

尿たんぱくなど循環器系疾患リスクを扱った研究

が 5件、総死亡を扱った研究が 2件、心血管疾患

死亡、乳がん罹患、全がん罹患がそれぞれ 1件ず

つであった。抑うつやワークエンゲージメントな

どのメンタルヘルスを扱った研究は 2件で、持久

性体力をアウトカムとした研究が 1 件であった。 

結果を総括すると、仕事中の座位時間が長いほ

ど、健康指標が好ましくない傾向にあった。一方

で、仕事中の身体活動（身体負荷が大きい仕事）

は概ね健康指標と好ましい関連がみられた。なお、

通勤時の身体活動と健康指標との関連はみられな

かった。 

 

3．職場における身体活動を含む介入プログラム

が健康指標に及ぼす影響 

日本の職場で実施された介入研究 6件が抽出さ

れた。それぞれの研究概要を表 3 にまとめた。6

件中 3 件が職場を単位とした介入、3 件が個人を

単位とした介入であった。6 件中 4 件がランダム
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化比較試験（クラスターランダム化比較試験を含

む）、1件がランダム化を伴わない比較試験、1件

が単群試験で事後解析を組み合わせた研究デザイ

ンであった。介入方法はさまざまであり、身体活

動だけでなく、食事指導やその他の介入要素を含

めた研究が多数であった。身体活動を増やすため、

情報提供、運動機会の提供、目標設定、環境改善、

キャンペーンの実施、セルフモニタリングとフィ

ードバックなど様々な技法が使われていた。介入

期間は 4週間から 4 年間と幅広いものの、3 ヵ月

前後が多かった。体重、糖代謝、脂質代謝、メタ

ボリックシンドロームなどの循環器系疾患リスク

を扱った研究が 3件、睡眠や身体活動など健康行

動をアウトカムとした研究が 2件、メンタルヘル

ス等を扱った研究が 1件であった。主な結果を総

括すると、いずれの研究も健康指標に対して、介

入群で好ましい変化がみられた。 

 

Ｄ．考察 

 

国内の研究を中心としたナラティブレビューに

より、余暇時間や日常生活下の身体活動が多いほ

ど、循環器系疾患リスクや抑うつなどの健康指標

と好ましい関連が示唆された。仕事中の座位行動

は一貫して健康指標と好ましくない関連がみられ

た。一方で、仕事中の身体活動が多い人ほど健康

指標が好ましいか否かは、研究が十分でなく、結

論づけられなかった。海外では、余暇の身体活動

が多いほど健康指標が良い一方、仕事中の身体活

動が多いほど健康リスクが高いという研究

（Physical Activity Paradox）も報告されている。

引き続き、検討を進める必要がある。 

職場における介入プログラムについては、すべ

ての研究が職場または日常生活下での身体活動の

増進に着目していた。観察研究の俯瞰から、関連

が明確であった仕事中の座位行動を減らすための

介入にも着目する必要があると考えられる。介入

内容については、提供されている内容の多様性が

大きく、望ましい介入要素や構成を見出すことは

できなかった。海外の研究や国内の good practice

も俯瞰しつつ、健康指標の改善への寄与が大きい

介入要素や、集団レベルでの介入への遵守度を高

める取り組みを精査する必要があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 

国内の研究を中心としたナラティブレビューに

より、余暇時間や日常生活下の身体活動が多いほ

ど、循環器系疾患リスクや抑うつなどの健康指標

と好ましい関連が示唆された。また、仕事中の座

位行動は一貫して健康指標と好ましくない関連が

みられた。国内の職場における介入研究の俯瞰に

より、食事改善などを含む多要素での介入、環境

整備を含む種々の行動変容技法が取り入れており、

健康指標の改善に寄与しているものと考えられた。 

以上を踏まえ、今後の課題を整理すると、仕事

中の身体活動と余暇時間の身体活動の組み合わせ

と健康指標との関連（Physical Activity Paradox）、

通勤時の身体活動およびその手段と健康指標との

関連、仕事中の座位行動を減らすことに着目した

介入プログラム、健康指標の改善に効果的な介入

要素の同定、集団レベルでの介入へのアドヒアラ

ンスを高める手法の更なる検討が必要と考えられ

る。それらを踏まえ、労働者の身体活動、座位行

動の推奨へとつなげたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

1．論文発表 

 なし。 

 

2．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。
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表 1 労働者における余暇や日常生活全般の身体活動、座位行動と健康指標との関連についてのナラティブレビューの要約 

No 発表年 著者 タイトル 雑誌・書誌情報 デザイン 対象 曝露（測定手法） アウトカム 追跡 主な結果 

1 2018 Gupta N, Dumuid D, 

Korshøj M, 

Jørgensen MB, 

Søgaard K, 

Holtermann A. 

Is daily composition of 

movement behaviors 

related to blood pressure 

in working adults? 

Med Sci Sports 

Exerc. 2018 

Oct;50(10):2150-

2155. 

横断 デンマークの

労働者 827名 

日常の身体活動 

日常の座位行動 

（加速度計

ActiGraph） 

血圧 NA 日常の身体活動の構成は収縮期血圧と

有意に関連した。座位時間が長いほど

収縮期血圧が高まり、睡眠時間が長い

ことは収縮期血圧と好意的に関連し

た。 

2 2019 Gupta N, Korshøj M, 

Dumuid D, Coenen 

P, Allesøe K, 

Holtermann A. 

Daily domain-specific 

time-use composition of 

physical behaviors and 

blood pressure 

Int J Behav Nutr 

Phys Act. 2019 

Jan 10;16(1):4. 

横断 デンマークの

ブルカラー労

働者 669名

（男性 365

名、女性 304

名） 

余暇身体活動 

（加速度計

ActiGraph） 

血圧 NA 勤務中と余暇の時間構成は SBP（調整

モデル F = 4.98, p<0.001）および

DBP（調整モデル F = 2.7, p<0.01）と

有意に関連した。勤務中と余暇時間中

の座位をその他の活動時間に置き換え

ると、SBPと好意的な関連を示した。

余暇の活動を睡眠時間に置き換えると

同様な結果（SBPと好意的に関連）が

得られた。両生活領域のMVPAと

LPA間の置き換えは血圧と関連を示さ

なかった。 

3 2020 Fukai K, Kuwahara 

K, Chen S, Eguchi 

M, Kochi T, Kabe I, 

Mizoue T. 

The association of leisure-

time physical activity and 

walking during 

commuting to work with 

depressive symptoms 

among Japanese workers: 

A cross-sectional study 

J Occup Health. 

2020 

Jan;62(1):e12120. 

横断 日本人勤労者

2024名（男性

89.4%） 

19-69歳 

余暇身体活動 

（自己報告） 

抑うつ 

（CES-D16

点以上） 

NA 抑うつ該当率に対するオッズ比は、余

暇身体活動が 0 MET-h/wkの群に比し

て、3 MET-h/wk未満群で 0.85 (0.64, 

1.12)、3～10 MET-h/wk未満群で

0.69 (0.51,0.94)、10 MET-h/wk以上

群で 0.59 (0.44, 0.80)であった(P for 

trend <.001)。特に、職場での活動が

少ない者（7.0 MET-h/d）の中で関連

が顕著。 

4 2020 Kitano N, Kai Y, 

Jindo T, Tsunoda K, 

Arao T. 

Compositional data 

analysis of 24-hour 

movement behaviors and 

mental health in workers 

Prev Med Rep. 

2020 Sep 

29;20:101213 

横断 日本人勤労者

1,095名（男

性 31.4%） 

平均 50.2歳 

身体活動 

座位時間 

（加速度計） 

メンタルヘル

ス 

（K6および

Utrecht Work 

Engagement 

Scale） 

NA 座位行動や低強度身体活動の時間の長

さは不良なメンタルヘルスと関連。座

位行動や低強度身体活動を 1日当たり

60分減らし、睡眠を増やすと、メンタ

ルヘルスの不良が 11-26％程度低くな

る。 
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5 2020 So R, Matsuo T The effect of domain-

specific sitting time and 

exercise habit on 

metabolic syndrome in 

Japanese workers: A 

cross-sectional study 

Int J Environ Res 

Public Health. 

2020 May 

30;17(11):3883 

横断 日本人労働者

5530名 

平均 44.4歳 

勤務日余暇の座位

時間 

休日の座位時間 

（JNIOSH-

WRAQ） 

メタボリック

シンドローム 

NA 休日の座位時間が長くなるほどメタボ

リックシンドロームリスクが有意に高

まった（オッズ比 1.43、95％信頼区間

1.12-1.83）。また、運動習慣がある人

（1回 30分以上、週 2回以上の運動

を 1年以上継続している人）に比べ

て、運動習慣がない人はメタボリック

シンドロームリスクが有意に高かった

（オッズ比 1.44、95％信頼区間 1.15-

1.80）。一方、生活領域別の座位時間

と運動習慣有無を組み合わせた検討で

は、休日の座位時間が最も短く、運動

習慣があるグループを基準とした場

合、運動習慣がない人では休日の座位

時間が長くなるほどメタボリックシン

ドロームリスクが有意に高まった（オ

ッズ比 1.83、95％信頼区間 1.30-

2.59）。しかしながら、勤務中および

勤務日余暇時間においては、運動習慣

の有無に関わらずメタボリックシンド

ロームリスクと有意な関連は認められ

なかった。 

6 2020 Ketels M, 

Rasmussen CL, 

Korshøj M, Gupta N, 

De Bacquer D, 

Holtermann A, Clays 

E. 

The relation between 

domain-specific physical 

behaviour and 

cardiorespiratory fitness: 

a cross-sectional 

compositional data 

analysis on the physical 

activity health paradox 

using accelerometer-

assessed data 

Int J Environ Res 

Public Health. 

2020 Oct 

29;17(21):7929. 

横断 デンマークの

労働者 309人 

余暇身体活動 

（加速度計

Axivity AX3） 

全身持久性体

力 

（ハーバード

ステップテス

ト） 

NA 余暇時間の座位時間が多いほど心肺持

久力が低かった。余暇時間中のMVPA

は心肺持久力と有意に関連したが、勤

務中のMVPAでは同様な結果が示さ

れなかった。 
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7 2021 Matsuo T, So R. Socioeconomic status 

relates to exercise habits 

and cardiorespiratory 

fitness among workers in 

the Tokyo area 

J Occup Health. 

2021 

Jan;63(1):e12187. 

横断 日本人労働者

9406名（男性

56%） 

運動習慣 

（自己報告） 

全身持久性体

力 

（質問紙

JNIOSH-

WRAQより

推定） 

NA 運動習慣の有無が心肺機能と有意に関

連した。 

8 2010 Ishikawa-Takata K, 

Tanaka H, Nanbu K, 

Ohta T. 

Beneficial effect of 

physical activity on blood 

pressure and blood 

glucose among Japanese 

male workers 

Diabetes Res Clin 

Pract 

. 2010 

Mar;87(3):394-

400. 

コホート 日本人男性勤

労者 5,843名 

18-57歳 

余暇身体活動（平

日と週末） 

歩数 

（自己報告） 

高血圧 

高血糖 

4年 高血圧の発症に対するハザード比は、

歩数が 4000歩未満の者に比して、

8000歩以上の者で 0.65 (95% CI, 

0.45–0.93)であった。また、運動を週

3日以上行っている者は、3日未満の

者に比して高血圧発症のリスクが低か

った(0.35; 0.13–0.96)。一方で、高血

糖については、週末に活動的な者は、

週末に非活動的な者に比して有意に低

いリスクを示す(0.66; 0.43–0.99)とい

う関連のみ確認。 

9 2015 Kuwahara K, Honda 

T, Nakagawa T, 

Yamamoto S, Akter 

S, Hayashi T, Mizoue 

T. 

Associations of leisure-

time, occupational, and 

commuting physical 

activity with risk 

of depressive symptoms 

among Japanese workers: 

a cohort study 

Int J Behav Nutr 

Phys Act. 2015 

Sep 18;12:119. 

コホート 日本人勤労者

29,082名（男

性 84.8%） 

20-64歳 

余暇身体活動 

（自己報告） 

抑うつ 

（SDSに類似

の 13問） 

最大 5

年 

余暇身体活動は、ベースライン時の抑

うつ度を調整した後も、U字の関連を

示し、16.5 MET-h/wk 周辺が最も低

いリスクだった(P for trend = 0.037)。 

10 2016 Kuwahara K, Honda 

T, Nakagawa T, 

Yamamoto S, Akter 

S, Hayashi T, Mizoue 

T. 

Leisure-time exercise, 

physical activity during 

work and commuting, and 

risk of metabolic 

syndrome 

Endocrine 

. 2016 

Sep;53(3):710-21. 

コホート 日本人勤労者

22, 383名（男

性 84.9%） 

30-64歳 

余暇身体活動 

（自己報告） 

メタボリック

シンドローム

（Joint 

Statement 

Criteria） 

最大 5

年 

メタボ発生に対するハザード比は、運

動非実践者に比して、中強度のみかつ

7.5 MET-h/wk未満群で 0.99 (0.90, 

1.08)、7.5～16.5 MET-h/wk未満群で

0.99 (0.90, 1.10)、16.5 MET-h/wk以

上群で 0.95 (0.83, 1.08)であり、高強

度のみかつ 7.5 MET-h/wk未満群で

0.93 (0.75, 1.14)、7.5～16.5 MET-

h/wk未満群で, 0.81 (0.64, 1.02)、16.5 

MET-h/wk以上群で 0.84 (0.66, 

1.06)、中強度および高強度かつ 7.5 
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MET-h/wk未満群で 0.90 (0.70, 

1.17)、7.5～16.5 MET-h/wk未満群で

0.74 (0.62, 0.89)、16.5 MET-h/wk以

上群で 0.81 (0.69, 0.96)であった。 

11 2016 Honda T, Chen S, 

Yonemoto K, 

Kishimoto H, Chen 

T, Narazaki K, 

Haeuchi Y, Kumagai 

S. 

Sedentary bout durations 

and metabolic syndrome 

among working adults: a 

prospective cohort study 

BMC Public 

Health. 2016 Aug 

26;16(1):888. 

コホート 日本人勤労者

480名 

40-64歳 

座位時間 

（加速度計） 

メタボリック

シンドローム

（Joint 

Statement 

Criteria） 

平均 3

年 

座位時間が最も短い群に比して、それ

ぞれメタボ発生のハザード比が、2.72 

(1.30 – 5.73),、2.42 (1.11 – 5.50)、

2.85 (1.31 – 6.18)であった。 

12 2018 Kuwahara K, Honda 

T, Nakagawa T, 

Yamamoto S, 

Hayashi T, Mizoue 

T. 

Intensity of leisure-time 

exercise and risk of 

depressive symptoms 

among Japanese workers: 

a cohort study 

J Epidemiol. 

2018 Feb 

5;28(2):94-98. 

コホート 日本人勤労者

29,052名（男

性 84.9%） 

20-64歳 

余暇身体活動 

（自己報告） 

抑うつ 

（SDS26点以

上） 

平均 5.8

年 

抑うつ発生に対するハザード比は、余

暇運動時間が 0 MET-h/wkの群に比し

て、中強度のみかつ 7.5 MET-h/wk未

満群で 0.88 (0.82, 0.94)、7.5～15 

MET-h/wk未満群で 0.85 

(0.76,0.94)、15 MET-h/wk以上群で

0.78(0.68, 0.88)、高強度のみかつ 7.5 

MET-h/wk未満群で 0.93 (0.82, 

1.06)、7.5～15 MET-h/wk未満群で

0.88(0.68,0.98)、15 MET-h/wk以上群

で 0.83(0.71, 0.98)、中強度および高強

度かつ 7.5 MET-h/wk未満群で 0.90 

(0.80, 1.15)、7.5～15 MET-h/wk未満

群で 0.80 (0.67,0.95)、15 MET-h/wk

以上群で 0.76(0.66, 0.87)であった。ベ

ースライン時の抑うつ度を調整したモ

デルでは、中強度のみ群において、関

連性が弱まる。 
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13 2020 Sakaue A, Adachi H, 

Enomoto M, Fukami 

A, Kumagai E, 

Nakamura S, 

Nohara Y, Kono S, 

Nakao E, Morikawa 

N, Tsuru T, 

Hamamura H, 

Yoshida N, 

Fukumoto Y. 

Association between 

physical activity, 

occupational sitting time 

and mortality 

in a general population: 

An 18-year prospective 

survey in Tanushimaru, 

Japan 

Eur J Prev 

Cardiol. 2020 

May;27(7):758-

766. 

コホート 日本人 1,680

名（男性

41.3%） 

40歳以上 

身体活動 

（Baeche PAQ） 

総死亡 平均

15.9年 

身体活動が低い者に比して、高い者は

死亡リスクが低かった 0.85 (95% CI: 

0.78–0.92)。これらの関連は男性のみ

で確認された。 
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表２ 仕事中の身体活動、座位行動と健康指標の関連についてのナラティブレビューの要約 

No 発表年 著者 タイトル 雑誌・書誌情報 デザイン 対象 曝露（測定手法） アウトカム 追跡 主な結果 

1 2018 Ishii K, Shibata A, Oka 

K. 

Work engagement, 

productivity, and self-

reported work-related 

sedentary behavior among 

Japanese adults a cross-

sectional study 

J Occup Environ 

Med. 2018 

Apr;60(4):e173-

e177. 

横断研究 日本人 2,527名

（男性 47.9%） 

20-59歳 

仕事中の座位時間 

（自己報告） 

ワークエンゲー

ジメント 

NA 40－59歳の集団においては、仕事中の

座位時間は、低い仕事への活力(odds 

ratio: 1.43)、献身性(1.61)、吸収 

(1.39)、そしてワークエンゲージメント

の総合点(1.49)と関連。20－39歳の集団

においては、低い効率と関連 (1.38)。 

2 2018 So R, Matsuo T, Sasaki 

T, Liu X, Kubo T, Ikeda 

H, Matsumoto S, 

Takahashi M. 

Improving health risks by 

replacing sitting with 

standing in the workplace. 

J Phys Fitness 

Sports Med. 2018 7, 

121-130. 

横断研究 日本人労働者

9524名 

仕事中の座位時間 

（JNIOSH-

WRAQ） 

糖尿病 

脂質異常症 

心疾患 

NA 勤務中の座位時間が最も短い（3.8時間

未満）群と比較すると、座位時間が長い

群では糖尿病や脂質異常症のリスクが高

まることが示された。Isotemporal 

substitution modelを用いて分析した結

果、勤務中の 1時間の座位行動を立位・

歩行に置き換えた場合、脂質異常症のリ

スクが 4％、心疾患のリスクが 7％軽減

する可能性が示された。 

3 2019 Gupta N, Korshøj M, 

Dumuid D, Coenen P, 

Allesøe K, Holtermann 

A. 

Daily domain-specific time-

use composition of physical 

behaviors and blood 

pressure 

Int J Behav Nutr 

Phys Act. 2019 Jan 

10;16(1):4. 

横断研究 デンマークのブ

ルカラー労働者

669名（男性

365名、女性

304名） 

仕事中の身体活動、

座位行動 

（加速度計

ActiGraph) 

血圧 NA 勤務中と余暇の時間構成は SBP（調整モ

デル F = 4.98, p<0.001）および DBP

（調整モデル F = 2.7, p<0.01）と有意に

関連した。勤務中と余暇時間中の座位を

その他の活動時間に置き換えると、SBP

と好意的な関連を示した。両生活領域の

MVPAと LPA間の置き換えは血圧と関

連を示さなかった。 

4 2020 So R, Matsuo T. The effect of domain-specific 

sitting time and exercise 

habit on metabolic 

syndrome in Japanese 

workers: A cross-sectional 

study 

Int J Environ Res 

Public Health. 2020 

May 30;17(11):3883 

横断研究 日本人労働者

5530名 

平均 44.4歳 

仕事中の座位時間 

（JNIOSH-

WRAQ） 

メタボリックシ

ンドローム 

NA 勤務中においては、運動習慣の有無に関

わらず座位時間とメタボリックシンドロ

ームリスクと有意な関連は認められなか

った。 
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5 2020 Ketels M, Rasmussen 

CL, Korshøj M, Gupta 

N, De Bacquer D, 

Holtermann A, Clays 

E. 

The relation between 

domain-specific physical 

behaviour and 

cardiorespiratory fitness: a 

cross-sectional 

compositional data analysis 

on the physical activity 

health paradox using 

accelerometer-assessed data 

Int J Environ Res 

Public Health. 2020 

Oct 29;17(21):7929. 

横断研究 デンマークの労

働者 309人 

仕事中の身体活動、

座位行動 

（加速度計 Axivity 

AX3） 

全身持久性体力 

（ハーバードス

テップテスト） 

NA 勤務中の座位時間が多いほど心肺持久力

が高くなり、余暇時間の座位時間が多い

ほど心肺持久力が低かった。余暇時間中

の MVPAは心肺持久力と有意に関連し

たが、勤務中の MVPAでは同様な結果

が示されなかった。 

6 2015 Kuwahara K, Honda T, 

Nakagawa T, 

Yamamoto S, Akter S, 

Hayashi T, Mizoue T. 

Associations of leisure-time, 

occupational, and 

commuting physical activity 

with risk 

of depressive symptoms 

among Japanese workers: a 

cohort study 

Int J Behav Nutr 

Phys Act. 2015 Sep 

18;12:119. 

コホート研

究 

日本人勤労者

29,082名（男性

84.8%） 

20-64歳 

仕事中の身体活動 

通勤時の身体活動 

（自己報告） 

抑うつ 

（SDSに類似の

13問） 

最大 5年 仕事中の活動レベルは、座りがちな仕事

をしている者に比して、立位もしくは歩

行レベルの者はハザード比が 0.86 (0.81, 

0.92)であり、仕事中に非常にアクティブ

な者は 0.90 (0.82, 0.99)であった。しか

し、ベースラインの抑うつ度を調整する

と関連性は消失。一方、通勤時の歩行は

抑うつと関連を示さなかった。 

7 2015 Kikuchi H, Inoue S, 

Odagiri Y, Inoue M, 

Sawada N, Tsugane S; 

Japan Public Health 

Centre (JPHC) study 

group. 

Occupational sitting time 

and risk of all-cause 

mortality among Japanese 

workers 

Scand J Work 

Environ Health. 

2015 Nov;41(6):519-

28. 

コホート研

究 

日本人勤労者

36,516名（男性

54.4%） 

50-74歳 

仕事中の座位時間 

（自己報告） 

総死亡 平均 10.1

年 

第一次産業の集団において、仕事中の座

位時間が 3時間以上の者は、1時間未満

の者に比して、死亡リスクが高い傾向に

あった （男性：HR 1.23,1.00–1.51、女

性：HR 1.34, 0.97–1.84）。一方で、第二

次もしくは第三次産業の集団においては

有意な関連は確認されなかった。 

8 2016 Kuwahara K, Honda T, 

Nakagawa T, 

Yamamoto S, Akter S, 

Hayashi T, Mizoue T. 

Leisure-time exercise, 

physical activity during 

work and commuting, and 

risk of metabolic syndrome 

Endocrine 

. 2016 

Sep;53(3):710-21. 

コホート研

究 

日本人勤労者

22, 383名（男性

84.9%） 

30-64歳 

仕事中の身体活動 

通勤時の身体活動 

（自己報告） 

メタボリックシ

ンドローム

（Joint 

Statement 

Criteria） 

最大 5年 仕事中の身体活動は弱いながらも有意に

メタボ発生と関連。通勤時の歩行は関連

なし。 
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9 2016 Hayashi R, Iso H, Cui 

R, Tamakoshi A; JACC 

Study Group. 

Occupational physical 

activity in relation to risk of 

cardiovascular mortality: 

The Japan Collaborative 

Cohort Study for 

Evaluation for Cancer Risk 

(JACC Study) 

Prev Med. 2016 

Aug;89:286-291. 

コホート研

究 

日本人 66,161名

（男性 45.4％） 

40-79歳 

仕事中の身体活動 

（自己報告） 

心血管疾患死亡 平均 19.2

年 

対象者全体では、ほとんど座っている者

に比して、立ちもしくは歩きの者は、心

血管疾患による死亡の低さと関連しなか

った。一方で、BMIが 25 kg/m2以上の

集団においては、20％程度のリスク低下

がみられた。また、BMIが 25 kg/m2以

上の集団もしくは運動時間が週 2.5時間

未満の集団では、ほとんど座っている群

に比して、ほとんど立っている群が 20％

程度死亡リスクが高い傾向にあった。 

10 2020 Sari GN, Eshak ES, 

Shirai K, Fujino Y, 

Tamakoshi A, Iso H. 

Association of job category 

and occupational activity 

with breast cancer 

incidence in Japanese 

female workers: the JACC 

study 

BMC Public 

Health. 2020 Jul 

14;20(1):1106 

コホート研

究 

日本人女性勤労

者 19,041名 

40-79歳 

仕事中の座位時間 

仕事中の歩行時間 

（自己報告） 

乳がん 平均 13.3

年 

仕事中に主に座っている者は、仕事中に

動いている者に比して乳がんの発生リス

クが高かった（1.45, 1.01–2.12)。また、

歩行時間が 1日 30–59分の者の中では、

ハザード比が 1.87 (1.07–3.27)、 30分

未満の者の中では、1.74 (1.07–2.83)であ

った。 

11 2020 Fujii Y, Yamamoto R, 

Shinzawa M, Kimura 

Y, Aoki K, Tomi R, 

Ozaki S, Yoshimura R, 

Taneike M, Nakanishi 

K, Nishida M, 

Yamauchi-Takihara K, 

Kudo T, Isaka Y, 

Moriyama T. 

Occupational sedentary 

behavior and prediction of 

proteinuria in young to 

middle-aged adults: a 

retrospective cohort study 

J Nephrol. 2020 

Aug 27. doi: 

10.1007/s40620-

020-00826-w.  

コホート研

究 

日本人勤労者

10,212名 

20-64歳 

仕事中の座位時間 

（自己報告） 

尿たんぱく 平均 4.8

年 

男性においては、仕事中に座りがちな者

は蛋白尿のリスクが高かった（1.3, 1.11–

1.63)。日々の運動時間は関連しなかっ

た。女性においては仕事中の座位行動も

関連しなかった。 

12 2020 Sakaue A, Adachi H, 

Enomoto M, Fukami A, 

Kumagai E, Nakamura 

S, Nohara Y, Kono S, 

Nakao E, Morikawa N, 

Tsuru T, Hamamura H, 

Yoshida N, Fukumoto 

Y. 

Association between 

physical activity, 

occupational sitting time 

and mortality 

in a general population: An 

18-year prospective survey 

in Tanushimaru, Japan 

Eur J Prev Cardiol. 

2020 

May;27(7):758-766. 

コホート研

究 

日本人 1,680名

（男性 41.3%） 

40歳以上 

仕事中の座位時間 

（Baecke PAQ） 

総死亡 平均 15.9

年 

長時間の仕事中の座位は高い死亡率と関

連した 1.16 (95% CI: 1.05–1.27)。これ

らの関連は男性のみで確認された。 
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13 2020 Ihira H, Sawada N, 

Yamaji T, Goto A, 

Shimazu T, Kikuchi H, 

Inoue S, Inoue M, 

Iwasaki M, Tsugane S; 

Japan Public Health 

Center-based 

Prospective (JPHC) 

Study Group. 

Occupational sitting time 

and subsequent risk of 

cancer: The Japan Public 

Health Center-based 

Prospective Study 

Cancer Sci. 2020 

Mar;111(3):974-984. 

コホート研

究 

日本人 33,307名

（男性 60.1%） 

50-79歳 

仕事中の座位時間 

（自己報告） 

がん罹患 平均 10.2

年 

男性において、仕事中の座位時間が１～

3時間未満の者に比して、7時間以上の

者はがんの発生リスクが高い傾向にあっ

た（1.12 , 0.99-1.26; P for trend 

= .071) 。女性では確認されなかった。

また、すい臓がんは男性において、仕事

中の座位時間が１～3時間未満の者に比

して、7時間以上の者で発生リスクが高

かった（2.25, 1.17-4.34; P for trend 

= .021) 。女性では、仕事中の座位時間

が１～3時間未満の者に比して、7時間

以上の者で肺がんの発生率が高かった

（2.80, 1.33-5.90; P for trend = .013) 。 
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表３ 職場における身体活動を含む介入プログラムが健康指標に及ぼす影響についてのナラティブレビューの要約 

No 発表年 著者 タイトル 雑誌・書誌情報 デザイン 対象 介入 対照 アウトカム 追跡 主な結果 

1 2008 Naito M, Nakayama T, 

Okamura T, Miura K, 

Yanagita M, Fujieda Y, 

Kinoshita F, Naito Y, 

Nakagawa H, Tanaka 

T, Ueshima H; HIPOP-

OHP Research Group.  

Effect of a 4-year 

workplace-based physical 

activity intervention 

program on the blood lipid 

profiles of participating 

employees: the high-risk 

and population strategy for 

occupational health 

promotion (HIPOP-OHP) 

study. 

Atherosclerosis. 

2008 

Apr;197(2):784-90. 

クラスタ

ー、Non-

RCT 

日本の 10の工

場（2929名の従

業員） 

身体活動に関する情

報提供、キャンペー

ンの実施、ウォーキ

ングツールの提供 

個人への教

育教材の提

供 

HDLコレステ

ロール 

4年間 介入群で HDLコレステロー

ルが 2.7 mg/dL (4.8%)増えた

一方で、対照群で 0.6 mg/dL 

(−1.0%) 減少し、介入効果が

認められた。 

2 2010 Maruyama C, Kimura 

M, Okumura H, 

Hayashi K, Arao T. 

Effect of a worksite-based 

intervention program on 

metabolic parameters in 

middle-aged male white-

collar workers: a 

randomized controlled trial. 

Prev Med. 2010 

Jul;51(1):11-7. 

RCT メタボリスクを

持つ日本人労働

者 101名 

30-59歳 

栄養士や運動指導者

による食事と身体活

動に関するアセスメ

ント、目標設定、月

1回のアドバイス、

食事と歩数のセルフ

モニタリングのため

のウェブサイト利用 

なし 体重 

BMI 

血糖 

インスリン 

HOMAほか 

4ヵ月 体重、BMI、血糖、インスリ

ン、HOMAが介入群で有意

に大きく改善した。 

3 2016 Hori H, Ikenouchi-

Sugita A, Yoshimura R, 

Nakamura J 

Does subjective sleep 

quality improve by a 

walking intervention? A 

real-world study in a 

Japanese workplace 

BMJ Open. 2016 

Oct 

24;6(10):e011055. 

単群、運動

習慣有無で

事後解析 

日本人勤労者

490名 

歩行介入 

（1日 1万歩を目

標） 

NA 睡眠 

（PSQI） 

4週間 歩行介入により、PSQI総合

得点、睡眠潜時、睡眠時間、

主観的な睡眠の質、日中の眠

気が改善した。運動習慣があ

る集団は、PSQI総合得点と

主観的な睡眠の質が改善し

た。運動習慣がない集団は、

PSQI総合得点、睡眠潜時、

睡眠時間、主観的な睡眠の質

が改善した。 

4 2017 Michishita R, Jiang Y, 

Ariyoshi D, Yoshida M, 

Moriyama H, Yamato 

H. 

The practice of active rest 

by workplace units 

improves personal 

relationships, mental 

health, and physical 

activity among workers. 

J Occup Health. 

2017 Mar 

28;59(2):122-130. 

クラスタ

ー、RCT 

日本の 11の職場

（勤労者 59

名） 

職場単位での運動 

（昼休みに週 3回） 

運動指導の

提供なし、

日常生活を

維持 

メンタルヘルス 

ソーシャルサポ

ート 

10週間 職場単位で昼休みに週 3回、

10週間運動をしたところ、

活力、対人ストレス、ソーシ

ャルサポート、仕事の満足度

などが改善。 
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5 2018 Watanabe K, 

Kawakami N. 

Effects of a multi-

component workplace 

intervention program with 

environmental changes on 

physical activity among 

Japanese white-collar 

employees: a cluster-

randomized controlled trial. 

Int J Behav Med. 

2018 Dec;25(6):637-

648 

クラスタ

ー、RCT 

日本の 8つの職

場（208名の従

業員） 

環境改善を含む多要

素介入 

フィードバ

ックおよび

通常の労働

衛生サービ

スの提供 

身体活動 3ヵ月間 身体活動が増加。サブグルー

プ解析の結果、大～中規模事

業所では効果があったが、小

規模事業所では介入効果がな

かった。 

6 2020 So R, Matsuo T. Effects of using high-

intensity interval training 

and calorie restriction in 

different orders on 

metabolic syndrome: A 

randomized controlled trial  

Nutrition. Jul-Aug 

2020;75-76:110666.  

RCT 日本人労働者 32

名 

高強度インターバル

トレーニング

（HIIT）８週間⇒食

事制限（CR）３週

間 

CR３週間⇒

HIIT８週間 

メタボリックシ

ンドローム 

全身持久性体力

（実測

PeakVO2） 

11週間 身体組成、メタボリックシン

ドローム危険因子および

VO2peakは両群とも有意に

改善したが、これらの改善に

おける有意な群間差（HIAT

と CRの実施順序による差）

は認められなかった。また、

ポスト介入で実施した週 1回

の HIATにより VO2peakの

有意な低下が防止された（-

2.0±7.2％; P = 0.31）。 
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身体活動及び運動習慣獲得のために必要な介入方法のレビュー 
 

研究分担者 中田由夫（筑波大学体育系・准教授） 

研究協力者 
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研究要旨 

本研究は、身体活動促進および運動習慣獲得のために必要な介入方法に関するシステマティックレビュー

である。対象者は 18～64 歳で健康な男女であり、どのような方法で介入すれば、身体活動量が高まり、運

動習慣が獲得されるかを検討したランダム化比較試験をシステマティックレビューする。本システマティッ

クレビューを通じて、身体活動促進や運動習慣獲得に有効な介入要素を整理するとともに、今後の指針づく

りにつなげていきたいと考えている。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

健康づくりのために、身体活動を促進し、運動

習慣を獲得することが重要であることは、さまざ

まな観察研究によって明らかにされている。しか

しながら、実際に身体活動を促進し、運動習慣を

獲得するために、どのような介入が有効であるか

という点については十分に整理されていない。そ

こで、本研究では、身体活動促進および運動習慣

獲得のために必要な介入方法に関するシステマテ

ィックレビューを実施することによって、身体活

動促進や運動習慣獲得に有効な介入要素を整理し、

今後の指針づくりにつなげることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．対象文献の抽出 

 本システマティックレビューで明らかにしよう

とする課題は、「どのような方法で介入すれば、身

体活動量が高まり、運動習慣が獲得されるか？」

である。そこで、対象者を健康な 18～64 歳の男

女とし、人種や地理的要件は制限しないこととし

た。介入内容は身体活動や運動を含む内容で、健

康教育も含めることとした。評価項目は、質問紙

または活動量計で評価した身体活動量、質問紙で

評価した運動習慣、質問紙、活動量計または姿勢

計で評価した座位行動とした。研究デザインは、

ランダム化比較試験に限定した。使用したデータ

ベースは PubMedおよび医中誌Webである。 

PubMed における検索式は下記の通りである。 

("exercise"[MeSH Major Topic] OR "exercise"

[Title/Abstract] OR "physical activity"[Title/ 

Abstract] OR "sedentary behavior"[MeSH   

Major Topic] OR "sedentary behavior"[Title/ 

Abstract] OR "sitting"[Title/Abstract]) AND 

("health education"[MeSH Major Topic] OR  

"health education"[Title/Abstract] OR "health 

promotion"[Title/Abstract] OR "healthy      

people programs"[Title/Abstract] OR  

"physical education and training"[MeSH  

Major Topic] OR "physical education"[Title/ 

Abstract] OR "physical training"[Title/ 
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Abstract] OR "intervention*"[Title/Abstract] 

OR "approach*"[Title/Abstract] OR "wellness 

program*"[Title/Abstract] OR "strateg*"[Title/

Abstract] OR "planned"[Title/Abstract] OR  

"preplanned"[Title/Abstract]) AND (((((("adult"

[MeSH Major Topic] OR "adult*"[Title/ 

Abstract] OR "middle aged"[Title/Abstract]  

OR "working adult*"[Title/Abstract] OR  

"working age"[Title/Abstract] OR "worker*" 

[Title/Abstract] OR "employee*"[Title/ 

Abstract] OR "company"[Title/Abstract]) NOT

 "patient*"[Title/Abstract]) NOT "child"[Title/

Abstract]) NOT "adolescent"[Title/Abstract]) 

NOT "elderly"[Title/Abstract]) NOT "older  

adult*"[Title/Abstract]) AND ((("randomized  

controlled trial"[Publication Type] OR  

"controlled clinical trial"[Publication Type]  

OR "randomized controlled trial"[Title/ 

Abstract] OR "controlled clinical trial"[Title/ 

Abstract]) NOT "study protocol"[Title/ 

Abstract]) NOT "systematic review"[Title/ 

Abstract]) 

 医中誌 Web における検索式は下記の通りであ

る。 

((身体運動/TH or 運動活性/TH or 身体活動量

の少ない生活/TH or 座位/TH) and (PT=原著論

文)) and ((健康教育/TH or 健康増進/TH or 労

働衛生/TH or 地域社会健康教育イベント/TH or

 体育とトレーニング/TH or 健康増進センター/

TH or 身体調整活動/TH) and (PT=原著論文)) 

and ((介入研究/TH) and (PT=原著論文)) 

 

2．対象論文の分析方法 

 抽出された対象論文を、4 名のレビューチーム

が 1組 2名で 2組に分かれ、タイトル、アブスト

ラクトから採否を判定する一次スクリーニングを

実施する。その後、全文を参照して採否を判定す

る二次スクリーニングを実施する。 

 一次スクリーニングおよび二次スクリーニング

における除外基準は下記の通りである。 

1．使用言語が英語もしくは日本語以外 

2．原著論文ではない 

3．ヒト以外を対象としている 

4．ランダム化比較試験ではない（プロトコル、

インタビュー調査など） 

5．18歳未満、65歳以上を対象としている 

6．有疾患者である（がん、心筋梗塞など） 

7．運動関連介入ではない（禁煙など） 

8．アウトカムに身体活動量、運動習慣、座位行

動を含まない 

最終的に採択が決定した論文について、2 名 1

組でエビデンスを評価し、強さと限界について明

確に提示する。また、バイアスリスク、非直接性

を評価し、対象人数および効果量を抽出する。 

 

3．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、

倫理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

検索の結果、PubMedで 2,505本、医中誌Web

で 424本が抽出された。現在、一次スクリーニン

グおよび二次スクリーニングを実施中である。ス

クリーニング終了後、エビデンス評価、バイアス

リスク評価、非直接性評価を進め、可能であれば、

メタアナリシスを実施する。 

 

Ｄ．考察 

 

身体活動促進や運動習慣獲得に有効な介入要素

を整理するため、できるだけ対象者を限定するこ

となく、さまざまな介入方法について検討できる

ように、検索式であまり絞り込まなかった結果、

予定よりもかなり多い文献が抽出された。この検

索式を決定するまでに時間を要し、また抽出文献

数の多さから、スクリーニングに時間を要してお

り、システマティックレビューはまだ完了してい

ない。今後、システマティックレビューの結果を

受けて、身体活動促進や運動習慣獲得に有効な介
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入要素を整理するとともに、今後の指針づくりに

つなげていきたいと考えている。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、身体活動促進および運動習慣獲得

のために必要な介入方法に関するシステマティッ

クレビューを実施した。まだ、システマティック

レビューは完了しておらず、今後、システマティ

ックレビューの結果を受けて、身体活動促進や運

動習慣獲得に有効な介入要素を整理し、今後の指

針づくりにつなげていく。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

1．論文発表 

 なし。 

 

2．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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妊娠期における身体活動に関する日本のガイドラインのレビュー 
 

 

研究協力者 松下 宗洋（東海大学 体育学部生涯スポーツ学科・助教） 

研究協力者 川上 諒子（早稲田大学 スポーツ科学学術院・講師） 

 

研究要旨 

 近年公表された諸外国の身体活動に関するガイドラインでは、妊婦に向けて身体活動の推奨がされている。

そこで本研究は、日本人妊娠に推奨される身体活動量を検討するために、疫学研究のエビデンスを整理する

ことを目的とした。2020 年度は、日本における妊婦を対象とした身体活動に関する記述が含まれる国内のガ

イドラインについて整理を行い、特に推奨身体活動量に関する記載について確認を行った。その結果、「妊婦

スポーツの安全管理基準」、「産婦人科診療ガイドライン」、「妊産婦のための食事バランスガイド」には、安全

管理の観点からの運動条件の記載はあるものの、健康づくりのために必要な身体活動推奨量の具体的な記載

はなく、エビデンスも不足していることが明らかとなった。 

 

 

Ａ．研究目的 

 近年公表された諸外国の身体活動に関するガイ

ドラインでは、妊婦に向けて身体活動の推奨がさ

れている（アメリカ 1、イギリス 2、WHO3、他）。

一方、日本の身体活動ガイドライン「健康づくりの

ための身体活動基準 2013」4および「健康づくりの

ための身体活動指針（アクティブガイド）」5には、

妊婦に向けた推奨身体活動量に関する記述がない

状況である。 

 そこで本研究は、妊娠期において推奨される身

体活動を検討するために、疫学研究によるエビデ

ンスを整理することを目的とした。2020 年度は、

日本における妊婦を対象とした身体活動に関する

記述が含まれる国内のガイドライン等について整

理を行い、特に推奨身体活動量に関する記載につ

いて確認を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

1．文献レビューについて 

 本研究は、日本における妊婦を対象とした身体

活動に関する記述が含まれるガイドラインを探索

的に収集し、身体活動に関する記述を確認した。 

 

2．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

1．収集したガイドライン等 

 今回のナラティブレビューで取集したガイドラ

インは、以下の 3 つである； 

1）妊婦スポーツの安全管理基準（2019）（日本ス

ポーツ臨床医学会，2019）6、 

2）産婦人科診療ガイドライン‐産科編 2020（日本

産婦人科学会・日本産婦人科医会，2020）7、 

3）妊産婦のための食事バランスガイド（厚生労働

省，2021）8。 

 

2．妊婦スポーツの安全管理基準 

 妊婦スポーツの安全管理基準（2019）6では、妊

婦が安全にスポーツを行うための、母児の条件、環

境、スポーツ種目等について記載がされている（表

1）。 

一般的な運動プログラムの指標でもある強度、
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時間、頻度については、妊娠期の安全管理の観点か

ら、週 2～3回で 1回 60分以内の運動とすること、

かつ連続運動を行う場合は自覚的運動強度「やや

楽である」以下とすることが記載されていた。 

 

3．産婦人科診療ガイドライン 

 産婦人科診療ガイドライン‐産科編 20207には、

「妊娠中の運動（スポーツ）について尋ねられた

ら？」という Q＆A 形式の項目があり、推奨レベル

とともに解説が記載されている（表 2）。このガイ

ドラインにおいても、前述の妊婦スポーツの安全

管理基準と同様に、妊婦が安全に運動を行うため

の条件が記述されており、さらに一部運動による

健康増進についての記述もされている。妊娠期の

運動による健康増進の効果の推奨レベルは、いず

れも A の「（実施すること等が）強く勧められる」

ではなく、エビデンスの蓄積が必要な状況である。 

 

4．妊産婦のための食事バランスガイド 

 妊産婦のための食事バランスガイド 8では、お母

さんと赤ちゃんの健やかな毎日のための10ポイン

トの一つに「無理なくからだを動かしましょう」と

記載されている。前述の 2 つのガイドラインには

なかった、身体活動の考え方を考慮した記述とな

っている。 

 この妊産婦のための食事バランスガイドを作成

する上で、身体活動についてのシステマティック

レビューが行われた 9。このシステマティックレビ

ューでは、対象者を東アジア人妊婦（日本、中国、

台湾、韓国）とし、曝露を身体活動、アウトカムを

早産・出生時体重とした疫学研究を系統的に収集

し、最終的に 17 件の論文が採択された。しかし 17

件の論文のうち、「健康づくりのための身体活動基

準 2013」の作成のために行われたシステマティッ

クレビューの選定基準を満たした文献は 1 件のみ

であり、特に対象者数 500 人以上の条件を満たす

文献は 5 件と少なかった。このように日本人を含

む東アジア人において、妊婦を対象に健康づくり

を目的とした身体活動に関するエビデンスの不足

が指摘されている。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では日本における妊婦を対象とした身体

活動に関する記述が含まれる国内のガイドライン

について整理を行った。その結果、3つのガイドラ

インに身体活動に関する記述があった。 

 これらのガイドラインは、母児が安全に身体活

動、特に運動・スポーツを行うための情報が記載さ

れているものの、健康づくりのための身体活動推

奨についてはエビデンスが不足していることや、

具体的な推奨量についての記載がなかった。した

がって、今後は妊娠期の日本人女性を対象に、身体

活動と健康アウトカムとの関連を検討した疫学研

究のエビデンスが蓄積され、疾病発症予防のため

の身体活動推奨量を検証する研究が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、日本における妊婦を対象とした身

体活動に関する記述が含まれる国内のガイドライ

ン等について整理を行った。その結果、健康づくり

のために必要な身体活動推奨量についての具体的

な記載はみあたらなかった。今後は、国外の身体活

動ガイドラインも参考にしながら、妊娠期の日本

人女性を対象とした疾病発症予防のための身体活

動推奨量を検証する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし。 

 

２．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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表 1．妊婦スポーツの安全管理基準（2019）6 

項目  

母児の条件 1）後期流産・早産の既往がないこと． 

2）偶発合併症，産科合併症がないこと． 

3）単胎妊娠で胎児の発育に異常が認められないこと． 

4）妊娠成立後にスポーツを開始する場合は，原則として妊娠 12 週以降であること． 

5）スポーツの終了時期は，異常が認められない場合には，特に制限しない． 

環境 1）暑熱環境下で行うものは避ける． 

2）陸上のスポーツは，平坦な場所で行うことが望ましい． 

3）高地の低酸素環境下での運動は順化していない場合は避ける． 

4）減圧環境は避けるべきである． 

スポーツ種目 1）有酸素運動，かつ全身運動で楽しく長続きするものであることが望ましい． 

2）腹部に直接的な外傷を与えるものや落下のリスクがあるもの，接触による外傷性リスクの高いもの，過度な腹圧がかかるもの

は避ける． 

3）妊娠 16 週以降では，長時間仰臥位になるような運動は避ける 

メディカルチェック 1) 妊婦スポーツ教室を実施する場合 

 a．医療施設が併設されているか，あるいは緊密な連携体制が確立していることが望ましい． 

b．運動開始前後に母体血圧，母体心拍数，体温，子宮収縮の有無，胎児心拍数測定などのメディカルチェックが実施できるこ

とが望ましい． 

2) 個人でスポーツを行う場合 

 a．スポーツを行っていることを産科主治医に伝えること． 

b．スポーツ前後に心拍数を測定し，スポーツ終了後には子宮収縮や胎動に注意すること． 

c．体調の変化に十分に注意すること． 

運動強度 1) 心拍数で 150 bpm 以下，自覚的運動強度としては「ややきつい」以下が望ましい． 

2) 連続運動を行う場合には，自覚的運動強度としては「やや楽である」以下とする． 

実施時間 1) 午前 10 時から午後 2 時の間が望ましい． 
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2) 週 2～3 回で，1 回の運動時間は 60 分以内とする． 

その他 1) 高血圧症，糖尿病，肥満症などの妊娠中の合併症の予防と治療を目的とする運動療法は，専門医と相談の上で，十分に注意し

て実施すること． 
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表 2．産婦人科診療ガイドライン‐産科編 2020：妊娠中の運動（スポーツ）について尋ねられたら？7 

項目 推奨レベル※ 

1. 妊娠中に行う運動（スポーツ）は有酸素運動が好ましく，転倒や落下，接触の危険を有するあるいは競技的性格の強いスポーツや，仰

臥位あるいは不動のまま立位を保持する姿勢は好ましくないと答える． 

B 

2. 以下の疾患・症状を有している場合，種類にかかわらず，妊娠中の開始・継続は勧めない． 

 重篤な心疾患，呼吸器疾患，頸管無力症，持続する性器出血，前置胎盤，低置胎盤，前期破水，切迫流・早産，妊娠高血圧症候群 

A 

3. 禁忌のない妊婦における適度な有酸素運動（スポーツ）には以下の効果があると答える． 

1) 早産や低出生体重児などの母児罹病を増加させることなく，健康維持・増進に寄与することが期待できる． 

2) 妊娠高血圧症候群，妊娠糖尿病，帝王切開分娩等を減少させる可能性はあるが，十分なエビデンスは得られていない． 

 

B 

C 

4．以下の症候が現れた場合，医師に連絡し，継続・中止について相談するよう勧める． 

 立ちくらみ，頭痛，胸痛，呼吸困難，筋肉疲労，下腿の痛みあるいは腫脹，腹部 緊満や下腹部重圧感，子宮収縮，性器出血，胎動

減少・消失，羊水流出感など 

B 

※3 段階の推奨レベル 

A：（実施すること等が）強く勧められる 

B：（実施すること等が）勧められる 

C：（実施すること等が）考慮される（考慮の対象となるが，必ずしも実施が勧められているわけではない） 
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身体活動とメンタルヘルスに関するレビュー 
 

研究協力者 武田 典子（工学院大学 教育推進機構・准教授） 

 

研究要旨 

身体活動とメンタルヘルスに関して、特にうつ症状に着目し、海外の身体活動ガイドラインにおけるメン

タルヘルスに関する記述を概観した。また、身体活動とうつ症状に関する疫学研究についてレビューを行っ

た。WHO 身体活動・座位行動ガイドラインや米国の身体活動ガイドラインでは、メンタルヘルスを重要な

健康アウトカムの 1つとして捉えていた。また多くの研究は、身体活動によってうつ症状の発生リスクが低

下するという結果を報告していた。今後、日本において当該分野の知見が広がっていくことが期待される。 

 

 

Ａ．研究目的 

厚生労働省は、2011 年に精神疾患をがん、脳卒

中、心臓病、糖尿病と並ぶ「5 疾病」として位置

付けて、重点対策を行うことを決定した。精神疾

患には認知症や統合失調症なども含まれるが、な

かでもうつ病は幅広い年代で問題となり、社会的

な注目度も高い。うつ病は世界的にも一般的な精

神疾患である。2015年には、3億人以上がうつ病

に苦しんでいると推定され、それは世界の人口の

4.4％に相当する。患者の推定人数は、世界人口の

全体的な増加に応じて、2005 年から 2015 年の間

に 18.4％増加している(World Health Organization. 

Depression and other common mental disorders 

Global health estimates)。 

身体活動は、うつ病の治療とうつ症状の発症予

防の両方でポジティブな影響を及ぼすことが明ら

かになってきている。日本では、うつ病の運動療

法については、日本うつ病学会から大うつ病性障

害の治療ガイドラインが発表され、軽症うつ病に

対する薬物療法や精神療法との併用療法として運

動療法が紹介されている。一方、日本の身体活動

ガイドラインである「健康づくりのための身体活

動基準 2013」及び「健康づくりのための身体活動

指針（アクティブガイド）」では、うつ病やうつ症

状に関する言及がない状況である。 

そこで本報告では、特にうつ症状に着目して、

第一に、海外の身体活動ガイドラインにおけるメ

ンタルヘルスに関する記述に関して概観した。第

二に、身体活動とうつ症状に関する疫学研究につ

いてナラティブレビューを行った。 

  

Ｂ．研究方法 

1．文献レビューの方法 

 海外の身体活動ガイドラインとして、特に 2020

年に発表された世界保健機関（以下、WHO）の身

体活動・座位行動ガイドライン （WHO Guideline 

on Physical Activity and Sedentary Behavior） と

2018 年に発表された米国の身体活動ガイドライ

ン（Physical Activity Guidelines for Americans 2nd 

edition）を取り上げ、メンタルヘルスに関する記

述について概観した。 

また、身体活動及び座位行動とうつ症状に関す

る疫学研究についてナラティブレビューを行った。

論文は主にメタアナリシスかシステマティックレ

ビューを用いた。 

  

2．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、

倫理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

1．海外の身体活動ガイドラインにおけるメンタ
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ルヘルスに関する記述 

WHO 身体活動・座位行動ガイドラインと米国

の身体活動ガイドラインでは、メンタルヘルスを

重要で欠かせない健康アウトカムの 1 つとして捉

え、エビデンスのレビューを行っている。 

WHO 身体活動・座位行動ガイドラインでは、

「メンタルヘルス（不安やうつ症状の軽減）」を「子

供と青少年（5-17歳）：身体活動と座位行動」、「成

人（18-64歳）：身体活動」、「高齢者（65歳以上）：

身体活動」、「妊娠中および産後の女性」の各カテ

ゴリーで必須の (Critical)、「成人（18-64 歳）：座

位行動」で重要な (Important) 健康アウトカムと

している。ガイドラインの主要ページでは、身体

活動のメンタルヘルスへの効果について記されて

いる (Table 1)。 

米国の身体活動ガイドラインでは、2008年の 1st 

Edition からメンタルヘルスに関してのレビュー

が行われていた。2018年の 2nd Editionでは Brain 

Health のカテゴリーが設けられ、認知機能、生活

の質、うつ病やうつ症状、不安、睡眠が含まれて

いる。Advisory Committee Reportは、定期的な身

体活動はうつ病のリスクを軽減するだけでなく、

うつ病の有無にかかわらず、人々のうつ症状を軽

減することを示している。 

 

2．身体活動とうつ症状に関する疫学研究 

多くの研究は、身体活動によってうつ症状の発

生リスクが低下するという結果を報告している。

2008 年の米国身体活動ガイドラインの Advisory 

Committee が行ったシステマティックレビュー

では，活動的な者は不活動である者と比較してう

つ症状の発生リスクがおよそ 15～25％低いこと

を示している。Schuch らのメタアナリシスにお

いても、身体活動レベルが高い群は、低い群と比

較してうつ症状の発症リスクが低いことを示して

いる。サブグループ解析では、年代や地理的地域

に関係なく身体活動がうつ症状の発症リスクの低

下に影響していること、また、身体活動ガイドラ

インの推奨値である週当たり150分の中高強度の

身体活動がうつ症状の発症リスクを約 22％低下

させることが報告されている (Schuch et al. Am 

J Psychiatry, 2018）。他のシステマティックレビ

ューでは、低いレベル（例：週 150分未満の歩行）

を含むあらゆるレベルの身体活動が、後のうつ病

を予防することを示唆している（Mammen et al. 

Am J Prev Med, 2013）。このように、身体活動と

うつ症状の発生リスクについての量反応関係につ

いては、さらなる研究が必要である。 

 身体活動のドメインとうつ症状の発症リスクに

ついて、Whiteらのメタアナリシスでは、余暇の

身体活動と移動による身体活動がメンタルヘルス

と正の関連があることを示している（White et al. 

Am J Prev Med, 2017）。日本人労働者を対象とし

た Kuwaharaらの研究では、余暇の身体活動とう

つ症状のリスクの間に U 字型の関連性がみられ、

最も低いリスクは週当たり約 15METs・時であっ

たことを報告している (Kuwahara et al. Int J 

Behav Nutr Phys Act, 2015)。ドメインに関して

は、多くの研究が余暇の身体活動がうつ症状のリ

スク低下に影響を及ぼすこと示唆している。 

 座位行動とうつ症状の発症リスクについて、

Zhaiらのメタアナリシスでは、長時間の座位行動

がうつ症状発症のリスク増加と関連していること

を報告している (Zhai et al. Br J Sports Med, 

2015)。一方で、座位行動のうつ症状への発症リ

スクは行動のタイプに特有である可能性があり

（例えば、テレビ視聴は、コンピューターの使用

や電子機器の使用と比較して、メンタルヘルスと

の関連が異なる可能性がある）、エビデンスを統合

する際には、座位行動の種類を考慮する必要があ

るという見解もみられる  (Teychenne et al. 

Ment Health Phys Act, 2020)。 

 

Ｄ．考察 

WHO 身体活動・座位行動ガイドラインや米国

の身体活動ガイドラインでは、メンタルヘルスを

主要な健康アウトカムと捉え、エビデンスレビュ

ーが示されており、その点で日本の現行の身体活

動ガイドラインとは異なっていた。 
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 特にうつ症状に関しては、国際的な身体活動ガ

イドラインの基準値である週当たり 150分以上の

中高強度の身体活動が、発症リスクの低下に貢献

することはほぼ明らかである。そして、ガイドラ

イン推奨値よりも低い活動量でもメンタルヘルス

保持の効果が得られる可能性がある。「健康づくり

のための身体活動指針（アクティブガイド）」の「プ

ラス・テン」や、WHO 身体活動・座位行動ガイ

ドラインの「Doing some physical activity is 

better than doing none.（少しの身体活動でも、

何もしないよりは良い。）」のようなメッセージが

メンタルヘルスに関しては有効かもしれない。ま

た、身体活動のドメイン（余暇の身体活動）の推

奨についても検討の余地がある。当該分野の量反

応関係やドメインに関する研究の蓄積が期待され

る。 

 

Ｅ．結論 

 身体活動とメンタルヘルスに関しては、これま

でに数多くの研究が行われており、海外の代表的

なガイドラインにおいても主要な健康アウトカム

の 1つとなっている。身体活動がうつ症状に及ぼ

す効果に関しては、解明されていない部分がある

ものの、エビデンスは蓄積されてきている。今後、

日本でも身体活動とメンタルヘルスに関する知見

が広がっていくことが期待される。 
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ABSTRACT 

The purpose of this review is to provide evidence for developing guidelines on physical activity and overall 

sleep quality in the general population. We searched previous representative studies, meta-analyses, and systematic 

reviews on physical activity and sleep quality from PubMed and PsycINFO. As a result of the search, we selected six 

papers that included two umbrella reviews of meta-analyses, two meta-analyses, and two systematic reviews. No 

high-quality research on Japanese adults was found. In conclusion, regular physical activity has a positive beneficial 

effect on overall sleep quality in adults. Though the precise dose-response is unclear, and further research is needed, it 

would appear pragmatic to suggest that adherence to the physical activity guidelines promotes overall sleep quality.   

 

A. PURPOSE OF THIS REVIEW 

   We are currently working on a revision of the 

Japanese physical activity guideline 2013. The 

purpose of this short review is to provide evidence for 

developing guidelines on physical activity and overall 

sleep quality for adult Japanese public health. Sleep 

quality is broadly defined as one’s subjective 

perception of one’s whole sleep experience and is 

commonly measured by the Pittsburgh Sleep Quality 

Index (PSQI) and is associated with morbidity and 

premature mortality[1, 2]. Therefore, it is important to 

understand the impact that physical activity may have 

on sleep quality.  

 

B. METHODS 

   We searched previous studies on physical activity 

and sleep quality from internet databases such as 

PubMed and PsycINFO. The keywords used in the 

search were physical activity, exercise, fitness, 

sedentary behavior, sleep quality, PSQI, sleep. The 

papers on physical activity and sleep obtained using 

these ways were examined, and high-quality papers 

were extracted, and a table was created (Table 1).  

 

ETHICAL CONSIDERATIONS 

   In this study, personal information was not handled, 

and no ethical consideration was required. 

 

C. RESULTS 

   As a result of the search, we selected six current 

(2015~2021) high-quality review papers that mainly 

consisted of randomized control trials (n=2 umbrella 

reviews, n=2 meta-analyses, n=2 systematic 

reviews)[1-6]. Most studies were conducted in the 

West (USA, UK), with a modicum conducted in Asia 

(China, Japan). Table 1 provides detail of these papers. 

Studies used both subjective and objective means to 

assess physical activity participation, while the PSQI 

self-report tool was used to measure the same outcome 

of overall sleep quality. According to a systematic 

review of a meta-analysis conducted by Kelley et al. 

[1], when overall sleep quality results from individual 

studies nested within different meta-analyses were 

pooled, statistically significant standardized mean 

difference (SMD) improvements were observed 

(−0.50, 95% CI −0.72 to −0.28)[1]. The 
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number-need-to-treat and percentile improvement 

were 7 and 19, respectively [1]. Kredlow et al. also 

found in a meta-analysis a moderate effect (d=0.74, 

95 % CI 0.48-1.00), p< .001; n=19), indicating that 

individuals who participated in regular physical 

activity had significantly better sleep quality than 

individuals in control conditions[3]. In summation, the 

findings of all the papers reviewed provide sufficient 

evidence that regular physical activity improves 

overall sleep quality. 

 

D. DISCUSSION 

1. This review found that regular physical 

activity improves overall sleep quality.  

2. The benefits of regular physical activity on 

sleep quality are apparent regardless of baseline 

physical activity status.  

3. The evidence for a specific dose-response 

recommendation is unclear. Length of physical 

activity ranged from 5~52 weeks, frequency from 

3 to 10 times per week, and duration from 20 to 

90 minutes per session.  

4. Overall, the evidence suggests that the effect 

of physical activity on sleep quality does not 

significantly differ across different types or 

intensities (light, moderate, vigorous) of physical 

activity.  

5. Aerobic, restive, and mind-body exercises 

have all been shown to improve sleep quality.   

6. Sleep quality may be impaired after 

vigorous-intensity physical activity ending less 

than one hour before bedtime.  

7. Insufficient data were available to determine 

whether the relationship between physical activity 

varied by race/ethnicity, socioeconomic factors, or 

body weight. 

8. The benefits of regular physical activity on 

sleep quality are apparent regardless of age.  

9. To increase public health reach, more 

well-designed studies are needed to provide more 

precise dose-response guidelines.  

10. Well-designed studies in Japanese adults are 

needed [2, 6]. 

E. CONCLUSIONS 

   There were meta-analyses mainly based on low to 

moderate quality randomized controls. Though the 

precise dose-response is unclear, it is reasonable to 

suggest that adherence to the physical activity 

guidelines promotes overall sleep quality.  

 

F. HEALTH HAZARD INFORMATION 

   None. 

 

G. RESEARCH PRESENTATIONS 

1. Articles 

Sloan, R.A., Kanchibhotla, D. The association of 

Sudarshan Kriya Yoga frequency with sleep quality: a 

cross-sectional study from Singapore. Sleep 

Breath (2020).  

Kim Y, Umeda M, Lochbaum M, Sloan RA. 

Examining the day-to-day bidirectional associations 

between physical activity, sedentary behavior, screen 

time, and sleep health during school days in 

adolescents. PLoS One. 2020;15(9):e0238721. 

Published 2020 Sep 3. 

Sloan RA, Kim Y, Sawada SS, Asakawa A, Blair SN, 

Finkelstein EA. Is Less Sedentary Behavior, More 

Physical Activity, or Higher Fitness Associated with 

Sleep Quality? A Cross-Sectional Study in 

Singapore. Int J Environ Res Public Health. 

2020;17(4):1337. Published 2020 Feb 19.  

 

2. Conference presentations 

   None. 

 

H. STATUS OF APPLICATION/REGISTRATION 

OF INTELLECTUAL PROPERTY RIGHTS 

   None. 
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Table 1. High quality review papers on physical activity and overall sleep quality. 

Authors, year, 

country 

Sex Studies 

(n=) 

Type of 

Study 

Method for 

assessing 

physical activity 

Method for 

assessing 

sleep quality 

Results 

Kline et al., 2021, 

West and Asia  

Men 

and 

Women 

34 Umbrella 

review of 

systematic 

reviews and 

meta-analyses 

Subjective and 

objective 

measures  

PSQI Small to 

moderate 

effect  

Kelley et al., 

2017, West and 

Asia 

Men 

and 

Women 

3 A systematic 

review of 

meta-analyses 

(RCTs)  

Objective 

measures 

PSQI Moderate 

effect 

Wang et al., 2021, 

West and Asia 

 

Men 

and 

Women 

14 Systematic 

Review 

Objective 

measures 

PSQI Reasonable 

evidence 

Kredlow et al., 

2015, West and 

Asia 

 

Men 

and 

Women 

25 Meta-analysis 

(RCTs) 

Objective 

measures 

PSQI Moderate 

effect  

Banno et al., 2018, 

West and Asia 

 

Men 

and 

Women 

6 Systematic 

Review and 

Meta-analysis 

(RCTs) 

Objective 

measures 

PSQI Favorable 

effect 

Vanderlinden et al, 

2020, West and 

Asia 

 

Men 

and 

Women 

14 Systematic 

Review 

Objective 

measures 

PSQI Favorable 

effect 
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身体活動と睡眠の質に関する文献レビュー（和訳） 

 

 このレビューの目的は、一般集団の身体活動と全般的な睡眠の質に関するガイドラインを作成するための

証拠を提供することである。PubMedと PsycINFOから、過去における代表的な研究、メタアナリシス、お

よび身体活動と睡眠の質に関する系統的レビューを検索した。検索の結果、メタアナリシスの包括的レビュ

ーが 2つ、メタアナリシスが 2つ、系統的レビューが 2つ含まれる 6つの論文が選択された。日本の成人を

対象にした質の高い研究は検索されなかった。結論として、定期的な身体活動は、成人における全般的な睡

眠の質に有益な効果をもたらすと考えられた。正確な量反応関係は不明であり、さらなる研究が必要である

が、身体活動ガイドラインにおいて身体活動が全般的な睡眠の質を促進することを示すことは実用的である

と考えられる。 

 

A. 目的 

 現在、健康づくりのための身体活動基準 2013 および身体活動指針（アクティブガイド）の改訂に取り組

んでいる。本研究の目的は、日本人の成人を対象にした身体活動と全般的な睡眠の質に関するガイドライン

を作成するためのエビデンスを提供することである。睡眠の質は、睡眠体験全体に対する主観的な認識とし

て広く定義され、一般的にピッツバーグ睡眠質問票（PSQI）によって測定されることが多く、疾病罹患率や

早期死亡率と関連付けられる[1,2]。そのため、身体活動が睡眠の質に与える影響を理解することが重要であ

る。 

 

B. 方法 

 PubMed や PsycINFOなどのインターネットデータベースから、身体活動と睡眠の質に関する研究を検索

した。検索に使用したキーワードは、身体活動、運動、フィットネス、座りがちな行動、睡眠の質、PSQI、

睡眠であった。これらの方法で得られた身体活動と睡眠に関する論文を検討し、質の高い論文を抽出して表

を作成した（表 1）。 

 

C. 結果 

 検索の結果、主にランダム化比較試験（2件の包括的レビュー、2件のメタアナリシス、2件の系統的レビ

ュー）からなる 6つの（2015〜2021）の質の高いレビュー論文を選択した[1 -6]。ほとんどの研究は欧米（米

国および英国）で実施され、いくつかの研究はアジア（中国および日本）で実施されていた。表 1に、これ

らの論文の詳細を示す。これらの研究は、主観的および客観的測定によって身体活動への参加を評価し、PSQI

を使用して全般的な睡眠の質を測定した。Kelleyらによって実施されたメタアナリシスの系統的レビューに

よると[1]、異なるメタアナリシス内にネストされた個々の研究における全般的な睡眠の質に関する結果を統

合すると、統計的に有意な標準化平均差（SMD）の改善が確認さた（-0.50、95％CI -0.72〜-0.28）[1]。治

療必要数（NNT）とパーセンタイルの改善は、それぞれ 7と 19であった[1]。また、Kredlowらも中程度の

効果を確認しており（d = 0.74、95％CI 0.48-1.00）、p <.001; n = 19）、定期的なトレーニングに参加した群

は対照群よりも有意に睡眠の質が高いことを示している[3]。要約すると、レビューされたすべての論文の調

査結果は、定期的な身体活動が睡眠の質を改善するという十分な証拠を提供している。 

 

D. ディスカッション 

1. 本レビューによって、定期的な身体活動によって全般的な睡眠の質が向上することが確認された。 
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2. 睡眠の質に対する定期的な身体活動の便益は、ベースラインの身体活動状況に関係なく明確である。 

3. 特定の量反応関係に基づく推奨量に関するエビデンスは不明である。身体活動実施期間は 5〜52週間、頻

度は週に 3〜10回、期間はセッションあたり 20〜90分であった。 

4. 全体として、これまでのエビデンスは、睡眠の質に対する身体活動の効果が、身体活動の種類や強度（軽

い、中程度、激しい）によって有意に異ならないことを示唆している。 

5. 有酸素運動、筋力増強運動あるいは太極拳のような心身運動はすべて、睡眠の質を改善することが示され

ている。 

6. 就寝の 1時間以内に終了した激しい身体活動が睡眠の質を損なう可能性がある。 

7. 身体活動と睡眠の質の関係が、人種や民族、社会経済的要因、または体重によって異なるかどうかを判断

するには、データが不十分であった。 

8. 睡眠の質に対する定期的な身体活動の便益は年齢に関係なく明確である。 

9. 公衆衛生の向上に貢献するための、より正確なガイドラインを作成するためには、より適切にデザインさ

れた研究が必要ある。 

10. 日本人成人を対象とした適切にデザインされた研究が必要である[2、6]。 

E. 結論 

 低～中程度の質を持ったランダム化比較試験に基づくメタアナリシスが確認された。正確な量反応関係は

不明であるが、身体活動ガイドラインにおいて身体活動が全般的な睡眠の質を促進することを示すことは実

用的であると考えられる。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
 

全身持久力以外の体力と健康に関するレビュー 
 

          研究協力者 門間 陽樹（東北大学大学院 医学系研究科・講師） 

          研究協力者 川上 諒子（早稲田大学 スポーツ科学学術院・講師） 

          研究協力者 本田 貴紀（九州大学大学院 医学研究院・助教） 

 

研究要旨 

 国民の身体活動の促進を目指すには、身体活動の多様性が重要である。これまで推奨されてきた有酸素性

の身体活動については健康効果が十分に確認されているが、有酸素性の身体活動以外の様式については不十

分である。筋力を向上させるような身体活動（例：筋力トレーニング）は、ウォーキングやランニングなどの

有酸素性の身体活動と同様によく行われている身体活動様式であり、近年特に注目されている。本研究では

筋力トレーニングと健康の関連を検討する準備段階として、エビデンスの基となる筋力トレーニングの疫学

研究についてレビューを行った。 

 

 

Ａ．研究目的 

 生活習慣病等及び生活機能低下のリスクの低減

効果を高めるためには、身体活動量を増加させる

だけでなく、体力も向上させることが重要である

ことから、健康づくりのための身体活動基準 2013

においては体力（全身持久力）の基準が設定されて

いる。実際に、全身持久力の基準の達成は、糖尿病

の低い罹患リスクと関連することが報告されてお

り（Kawakami et al. 2014. PMID: 24240630）、さ

らに、継続的に達成することで糖尿病（Momma et 

al. 2018. PMID: 29176273 ） およ び高 血圧

（Momma et al. 2019. PMID: 30817464）の罹患

リスクは低い値を示すことが明らかにされている。

身体活動基準 2013においては、その時点で入手可

能なデータが限られていたため、数ある体力要素

のうち全身持久力の基準しか策定することができ

ず、筋力など全身持久力以外の体力に関する基準

の策定が課題として残された状況となっている。 

 こうした背景を受けて、本分担班では身体活動

基準 2013で参照値として報告された握力（筋力の

指標）の基準を策定する方向で検討を始めた。しか

しながら、①握力はあくまでも全身の筋力の代理

指標でしかないこと、②特定の部位（例えば下肢）

における筋力の向上が必ずしも握力に反映される

わけではないことが議論になった。握力の基準を

設けた場合、値のみが独り歩きする可能性（全身の

筋力を向上させることではなく、握力を向上させ

ることが目的となってしまう可能性）が考えられ、

筋力の基準として握力を採用する難しさが問題と

なった。 

 そこで、本分担班では、身体活動基準 2013で確

認されているように有酸素性の身体活動について

は十分なエビデンスがある一方で、筋力を向上さ

せるような身体活動（例えば、筋力トレーニング）

自体の健康効果については、これまでの基準策定

のプロセスにおいては検討されてこなかったこと

に注目し、筋力トレーニングと健康の関連に関す

るエビデンスを整理し、統合した結果を定量的に

示すことに目的を変更した。 

 2020年度は、筋力トレーニングと健康の関連を

検討する準備段階として、エビデンスの基となる

筋力トレーニングの疫学研究についてナラティブ

レビューを行った。 

 

Ｂ．研究方法 

1．文献レビューのストラテジー 
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 本分担班の最終目的は、筋力トレーニングと健

康の関連に関するエビデンスを整理し、統合した

結果を定量的に示すことである。そのため、筋力ト

レーニングと健康をアウトカムにした研究を網羅

的にレビューするシステマティックレビューが求

められる。本ナラティブレビューは、上記のシステ

マティックレビュー用に実施された網羅的検索の

結果をベースにしており、論文の採択条件は以下

の通りである。 

1. 重度の疾病を有していない者を縦断的に観

察し、死亡率や発症率を筋力トレーニング

実施状況別に分析した観察研究（アウトカ

ムが代理指標である研究は除外） 

2. 18歳以上の対象者 

3. 英語で書かれた論文 

さらに、上記でヒットした文献に加えて、国の身

体活動ガイドラインやその報告書、別途検索した

筋力トレーニングに関する疫学研究の検索結果、

筋力トレーニングに関する書籍の記載情報を収集

した。 

 

2．レビュー項目 

レビューした結果は、（1）用語の整理、（2）身体

活動ガイドラインにおける歴史的経緯、（3）健康と

の関連を検討した論文に関する情報、（4）実施割合、

（5）実施に関する阻害要因と促進要因、の項目ご

とに分けてまとめた。 

 

3．倫理的配慮 

 本研究は文献レビューおよび論文の執筆が中心

であり、一般に公表されているデータを使用して

いるため、個人情報を取り扱うことはなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1．用語の整理 

 筋力を向上させるような活動を示す用語として、

日本語では一般的に筋力トレーニングやレジスタ

ンストレーニング、ウェイトトレーニング、自重ト

レーニングなどがあり、医学分野では筋力増強運

動が多用されている。これらの用語は、トレーニン

グや運動の目的に言及したものと、トレーニグの

手段（抵抗や重り、自分の体重の利用）に言及した

ものに分類されることがわかる。一方、海外の身体

活動ガイドラインでは muscle-strengthening 

activity という用語が用いられることが多。

“activity”と記載されていることからもわかるよ

うに、この概念には上述したトレーニングだけで

はなく、重い荷物の運搬やガーデニング（穴掘りや

鍬の使用）などの日常の生活活動も含まれている。

原田ら（2011. 運動疫学研究）はこの訳語として筋

力向上活動を提案している。 

 

2．身体活動ガイドラインにおける歴史的経緯 

 国外において、Muscle-strengthening activityが

初めて国レベルの身体活動ガイドラインに盛り込

まれたのは、2008年に公表されたアメリカのガイ

ドラインである。これを契機に、その後、WHOを

は じ め 、 各 国 の ガ イ ド ラ イ ン に muscle-

strengthening activity が含まれるようになった

（表 1）。例えば、WHOでは、18歳以上の成人に

向けて、主要な筋群を使って週 2 日以上実施する

ことが推奨されている。なお、主要な筋群とは、胸、

背中、腕、肩、腹部、下肢にそれぞれ存在する筋肉

のひとまとまりと捉えることができ、これは一部

の筋肉だけを鍛えるのではなく全身の筋肉を鍛え

ることを促している。 

 

3．健康との関連を検討した論文に関する情報 

 先述した論文の採択条件に従うと、筋力トレー

ニングとの関連が検討されている健康アウトカム

として、死亡（総死亡、心疾患死亡、がん死亡など）

や心疾患、がん、糖尿病の発症などがヒットした。

最も古い論文でも 2002 年の発表であり、2010 年

代中旬以降から論文が多く発表されている状況で

あった。 

 

4．実施割合 

 国外の疫学研究において、筋力トレーニングを

実施している人の割合は概ね 15～30%程度であっ

た。これらの研究の多くはアメリカで実施されて
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おり、イギリスやオーストラリアの結果もわずか

に含まれている。国内においては、勤労者を対象と

した研究が報告されており、実施割合は 4.1%と海

外と比較するとかなり低い値になっている

（Kuwahara et al. 2015. PMID: 26543539）。その

一方で、高齢者を対象にした郵送調査では、73.8%

の高齢者が週 2 回以上 muscle-strengthening 

activity を実施していると回答した結果が報告さ

れている（Harada et al. 2015. PMID: 24306457）。 

 

5．実施に関する阻害要因と促進要因 

 筋力トレーニングの実施に関する阻害要因と促

進要因については、ガイドラインの達成状況（週 2

回以上）との関連について検討されている。ガイド

ラインの達成を阻害する要因として、高齢、女性、

低学歴・低収入、肥満、低い主観的健康感、喫煙、

地方や辺境地での居住が海外の研究から特定され

ている。さらに、筋力トレーニング実施の促進要因

としては、自己効力感、感情的判断、自己調整力、

プログラムリーダーシップ、主観的規範などの社

会心理的な側面も特定されている。 

 

Ｄ．考察 

1．用語の整理 

 筋力を向上させるような身体活動の実施を新し

い身体活動基準のなかで推奨したほうがよいとい

う結果が得られた場合、どの用語を用いるかは非

常に大きな問題である。筋力トレーニングに関連

する用語は数多く存在し、使用する人や立場、分野、

文脈などにより異なった用語が用いられているの

が現状である。そのなかで最も概念が広い用語を

優先するならば、運動やトレーニングに限定しな

い筋力向上活動が第一候補となるだろう。しかし、

実際のところ、生活活動ではなくいわゆる筋力ト

レーニングの影響について検討した研究ばかりで

あること、さらに、一般市民への身体活動の普及・

啓発の観点から見れば、馴染みのある用語を使用

することが重要であるように思われる。どの用語

が適切であるかは、今後さらに検討していく必要

がある。 

 

2．身体活動ガイドラインにおける歴史的経緯 

 表 1 からは主に 2 つの情報が得られる。1 つ目

は週 2 日以上の実施が採用されていること、そし

て、2 つ目は有酸素性の身体活動がベースにあり、

muscle-strengthening activity は追加効果である

こと、である。Muscle-strengthening activityがガ

イドラインに盛り込まれた経緯は、主に介入研究

で確認された筋骨格系（骨密度や筋機能など）に対

する健康効果が主たる理由であり、これらの介入

研究で行われていた筋力トレーニングが週 2～3回

であったことから、それを踏襲する形で週 2 日以

上の実施が推奨されているものと推察される。以

上のように、現在、国外の身体活動ガイドラインで

はmuscle-strengthening activityの実施が推奨さ

れているが、その根拠は死亡リスクや非感染性疾

患の発症リスクとの関連からではなく、さらに、週

2 日以上の実施を推奨する根拠についても明確で

はない。 

 

3．健康との関連を検討した論文に関する情報 

 筋力トレーニングに関する疫学研究はここ10年

ほどで増加し始めている。これは 2008年に初めて

アメリカの身体活動ガイドラインに盛り込まれた

ことに端を発すると推察できる。検討されている

アウトカムは多岐にわたるが、1つの報告しかない

アウトカムも複数ある。現在、システマティックレ

ビューおよびメタ解析の作業を進めているところ

で、来年度報告する予定である。 

 

4．実施割合 

 国外と比較すると、国内の筋力トレーニング実

施者の割合は低い値を示している。この理由とし

ては、筋力トレーニングに関する環境（ジムの数や

アクセスのよさなど）や文化的な背景の違いが考

えられる。日本における一般成人を対象とした研

究は Kuwahara et al. の報告など限定的であり、

追報が期待される。 

 一方、国内の結果を比較してみても、勤労者と高

齢者では顕著な差が認められた。その原因として、
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高齢者を対象としたHarada et al. （2015. PMID: 

24306457）の研究では筋力トレーニングだけでは

なく、muscle-strengthening activity が評価され

ている点、すなわち、日常の生活活動（重い食料品

を持つ、階段や坂を登るなど）も考慮されている点

に注目すべきだろう。上記のような生活活動は高

齢者の日常生活のなかに多く含まれ、それが結果

に反映されている可能性がある。実際に、Harada 

et al. は機具を使用した活動に限れば、実施者は

9.2%に留まっていることを報告している。この結

果は、どの用語を用いるかという先述の問題に大

きく関係しており、用いる用語を慎重に判断しな

ければならない一例となることだろう。 

 

5．実施に関する阻害要因と促進要因 

 今後は、個人の要因だけではなく、環境要因等と

の関連に関する検討が進むことが期待される。さ

らに、報告されている研究の多くは海外の報告で

あるため、日本からの報告が期待される。 

 

Ｅ．結論 

 筋力トレーニングと健康の関連を検討する準備

段階として、エビデンスの基となる筋力トレーニ

ングの疫学研究についてナラティブレビューを行

い、（1）用語の整理、（2）身体活動ガイドラインに

おける歴史的経緯、（3）健康との関連を検討した論

文に関する情報、（4）実施割合、（5）実施に関する

促進要因と阻害要因、の項目ごとに分けてまとめ

た。これらの成果は総説として学術誌に掲載され

るに至った（門間ら. 運動疫学研究. 2021）。日本人

を対象にした筋力トレーニングに関する疫学研究

は非常に限られる。国民の身体活動を増加せるた

めには、ウォーキングやランニングだけではなく、

他の活動様式も選択肢としてあることを意識して

もらうことが重要である。言うなれば、国民が安心

して身体活動を選べる環境、すなわち、身体活動の

多様性がある社会が鍵となる。安心して選んでも

らうためには、エビデンスがしっかり確立されて

いること、さらに、実施上のリスクがどの程度ある

のかを明確に示すことが望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

1) 門間陽樹、川上諒子、山田綾、澤田亨. “筋トレ”

の疫学：Muscle-strengthening exerciseに関す

るナラティブレビュー. 運動疫学研究. 2021.

（in press） 

 

２．学会発表 

1) 門間陽樹、川上諒子、澤田亨. 体力と健康～いわ

ゆる “筋トレ” は健康増進に寄与するか？～. 

第 31回日本疫学会学術総会. 佐賀（オンライン

開催）, 2021. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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表 1 国外の身体活動ガイドラインにおける筋力トレーニングの記載内容 

国 年 内容 

フィンランド 2009 有酸素性の身体活動に加えて、週 2 日以上の MST を実施することを推奨。 

アイルランド 2009 有酸素性の身体活動に加えて、週 2 日以上の MSA を実施することを推奨。 

イギリス 2011 有酸素性活動 150分に加えて、週 2 日以上の MSA を実施することを推奨。 

オーストラリア 2014 週 2日以上の MSA を実施することを推奨。 

アメリカ 2018 
有酸素性の身体活動に加えて さらなる健康を効果を得るために、中強度・高強度の MSA

を週 2日以上実施することを推奨。 

WHO 2020 さらなる健康効果を得るため、主要な筋群を使う MSA を週 2日以上実施することを推奨。 

カナダ 2020 主要な筋群を使う MSA を週 2日以上実施することを推奨。 

MSA, muscle-strengthening activities; MST, muscle-strengthening training 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 

 

最新研究のレビューに基づく「健康づくりのための身体活動基準2013」及び 

「身体活動指針（アクティブガイド）」改定案と新たな基準及び指針案の作成（２０ＦＡ１００６） 

 

分担研究課題：身体活動と健康に関するメカニズム研究レビュー 
 

研究分担者 宮地 元彦（国立健康開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所・部長） 
研究協力者 丸藤 祐子（国立健康開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所・室長） 
研究協力者 谷澤 薫平（早稲田大学 スポーツ科学学術院・講師） 
研究協力者 山田 陽介（国立健康開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所・特別研究員） 

 

研究要旨 

 身体活動・運動が”どれくらい“効果的なのかを疫学的に明示することの重要性に加え、身体活動・運動が”なぜ”効

果的なのかも併せて示すことを本レビュー班の目的とした。身体活動・運動が死亡や疾患発症の予防・改善するメカ

ニズムについて記述するために、身体活動・運動に対する身体の適応の視点と、慢性疾患の発症要因の視点の両

面から検討し、両者に共通して記述されている事項を整理することで、エビデンスが強固な内容を記述する。令和 3

年 5月 10日の時点で、9本の総説を選定し、本レビューに必要な情報の抽出を行った。令和 3年度に引き続き文献

を精読し、レビューを完了し、ファクトシートを作成する予定である。 

 

 

Ａ．研究目的 

健康づくりのための身体活動基準 2013は、策定当

時に出版済みの身体活動・運動疫学の論文を系統

的にレビューするとともに、それらの論文で示された

身体活動量・運動量・体力といった暴露要因と死亡

や各種疾患発症のリスクといったアウトカムとの関連

を定量するメタ解析を科学的根拠として検討され、当

時の日本人の身体活動量・運動習慣・体力の現状を

考慮し作成された。身体活動基準 2013 の本文は 22

ページにまとめられているが、そのうち、身体活動・運

動が死亡や疾患発症の予防・改善するメカニズムに

関する記述は、「生活習慣病に対する身体活動の有

益性」の章に 1 ページに満たない分量で紹介されて

いるのみである。身体活動・運動が”どれくらい“効果

的なのかを疫学的に明示することの重要性に加え、

身体活動・運動が”なぜ”効果的なのかも併せて示す

ことが、より広く多くの国民に身体活動・運動を奨励さ

れることを納得して頂くために必要であると考えた。 

そこで本レビュー班では、代謝性疾患、循環器疾

患、一部のがん、運動器疾患の発症要因やそれを評

価する代理指標をアウトカムとし、有酸素性身体活動、

筋力増強活動を身体活動・運動の暴露要因とする介

入研究の成果や、身体活動・運動による死亡や疾患

発症の予防や改善のメカニズムについて生理・生化

学や臨床医学の視点から記述された総説を中心に

ナラティブにレビューを実施する。これらの成果をもと

に、身体活動・運動が”なぜ”効果的なのかの疑問に

応える資料を作成することを本レビュー班の目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

本レビューは、身体活動・運動が死亡や疾患発症

の予防・改善するメカニズムについて記述するために、

身体活動・運動に対する身体の適応の視点と、慢性

疾患の発症要因の視点の両面から検討し、両者に共

通して記述されている事項を整理することで、エビデ

ンスが強固な内容を記述することとした。 

身体活動・運動に対する適応は、筋・骨・関節と言

った運動系、心臓・血管・肺などの呼吸循環系、肝

臓・消化器などの代謝系、脳・神経などの神経系の適
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応に関する運動生理学・生化学の総説を中心に整理

する。 

慢性疾患の発症要因に関しては、代謝疾患（糖尿

病、脂質異常症）、循環器疾患（高血圧、動脈硬化）、

がん（大腸がん、乳がん、子宮体がん）、運動器症候

群（骨粗鬆症、サルコペニア、変形性関節症、慢性

腰痛）、認知症の発症要因を病理学・臨床医学の総

説や治療ガイドラインを中心に整理する。 

身体活動・運動により明らかに改善する身体機能

と、各疾患の主要な発症要因との間で、重複する事

象を確認し、内容を整理・記述する（図１）。 

 

 

図１．レビューの方向性と方法 

 

3．倫理的配慮 

 本研究は文献研究であり、人を対象とする研究で

はなく、個人情報を取り扱うこともないため、倫理的な

配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

１．文献渉猟 

令和 3年 5月 10日の時点で、以下の 8本の総説

を選定し、精読し、本レビューに必要な情報の抽出を

行い、エビデンステーブルにまとめた。(1-8)  

 

1. Di Liegro CM, Schiera G, Proia P, Di 

Liegro I. Physical Activity and Brain 

Health. Genes 2019;10:720. 

2. Di Liegro I. Genetic and Epigenetic 

Modulation of Cell Functions by Physical 

Exercise. Genes 2019;10:1043. 

3. Distefano G, Goodpaster BH. Effects of 

Exercise and Aging on Skeletal Muscle. 

Cold Spring Harb Perspect Med 2018;8. 

4. Goodpaster BH, Sparks LM. Metabolic 

Flexibility in Health and Disease. Cell 

Metab 2017;25:1027-1036. 

5. Grazioli E, Dimauro I, Mercatelli N et al. 

Physical activity in the prevention of 

human diseases: role of epigenetic 

modifications. BMC Genomics 

2017;18:802. 

6. Myers J, Kokkinos P, Nyelin E. Physical 

Activity, Cardiorespiratory Fitness, and 

the Metabolic Syndrome. Nutrients 

2019;11:1652. 

7. Pongrac Barlovic D, Tikkanen-Dolenc H, 

Groop P-H. Physical Activity in the 

Prevention of Development and 

Progression of Kidney Disease in Type 1 

Diabetes. Current Diabetes Reports 

2019;19:41. 

8. Sellami M, Gasmi M, Denham J et al. 

Effects of Acute and Chronic Exercise on 

Immunological Parameters in the Elderly 

Aged: Can Physical Activity Counteract 

the Effects of Aging? Frontiers in 

Immunology 2018;9:2187. 

 

Ｄ．考察 

 身体活動・運動による予防や改善が期待される疾

患や症候群として、肥満症、糖尿病、脂質異常症、

高血圧症、虚血性心疾患、脳卒中、一部のがん（大

腸がん、子宮体がん、乳がんなど）、サルコペニア、

骨粗鬆症、関節症、認知症、うつ病、気分障害が挙

げられる。これらの疾患・症候群に関連する臓器や器

官である、脳・神経、骨・筋、呼吸器、循環器、肝臓、

腎臓、血液に対する、身体活動・運動による適応の

機序についてレビューを実施した。 

脳に関しては神経成長因子や神経伝達物質およ
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びそれらの受容体に対する効果、骨格筋に関しては

タンパク質同化、ミトコンドリア機能、代謝酵素活性に

対する効果、呼吸器に関しては拡散能や肺容積に対

する効果、循環器に関しては心臓形態や収縮・拡張

能、動・静脈機能、自律神経調節、毛細血管などに

対する効果、代謝機能に関しては肝臓の代謝酵素活

性、骨格筋のインスリン抵抗性に対する効果、腎臓に

関してはレニン・アンギオテンシン代謝に関する影響、

血液・免疫に関しては血液性状や量、免疫細胞、サ

イトカインに対する効果などについて検討する必要が

ある。 

より詳細な文献レビューを実施することに加え、日

本人における疾病罹患率や予防や治療効果の確か

さなどとのバランスを考慮し、ファクトシートへ記載す

べき内容について一層の精査が必要である。 

 

Ｅ．結論 

引き続き文献を精読し、令和 3年度にレビューを完

了し、ファクトシートを作成する予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 なし。 

 

１．論文発表 

1. 二宮 友佳, 宮下 拓麻, 宮地 元彦, 松田 薫

二, 高橋 康輝、ウォーキングサッカー試合中

の運動強度、体力科学、2020 年 69 巻 4 号 

335-341  

2. Miyachi M. Summary of the 9th Life Science 

Symposium: integration of nutrition and exercise 

sciences. Nutr Rev. 2020;78(12 Suppl 2):40-45. 

 

２．学会発表 

1. 宮地 元彦、井上 茂、シンポジウム 3 身体活動

基準 2013 と身体活動指針（アクティブガイド）の

改定にむけて、体力科学、2021 年 70 巻 1 号 

p. 14 

2. 宮地元彦、健康増進施設における運動療法プ

ログラム、体力科学、2021 年 70 巻 1 号 p. 

31 

3. 宮地元彦、シンポジウム 27 健康づくりのための

身体活動基準 2013 とアクティブガイドの改定、

体力科学、2020 年 69 巻 1 号 p. 122 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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分担研究報告書 

 
 

健康増進施設認定基準に関する意見収集（健康運動指導士） 
 

         研究協力者 佐藤真治（帝京平成大学 健康メディカル学部・教授） 

 

         研究分担者 小熊 祐子（慶應義塾大学 大学院 健康マネジメント研究科・准教授） 

         研究代表者 澤田 亨 （早稲田大学 スポーツ科学学術院・教授） 

 

研究要旨 

 本研究課題は、健康増進施設ならびに指定運動療法施設（以下、指定運動療法施設）の認定要件の整理に向

けて、現場の健康運動指導士から意見徴収（ヒアリング）することを目的とした。ヒアリングに当たっては、

全国を 6 ブロックに分け、各ブロック 5～6 名、計 33 名の健康運動指導士を選抜した。ヒアリングの内容は、

Zoom の会議機能を用いて録画し、後日逐語録から質的解析をおこなった。その結果、指定運動療法施設の質

の向上には、『医学的視点から運動指導できる健康運動指導士が必要だが、現状は医学教育が不足している』

こと、またその課題解決には『医療機関での実習型研修が求められている』ことが明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 

 

1988 年に定められた健康増進施設認定制度は、

時代の趨勢を経て、当時の認定要件が現状を反映

していないとの指摘がある。そこで、私たち研究班

では、健康増進施設ならびに指定運動療法施設（以

下、指定運動療法施設）の認定要件を時代の要請に

適合するよう整理することにした。 

私たち研究班は、認定要件の整理に際して、“ハ

ード（施設、利用料金）は緩和・ソフト（人員配置、専門

資格）は充実”という基本方針を打ち出している。

ここでは、指定運動療法施設の人員の一翼を担う

健康運動指導士に「どのような健康運動指導士を配

置すれば、指定運動療法施設がより充実するか？」

を意見収集（ヒアリング）することにした。 

健康運動指導士は、指定運動療法施設の最前線

で利用者とコミュニケーションをとり、医師から

の運動処方に基づき運動プログラムを立案するキ

ーパーソンである。彼らの役割の輪郭を明確にし

て、ソフトの認定要件に盛り込めば、指定運動療法

施設の質はより充実すると思われる。 

以上のように、本研究課題は健康運動指導士か

らヒアリングをおこなうことで、指定運動療法施

設のソフト充実に結びつくような資料を得て、認

定要件に反映させることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．ヒアリング参加者の募集 

 ヒアリングへの参加する健康運動指導士は、以

下のように募った。①全国を 6 ブロックに分け、指

定運動療法施設、医療法 42 条施設、もしくは健康

運動指導士を雇用している医療法人を各5～6施設

任意に選定した、②選定した施設の健康運動指導

士に個別に電話をかけた後、了承が得られた先に

研究依頼書を送付（メール）した、③依頼書に対し

「受諾」と返信のあった 32 施設 33 人の健康運動

指導士をヒアリング参加者とした。 

 

2．ヒアリングの方法 

ヒアリングは、ブロック毎に Zoom の会議機能

を使っておこなわれた。各ブロックの参加者数は、

北海道・東北・北陸ブロック 6 名、関東ブロック 5

名、東海ブロック 4 名、関西ブロック 6 名、中四

国ブロック 6 名、九州ブロック 6 名であった（表

1）。 
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ヒアリングに当たっては、冒頭に研究目的を説

明し、下記の質問①～③に対し、2～3 分/人で回答

いただいた。 

 質問①「医療現場の健康運動指導士の現状を教え

てください。」、質問②「指定運動療法施設にはどのよ

うな健康運動指導士が必要ですか？」質問③「どの

ようにしたら、ふさわしい健康運動指導士を育てられ

ますか？」 

ヒアリングの様子は、Zoom の録画機能を使って

録画し、後日、参加者の回答をまとめた逐語録を作

成した。できるだけ正確な逐語録を作成するため

に、逐語録は 2 名以上で作成し、分析の際に統合し

た。 

 

3．ヒアリング結果の整理・加工・言語化 

 逐語録の整理及び加工には、質的データ分析セ

フト（NVivo、ユサコ株式会社製）を用いた。具体

的には「ワードクラウド」機能を使って、逐語録中

の頻出語を可視化した。 

 その後、以下の手順でヒアリング結果の言語化

をおこなった。①ヒアリングに参加した健康運動

指導士のうち 8 名を選抜した、②選抜者には可視

化された「ワードクラウド」を見てもらい、頻出語

をできるだけつなげて各自でストーリー（文章）を

つくってもらった、③各自で作ったストーリーを

皆の前で発表してもらい、最も共感度が高かった

ストーリーを参加者の総意とした。 

 

4．倫理的配慮 

 ヒアリングの参加者には事前に研究目的を説明

し、ヒアリングの内容は本研究以外に使用しない

ことを伝え、書面にて同意を得た。逐語録データの

分析に当たっては個人が特定できないように工夫

した。また、ヒアリングの中で個人情報を取り扱う

ことはなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1．ヒアリング 

 

 

 参加者へのヒアリングは、計 6 回おこなわれ、

Zoom の総録画時間は 6 時間であった。 

 全てのヒアリングは順調におこなわれ、一人当

たりの発言の分量は公平であった。また、ヒアリン

グは終始和やかで自由な雰囲気の中でおこなわれ、

参加者の発言が他者によって抑制されるようなこ

とはなかった。 

 

2．ヒアリング結果の整理・加工 

図 1～3 に逐語録を整理・加工した「ワードクラ

ウド」を示した。 

図で明らかなように、「健康運動指導士の現状を

教えてください。」の質問に対する答えの頻出語は、

「運動」、「医療」、「現場」、「少ない」などであった

（図 1）。「どのような健康運動指導士が必要です

か？」の質問に対する答えの頻出語は、「運動」、「管

理」、「リスク」、「楽しい」などであった（図 2）。

「どのようにしたら、ふさわしい健康運動指導士

を育てられますか？」の質問に対する答えの頻出

語は、「指導」、「現場」、「カリキュラム」、「実習」

などであった（図 3）。 

 

3．ヒアリング結果の言語化 

 それぞれの質問に対して、選抜者によって作成

されたストーリーは以下の通りであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問① 医療現場の健康運動指導士の現状を

教えてください。 

→資格養成のカリキュラムに医学教育が不足

していることに加え、有疾患者を運動指導で

きる現場が少なく、十分な育成システムも構

築できていないため、医療連携に必要な医学

的知識・技術レベルが低い。 

質問② どのような健康運動指導士が必要で

すか？ 

→リスクを管理した上で、医学的視点に基づ

いた個別運動プログラムを立案でき、なおか

つ、運動の楽しさを演出することができる。 
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Ｄ．考察  

指定運動療法施設および医療法42条施設の健康

運動指導士に「どのような健康運動指導士を配置

すれば、指定運動療法施設がより充実するか？」に

ついてヒアリングした結果、『医学的視点から運動

指導できる健康運動指導士が求められるが、現状は

医学教育が不足しており、医療機関での実習型研修

を中心とした再教育が必要』であることが明らかと

なった。 

 健康運動指導士の医学教育に関しては、認定お

よび養成を担う健康・体力づくり事業財団も問題

意識を持っており、2007年に養成カリキュラムを

大幅に見直し、体育系・スポーツ健康科学系の大

学等を対象とした養成校制度を発足させるなど、

指導士の医学的知識の付与に尽力している。しか

し、2018年に報告された「医療機関と健康運動指

導士等との連携による運動療法の在り方に関する

調査・研究報告書」1）では、「健康運動指導士と

いうライセンスを持っているだけではなく、すで

に発症している人の重症化・再発予防の領域（中

略）までも担える専門知識の習得等、質の向上が

欠かせない」という言葉で結ばれており、依然と

して健康運動指導士の医学教育が不十分であるこ

とが指摘されている。 

では、どのようにしたら健康運動指導士に医学

的教育を施せるのか？今回のヒアリングでは、指

定運動療法施設や医療法42条施設の健康運動指導

士が「医療機関での実習型研修」を強く望んでいる

ことが浮き彫りになった。この背景には、有疾患

者相手に求められる臨床的スキルの多くが、知識

ではなく、身体性を伴った学びの中でしか身につ

かないという事情に加え、連携医療機関での実習

時間が思うように確保できていないという現状が

ある。以上から報告者として、指定運動療法施設

の認定要件に『健康運動指導士の医療現場での研修

実習を推奨する』を加え、施設管理者に実習機会を

検討してもらうことを提案したい。 

 もちろん、実習先の医療機関の確保や研修期間

中のマンパワーの補填など課題は多くあるが、健

康運動指導士が経験や自信がないまま有疾患者を

運動指導せざる得ない状況を見過ごすことはでき

ない。また、彼らが現場実習を通じて医学的視点を

身につけ、有疾患者に質の高い運動プログラムを

提供できるようになれば、楽しさを演出できると

いう元来の強みと相まって、医療連携先の多職種

チームの中で独自の役割を発揮すると思われる。 

報告者は、2012 年の総説の中で、臨床現場の健

康運動指導士には大学院レベルの専門教育と医療

機関での実習を施した上で「臨床運動指導士」の称

号を与えることを提案した。指定運動療法施設の

健康運動指導士にも実習修了後に同様の称号を与

えて、彼らのモチベーションを高めることを期待

したい。 

 字数の都合でストーリーには盛り込めなかった

が、現状のヒアリングの際に最頻出だった「少ない」

という言葉は、「採算性」や「若い学生からの憧れ」

にも掛かっていた。すなわち、多くの指定運動療法

施設は経営面・雇用面で危機的状況にあり、認定要

件の整理が急務であることも特筆しておきたい。 

 

Ｅ．結論 

 指定運動療法施設の認定基準に関して、現場の

健康運動指導士にヒアリングした結果、指定運動

療法施設の認定要件に『健康運動指導士に対する

医療機関での実習型研修』を盛り込む必要性が明

らかとなった。 
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2) 佐藤真治、本邦における臨床運動指導士の育

成と社会的台頭についての提案、順天堂スポ

ーツ健康科学、3:143-150、2012年 

質問③ どのようにしたら育てられますか？ 

→カリキュラムを補強するための医学教育と

医療現場での実習型研修の実施。 
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尿病性腎臓病. 第 75 回日本体力医学会. 鹿児

島, 2020. 
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表 1 ヒアリング参加施設一覧 

 

 

  

No. 県 施設名 体制

1 北海道 クラーク病院 医療法人

2 北海道 北海道循環器病院 医療法人

3 北海道 メディカルクリニックFit plus 指定運動療法施設

4 北海道 札幌緑愛病院　 医療法人

5 宮城 メディカルフィットネス のびのび 指定運動療法施設

6 石川 スポーツコミュニティダイナミック 指定運動療法施設

7 千葉 亀田スポーツ医科学センター 42条施設

8 千葉 千葉中央メディカル健康スポーツセンター 42条施設

9 神奈川 ム・ウ21あざみ野 指定運動療法施設

10 神奈川 横浜市スポーツ医科学センター 指定運動療法施設

11 神奈川 健康増進施設K-FIT 42条施設

12 愛知 偕行会ウェルネスセンター 医療法人

13 愛知 あいち健康プラザ 指定運動療法施設

14 愛知 SHIN-SHINとよた 指定運動療法施設

15 愛知 CO･OPフィットネスクラブｗｉｓｈ 医療法人

16 京都 医仁会疾病予防センター 42条施設

17 京都 メディカルフィットネス北白川 医療法人

18 兵庫 疾病予防施設　健康塾 42条施設

19 兵庫 パワーハウス赤穂 42条施設

20 兵庫 メディカルフィットネス135° 42条施設

21 奈良 メディタスゼロフィット 指定運動療法施設

22 岡山 平病院 医療法人

23 岡山 しげい病院 医療法人

24 岡山 榊原病院メディカルフィットネス 42条施設

25 広島 スポーツセラピーウェル 指定運動療法施設

26 広島 METS・やまと 指定運動療法施設

27 広島 西広島リハビリテーション病院 指定運動療法施設

29 福岡県 健康科学センター　サンヘルス聖峰 健康増進施設

30 大分県 大分県地域成人病検診センター 健康増進施設

31 大分県 健診・健康増進センター 健康増進施設

32 沖縄県 疾病予防運動施設リューザ ４２条施設

33 熊本県 メディフィット回生会 健康増進施設

北海道・東北・北陸ブロック　6施設　6名

関東ブロック　5施設　5名

東海ブロック　4施設　4名

関西ブロック　6施設　6名

中四国ブロック　6施設　6名

九州ブロック　5施設　6名
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図 1 「健康運動指導士の現状を教えてください」の質問に対する答えの頻出語 

 

 

 

図 2 「どのような健康運動指導士が必要ですか？」の質問に対する答えの頻出語 
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図 3 「どのようにしたら育てられますか？」の質問に対する答えの頻出語 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
 
健康増進施設認定基準に関する有識者の意見収集（日本医師会認定健康スポーツ医） 

 

 
研究分担者 小熊 祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター・准教授） 

研究協力者 佐藤 真治（帝京平成大学 健康メディカル学部・教授） 
研究代表者 澤田 亨 （早稲田大学 スポーツ科学学術院・教授） 

 

 

研究要旨 

 本研究課題は、健康増進施設ならびに指定運動療法施設の認定要件の整理に向けて、両施

設において連携が重要となる日本医師会認定健康スポーツ医の意見を収集することを目的

とした。 

 ウェブアンケートを実施し 401 件の回答を得た。健康増進施設・指定運動療法施設の認知

度は低かった（知らないが各 73.3%, 78.3%）。かかりつけ医・健康スポーツ医と連携をとっ

た運動施設の意義は大きく、質・量の改善が望まれていた。そのためには、健康運動指導士・

健康運動実践指導者やかかりつけ医・健康スポーツ医などの研修会、日頃からの連携、地域

における複数の施設の連携・役割分担が必要で、数を増やすために緩和可能な要件として、

面積要件、付帯設備（シャワーなど）が挙げられた。可能なハード面での要件緩和を図ると

ともに、質は担保し、より活用される制度にしていく必要がある。 

 

 

Ａ．研究目的 

 健康増進施設は、厚生省（当時）が 1988 年に国民

の健康づくりを推進する上で一定の基準を満たした

スポーツクラブ等を認定し、その普及を図るため

「健康増進施設認定規程」（昭和 63 年厚生省告示第

273 号）を策定し、大臣認定を開始したものである

（2020 年 12 月現在：333 施設）。認定要件には、

“医療機関と適切な提携関係を有していること”が

含まれている。さらに、健康増進施設のうち、一定

の要件を満たす施設について、厚生労働省が運動療

法を行うに適した施設として指定したものを、指定

運動療法施設とした。指定運動療法施設の要件に

は、“提携医療機関担当医が健康スポーツ医であるこ

と”が含まれている。この指定を受けた施設では、

医師の指示に基づく運動療法を実施する際に必要と

なる利用料金について、所得税法第 73 条に規定する

医療費控除の対象とすることができる。 
この制度が策定されてから 30 年以上が経過し、健

康増進施設の認定要件が現状に合ったものであるの

か否か、見直す必要が生じている。医療施設との連

携が必須である中、特にかかわりが深いと考えられ

る日本医師会認定健康スポーツ医（以下、健康スポ

―ツ医）にアンケート調査を行い、健康増進施設や

指定運動療法施設がどうとらえられているのか、認

定要件の見直しが必要とされているのか、認定要件
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の変更として何が求められているのかを検討し、見

直しに際しての資料とすることを目的とした。 
 
 

Ｂ．研究方法 

1．対象者 

 対象者は、健康増進施設認定制度の中で、医療施

設との連携が必須である中、特にかかわりが深い

と考えられ、また、指定運動療法施設においては、

提携医療機関担当医として、特記されている健康

スポーツ医を対象とした。 
 
2．アンケート調査の方法 

アンケート調査は、厚生労働省健康局健康課長

より、日本医師会常任理事宛ての依頼文書に基づ

き、日本医師会常任理事より都道府県医師会健康

スポーツ医学担当理事宛てに調査協力を求める形

で、都道府県医師会健康スポーツ医学担当理事よ

り各地域の健康スポーツ医への周知を依頼した

（別添資料１、２）。依頼には、ウェブアンケート

にアクセスする URL、並びにその QR コードを付

し、そこからアクセスいただいた。アンケートの回

答をもって同意を得る形とした。調査結果の案内

のため、自由意志の元、連絡先の記載を求めた。ま

た、今後のヒアリングの可能性の有無をヒアリン

グ希望、ヒアリング可能、ヒアリング不可の 3 段階

で質問した。 
 ウェブアンケートは山手情報処理センターに委

託し行った。調査期間は 2021 年 3 月 11 日～3 月

31 日とした。実施期間が短かったためその後 4 月

一杯は返答可能な形として、16 件の追加回答を得

た。本報告書では、3 月 31 日までの 401 件の結果

を報告する。 
 

3．調査結果の処理 

 量的な記述においては、単純集計、ならびに、性

別・年代・ヒアリング希望状況についてクロス集計

を行った。自由記載については、健康運動指導士の

資格を持つ研究員が、文章を吟味しカテゴライズ

した。健康スポーツ医の資格を持つ研究分担者並

びに健康運動指導士の資格をもつ別の研究員が確

認・討議し、納得のいく形に微修正を行った。 
質的データ分析ソフトウェア（NVivo、ユサコ株式

会社製）を用い、抽出・整理した。具体的には、自

由欄に記載されていた文章（逐語録）を意味内容の

上で区切っていき、分類し、＜コード＞を形成した。

そして、＜コード＞間の意味内容や関係を考慮、検

討しながら抽象化し、≪カテゴリー≫を作成した。

≪カテゴリー≫を統合して【大カテゴリー】を抽出

した。 
 
4．追加ヒアリング 

 3．のアンケート調査の際に、追加でヒアリング

が可能かどうかを確認した。ヒアリング希望・可能

な先生のうち、健康増進施設に関与したことのあ

る先生で、ヒアリング可能と返答のあった先生の

中から、施設の特徴、自由記載の特徴を踏まえ、8
名に依頼した。返信のあった 6 名と遠隔会議の形

でそれぞれ約 30 分のヒアリングを行った。了承が

得られた場合は関与施設名を記載した。 
 

５．倫理的配慮 

 ウェブアンケート参加の依頼文に、その目的を

説明し、アンケートの内容は本研究以外に使用し

ないこと、自由意志で記載する個人情報について

は、アンケート結果の送付、ヒアリングの際の連絡

先にのみ使用することを明記した。個人情報につ

いてはその他のアンケート結果とは別に担当研究

者のデスクトップ型 PC に、パスワード付きで保管

した。委託業者とは業務委託契約にて個人情報管

理を徹底した。 
 
 
Ｃ．研究結果 

1．期間内に 401 件の回答が得られた。そのうち 69
名（17.2％）が女性であった（図１）。年齢は、50
歳代 36.4％、60 歳代 35.7％、70 歳代 14.2％、併

せて 86.3％とほとんどを占めた（図２）。主たる診

療科は内科が 215 名（53.6％）と大半を占め、次い
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で整形外科 63 名（15.7％）、外科 32 名（80％）と

続いた（図３）。所属する医療機関などがある都道

府県は、多い順に、福岡県 78 名（19.5％）、東京都

64 名（16.0％）、大阪府 39 名（9.7％）、栃木県 32
名（8.0％）、鹿児島県 29 名（7.2％）と続き、計 24
都道府県であった（図４）。 

認知度について、運動型健康増進施設について

は、“知らない”162 名（40.4％）、“内容は知らな

い”132名（32.9％）とあわせて『知らない』が 73.3％、

“関与している”（30 名 7.5％）、“関与していた”

11 名（2.7％）とあわせて『関与』が 10.2％であっ

た（図５）。同様に指定運動療法施設については、

『知らない』が 78.3％、『関与』が 8.7％（図６））、

42 条施設については、『知らない』が 78.8％、『関

与』が 4.7％であった（図７）。 
 関与している・していた医師は、いずれの施設で

も、20 歳代、30 歳代では皆無であり、ほとんどが

50-70 歳代であった（表 4）。その他クロス集計表

は表 4～7 にまとめた。 
 運動型健康増進施設・指定運動療法施設とかか

りつけ医・健康スポーツ医との連携について、どう

いう条件であれば可能かどうか複数回答可能な形

で質問したところ（問３）、“運動処方が診療報酬に

位置づけられる”が 84.8％、“運動実施施設の安全

対策が十分に取られている”が 75.5％、“運動処方

をした後のフィードバックや相談がある”が

68.6％、“施設での運動実施時の事故の際の責任を

問われない”が 59.6％であった（図５）。その他の

自由記載の中では、適正な報酬は必要だが、「運動

処方」にも種々レベルがあり一律の診療報酬は疑

問という意見があった。また、運動処方後のフィー

ドバックや相談といった連携体制を求めるものと

して、運営方針に異を唱えられる、指導スタッフの

教育に関与、運動相談などの派遣といった積極的

な連携体制を求める記載などがあった。さらに、か

かりつけ医・スポーツ医の連携、地域センター化に

よる運動実施可能施設の共有の提案など 1 施設に

おける連携だけでなく、地域における連携体制に

ついての提案も認められた。かかわる医師側のサ

ポートとして、電子カルテ内の紹介形式の統一化、

運動処方についての啓発や研修の機会の増加につ

いても記載があった。 
 今後の健康増進施設並びに指定運動療法施設の

発展に向けての意見・要望については、176 件の記

載があった。内容を吟味し、表２の様にカテゴライ

ズした。自由記載の詳細は別添資料 4 として添付

した。指摘や要望として、大きく、普及・啓発、体

制、内容・環境・対象と分類した。普及・啓発の中

でも、認知度が低く・広報が必要であること、回答

者自身が情報提供を受けることを望む声、教育の

機会を設けること（一般向け、医師向けの説明会や

研修会など）が意見として認められた。方針として

は、安全性の担保や、健康スポーツ医との連携など

民間との差別化が重要という声、指定運動療法施

設だけでなく健康増進施設も含め健康スポーツ医

の関与が必要とする声もあった。基準については、

健康増進に役立つ運動の条件を一定以上満たす場

合には、利用条件はできる限り低いものにすべき、

とか、基準緩和及び少人数でもできるように、とか、

面積基準のハードルが高い、という声は複数認め

られた。健康運動指導士の層が厚いため、上級の資

格を設けては、という意見もあった。ハード面の設

備の基準については緩和し多くの施設が参入でき

るよう、特にプールの設置は不要、フロア面積の基

準緩和も必要である、という声を複数認めた。シャ

ワーや入浴施設も不要という意見もあった。コス

ト面では、医師側の報酬が必要である点、ただし、

処方箋が自費の診断書扱いとなると、たとえ医療

費控除の対象となっても利用者の負担が高くなる

ので、健康保険や自治体からの補助があるとよい

という意見が複数認められた。指導の内容として

は、食事療法も学べる施設であるべき、という声は

少なからず認めた。運動の対象としても、生活習慣

病だけでなく整形外科的疾患があっても続けられ

ること、ロコモ・フレイル・サルコペニアに対する

もの、小児についても対象となるといい、という意

見もあった。地域の人が集まる健康増進施設では、

運動・食といった予防活動、人との交流・支えあい

の場としての役割もあるという記載も認められた。 
健康運動指導士や健康運動実践指導者に期待す
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ることや応援メッセージについては、120 件の記載

があった。表３の様に、【大カテゴリー】として、

交流・連携・協力、応援・協働意欲、不安・課題と

それに対する提案とまとめた。 
健康スポーツ医、さらには心臓リハビリ医、理学

療法士、かかりつけ医等多職種の連携あるいは交

流を求める声が多かった。 

ヒアリングについては、6 名の健康スポーツ医に

各々ZOOM にて約 30 分のヒアリングを行うこと

ができた。内容を別添資料 6 として添付した。 
ハード面の要件緩和は概して賛成の意見であっ

た。しかしながら、それだけでは、申請・継続申請

増加は望めない。追加の条件として、ソフト面の改

善が必要であることがわかった。認定後の施設の

質が維持できているかどうかの定期的な確認が必

要であるということ、患者に提供できるメリット、

運動施設やかかわる医師のメリットがバランスよ

く備わらないと、申請には至らず、かつ継続を断念

する要素となった。健康スポーツ医やかかりつけ

医、健康運動指導士の連携が重要であり、定期的な

コミュニケーションが必須であること、その中で

健康運動指導士等の運動指導者側のスキルアップ

を継続的に行っていくことが重要である。また、健

康増進施設・指定運動療法施設は、制度ができた当

初は生活習慣病予防・管理の一貫としての位置づ

けであったが、実際のお話を伺うと、指定運動療法

施設は、リハビリテーション後の受け皿としても

機能していた。通所リハビリテーション（デイケア）

を行う施設が併設されており、理学療法士がいて

実施している。要介護や要支援の対象にならない

場合は指定運動療法施設や健康増進施設での運動

実施をすすめる、といったフローが考えられる。ス

タッフも、理学療法士やリハビリテーション医も

含めてコミュニケーションが取れると機能しやす

くなる。 
民間の健康増進施設では、特に医療機関併設で

ない場合、経営上の問題も含め、健康増進を主目的

に健康増進施設を継続することは現状では難しい

側面がある。公的施設においても指定管理者制と

なっている中、継続するためには相応のメリット

が必要である。 
若手医師にとっては、スポーツ医に関する資格

として健康スポーツ医認定をとっているが、健康

増進施設とのかかわりを持つ機会は少ない。総合

診療医や認知症サポート医などの仕組みとともに、

健康スポーツ医もかかりつけ医の役割として機能

するといいと思われた。 
 
Ｄ．考察  
 健康スポーツ医向けの質問紙調査で、401 名の回

答を得た。限られた期間で依頼を行い日本医師会

常任理事より都道府県健康スポーツ医担当理事経

由で各スポーツ医の先生に依頼がいく形となった。

県によっては、周知の時間が十分になく、回答に至

らなかったと思われる。健康スポーツ医は全国で

8225 名登録されており（2021 年 1 月現在、日本医

師会資料より）、回答率で考えると 4.88％と甚だ低

い値となるが、自由記載については、同様の回答が

得られておりカテゴライズしている。主要な項目

は抽出できたと思われる。 
 回答者の年齢分布は 50 歳代以降に偏っており、

70 歳代の医師も 14％を占めた。 
 健康増進施設、指定運動療法施設の認知度は連

携が望まれている健康スポーツ医においても低か

った。それ以外の医師においてはさらに低いこと

が予想される。このような施設の必要性はあると

考えている回答が多く、また、健康スポーツ医とし

ての関与を望まれている声も多かった。ただし、そ

のためには、報酬が得られること、多忙な診療業務

の中効率的な連携がとれること、連携の鍵となる

健康運動指導士への期待や要望が大きいことがわ

かった。 
 健康増進施設の発展のためには、質を落とさず

に数を増やすことが必要であり、研修制度の充実、

多職種の連携は必須である。また、本制度の開始当

初は、生活習慣病の予防や治療の一環として、有酸

素運動が中心にとらえられていたが、30 年余が過

ぎ、人口の年齢分布が大きく変わり、疾病構造も変

化している。超高齢社会において、健康寿命延伸の

ためのサルコペニア・フレイル対策、ロコモティブ
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シンドロームへの対処が必須となっている。質問

紙調査でも関連の回答が認められた。健康増進施

設の数を増やす際に、現在の認定要件が障壁とな

っている。上記の目的においては、比較的軽めの負

荷の運動を行う、筋力トレーニングやバランスト

レーニングも組み合わせて行うといった点は重要

となってくる。近年の身体活動促進のガイドライ

ンでも明記されているところである 1 2。このよう

な状況下において、運動施設に広いスペースは必

ずしも必要ではなく、面積要件の緩和は考慮すべ

き点と考えられた。同様の理由で、プール、入浴施

設、シャワー等は必須ではない。 
一方で、安全面での配慮は充実させる必要があ

る。ハード面では、AED の設置は必須であり、酸

素飽和度測定器の用意も検討が必要であろう。 
ソフト面での人材育成、運動施設スタッフと医

療施設スタッフの連携といった点は今後検討が必

要な重要な課題である。対象となる疾病や運動が

多様化しており、単独の健康スポーツ医や単独の

運動施設で完結して行うには、無理がある。地域で

連携し、施設や医師の役割分担をしていくことも

重要であり、地域包括ケアシステムの中で重要な

役割を担うべきものと考える。リハビリテーショ

ン後のニーズも多くなっており、通所リハ終了後

の受け皿という位置づけも今後益々重要になるだ

ろう。自治体においては、健康増進施設を地域の健

康ステーションととらえ、補助を行うかわりに、健

康面の設備を充実させるなど更なる活用の可能性

がある。 
健康増進施設や指定運動施設の存在や役割を知

らない健康スポーツ医が多く、good practice とな

る施設や場を見学できる仕組みもあるとよい。 
 
Ｅ．結論 

健康スポーツ医において、健康増進施設・指定運

動療法施設・第 42 条施設の認知度は低かった。質

を担保しながら数の増加を図り、地域で活用でき

る体制を整えていく必要がある。そのためには、面

積要件、付帯施設など現状では必須でないものの

要件緩和が望まれる。一方 AED の設置、酸素飽和

度チェック器の活用などと並行して、周知徹底、関

連スタッフ内、スタッフ間、施設間の連携や継続的

なコミュニケーション・研鑽の場の確保などの対

策を行っていく必要がある。 
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健康増進施設認定要件についての、健康スポーツ医の先生向けアンケート 図表 
 
回答者のプロフィール 
１）性別 

 

図１ 性別 
 
２）年代 

 

図２ 年代 
 
  

17.2% 81.8% 1.0%

女性

男性

答えたくない

0.5%

1.2%

10.2% 36.4% 35.7% 14.2%

1.7%

20歳代 30歳代

40歳代 50歳代

60歳代 70歳代以上

答えたくない
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3）診療科（主たるもの） 

 
図３ 診療科（主たるもの）（n=401） 
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4）所属する医療機関などのある都道府県 

 
図４ 所属する医療機関などのある都道府県（n=401） 

 
  

29
11

2
17

78
10

4
2

20
39

12
1

11
11

1
13

64
6

9

32
3

4
20

2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

鹿児島県

大分県

長崎県

佐賀県

福岡県

山口県

岡山県

和歌山県

兵庫県

大阪府

三重県

愛知県

静岡県

長野県

石川県

神奈川県

東京都

千葉県

埼玉県

栃木県

福島県

岩手県

青森県

北海道

219



問 1．以下の運動を実施する施設についてご存知ですか 
（1）運動型健康増進施設 

 

図５ 運動型健康増進施設の認知度（n=401） 
 
（2）指定運動療法施設 

 

図６ 指定運動療法施設の認知度（n=401） 
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（3）42 条施設 

 
図７ 42 条施設の認知度（n=401） 

 
 
問２．運動型健康増進施設・指定運動療法施設とかかりつけ医・健康スポーツ医との連

携について、どういう条件であれば可能だと思いますか？（複数回答） 

 
図８ 運動型健康増進施設・指定運動療法施設と 

かかりつけ医・健康スポーツ医との連携についての条件 
 
<その他の内容＞ 

電子カルテ内での紹介形式の統一化 

トレーニングのビフォア、アフターを客観的に明示してモチベーションアップにつなげてさし上げる。 

運動相談などの派遣、運動処方の請求。 

63.3% 15.5% 16.5%

3.0%

1.7%
知らない（今回初めて知った）
名前は聞いたことがあるが内容は知らない
内容も知っているが関与したことはない
関与している
過去に関与していた
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運動実施施設の安全対策が十分にとられている

運動処方が診療報酬に位置付けられる
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医師会、関連学会が積極的に運動処方について啓発し、運動処方をするための充実した研修が行われること。 

フィードバックは期限、数値として具体的に報告義務必須と思う 

指導スタッフの教育に関与することができ、施設利用規約に医師の責任範囲が明記されていること 

地域センター化により、運動実施が可能な施設が共有できること 

採算が取れる。 

施設の運営方針に異を唱えられる 

疾病等の個人情報の開示について患者さんの同意書が必要 

曜日・時間の指定が可能である 

運動処方による患者の負担が軽減されなければ、指定運動療法施設による医療費還付のメリットがなくなる。 

運動処方を理解し、遂行する運動指導士が必要。 

AED、酸素飽和度測定などの一定の設備があること 

かかりつけ医・スポーツ医と施設で運動療法チームを形成する 

効果についてのエビデンスが明らかであること 

かかりつけ医・健康スポーツ医の間で診療情報提供が行われる 

ボランティアに終わらず適正な報酬は必要だが「運動処方」にも種々レベルがあり一律の診療報酬は疑問 

ここに記載されてるレベルでは事足らないので、もっと吟味する必要性がある 

 
表１ 問２ その他自由記載のまとめ 

  

診療報酬 ボランティアに終わらず適正な報酬は必要だが「運動処方」にも種々レベルがあり一律の診療報酬は疑問
フィードバック・連携 施設の運営方針に異を唱えられる

指導スタッフの教育に関与
運動処方を理解し、遂行する運動指導士が必要
運動相談などの派遣、運動処方の請求

地域レベルでの連携 かかりつけ医・スポーツ医と施設で運動療法チームを形成する
かかりつけ医・健康スポーツ医の間で診療情報提供が行われる
地域センター化により、運動実施が可能な施設が共有できること

仕組みの後押し 電子カルテ内での紹介形式の統一化
医師会、関連学会が積極的に運動処方について啓発し、運動処方をするための充実した研修が行われること
フィードバックは期限、数値として具体的に報告義務必須と思う
採算が取れる

安全・安心 AED、酸素飽和度測定などの一定の設備があること
効果についてのエビデンスが明らかであること

利用者のニーズ トレーニングのビフォア、アフターを客観的に明示してモチベーションアップにつなげてさし上げる
運動処方による患者の負担が軽減されなければ、指定運動療法施設による医療費還付のメリットがなくなる

責任 施設利用規約に医師の責任範囲が明記されていること
疾病等の個人情報の開示について患者さんの同意書が必要
曜日・時間の指定が可能である
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表２ 今後の健康増進施設並びに指定運動療法施設の発展に向けての意見・要望をま

とめたカテゴリー 

 
 
 
  

目標設定

リスクマネジメント

意見なし

施設

その他

感想意見

意欲・積極性
賛同・期待

新たな提案

コスト
報酬・補助・費用等

経営

内容・環境・対象

提供内容

内容

質

指導者

運動の種目

対象者

体制

方針 民間との差別化
位置付け・明確化

負担・困難

体制

連携

体制

制度

基準

大カテゴリー_（3） カテゴリー_（3） コード1_（3） コード2_（3）

指摘・要望

普及・啓発

認知度・広報の必要性

情報提供

需要・必要性

教育機会
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表３ 健康運動指導士、健康運動実践指導者に期待することや応援メッセージをまと

めたカテゴリー 

 
  

大カテゴ
リー_（4）

カテゴリー_
（4）

コード1_（4）

交流・連
携・協力

連携

交流

教育機会

協力体制

応援・共同
意欲

普及・展開の期待

資格制度・有資格者の活躍

応援・期待

不安・課題
とそれに対
する提案

情報不足

体制

指導士・実
践指導者に
対して

知識・スキル

新たな提案

その他

意見なし

指導内容や態度
への要望

雇用体制

課題

リスクマネジメ
ント

認知・広報

現状に対する不安
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クロス集計 
問 1．以下の運動を実施する施設についてご存知ですか 
（1）運動型健康増進施設 

表４ 運動型健康増進施設の認知度（n=401） 

 

 
  

401（ 100% ） 162（ 40% ） 132（ 33% ） 66（ 16% ） 30（ 7% ） 11（ 3% ）

女性 69（ 100% ） 27（ 39% ） 18（ 26% ） 15（ 22% ） 6（ 9% ） 3（ 4% ）

男性 328（ 100% ） 133（ 41% ） 114（ 35% ） 50（ 15% ） 23（ 7% ） 8（ 2% ）

答えたくない 4（ 100% ） 2（ 50% ） 0（ 0% ） 1（ 25% ） 1（ 25% ） 0（ 0% ）

20歳代 2（ 100% ） 0（ 0% ） 1（ 50% ） 1（ 50% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

30歳代 5（ 100% ） 1（ 20% ） 1（ 20% ） 3（ 60% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

40歳代 41（ 100% ） 18（ 44% ） 18（ 44% ） 3（ 7% ） 2（ 5% ） 0（ 0% ）

50歳代 146（ 100% ） 64（ 44% ） 43（ 29% ） 25（ 17% ） 10（ 7% ） 4（ 3% ）

60歳代 143（ 100% ） 54（ 38% ） 47（ 33% ） 25（ 17% ） 12（ 8% ） 5（ 3% ）

70歳代以上 57（ 100% ） 20（ 35% ） 21（ 37% ） 8（ 14% ） 6（ 11% ） 2（ 4% ）

答えたくない 7（ 100% ） 5（ 71% ） 1（ 14% ） 1（ 14% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

ヒアリング希望 8（ 100% ） 4（ 50% ） 2（ 25% ） 0（ 0% ） 1（ 13% ） 1（ 13% ）

ヒアリング可能 114（ 100% ） 31（ 27% ） 36（ 32% ） 31（ 27% ） 14（ 12% ） 2（ 2% ）

ヒアリング不可 61（ 100% ） 21（ 34% ） 25（ 41% ） 10（ 16% ） 3（ 5% ） 2（ 3% ）

無回答 218（ 100% ） 106（ 49% ） 69（ 32% ） 25（ 11% ） 12（ 6% ） 6（ 3% ）

全体

性別

年代

ヒアリング

内容も知ってい
るが関与したこ

とはない
関与している

過去に関与して
いた

回答者
知らない（今回
初めて知った）

名前は聞いたこ
とがあるが内容
は知らない
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（2）指定運動療法施設 
表５ 指定運動療法施設の認知度（n=401） 

 

 
 

  

401（ 100% ） 228（ 57% ） 86（ 21% ） 52（ 13% ） 23（ 6% ） 12（ 3% ）

女性 69（ 100% ） 40（ 58% ） 13（ 19% ） 12（ 17% ） 2（ 3% ） 2（ 3% ）

男性 328（ 100% ） 186（ 57% ） 72（ 22% ） 40（ 12% ） 20（ 6% ） 10（ 3% ）

答えたくない 4（ 100% ） 2（ 50% ） 1（ 25% ） 0（ 0% ） 1（ 25% ） 0（ 0% ）

20歳代 2（ 100% ） 0（ 0% ） 1（ 50% ） 1（ 50% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

30歳代 5（ 100% ） 2（ 40% ） 1（ 20% ） 2（ 40% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

40歳代 41（ 100% ） 25（ 61% ） 11（ 27% ） 4（ 10% ） 1（ 2% ） 0（ 0% ）

50歳代 146（ 100% ） 87（ 60% ） 27（ 18% ） 21（ 14% ） 6（ 4% ） 5（ 3% ）

60歳代 143（ 100% ） 80（ 56% ） 29（ 20% ） 18（ 13% ） 11（ 8% ） 5（ 3% ）

70歳代以上 57（ 100% ） 29（ 51% ） 15（ 26% ） 6（ 11% ） 5（ 9% ） 2（ 4% ）

答えたくない 7（ 100% ） 5（ 71% ） 2（ 29% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

ヒアリング希望 8（ 100% ） 3（ 38% ） 2（ 25% ） 0（ 0% ） 2（ 25% ） 1（ 13% ）

ヒアリング可能 114（ 100% ） 51（ 45% ） 24（ 21% ） 25（ 22% ） 12（ 11% ） 2（ 2% ）

ヒアリング不可 61（ 100% ） 36（ 59% ） 12（ 20% ） 9（ 15% ） 1（ 2% ） 3（ 5% ）

無回答 218（ 100% ） 138（ 63% ） 48（ 22% ） 18（ 8% ） 8（ 4% ） 6（ 3% ）

年代

ヒアリング

過去に関与して
いた

全体

性別

回答者
知らない（今回
初めて知った）

名前は聞いたこ
とがあるが内容
は知らない

内容も知ってい
るが関与したこ

とはない
関与している
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（3）42 条施設 

表６ 42 条施設の認知度（n=401） 

 

 
 
 
  

401（ 100% ） 254（ 63% ） 62（ 15% ） 66（ 16% ） 12（ 3% ） 7（ 2% ）

女性 69（ 100% ） 41（ 59% ） 12（ 17% ） 11（ 16% ） 3（ 4% ） 2（ 3% ）

男性 328（ 100% ） 211（ 64% ） 50（ 15% ） 54（ 16% ） 8（ 2% ） 5（ 2% ）

答えたくない 4（ 100% ） 2（ 50% ） 0（ 0% ） 1（ 25% ） 1（ 25% ） 0（ 0% ）

20歳代 2（ 100% ） 2（ 100% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

30歳代 5（ 100% ） 0（ 0% ） 3（ 60% ） 2（ 40% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

40歳代 41（ 100% ） 28（ 68% ） 7（ 17% ） 5（ 12% ） 1（ 2% ） 0（ 0% ）

50歳代 146（ 100% ） 105（ 72% ） 13（ 9% ） 25（ 17% ） 2（ 1% ） 1（ 1% ）

60歳代 143（ 100% ） 81（ 57% ） 31（ 22% ） 22（ 15% ） 4（ 3% ） 5（ 3% ）

70歳代以上 57（ 100% ） 33（ 58% ） 7（ 12% ） 11（ 19% ） 5（ 9% ） 1（ 2% ）

答えたくない 7（ 100% ） 5（ 71% ） 1（ 14% ） 1（ 14% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

ヒアリング希望 8（ 100% ） 4（ 50% ） 3（ 38% ） 1（ 13% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

ヒアリング可能 114（ 100% ） 54（ 47% ） 18（ 16% ） 29（ 25% ） 10（ 9% ） 3（ 3% ）

ヒアリング不可 61（ 100% ） 40（ 66% ） 12（ 20% ） 8（ 13% ） 1（ 2% ） 0（ 0% ）

無回答 218（ 100% ） 156（ 72% ） 29（ 13% ） 28（ 13% ） 1（ 0% ） 4（ 2% ）

年代

ヒアリング

過去に関与し
ていた

全体

性別

回答者
知らない（今回初

めて知った）

名前は聞いたこ
とがあるが内容

は知らない

内容も知ってい
るが関与したこ

とはない
関与している
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問２．運動型健康増進施設・指定運動療法施設とかかりつけ医・健康スポーツ医との連携について、どういう条件であれば可能だと思いますか？（複数回

答） 
表７ 運動型健康増進施設・指定運動療法施設とかかりつけ医・健康スポーツ医との連携についての条件 

 

 
 

401（ 100% ） 340（ 85% ） 303（ 76% ） 239（ 60% ） 275（ 69% ） 21（ 5% ）

女性 69（ 100% ） 59（ 86% ） 55（ 80% ） 46（ 67% ） 55（ 80% ） 4（ 6% ）

男性 328（ 100% ） 278（ 85% ） 248（ 76% ） 193（ 59% ） 219（ 67% ） 16（ 5% ）

答えたくない 4（ 100% ） 3（ 75% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ） 1（ 25% ） 1（ 25% ）

20歳代 2（ 100% ） 2（ 100% ） 1（ 50% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ） 0（ 0% ）

30歳代 5（ 100% ） 5（ 100% ） 2（ 40% ） 2（ 40% ） 2（ 40% ） 0（ 0% ）

40歳代 41（ 100% ） 36（ 88% ） 25（ 61% ） 24（ 59% ） 30（ 73% ） 1（ 2% ）

50歳代 146（ 100% ） 125（ 86% ） 120（ 82% ） 88（ 60% ） 104（ 71% ） 7（ 5% ）

60歳代 143（ 100% ） 122（ 85% ） 108（ 76% ） 94（ 66% ） 96（ 67% ） 10（ 7% ）

70歳代以上 57（ 100% ） 45（ 79% ） 45（ 79% ） 28（ 49% ） 41（ 72% ） 2（ 4% ）

答えたくない 7（ 100% ） 5（ 71% ） 2（ 29% ） 3（ 43% ） 2（ 29% ） 1（ 14% ）

ヒアリング希望 8（ 100% ） 6（ 75% ） 6（ 75% ） 5（ 63% ） 6（ 75% ） 2（ 25% ）

ヒアリング可能 114（ 100% ） 99（ 87% ） 79（ 69% ） 63（ 55% ） 82（ 72% ） 9（ 8% ）

ヒアリング不可 61（ 100% ） 50（ 82% ） 49（ 80% ） 39（ 64% ） 42（ 69% ） 3（ 5% ）

無回答 218（ 100% ） 185（ 85% ） 169（ 78% ） 132（ 61% ） 145（ 67% ） 7（ 3% ）

年代

ヒアリング

その他

全体

性別

回答者
運動処方が診療報
酬に位置付けられ

る

運動実施施設の
安全対策が十分
にとられている

施設での運動実
施時の事故の際
の責任を問われな

い

運動処方をした後
の、フィードバック
や相談がある

228



 

229



（健Ⅰ 264） 

令和3年3月11日 

 

都道府県医師会 

健康スポーツ医学担当理事 殿 

日本医師会 常任理事 

羽 鳥  裕  

（公印省略） 

 

健康増進施設認定要件についての健康スポーツ医向け 

アンケート調査協力依頼について 

 

 

 今般、厚生労働省健康局健康課より本会宛、別添１の通り、アンケート調査につ

いて協力依頼がありました。 

 健康増進施設については、認定開始から30年以上が経過し、高齢化等、社会も

変化しているため、認定基準が現状に合ったものであるか見直す必要があるとされ、

現在、厚生労働省において検討されております。 

 

 本件は、それに伴い別添２のとおり健康スポーツ医を対象としたアンケート調査が

実施されることについて、協力をお願いするものです。なお、回答はWeb上にて、

回答期限は令和3年3月31日となっております。 

  

つきましては、貴会会員ならびに貴会関係郡市区医師会等への本件の周知方

につきまして、特段のご高配を賜わりますようお願い申し上げます。 

  

 

記 

（添付資料） 

別添1 厚労省からの調査協力依頼 

別添2 アンケートページ（QRコード付き）のご案内 

以上 
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別紙 

⽇本医師会認定健康スポーツ医の先⽣⽅御侍史 

健康増進施設認定要件についてのアンケート調査へのご協⼒のお願い 

 
新型コロナウイルス感染再拡⼤下、⽇々の診療は⼤変にお忙しいことと存じます。    
先⽣⽅の⽇々の取り組みに対して、⼼より感謝申し上げます。 
現在のコロナ禍においては、外出⾃粛、テレワークなどの影響による⾝体活動不⾜による
健康被害がいままで以上に問題となっています。このような状況の中、安⼼・安全に運動
が実施できる施設の役割はとても重要だと考えられます。本調査は、厚⽣労働科学研究と
して、厚⽣労働⼤⾂認定健康増進施設の認知度を確認させていただくとともに、健康増進
施設と先⽣⽅の連携について伺い、施設認定要件⾒直しのための参考にさせていただくた
めに⾏います。 
健康増進施設は、厚⽣省（当時）が 1988 年に国⺠の健康づくりを推進する上で⼀定の基
準を満たしたスポーツクラブ等を認定し、その普及を図るため「健康増進施設認定規程」
（昭和 63 年厚⽣省告⽰第 273 号）を策定し、⼤⾂認定を開始したものです（2020 年 12
⽉現在：333 施設）。認定要件には、“医療機関と適切な提携関係を有していること”が含ま
れています。本制度が策定されてから 30 年以上が経過し、健康増進施設の認定要件が現
状に合ったものであるのか否か、⾒直す必要が⽣じました。 
そこで、⽇頃より健康スポーツにご尽⼒くださっている先⽣⽅に、認定基準に関するご意
⾒を伺いたく本アンケートを設定しました。 
つきましては、以下に記載のアンケートページをご確認の上、各設問についてご回答いた
だけますと幸甚です。回答の所要時間は⾃由記載の欄を除くと 5 分程度となります。 
お忙しいところ恐縮ですが、ご協⼒のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

記 

１． アンケートページ 
健康増進施設認定要件についての、健康スポーツ医・アンケート
調査 
URL: https://yamate-info.co.jp/sports-Dr/ 
 

２． アンケートの回答期限：令和 3 年 3 ⽉ 31 ⽇（⽔） 
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アンケートにご協力ください 

４月３０日までアクセス可能です 

日本医師会認定健康スポーツ医の先生方 

 

 

新型コロナウイルス感染再拡大下、日々の診療は大変にお忙しいことと存

じます。先生方の日々の取り組みに対して、心より感謝申し上げます。 

大変お忙しい中、アンケートにお答えいただく時間をとっていただき、誠

にありがとうございます。現在のコロナ禍においては、外出自粛、テレワ

ークなどの影響による身体活動不足による健康被害がいままで以上に問

題となっています。このような状況の中、安心・安全に運動が実施できる

施設の役割はとても重要だと考えられます。本調査は、厚生労働科学研究

として、厚生労働大臣認定健康増進施設の認知度を確認させていただくと

ともに、健康増進施設と先生方の連携について伺い、施設認定要件見直し

のための参考にさせていただくために行います。 

健康増進施設、厚生省（当時）が 1988年に国民の健康づくりを推進する

上で一定の基準を満たしたスポーツクラブ等を認定し、その普及を図るた

め「健康増進施設認定規程」（昭和 63年厚生省告示第 273号）を策定し、

大臣認定を開始したものです（2020 年 12 月現在：333 施設）。認定要

件には、“医療機関と適切な提携関係を有していること”が含まれています。 
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本制度が策定されてから 30 年以上が経過し、健康増進施設の認定要件が

現状に合ったものであるのか否か、見直す必要が生じました。 

そこで、日頃より健康スポーツにご尽力くださっている先生方に、認定基

準に関するご意見を伺いたく本アンケートを設定しました。ご協力のほど、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

*下線部には、理解の助けに URLリンクを貼ってございます。適宜ご参照

いただければ幸いです。 

 

 

アンケートにお答えいただくには下記の環境が必要です。 

【推奨環境】 

ＯＳ  ：Windows 7以上 

ブラウザ：Internet Explorer 11以上、Edge、 

     Google Chrome 最新版、Firefox 

 

 

※ JavaScriptを有効にしてください。 

※ アンケート画面は別ウインドウで開きます。 

  フォーカスが外れると背面に移動するので、見失わないようご注意ください。 
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問１ 

以下の運動を実施する施設についてご存知ですか。それぞれについて最も当てはまるものを

お選びください。 

（１）運動型健康増進施設 

(ア) 知らない（今回初めて知った） (イ) 名前は聞いたことがあるが内容は知らない (ウ) 内容も知っているが

関与したことはない (エ) 関与している ➔ よろしければ、施設名を教えてください。             

施設名：  

(オ) 過去に関与していた 

(２）指定運動療法施設 

※ 指定型運動療法施設は、健康増進施設のうち、一定の要件を満たす施設について、厚生労働省が運動

療法を行うに適した施設として指定したものです。要件には、“提携医療機関担当医が健康スポーツ医で

あること”が含まれています。 この指定を受けた施設では、医師の指示に基づく運動療法を実施する際

に必要となる利用料金について、所得税法第７３条に規定する医療費控除の対象とすることができます。 

(ア) 知らない（今回初めて知った） (イ) 名前は聞いたことがあるが内容は知らない (ウ) 内容も知っているが

関与したことはない (エ) 関与している ➔ よろしければ、施設名を教えてください。             

施設名：  

(オ) 過去に関与していた 
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（３）42条施設 

※ 医療法 42 条施設とは、1992 年の医療法改正により、医療法人の附帯事業として認められたもので

医療法 42条第５号には「疾病予防のために有酸素運動を行わせる施設であって、診療所が附置され、か

つ、その職員、設備及び運営方法が厚生大臣の定める基準に適合するものの設置(一部略)」とされてお

り、医療機関において生活習慣病などの疾病予防のための運動施設の開設が認められているもの

（http://www.undoryoho.jp/old_file/FAQ.html） です。 

(ア) 知らない（今回初めて知った） (イ) 名前は聞いたことがあるが内容は知らない (ウ) 内容も知っているが

関与したことはない (エ) 関与している ➔ よろしければ、施設名を教えてください。             

施設名：  

(オ) 過去に関与していた 

 

 

問２ 

健康増進施設・指定運動療法施設とかかりつけ医・健康スポーツ医との連携について、どう

いう条件であれば可能だと思いますか？（複数選択可） 

(ア) 運動処方が診療報酬に位置付けられる (イ) 運動実施施設の安全対策が十分にとられている (ウ) 施設での

運動実施時の事故の際の責任を問われない (エ) 運動処方をした後の、フィードバックや相談がある (オ) その他 
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問３ 

今後の健康増進施設並びに指定運動療法施設の発展にむけて、ご意見・ご要望などがござい

ましたら、ご記入をお願いします。 

 

問４ 

健康増進施設並びに指定運動療法施設においては、健康運動指導士や健康運動実践指導者と

健康スポーツ医との連携が鍵となると思われます。健康運動指導士や健康運動実践指導者に

期待することや応援のメッセージがございましたら、ご記入をお願いします。 

 

Ｆ．最後に基本情報について伺います 

Ｆ１．所属する医療機関などのある都道府県 

   都道府県

名：                                                                                                                                      
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Ｆ２. 診療科（主たるもの） 

      診療

科：                                                                                                                                      

                                                                                                                                             

                                                                                                                                            

          その他選択

時：  

 

Ｆ３．性別 

女性 男性 答えたくない 

 

Ｆ４．年代 

代：                                                                                                                                       
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⼤カテゴ
リー_
（3）

カテゴ
リー_
（3）

コード1_
（4）

コード2_
（4）

医療者及び患者さんに、施設の情報が⼗分に認知されないと、利⽤には踏み切れないことから、まずメ
ディアからの発信をしていただけるとありがたい。
私も恥ずかしながら知らなかったので、これを機にまずは周知させることが必要。
具体的にどういったことをしていらっしゃるのか、アナウンスして頂ければと思う。
その施設はどこにあるのでしょう。どのようなかたちで案内PRしているのでしょうか。
⽣活習慣病に対する指導の⼀環で適切な運動指導が⽋かせないが、医療従事者にもまだ⼗分には認知さ
れていない印象である。健康運動指導⼠の重要な職務も知られていない事はとても残念だと感じてい
る。⽣活習慣病の治療にあたる医師などに対して健康増進施設に関する情報や、健康増進施設における
運動指導や運動療法の重要性について医師会や⾏政等を通じ更にご周知頂けましたら幸いです。
もう少し活発に広めることが必要。
発展以前に、名称も知られていないし、その名前から具体的にイメージできない。⼗分な周知・啓発が
必要と思う。また、⽇本医師会認定健康スポーツ医の資格の取得は、多くの医師にとってはハードルが
⾼いものである。⼟⽇２⽇間の講習を２回、合計４⽇を要するもので、しかも東京などで年１回だけの
機会に受講する。通信教育やWeb教育など、もっと取得しやすいものとすれば、より幅広い医師がこの
資格を取得し、健康増進施設、指定運動療法施設の利⽤が増えるものと考える。
初めて知ったので広く周知してほしい。
もっと告知が有るべきだ。
国⺠全体に、運動によりメタボリックシンドロームなどが改善されるというPRを⾏うと共に、運動を⾏
うことにより税制優遇があるということも知らせる必要がある。
現在の施策では、施設側や利⽤者とも認知度が低く、そのために我々健康増進医の出番が少なくなって
いる。気軽に利⽤できるようにもっとハードルを低くしたり、施設を増やしたりし認知度を上げるべき
皆さん知らないので、もう少し認知度が欲しい。厚⽣省と労働省が別々の時は労働省は働く⼈の健康作
りでTHP事業を⼀⽣懸命に取り組んでいたが、厚労省になってからは働く⼈の健康づくりよりも、⾼齢
者、介護保険に⼒を⼊れているようである。少⼦⾼齢化時代、働く⼈の健康管理、元気な⽼⼈の病気に
ならない予防策が必要ではないか︖と思う。また、予防策に取り組めば⾃ずと医療費も減るのではと思
先ず、少なくともスポーツ医に、広報することが、肝要。
⾃分たちのように⽥舎の医者にとって情報の途絶は致命的であり、アンテナを伸ばしていてもなかなか
伝わってこない。また⼀⽅で、こちらの対応の問題もあると思う・・・。
もっとPRして欲しい
関係者役所の健康課ですら、健康スポーツ医の存在を知らないことから、知名度アップが必要である。
積極的な周知。
セミナーなどで内容を周知できるようにしてほしい。
運動施設側、医療機関側で提携可能なことが⼗分に周知されておらず、利⽤している施設・機関が少な
い。したがって、施設側と医療機関側とをつなぐ情報提供・共有システムが構築されたら利⽤する⼈が
増え、幅広い年代・多様なニーズに応えられるものになるのではと思う。
広く周知徹底して欲しい。
現⾏制度の周知が不⼗分であると思う。施設からの広報だけではなく、公的な広報が必要であると思
制度が創られた頃から関与しているが、制度促進や認知度を⾼めるための努⼒が全く感じられない。２
０年経てば、もう少し進展しているかと予想していたが、全くの期待はずれである。
内容の周知徹底が必要と思われる。
何処に存在し、どのように使⽤出来るのか教えて頂きたい。
健康増進施設並びに指定運動療法施設について、知りたい。
これら施設の機能啓蒙と実施状況や活⽤法等知らせて欲しい。
具体的な施設名、事業内容、コスト 募集の有無の公表が必要かと。
国⺠、関係者への情報提供が不⾜しているのではないでしょうか︖
健康増進施設、指定運動療法施設のリストを簡単に閲覧できるのでしょうか︖また、これらの施設に
は、常勤の健康運動指導⼠が居なくてはならないのでしょうか︖
上記のような事情について、⽇本医師会から、周知の連絡があった記憶がないように、思っているの
は、勘違いなのでしょうか︖ これらの事情は今までなかったのでしょうか︖
情報展開が迅速であると望ましい。
まだ理解できていない。
施設の内容などについて、説明機会を増やして欲しい。
運動施設はいつ頃定められたのですか︖どこでアナウンスされたのですか︖
健康スポーツ医を取得してしばらく経つが、健康増進施設や、指定運動療法施設などについての情報を
⽬や⽿にしたことがないことから、まず、情報が欲しい。
内容を詳しく知りたい。
施設ごとに、規模、可能な運動指導、スタッフの状況など個別の情報発信が必要。
かって労働省THP策定において、産業医健康測定研修と認定などあった。スポーツクラブに併設の形で進
出した医療機関は短期で撤退にいたった。やはり需要が無かったのでしょう。
健康増進施設・指定運動療法施設の制度などについての説明会、研修会などがあるとありがたい。健康
スポーツ医向け、⼀般住⺠向けともにあるとよいと思う。コロナ禍もあり、⽇本⼈の運動量、活動量が
⼤きく減っている印象。そのため、肥満・メタボ、フレイル・サルコペニアが増えており、不健康な⼈
が増えておっり、当制度を国も積極的に勧奨すべきではないかと思う。
施設のことをよく知らなかったので、『隗より始めよ』ではないが、我々スポーツ医も施設を利⽤して
みて、理解を深めることが重要ではないかと思う。
当地にはトレーナーが少なく、最初にメデカルチェックをした後、1回指導を受けた後は、⾃分⼀⼈でお
こない、カードに記載した後で、総評⾒せてもらうだけである。⼀度充実したスポーツセンターで経験
健康増進施設・指定運動療法施設の制度などについての説明会、研修会などがあるとありがたい。健康
スポーツ医向け、⼀般住⺠向けともにあるとよいと思う。コロナ禍もあり、⽇本⼈の運動量、活動量が
⼤きく減っている印象。そのため、肥満・メタボ、フレイル・サルコペニアが増えており、不健康な⼈
が増えておっり、当制度を国も積極的に勧奨すべきではないかと思う。
英国型の指定運動療法の具体的⽅法の内容を習得したい。
学校教育におけるカリキュラムの中に、医学的(運動器)の理解に必要な教科を含める必要がある。
健康指導⼠のスキルが知りたい。

⽬標設定
個別の⽬標数値を設定しないと、⽬標を失うので、継続や成果の評価がウヤムヤになり、意味を失いや
すいと思う。

1

運動は⼈間が動物である以上⼤切なことであるが、⼗分安全を担保して⾏うべきであり、商業的な要素
が強くなるのは良くないと思う。
健康増進施設、指定運動療法施設は、健康増進⽬的の対象者にスポーツ医の健康に対するコメントを対
象者に⾯談の上コメントを必要とする様に義務付けて、スポーツ医の重要性を施設側に理解して頂く事
を考える。このことから、普通のジムとの差別化が必要。

意⾒数

普及・啓発

認知度・広報の必要性

45

23

情報提供

⼤カテゴリー_
（3）

カテゴリー_
（3）

コード1_（3） コード2_（3） 意⾒の要約

⺠間との差別化

14

需要・必要性 2

教育機会 6

6
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通常のスポーツクラブとの相違の積極的な周知。
⼀⼈⼀⼈のニーズに応じたオーダーメイドプログラムによる運動療法の実施および、営利重視とならな
いことを望む。
⼀般のスポーツジム等との違いを明確にして、棲み分ける事が重要だと思う。
通常のスポーツクラブとの相違。
従来のスポーツ施設はどのように位置づけられているのかわからない。
現場感覚として現状、全体として、健康増進施設と指定運動医療法施設の⽬的並びにメニュー管理で微
妙に異なることがあり、メリットに差異が無いまたは少ないことから、医師のかかわり⽅や位置づけも
異なると思われるが、オーナーと医師との連携はとれているのか︖不明である（書類上ではない）。
位置づけを明確にして欲しい。
①特定健診・特定保健指導に⽋けている実践の場に指定を。健保などと強くリンクさせてもらいたいと
思う。その際は、栄養指導もカリキュラムに組み込む。そうでないと、求められる結果が出せないの
で。それと原発性⾻粗鬆症⼀次予防の場に。
②医療者に活⽤を求めるにおいては、診療報酬上に位置付けることが、最もインパクトのある⽅法、か
つ不可⽋と思う。⼼筋梗塞や⼤腿⾻頸部⾻折術後などのリハビリテーション医療を卒業後、再発予防
（三次予防）の施設として活⽤してもらいたいと思う。
もっと分かりやすい名称で標榜し、もっとシンプルな条件にして⾼齢者でも迷わない様にする。
通常診療に負担のかからない程度の運動処⽅箋なら発⾏なら良いが、時間的に⾁体的に負担が増すなら
お断りである。
利⽤者の利益になるように施設と診療所が協⼒出来たらと思うが、当⽅に限ってはその余裕がない。
⼿間と合わないと理由から、⽇医認定スポーツ医を辞めることした。維持してきましたが活⽤できず残
スタッフの確保が難しい。
連携を取る機会があまりないので、講習や実技などで連携を取る機会が増えると良いと思う。
スポーツ現場のコーチなどのスポーツ指導者が、⽇本スポーツ協会認定トレーナーやスポーツドクター
であることはまだまだごく稀であり、実際のスポーツ現場の監督やコーチと医療機関の連携を密にする
ことが⼤切である。（鍼灸整⾻院など柔道整復師の元へスポーツ傷害を負った⼈が流れて逆に症状が悪
運動療法といっても、患者個⼈の疾患、体⼒、意識等が異なることから、診療していても、時間的余裕
もなく、実際に実践してもらっている⼈は現在、⾮常に少ない状態である。我々開業医が、気軽に連携
できる施設ができると、⼤変有益と思われる。
お互いの顔の⾒える、必要とされる関係づくり。
コロナ感染症蔓延後の国⺠の健康増進に、健康スポーツを適切に広め、普及していくことは⼤事なこと
である。こには率先して健康スポーツ医師と連携し、国⺠の健康増進及び健康寿命の伸びを図るべきで
ある。そのための中⼼的な施設としての指定運動療法施設の強化および指導をすべきである。国⺠はみ
予防医学的観点から、健康増進施設を拡充してほしい。⼀定の質を確保するために、健康スポーツ医と
の連携を必須とするのが良い。肥満や糖尿病、⼼臓病など適切な内容の運動療法を定期的に継続する必
要のある⼈は多いが、医師の運動処⽅に従って持続的に運動させてくれる施設は皆無と⾔っていい。⾬
後の筍のようにスポーツジムは出来ては消え出来ては消えしているが、会員数によって健康スポーツ医
ジムに通っている⼈は多くいることから、医療的な指導や助⾔があれば取り組み⽅が変わると思う。
よって、連携が重要になると思われる。
どのように、連絡を取っていいのか︖コーディネートしてくれるかたがいると良いと思います。
医師と施設との綿密な連携が必要と考える。
私は内科医で、リハビリテーションを専⾨に勉強はしていない。リハビリテーションとは別に実施す
る、例えばメタボリックシンドロームに対する運動療法としての運動処⽅が認められ、⽔中ウォーキン
グなどスポーツジム的な運動指導が認められるのであれば、効果は期待できると思う。既存のスポーツ
ジム⼜は公的なスポーツセンター等と連携しておこなうことができれば良いと思うが、新たに施設を設
置し、⼈材を集めて事業として⾏うことは⼩さな診療所では不可能である。
市町村が実施しているマシントレーニング（運動療法施設）があるが、管理者不在であり、最初の機械
説明のみで、評価・指導が無い状況である。このような⾏政の施設に、健康スポーツ医等の関わりが必
施設のマシーンの配備を誰かが助⾔しないと現状では利⽤者の利便性、利⽤効率が悪過ぎる（ランニン
グマシンやバイシクルは単純なため多く配備されているが筋トレや可動域訓練などは少数しか無くマ
シーン利⽤の順番を待っているのが現状）。したがって、1）施設の頭数を増すこと、2）提携医の施設
複数契約も認めること、3）健康運動指導⼠の増産、4）その教育に提携医療機関認定スポーツ医を招聘
施設へ地域医師会からアプローチする体制作りを進める必要がある。
整形外科や循環器専⾨医でないと介⼊できない印象があるため、内科医が積極的に協⼒できる仕組みに
して欲しい。
⽇医認定スポーツ医、健康運動指導⼠、健康運動実践指導者、健康スポーツ医、健康科学アドバイザー
（⽇本体⼒医学会）などの専⾨職が常任していた⽅が望ましい。
運動施設に所属し常勤する、もしくは関連する医師がいて、運動処⽅を実施するにあたって、責任を
もって緊急対応ができる体制がとられていないと発展は難しいと考える。
100歳時代に向けて健康寿命が延びていけるような施設整備が出来れば良いと思う。
⽣活習慣病を有する⼈、⾼齢者（特にフレイル、ロコモ、サルコペニアの⾼齢者）に対しても、気軽に
利⽤できるような安⼼・安全な設備や体制（⼈的なものも含め）が整備された施設が望ましいと思う。
テイラーメイドの運動処⽅は、それなりの評価が必要と思う。運動施設の利⽤料が公共施設の安価な利
⽤料のために、本物のスポーツ医・運動指導⼠などの活動を妨げている。過去30年、⾼齢者の⼼不全患
者さんが増えている中で、安全な運動処⽅できる医師も運動指導できる運動指導⼠も全く育っていな
現在、当院では、⼼臓リハビリテーションを⼊院、外来患者に対しておこなっているが、空き時間を、
地域住⺠に対する健康増進施設として、使⽤できるようにする等できれば、すそ野が広がると思う。
特定保健指導において運動療法は⾷事療法に⽐べて実効性ある指導がなされていない現状がある。糖尿
病が強く疑われて受診勧奨を無視する⼈も運動施設で受ける指導なら（特に無料または低額の費⽤であ
れば）参加者は多いはず。また糖尿病性腎症について現在は運動制限から運動を推奨する⽅向に変わっ
てきた。糖尿病性腎症の重症化に因る透析導⼊を減らすために今後、運動療法を積極的にすすめていく
必要がある。運動を実施する施設の利⽤可能の有無が健康格差の起因とならないよう⼀度は必ず施設を
地域の社会資源を健康のために活⽤しようとする「社会的処⽅」の取組が広がっている。その中で地域
の⼈が集まる健康増進施設では運動を中⼼に、⾷事指導などを通じての予防活動、さらには⼈と⼈の交
流や⽀え合いの場としての役割を期待している。運動に限らない幅広い取り組みに対して、施設側、参
加者側にインセンティブを与えて、先進的な取り組みを⽀援、普及することを期待している。
健康増進や運動療法などは固定施設を対象にしているが、毎年開催されているスポーツイベント（マラ
ソン⼤会や⼭岳イベント、体育⼤会など）の⽅が、参加者が多いと思う。基準を作成して、これらの競
技⼤会も認定していけばいいと思う。
運動処⽅が出きるような仕組みがよいと思う。
現時点でも利⽤者の意欲は⾼くないので仕掛けが必要では。
根本から変えるべきであり、特に４２条施設なんて意味ないと思う。
施⾏時に責任を問われない事が必須と思う。
さらに︕⼀般的になるよう、制度の改善が、必要である。

指摘・要望 157

体制

⽅針

83

12

⺠間との差別化 6

位置付け・明確化 5

負担・困難 4

体制

連携

45
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そろそろ資格の⼀本化は如何でしょうか。⽇医の健康スポーツ医は⽇本スポーツ協会公認スポーツ医に
移⾏していただき、移⾏出来ない⽅は健康スポーツ推進医として、保健指導の保険点数をお安くする、
⽇本スポーツ協会公認スポーツ医を施設基準とする、、ような改⾰を希望する。
⽇常診療のため該当施設に頻繁に通うのは困難である。運動処⽅を定期的に⾏うのは⾃分の病院で良い
ということでしょうか︖web診療の可否も認めてもらえれば、もう少し協⼒し合えるのではないでしょ
実際に活動する健康運動指導⼠などが、看護師や検査技師程度までは、⾃律性と使命感を持ち、この資
格があれば、他の施設にも容易に転職できるようになることで、経営陣に縛られず理想の指導が⾏える
ような道が開けると良いと考える。
リハ施設との関連付けや協調運営、保険請求の認可。
20年前、東京へ⾏き、２泊して、⽇本医師会で講習を受けて、⽇医認定健康スポーツ医の資格を得た。
その後5年毎の更新もしているが、未だに活動する機会がなく現在に⾄っている。⽥舎であり、施設もな
い、診療報酬系のメリットもないことが⼤きな要因かもしれない。⼀⽅、⽇医認定産業医は、体系が
しっかりしており、活動しやすい。
健康増進施設並びに指定運動療法施設の開設について、健康スポーツ医の関与を必須とし、まず、開設
の施設基準に盛り込むことが必要と考える。次いで、健康増進施設並びに指定運動療法施設の年間活動
に、健康スポーツ医による健康指導を⼀定時間盛り込み、それを毎年報告することを義務付ける等、健
康スポーツ医の関与を必須条件とすべきと考える。
不慮の事故の際の免責規定の設定や充実をお願いしたい。⾼齢の⽅（基礎疾患を複数お持ちの⽅）の利
⽤が増えてきており、施設側がかなりしっかりと注意を払っていても、運動中の突発的な体調悪化（⼼
脳⾎管疾患など）のリスクが⾼くなってきそう。また、利⽤者の権利意識が⾼く、施設側の落ち度にし
ようとする⼈が増えてきそうな印象があり、危惧している。
当院は42条施設を併設している。健康増進施設さらには指定運動療法施設への展開を志しているが、要
件が厳しくなかなか進展しない。（連絡をお待ちしている状態）もう少し要件がわかりやすく取り組み
やすくないと、施設が増えないと思う。
健康スポーツ医の資格を取っても何らそれを活かす環境がないことから、資格を取る意味がない。健康
増進なんて実診療では机上の空論である。
運動療法を受ける患者さんと、運動療法を⾏う医療機関の両⽅に何かしらのインセンティブが無いとな
かなか普及しないのではと思う。体⼒のかかりつけ医みたいな制度ができたら素敵だと思う。
健康増進に役⽴つ運動の条件を⼀定以上満たす場合には、利⽤条件はできる限り低いものにするべきと
基準緩和および少⼈数でもできるようにお願いしたい。
施設基準の緩和。
最近の状況は知らないが、私が申請しようとした頃は認定担当部署が完全に機能停⽌していた。都⼼の
ビル診併設にとって特に⾯積基準のハードルが⾼かった記憶がある。市中のスポーツクラブと連携しよ
うとしたことがあるが、どこもOKをもらえず、個⼈的に施設の指導⼠にお願いしたが、転勤されてし
まったり継続できなかった。⻑い年⽉の間に利⽤する⽅の年齢層や⽬的が幅広くなり、健康運動指導⼠
の層も厚くなっているので、クラス分けがあってもよいのではないかと思う。体⼒測定だけでなく運動
負荷検査などにも同席したり実際に負荷検査に参加してもらうと、運動処⽅の内容も理解してもらえる
し、指導の安全管理の質も上がる。運動処⽅作成にも関わってもらうなど、処⽅後の繰り返しのカン
もっと分かりやすい名称で標榜し、もっとシンプルな条件にして⾼齢者でも迷わない様にする。
設備の規準 特にプールの設置は必要ないと思う。フロア⾯積の基準緩和も必要と思う。
健康増進や運動療法などは固定施設を対象にしているが、毎年開催されているスポーツイベント（マラ
ソン⼤会や⼭岳イベント、体育⼤会など）の⽅が、参加者が多いと思う。基準を作成して、これらの競
技⼤会も認定していけばいいと思う。
多くの医療機関では、運動処⽅箋が⾃費の診断書の扱いのため、利⽤者の敷居が⾼くなっているよう
だ。なお、当院では、書類代は頂いておりません。
運動処⽅箋が、診療報酬に位置づけられると、他の医療機関との連携がうまくいくと思う。実現できる
ことを強く希望します。
運動処⽅箋に対する報酬。
認定産業医のように健康スポーツ医の⾝分・報酬が確⽴されることが基本と考える。
報酬が必要と思われる。
今後、さらに健康増進施設並びに指定運動療法施設を発展させるためには、１）利⽤料を健康保険料な
どで割り引く、２）税法上のメリットを増やすなどの必要がある。
⾃治体の補助があればよい。
健康増進施設の運動に関して、診療報酬なりの保険点数がつくと展開が広がり、経営的にも安定すると
医療費控除ありきでの運動処⽅箋発⾏を施設が利⽤者に勧めるケースが多く、本末転倒と思われる。ま
た、控除に過⼤な期待を持たせる様な説明をされ実際との格差を実感させている。
患者の受け⼊れを希望する施設に対しては、整備に必要な資⾦の補助なども検討する必要があると考え
健康スポーツ医の健康指導に対する費⽤（指導料）は、健康保険や市町村から拠出し、施設および利⽤
者が無料で健康指導を受けられるようにすべきと考える。
運動処⽅箋に対する報酬。
健康保険適応にして安く利⽤できるようになるといいと思う。
運動することで前年に⽐べ本⼈の医療費が減ったり、何かの指標が改善した時には差額や改善度が何か
の商品券や税⾦の控除になるなどの施策があればモチベーションアップにつながるかと思う。
特定保健指導において運動療法は⾷事療法に⽐べて実効性ある指導がなされていない現状がある。糖尿
病が強く疑われて受診勧奨を無視する⼈も運動施設で受ける指導なら（特に無料または低額の費⽤であ
れば）参加者は多いはず。
40年もスポーツ医として診療をおこなってきたが、診療報酬は無く奉仕としてきたが、運動処⽅により
診療の質の向上に対して診療報酬は望ましいとい考える。
医療者に活⽤を求めるにおいては、診療報酬上に位置付けることが、最もインパクトのある⽅法、かつ
不可⽋と思う。
スポーツドクターの処⽅せんを必要とする。
地域の社会資源を健康のために活⽤しようとする「社会的処⽅」の取組が広がっている。その中で地域
の⼈が集まる健康増進施設では運動を中⼼に、⾷事指導などを通じての予防活動、さらには⼈と⼈の交
流や⽀え合いの場としての役割を期待している。運動に限らない幅広い取り組みに対して、施設側、参
加者側にインセンティブを与えて、先進的な取り組みを⽀援、普及することを期待している。
経営は成り⽴つことが重要であることから、コロナ禍でフィットネスの経営が厳しい。
まず施設の経営が上⼿くいくような施策が必要。
医療機関がやっても経営的に困難になるように感じる。
運動療法だけでなく、そのあとの⾷事⾯で栄養⼠も絡んでもらうことが必要だと思う。
運動療法だけでなく ⾷事療法も学べる施設であるべき。
⽼若男⼥を問わず、地域完結を⽬的とした共有施設の利⽤により、健康維持・増進、健康教育、フレイ
ル予防などの場としての提供とプログラム作成がなされると良いと思う。
安全に配慮した、疾病や年齢、体⼒、疾病重症度ごとのガイドラインやマニュアル等があれば実施しや
すいかと思う。

経営

制度 13

基準 7

3

コスト

報酬・補助・費⽤
等

22

19
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⾷⽣活指導もあわせて⾏うことで、より良い成果が得られるのではないかと思う。例えば、⾷事体験
コーナーなど。
特定健診・特定保健指導に⽋けている実践の場に指定を。健保などと強くリンクさせてもらいたいと思
う。その際は、栄養指導もカリキュラムに組み込む。そうでないと、求められる結果が出せないので。
それと原発性⾻粗鬆症⼀次予防の場に。また、⼼筋梗塞や⼤腿⾻頸部⾻折術後などのリハビリテーショ
ン医療を卒業後、再発予防（三次予防）の施設として活⽤してもらいたいと思う。
⼀定の medical check 評価基準を作成する（年1回以上⾏う）。

動機付け 運動の機会をどのように作るかが課題である。 1
利⽤者への安全性が担保され、その効果が科学的裏付けに伴い認められている指導が提供されること
と、運動療法の指導を実践する指導者への研修並びに実践内容のチェックがしっかりなされることが必
営利⽬的や個⼈的な主義主張で運営されるべきでなく、標準化されたプロトコールやメニューでおこな
われるべきである。その意味では健康スポーツ医の教育や標準化の強化が必要であると思われる。
サルコペニアは問題になるので対策が必要。
レベルの⾼い、トレーナーが、配置されるべきかと考える。
古武術も運動だが、疎外されており、理解している⼈がほとんどいない。
乗⾺は有酸素運動に加え、バランス⼒、瞬発⼒、インナーマッスル等、全ての運動療法を包括している
が、受動的な運動の要素も⼤きく、⾻の脆弱性と⾼さへの配慮が必要となるが、優れた運動療法となる
可能性があるが、施設基準には全く合致しない。

リスクマネジメン
ト

不慮の事故の際の免責規定の設定や充実をお願いしたい。⾼齢の⽅（基礎疾患を複数お持ちの⽅）の利
⽤が増えてきており、施設側がかなりしっかりと注意を払っていても、運動中の突発的な体調悪化（⼼
脳⾎管疾患など）のリスクが⾼くなってきそう。また、利⽤者の権利意識が⾼く、施設側の落ち度にし
ようとする⼈が増えてきそうな印象があり、危惧している。

1

⽣活習慣病だけでなく膝関節痛や腰痛といった整形外科的疾患を伴っている⽅が多く、いかにそういっ
た⽅々が継続していけるかが⼤切だと思う。
体⼒、筋⼒が弱くなっていると感じるので、⼩児⽤も必要である。
体⼒低下し、ロコモからフレイルにならぬ様に運動療法を充実して⽇々各々が運動出来る指導と施設が
30〜60代の働き盛りのメタボ患者多い。
⽣活習慣病を有する⼈、⾼齢者（特にフレイル、ロコモ、サルコペニアの⾼齢者）に対しても、気軽に
利⽤できるような安⼼・安全な設備や体制（⼈的なものも含め）が整備された施設が望ましいと思う。
⼦供から⾼齢者（アスリートも含めて）の感染・安全の拝領のもとで⾏える施設が良いと思う。
持病や多少の障害があっても、何らかの運動を続けたい⼈は多い。本⼈の希望、⾝体の状態、加齢によ
る変化などに応じて、適切なアドバイスを受けながら、気軽に⻑く利⽤できる施設が必要と思う。⾼齢
者には、認知機能低下している⽅、うつ傾向の⽅も多く、それらに対する配慮も必要と思われる。
特定健診・特定保健指導に⽋けている実践の場に指定を。健保などと強くリンクさせてもらいたいと思
う。それと原発性⾻粗鬆症⼀次予防の場に。さらに、⼼筋梗塞や⼤腿⾻頸部⾻折術後などのリハビリ
テーション医療を卒業後、再発予防（三次予防）の施設として活⽤してもらいたいと思う。
75歳以上の⾼齢者にも⾏えるようにする。
コロナ後から、ロコモが⼤変気になっており、実際にそのような患者さんが⼤変多いように思う。
今後、さらに健康増進施設並びに指定運動療法施設を発展させるためには、施設⾃体の数を多くするな
どの必要がある。
施設ごとに、規模、可能な運動指導、スタッフの状況など個別の情報発信が必要であり、施設ごとに役
割分担があった⽅が、依頼する側としてはありがたい。例えば、就労者中⼼、⾼齢者中⼼、地域中⼼、
⼥性中⼼など。その⽅が効果、リスク管理、スタッフの研修などで効率的な運営が可能。さらに、特定
保健指導、肥満、糖尿病など有疾病者に特化した施設も有⽤である。現状では、どの施設に依頼するか
が特徴が分からないので、対象者に施設紹介がしにくい状況である。
医師の熱意がないと無理である。
過去の同様な政策が効果を上げているのか費⽤対効果についての検証データが⾒たい。
これから勉強します
⼈により、年齢により、⼿法が難しいと思う。
健康維持について、医療従事者はもとより、世間⼀般の⽅々の運動に対する価値観の向上が⼤切と思わ
れる。具体的に⽣活習慣病に安易な薬物療法を⾏うよりも運動療法について効果が実証されていると思
われるが、これに対する医療界のスタンスがどの程度、変化していけるか︖健康スポーツ医学に対峙す
る既得権益をもった古い考え⽅の⽅々にどの程度、理解してもらえ、かつ、快く活動させてもらえる
か︖薬の売り上げでなく、スポーツを処⽅するという考え⽅についてどの程度、すんなり受け⼊れても
⾼齢者⽬線での継続できる安⼼安全な施設予防医学をふまえたサービス提供がされている。
⽣活習慣病管理料を算定して運動療法を実施していた患者がいたが、残念ながら新型コロナウイルス感
染症の蔓延のため、施設に⾏くのを中断している状態である。
佐賀県は近いうち従来の国体が開催される予定であることから、あちこちに市役所などの運営するス
ポーツ施設がある。今年は中⽌されているが県が主催する桜マラソンもある。⽇時など条件が合えば要
請があれば出向くことは可能です。
今後、可能であれば、関わりたいと考える。
国⺠の健康寿命を伸ばす上で、重要な役割を果たしていく事になると思う。
実践したい。
実践したい。
病前予防は重要です︕ぜひ発展を期待しています。何かできることがあれば、なんでもご指⽰くださ
コロナ禍においても、安全対策に取り組みながら、利⽤出来る運動療法施設がもっと増えれば、なんら
かの形で⽀援していければ…といつも考えている。
期待したい
依頼があれば関与していきたい。
動画配信
実際の診療では、運動を促してもできていない現状が多いと思う。病院に併設するスポーツジムなどあ
ればいいかもしれない。
運動療法施設の発展は⼤いに賛成ですが、アウトドアスポーツも発展を願っている。
地域の社会資源を健康のために活⽤しようとする「社会的処⽅」の取組が広がっている。その中で地域
の⼈が集まる健康増進施設では運動を中⼼に、⾷事指導などを通じての予防活動、さらには⼈と⼈の交
流や⽀え合いの場としての役割を期待している。運動に限らない幅広い取り組みに対して、施設側、参
加者側にインセンティブを与えて、先進的な取り組みを⽀援、普及することを期待している。
健康増進や運動療法などは固定施設を対象にしているが、毎年開催されているスポーツイベント（マラ
ソン⼤会や⼭岳イベント、体育⼤会など）の⽅が、参加者が多いと思う。基準を作成して、これらの競
技⼤会も認定していけばいいと思う。
コロナ下で⼊浴施設が必要なのか︖オンライン診療を使えば診療所の併設も特必要無いように思う。

施設 2

内容・環境・対象

提供内容

内容

29
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7

質 2

指導者 2

運動の種⽬ 2

対象者 10

その他 2

感想意⾒ 5

意欲・積極性

賛同・期待
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9

新たな提案 6
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⼤カテゴ
リー_
（4）

カテゴ
リー_
（4）

コード
1_（4）

個々の⾝体能⼒の正確な⾒極め、当⽇の体調状態や持病の把握・服薬状態など判断に困ることがあると思われますので健
康スポーツ医をうまく利⽤してください。
医師も内科医だけでなく整形外科医の協⼒も必要で多科にわたる連携も必要だと思う。また個⼈個⼈みな⻑年の癖ができ
ているのでほとんどの⽅は体幹のずれや重⼼の位置が悪くて余計に膝や腰に負担がかかっていることに気付いていない。
運動指導⼠にはまずそこから⾒ていただきたいと思っている。
患者さんの更なる健康⽣活を⽬指して、積極的に連携させていただければありがたい。
密な連携を期待します。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者は、スポーツ医と連携して健康増進や運動療法を⾏う事を義務化して、健康運動指
導⼠や健康運動実践指導者の独断的指導にならない事が事故防⽌に繋がると考える。
互いの連絡を取り合い、連携を密にしたい。
スポーツ医との連携をよろしくお願い致します。
全国的な連携携帯が望まれる。
健康スポーツ医への受診をまず勧め、何が起こっているのか正しい診断をつけてもらってから治療をすることが⼤切であ
る。そのためにはスポーツ傷害を負った⽅に、信頼するスポーツ医（普段から連携をとっているスポーツドクターを決め
て）への紹介をして下さい。
⾃分たちが出来ることをアピールしていただき、連携できる体制づくりをしてください。
医師との⼗分な連携が必要。
こちらは運動処⽅をして、先⽅からはレポートをもらうことがあるが、いまひとつお互いの顔が⾒えないので連携がとり
にくいように思う。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者との協⼒がなければ、施設運営は成り⽴たないと思う。医師は運動のプロではない
ため、互いの意⾒を尊重しながらよい施設を作り上げてゆきたいと思う。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者と健康スポーツ医との連携が、知られてない。少なくとも⽿にしたことがない。
お互いの顔が⾒えない関係では細かな指⽰や患者さんの些細な変化は伝え難いものである。新型コロナ感染症の副産物と
してweb環境が⾶躍的に良くなっているので、これらを⽤いてより良い連携が図れれば良いと思う。
連携されるようになると良い。
相互の連絡が必要でしょう。
敷居が⾼いのか相談等は、ないに等しい状況であった。
スポーツ医との連携を望まない指導者が多いように思う。スポーツ医も活躍の場が少ない、実効性がない、指導料を算定
できないなどで、尻すぼみだと感じている。
スポーツ医として、多職種⽅とチーム連携できるような環境づくりが出来たらいいかと思う。
コロナ禍の⾃粛⽣活で⽣活習慣病の⽅々の健康増進が勧められる様、多職種の連携が上⼿くいければと思っている。
利⽤される患者さん、利⽤者さんの個々の病状や体⼒、健康状態に配慮した運動指導をお願いすることになりますので、
通常のスポーツジムなどで、健康な⼈に、さらなる健康増進を図ることを⽬的に⾏なう指導とはかなり異なると思う。運
動指導中の転倒や急病なども想定されるので、かかりつけ医や健康スポーツ医との緊密な連携体制が必要と考える。宜し
新型コロナウイルス感染拡⼤は⼤きな問題であるが、そのために、健康増進の機会が減っていることも危惧される。是
⾮、健康スポーツ医、⼼臓リハビリ医、理学療法⼠、健康運動指導⼠などが連携して、コロナに気を付けながら健康増進
する⽅法を考えていきましょう。
連携強化
健康運動指導⼠の層も厚くなっているので、クラス分けがあってもよいのではないかと思う。体⼒測定だけでなく運動負
荷検査などにも同席したり実際に負荷検査に参加してもらうと、運動処⽅の内容も理解してもらえますし、指導の安全管
理の質も上がる。運動処⽅作成にも関わってもらい、処⽅後の繰り返しのカンファレンスも⼤切である。
医療機関だけではなかなか⼗分な指導ができない運動の実践⽅法の細かい指導を個別に⾏っていただける存在と考えてい
る。逆に医療現場で短時間かつ狭い場所で指導するときのポイントや在宅でできる運動の実践的指導⽅法など教えていた
だきたい点が多い。もっとお互いに交流する機会があればいいのかもしれない。
定期的な講習会等、顔の⾒える交流が必要と考えている。
普段接する機会が少ないので連携を深めれば良いと思う。
双⽅に意⾒交換できる機会があると良いと思う。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者とのコミュニケーションが重要と思われるので、スポーツ医も現場を理解するため
に、利⽤してみることが⼤事だろう。「⼀緒にやってみよう」
連携を⾏う前に、実際の実務にあたる健康運動指導⼠や健康運動実践指導者と数回の⾯会を⾏い、意識の共有をすること
各職種の⽅との交流を希望する。
今はコロナ禍でなかなか⼀緒に出会え、話し合うことが出来る研修会などの機会を持つことが難しいが、是⾮今後そう
いった会合を持って、現場のいろいろな卒直なご意⾒をお聞きしていく機会を持っていければ…と思っている。
これまで、健康運動指導⼠などとの連携や、協議会の場がなかったので、今後は情報の共有の場があれば、健康スポーツ
医の活動も広がると思う。
健康運動指導⼠の層も厚くなっているので、クラス分けがあってもよいのではないかと思う。体⼒測定だけでなく運動負
荷検査などにも同席したり実際に負荷検査に参加してもらうと、運動処⽅の内容も理解してもらえますし、指導の安全管
理の質も上がる。運動処⽅作成にも関わってもらい、処⽅後の繰り返しのカンファレンスも⼤切である。
もっともっと共に勉強し利⽤客に多く還元できるように研修を怠らないシステム作りが必要ですね。ZOOMも使えますし
お互いに勉強し、協⼒して、健康増進に努めたい。
お互いに勉強し、協⼒して、健康増進に努めたい。
学校医、産業医活動からの相談や実践指導者との協⼒体制の構築など必要性を感じている。よく依頼されるメディカル
チェックなど不完全な実施状況である。
充分な連携が取れる体制の構築が必要と思う。
運動療法に関して健康スポーツ医と健康運動指導⼠、健康運動実践指導者が平等の⽴場で協⼒し利⽤者の健康を維持、⾼
めていくことを⼀緒に取り組みましょう。
チーム医療の⼀環としてバランスのよいサービスを提供できるように思いやりをもち情報共有ができている環境づくり 
チームとしてともに頑張っていきましょう。
健康スポーツ医はアスリート養成をする資格ではないので、医師として疾病の抑制に関わることや、健康増進に関わって
いきたいので、お互いに連携を取るために、健康の概念を包含して医療、健康維持・増進という共通点を持ちたい。この
ような理由から健康運動指導⼠や健康運動実践指導者には病院との関わりを希望する。具体的には病院職員と兼務が望ま
しいと考えます。管理栄養⼠、理学療法⼠や検査技師、看護師等の資格保持者が兼務していくことによりパフォーマンス
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者による運動指導により背景に疾患を有する患者にも適切な運動療法を実践頂くこと
ができている。スポーツジム等との⼤きな違いは、健康運動指導⼠と健康スポーツ医との連携の上で安⼼安全に運動を実
施頂ける点ですので、この連携を⽣かしながらこれからも適切な運動指導や運動療法を広めていくことが必要である。健
康運動指導⼠や健康運動実施指導者の必要性が益々⾼まっていくと思う。
各スポーツセンターに、配属される事を望む。
鍼灸、柔整の⽅でも同等のことができるので、広めてほしい
運動のスペシャリストとして、専⾨性を⾼く持ち安全な運動療法を提供して欲しい。
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ぜひ健康スポーツ医との連携を積極的におこなっていただき、国⺠の健康増進、疾病予防のために、この制度が発展して
いけることを願っている。健康スポーツ医の資格を取得しても、それを活かすことができていない医師が⼤変多いのでは
ないかと思う（私も含めて）。ぜひ今後は健康スポーツ医と健康運動指導⼠、実践指導者との勉強会などが医師会を通じ
て全国で⾏われ、地⽅でも多数の指定施設を作って、健康スポーツ医を活⽤していける場を作っていただくと、健康増
進、疾病予防につながって⾏くのではないでしょうか。
増進施設は楽しく継続。指定は結果を求める。両者とも安全性が求められるその点を踏まえ研鑽しましょう今回のコロナ
渦で運動・運動療法の必要性は感じたが、その実践は現場であり、トレーナーの実⼒である。
コロナ禍の中でADL低下の⽅々が増えているので、たくさんの⼈に周知されて専⾨家としてご指導をお願いしたい。
医療機関だけではなかなか⼗分な指導ができない運動の実践⽅法の細かい指導を個別に⾏っていただける存在と考えてい
る。逆に医療現場で短時間かつ狭い場所で指導するときのポイントや在宅でできる運動の実践的指導⽅法など教えていた
だきたい点が多い。もっとお互いに交流する機会があればいいのかもしれない。
私は健康づくりのための⾝体活動基準2013策定に関わらせていただいたが、運動の必要性は増すばかりである。健康づく
り対策と疾病予防における運動療法に関して健康運動指導⼠や健康運動実践指導者にはポピュレーションアプローチとハ
イリスクアプローチの両⾯での活躍を期待している。地域包括ケアシステムにおける⾼齢者のフレイル予防のためにも地
域に⼊っていってほしいと思う。また、ラジオ体操を⼦どもから⾼齢者まで幅広い年代の参加者が楽しめるような機会を
健康運動指導⼠の資格取得や研修のための時間・費⽤などが⼤変な割には、彼らは全く報われていないと考えられる。い
まや、この制度は将来性が全く感じられない。⾏政も介護予防にシフトしていて活動の場がない。医療費控除に使われた
スポーツイベントに参加されている⼈は多いと思うが、医師含め印象が薄すぎると思う。もっとイベントでの「縁の下の
⼒持ち」に光を当てる対策を練り上げましょう。
健康運動指導⼠や健康運動実施指導者の資格の透明化・明瞭化が必要と思われる。
がんばってください
⻑くスポーツを続けていくためにはみなさんのサポートが必要です。正しい指導の有無はとても⼤きな違いがあると思い
ます。⽅法、継続のモチベーションなどなど。よろしくお願いいたします。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者の皆さんのご活躍に期待します。
運動療法推進と⾔うと、箱物やマシン等の設備整備が住⺠の要望や⾏政の実績作りとして強調される。しかし、本当に必
要なのはモノではなく、適切に指導できる⼈資源である、と思っている。過去数⼗年の健康⾷品ブームや、ぶら下がり健
康器に始まる健康機器セールスを⾒てるが、前者は流⾏り廃り早く、後者の多くは各家庭で錆び付いている。
連携をいかにするかを課題にして、この課題を克服しながら、さらなる発展をするように、ご尽⼒いただけると幸甚で
頑張って下さい
コロナ感染症で世界中の⼈が苦しめられました。⼈類は感染症に過去に何度も痛めつけられましたが、⽴ち直り、乗り越
え今⽇に⾄っています。英知を結集し今こそ、⽇本から健康を⽬指す国をつくろうではありませんか。資格のある⼈みん
なで健康つくりを協⼒し、国⺠を守りましょう。
熱意のある健康指導者に恵まれています。
実際に前⾯に⽴って動くのは健康運動指導⼠と健康運動実践指導者などです。頑張ってください。
運動処⽅を、⼗分理解し、実践出来ることを期待する。
ぜひ頑張ってください。
たくさん勉強してがんばってほしい。
コロナ禍の中、知恵を絞り、なんとか切り抜けて下さい。
⼀緒に頑張って⾏きましょう︕
現状ではどのような⼈が健康運動指導をしているのか実践指導者がどんな⼈なのかも分からない。情報が少な過ぎる。
これから勉強して職務の内容の理解に努めます。
実際に働いたことがないのでわからないが、履歴や元職種などの情報共有が必要ではないか。
⽇常診療では、表記の職種の⽅々と接する機会がないので、活躍の現状など知りたい。
内容を詳しく知りたい。
位置付けがよくわからないが、健康増進施設や指定運動療法施設において運動負荷をかけた上での処⽅ができるだけの設
備が有り、施設内で運動療法の効果を評価して再処⽅する事ができる必要があるのではないかと考える。
包括ではない、運動指導処⽅箋、指⽰書の発⾏とその報告書のやり取り。
これからの益々の⾼齢化に伴って、マンツーマンで⾏う運動指導/運動療法が重要になってくると思われる。しかしなが
ら、指導にあたる若⼿の⼈⼝の減少で、思うように進まない現実も考えられる。このあたりのギャップをどの様に埋め、
成果を出していくかは、ある程度制度設計によるでしょう。⼗分な報酬をつけて、プロ意識を持ってもらい、今後の⽇本
社会を牽引していく存在になってください。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者の任⽤、および健康スポーツ医との連携について、施設開設者や施設のオーナーの
理解は、現在あまりない状態と考える。現在、コロナ禍により、施設の開設者は、健康運動指導⼠・健康運動実践指導者
の任⽤や運動療法施設・指定運動療法施設の指定による費⽤を切り詰める⽅向で考えている場合が多いと思われる。健康
運動指導⼠や健康運動実践指導者と健康スポーツ医との連携が、施設の収益増加につながるような施策を厚労省が策定す
利⽤者さんや運動療法施設の安全配慮の⼀助に貢献したいですね。
各部⾨で頑張っておられる⽅も多いだろうがクリニックのスポーツ医には何らお役に⽴てることはないですね。医師会員
が誰でも資格を取れるようなシステムが問題かな。何にも役に⽴たない、⽴っていない。
コロナ禍もあり、⽇本⼈の運動量、活動量が⼤きく減っている印象。そのため、肥満・メタボ、フレイル・サルコペニア
が増えており、不健康な⼈が増えている。そんな中で、健康運動指導⼠や健康運動実践指導者の役割の範囲をもっと効果
が出やすいように、活動しやすいように要件も緩和して広めていくべきと思います。⽇本⼈の健康は、皆さんにかかって
体⼒維持はプライスレスな資産だと思う。そんな⼤事な資産を守る味⽅であることをもっとアピールしても良いのではと
考える。⾦融資産にファイナンシャルプランナーがいるなら、健康資産に対しても医学的根拠に基づいたヘルスケアに特
化したプランナーが必要だと思うし、健康運動指導⼠や健康運動実践指導者がその任務に適しているのではと思う。
糖尿病診療に順天堂⼤学は運動療法が優れているがそれぞれの施設で⾏い外部のスポーツ医は関係ないような印象であ
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者が増えて、国⺠が容易に運動療法を⾏える環境が整えられると良いと思う。特に過
疎地域には⾼齢者が多くサルコペニアを予防する必要がある。都会だけでなく、過疎地域にも⽬をとめていただければと
健康指導⼠のスキルが知りたい。
患者の有する疾患の運動リスクを理解していることが、最も重要かと思われる。
現在特定保健指導実施者講習に、健康運動指導⼠の参加が増えていますが、個別指導の経験が少なく、医学的知識がまだ
まだ不⼗分である。運動の中でも、中⾼年の健康増進運動、有疾病者の運動療法に⾄っては、健康増進施設や指定運動療
法施設において、医師の指⽰を仰ぎながら、⼗分医師と連携していただきたいと思う。
PTに準ずる医療知識の習得。
⼤学の健康運動指導⼠の養成コースで、⽣活習慣病概論を担当している。⽣活習慣病に関する知識をしっかり持つこと、
そのうえで、⽣活習慣病の治療としての運動療法の位置付けを認識して、個別の対応が出来るようにすることを⽬指して
⽇々進歩する医療や社会について、可能な範囲で新しい広い知識を持つようにすることで、利⽤者とのコミュニケーショ
ンも深まり、信頼関係が得られる⼿段の⼀つとなると思う。
健康運動指導⼠のレベルアップが必要と思う。そのためには、2段階にして軽症の有疾患者を対象にできる上級クラスを
設置したらどうでしょう。
現況のリモートワークの定常化、外出抑制ににより、就労者、⾼齢者などの⾝体活動が極めて低下しており、⽣活習慣病
の悪化、フレイル、認知機能の悪化が懸念される。今後は、施設内のみではなく、積極的な外部発信をお願いしたい。企
業、地域介護施設、在宅療養者などへの出張指導も視野に⼊れてほしい。そのためには、最新の社会状況、国⺠の健康状
態など、常に知⾒を新たにお願いしたい。運動はメンタルヘルス対策としても極めて有効。そこも踏まえた、今後の展開
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今後も国⺠の健康維持のためまた糖尿病療養指導などの観点からも運動療法は⼤切だと思う。私は糖尿病療養指導⼠の資
格も持っています。⽇時的な条件が合えば要請があれば出向いてもよいと思っています。
疾患を抱えた⼈が対象ですので、病気に対する正しい知識を持っていただきたい。⼀部の医療関係者では⺠間療法などを
勧めた例もある。
こどもへの指導ができるようになってほしい。
単に運動を推奨するだけでなく、個別の特性に合わせた指導ができるよう、研修に励んでいただきたいと思う。
簡単な連絡⽤の書式等があれば⾏いやすいかと思う。
コロナ対策が問われ、経営が困難になってる事が危惧される。全国の状況調査が必要かと考える。
メンタルヘルス⾯からも⾝体からのアプローチをすることで、癒し効果が最近、実証されてきている反⾯、精神的に問題
を抱えている⽅々が今後、⼀般的に利⽤していくことが考えられるので、特にメンタルヘルス⾯での知識を軽視しない
で、⼤切にしていただく必要があろう。（こころは⾝体と切り離さないで全体として扱える考え⽅を⾝につけて頂けば幸
お元気で⽐較的若い⼈への運動療法は通常通りに施⾏しても問題ない。しかし、持病を抱えたり、ADLの不良な⽅への運
動療法は、廃⽤症候群のリハビリと変わらないので、健康運動指導員/健康運動y実践指導者には病院でのリハビリ運動な
どの⾒学や講習を受けた⽅が良い場合があると思われる。
運動することの必要性は理解しているけど、それがなかなかできずにいる⼈やめんどくさがっている⼈をいかに取り込ん
でいくかなどの⽅法論やそういった⼈が参加できる機会を沢⼭作っていくことが⼤切だと思う。
適宜 運動効果をチェックし報告書を作成する。（数か⽉に1回）スポーツドクターにも実践してもらうようにする。（⾃
からも楽しんで⾏うようにする）
健康運動指導⼠の層も厚くなっているので、クラス分けがあってもよいのではないかと思う。体⼒測定だけでなく運動負
荷検査などにも同席したり実際に負荷検査に参加してもらうと、運動処⽅の内容も理解してもらえますし、指導の安全管
理の質も上がる。運動処⽅作成にも関わってもらい、処⽅後の繰り返しのカンファレンスも⼤切である。
各受療者に、各々適切な実践プランをスポーツ医と相談して画定されたい。
⼼臓や脳梗塞後などの内科疾患や、膝関節症や椎間板ヘルニア、脊柱管狭窄症、腰椎圧迫⾻折などの持病を持った⽅もお
られるの個々にあったプログラムの作成をカンファレンスで情報共有しながらお願いしたいと思う。
⾼齢者⼀⼈⼀⼈のメニューの作成をお願いします。
やる気の無い⽅も⾏かれるので対応が難しいと思うが上⼿く指導頂けると有り難いです。
各々の患者さんに合わせたたきめ細かい配慮や⾔葉かけを宜しくお願いします。
施設利⽤者⼀⼈ひとりに合わせ寄り添いながら、運動処⽅を実践していただきたいと思う。
患者さんのための指導をお願いいたします。
現場の専⾨家は若い⽅が多く、⾼齢者の特性について配慮を持って指導していただけたらと思う。
運動療法時の注意点を気軽に聞いてもらえるといいと思います。
マニュアルに沿った、画⼀的な指導ではなく、個々の状態に応じた指導を期待する。
運動によって、変わった、元気になったという実感が、⼈を前向きにする。運動機能、体重などの改善のフィードバック
も⼤事であり、指導者の励まし、声かけなど精神⾯でのサポートも⼤きな意味があると思う。運動は継続が⼤事と思う。
個々⼈に応じた継続させる⼯夫も腕の⾒せ所と思う。
安全性や運動指導、疾病予防のほか、地域におけるいわゆる「居場所」としての機能を最⼤限担えるような取り組みを期
個々の患者さんの、個⼈トレーナーの様な存在になって、⽬標に向かって伴⾛して頂きたい。
介護⼠、ヘルパー、社会福祉⼠などの資格を合わせて持っていると、雇⽤しやすい。
現場で指導を⾏う指導⼠・指導者の待遇の担保がきちんと⾏われる必要性が重要と思われる。
職業として⽣活ができる待遇を考えて欲しい。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者が全く評価されていない。せっかく資格を取得しても経済的に評価されていないの
で整形外科の個⼈病院などで働く⽅が多いように思う。
連携がカギと⾔われるが、本当にそうとは限らないのでは。健康増進施設認定要件をどの様にされるかわからないけど、
ハードルを低くしていかないと⼀般の⽅の運動への参加意欲がわかないし、⼩規模で⼀⽣懸命やってる施設は沢⼭あるの
で⾒直すのであればしっかり考えていただきたい。
太極拳と空⼿をやっているが、臨床運動学的検知を理解してやっている⼈はわずかである。オリンピックで⾏われるよう
な運動が運動と思っている⼈が多い。
学校で就学して⾏くカリキュラムの中に医学的(運動器)の理解に必要な教科を含める必要がある。
運動指導者としてレベルアップ、⾃ら地域連携を志す姿勢が重要ではないでしょうか。
施設の設備のチェックや指導員の技量・指導⼒を⼀定基準に維持しなければいけないし、患者の情報の共有などコミュニ
ケーションも必要。患者の健康状態の改善があれば、報酬をもらいたい。
現場で指導を⾏う指導⼠・指導者の質の確保が重要と思われる。
運動することで病気の予防ができることを広めてほしい。
健康測定研修では負荷⼼電図、新派蘇⽣の講習もあった。負荷⼼電図測定には⿇酔器の装備がいりますがハード⾯ではど
うでしょうか︖医療連携はともかく常駐義務のあるなしも⼼配である。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者は、スポーツ医と連携して健康増進や運動療法を⾏う事を義務化して、健康運動指
導⼠や健康運動実践指導者の独断的指導にならない事が事故防⽌に繋がると考える。
怪我や救急事態の処置ができるように教育されているのでしょうかね。
健康運動指導⼠や健康運動実践指導者に期待することは、緊急時の対応、⼼肺蘇⽣において気管内挿管まで可能とする
と、緊急対応能⼒が上がり、医師が施設に張り付かなくても任せられると考える。
もっと積極的に周知した⽅が良いと思う。
健康体⼒づくり事業財団、⽇本運動療法推進機構が養成に関わっていると思いますが認知度がいまいち。資格も⺠間資格
で国家資格にすればもっと受験者み増えるのではないでしょうか︖健康増進施設にしても指定運動療法施設にしても⽴ち
上げに⾦がかかる割りにはメリットがなく、撤退するところが増えていると思う。もう少し国が本気になって予防に取り
組まないとない折⾓頑張っている施設もなくなり、普通のフィットネスクラブになってしまうのでは︖
健康運動指導⼠うあ健康運動実践指導者は⼤変貴重な存在であるにも関わらず、⼀般の⽅にあまり認知されていないの
で、その存在と価値をもっと広く知らしめるべきだと思う。
この制度を認識しないで、健康増進施設を利⽤している利⽤者は多いと思われる。施設でこの制度について利⽤者に説明
し、積極的に制度を利⽤していただきたい。健康増進施設スタッフとしては業務多忙の中で⼤変かとは思うが、施設の発
展にも寄与するものと思う。
もっと⾃分達の得意の事を世間にアピールする。
トレッドミルで⾛ったり、バイクを漕ぐときにマスクを強要するスポーツクラブがあり、患者さんが息苦しくなるので、
やりたくない、というところから、運動不⾜に陥り、膝を悪くした⾼体重の患者さんをどうしてくれるのか、という気持
ちでいっぱいの今⽇この頃です。
これも難しい
運動療法施設における健康スポーツ医の役割、⽬的は明確にしておきたいと思います。
健康は、本来に⼤事なこと
栃⽊サンプラザスポーツセンターのリーダーはこちらから質問すれば指導してくれる。
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別添資料６ ヒアリングの内容 
 
１． 60 代男性内科医、北海道札幌市北光記念クリニック 

ZIP 運動施設３件。10 年後の更新の時期であったが経営者が見合わせる判断。メリット
がない。経営者自身が健康増進の価値を感じていない。 

3 つのうち別の 1件でシニア層ターゲットの展開ができると医師自身は考えている。 
 

周囲の医師には理解が得られない：診療報酬にならない。自費で文書料を取ると患者の負
担になる。医療費控除となっても、むしろ費用がかかる。 
診療報酬がつけば、3割から 1 割負担の中で行っていけるのでは。 

 
健康運動指導士は北翔大学で産出しているので活躍の場となるといい。若い女子など真

面目に行っているので、育成から行える。 
 

医療費控除の際にも書類が必要。電子化・自動化をすすめたい。 
 

行政・厚労省などが補助金を出すなど、今こそ、健康増進施設を、コロナ禍でも安全安心
に運動が行える施設として、優遇措置をとってほしい。 
現在のままの状況で要件緩和しても申請は期待できない。 
 
コロナ禍で、臨床の場では、スポーツクラブ・デイケア等に行かなくなった高齢者が増え

ている。 
フレイル→不動 
元気な高齢者→筋力低下、不活動 

 今こそ、安心・安全に運動を行える施設が必要である。 
 
 
２． 40 代女性内科医師、東京都江戸川区守島クリニック 
元々父が整形外科。理学療法士もいた。ADL 落ちた方の治療、リハからの回復期の運動

療法、生活習慣病の治療。 
埼玉県の大規模な施設に関わっており、より都市型でできないかと思った。総合診療医で

あり認知症サポート医でもある。認知症サポート医の横の連携は最近 MCS でつながった。
（Medical Care Station, エンブレース社が手掛ける医療介護系の closedな SNS） 
資格が何で必要なのか、内科の医師のかかわりがなぜ必要なのか、理解が進むようにする

必要がある。 
生活習慣病療養計画書を月 1回かいてフォロー 8 割 
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一般会員 2割 こちらは医療費控除の対象 
8 割は継続できている。 
コロナで一旦健康増進施設は休業したが再開の希望が強く再開した。ほとんどの人が再

開後通っている 
主な学会はプライマリケア学会。発表したがあまり反応がなかった。 

2018 年に開設。もともと健康運動士とのつながりがあった。リハとのつながりも強い
（クリニックの方に通所リハあり。PTも複数名いる） 
健康運動指導士の雇用の不安解消が重要 
ハードの要件は見直していい。 

 
病院⇒リハ→デイサービス・デイケア→その後の運動の場 のニーズがある 

 
 
３．60 代女性内科医、千葉県 ヘルシーナ 他   
運動施設の展開の希望（すなわちユーザー？）の方向性と健康増進のための運動とが合致

しない感がある。特に女性は、運動やっている感があれば良しと考えているところがあり、
サービス提供側はニーズにあわせている。健康のための運動を正しく伝え、利用者の目標設
定・定期的評価を行うところが必要。運動についての正しい考え方については一般教育の場
でも十分に提供されていない。初等教育から必要。 
 運動施設における、指導者、利用者間のコミュニケーションも大事。体感とともに、話も
含め学んでいく。 
先生ご自身は病院というより、このような施設での職歴が長く、トレイナーや栄養士と同

じ目線で接することができてきたのは、幸運であった、と。 
ヘルシーナは港区医師会が医師の報酬（1回 4万円）を支払っている。そのため利用者負

担は少なくて済んでいる。1回に 3人の医師をつけている。指定管理は長らく TAC が行っ
ていたが変わってしまった。初期を作られたのが千葉大卒の高岡先生ら。 
 
施設認定後のフォローが足りない。認定しっぱなしで、その後の質の担保がない。更新の

仕組みを検討する必要がある。（ｃｆ人間ドッグ学会の認定制度はかなり厳しく質の管理を
している） 
健康スポーツ医・健康運動指導士は実際の施設見学をできるといい。 

 
いらないもの：面積要件などのハード面はいらないものがある。いろんな人たちが使えるよ
うにしてほしい。 
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４． 70 代男性内科医、東京都 ヘルシーナに関与ほか  
千代田生命の大規模なスポーツクラブが 1984 年創設のころに関わった、Medical salonが

スポーツクラブ内にあった。臨床スポーツ医学が始まったころ。 
5 年くらいして、健康増進施設等できてきた。 
ヘルシーナは、当時女子医大青山病院勤務であったため港区医師会との関連で支援した。

中村先生や高岡先生がご尽力。スポーツ医学の推進を期待し、行政に働きかけた。今までも
何度かうねりがあったが、都度そういう先生方が行政を説得し存続してきた。保健所や行政
とのパイプがあったからこそできた。医師の人件費について医師会が補助。 
 
現実的には、医師側の理想と、現場（運動施設）の現状（採算がとれるかも含め）を踏ま

えどこで折り合いをつけるか。多くの人が参加できる形で行うためには、それが重要。 
藤沢市保健医療センターでは、行政からの委託、行政からの補助で賄われていた（健康運

動指導士の雇用など）部分。公共の施設も土日・夜間のオープンを検討するなど柔軟な対応
がとれるとより若年層への支援などより充実する。採算面でも利点があろう。 
新規事業として健康増進施設ではないが、ジムレベルとクリニックで、お互いの立場を理

解し、それぞれの場をそれぞれが管理する形でリスクはそれぞれが管理、勉強会やカンファ
レンスなどの継続的なコミュニケーションの中でシェアし、お互いに勉強していく形で運
動連携パスをすすめる。 
個別にその人にとっての運動の原則は伝えるが、実際メニューに落とし込んでクライア

ントに伝え動かしていくのは運動施設の方。それができる指導士を育てていくことが重要。 
民間との連携の際には重要なポイントとなる。 

Medical check として運動前後で効果判定のための健診様のものを受けていただく予定。
運動処方箋の費用とかはとらない。 
運動施設側は入会料のディスカウントなどの特典をつける。 

 
医師にとってもすそ野を広げ、かかりつけ医などの一般内科医でも簡単な処方はでき、そ

れに応じて運動施設側がメニューを作れる、より難しい例は地域のスポーツ医が対応する
などの仕組みができるといい。 
 
 
５． 60 代男性内科医 岡山県倉敷市重井医学研究所附属病院 健康増進施設はあもにい倉

敷  
カルチャ＆フィットネス。デイサービスも実施している。経営は医療法人創和会。 
12-13年前、社会保険庁の関連で行っていた施設を引き取る形で始まった。そのため、健

康増進施設認定の手続きの苦労はない。一回更新手続きは行った。 
急性期の病院と慢性期のしげい病院（脳卒中が 5割、骨折が 4割、残りが廃用症候群）が
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ある中で、心リハ、脳卒中リハなどの後の受け皿に使えるといい。（現状はそこまでできて
いない） 
病院の方の健康運動指導士と、健康増進施設のものでは、経験値が違う。うまく交われる

仕組みが作れるといい。理学療法士がいると安心である。上級健康運動指導士は是非あると
いい。病院の方は PT と健康運動指導士が一緒に働いているので、自ずとレベルアップす
る。 

 
県の仕組みとしては、岡山市の済生会のチームがリードして、岡山県 AMI 地域連携会（国

の助成事業が発端）がしばらく前に作られパスができた。倉敷市では受け皿となる運動施設
はあまりなく、十分に連携が取れて行えているとはいいがたい。循環器疾患の急性期病院と
しては倉敷病院がある。 

 
生活習慣病→加齢・フレイル→通所介護  ・・ の通所介護の一歩手前のところを担え

るといいと思う 
 

子どもたちにも対象を広げたい。運動指導ができるということ、遅めの時間まで空いてい
るということ含め、学童保育を考えている。子供たちの体力増強、身体活動アップも重要な
課題であるし、就労世代への支援としても重要で社会的ニーズがある。 
 
 
６． 30 代男性、整形・内科医 東京都 （大学病院勤務） 
日医の健康スポーツ医の認定は、スポーツ医関係の資格はすべて取っておこうと思った

のでとった。一番早く取れる資格。メリットは特に感じていない。次の資格を取る際に一部
免除になるのは当時のメリット。エスフォルタから運動処方の依頼がくることがある。健康
増進施設とのかかわりはそれくらい。。 
企業の福利厚生とリンクして、健康増進施設を従業員が使用できるようにするといい。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 

健康増進施設認定基準に関する意見収集 

（運動型健康増進施設・温泉型健康増進施設・医療法42条施設） 
 

 
研究分担者 澤田亨（早稲田大学 スポーツ科学学術院・教授） 

 

研究要旨 

 厚生省（当時）は国民の健康づくりを推進するため、昭和 63年に健康増進施設認定規程を定めた。その結

果、全国各地で健康増進施設が認定され、国民の健康寿命の延伸に貢献してきた。しかしながら、認定規程の

制定から 34年が経過し、社会環境や人口構成の変化、あるいは、身体活動と健康に関する新たな知見の創出

に伴い、健康増進施設の認定基準や運用方法を見直す必要があると考えられる。そこで健康増進施設認定基

準や運用方法の見直しに資する資料を得るために、運動型健康増進施設・温泉利用型健康増進施設・医療法第

42 条施設に対する質問紙調査を行った。これらの調査の結果、健康増進施設の認定基準について、人的基準

を満たすための資格認定制度や養成体制の整備が必要であると考えられた。また、認定施設を増やしていく

ためには健康増進施設の目的達成に関係しない認定基準の見直しや時代の変化や、時代の変化に伴う疾病構

造の変化を受けた認定基準に見直していく必要があると考えられる。健康増進施設が今まで以上に国民の健

康寿命の延伸に貢献するために、これらの課題の早急な解決が望まれる。 

 

 

Ａ．研究目的 

 本研究の目的は、健康増進施設認定基準の見直

しに関する資料を得るために、運動型健康増進施

設（指定運動療法施設を含む）・温泉利用型健康増

進施設（指定運動療法施設を含む）・温泉利用プロ

グラム型健康増進施設・医療法第 42 条施設を対象

にした質問紙調査と健康増進施設関係者に対する

ヒアリング調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．健康増進施設に対する質問紙調査 

（1）調査対象施設 

 2021 年 2 月時点で認定を受けている指定運動療

法施設を含む運動型健康増進施設（以下、運動型施

設）、指定運動療法施設を含む温泉利用型健康増進

施設および温泉利用プログラム型健康増進施設

（以下、温泉型施設）について、それぞれ 332 施

設、22 施設を調査の対象とした。 

 

（2）調査の方法 

 A4 用紙両面 2 枚の「健康増進施設の認定基準に

関するアンケート調査」（別紙 1）を調査委託機関

から郵送し、回答した調査票を返送してもらうよ

う依頼した。 

 

（3）倫理的配慮 

 調査開始前に、調査委託機関に対して調査内容

を外部に公表しないという秘密保持契約を締結し

た。そして、調査用紙の配布・回収・データ入力に

ついては研究代表者が所属する機関と調査内容の

秘密保持に関する契約を締結した調査委託機関が

行うことを調査依頼用紙に記載した。加えて、研究

者は調査会社からデータを受け取り、統計的に集

計した後に学術発表や厚生労働省への報告のため

だけに使用すると記載するとともに、調査に協力

しなくても不利益が生じることはないと記載した。 

 

（4）調査内容 

 1) 施設のタイプや概要、2) 健康増進施設認定基
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準に関する課題や希望、3) 健康増進施設認定の有

効期限や更新に関する課題や希望、4) 健康増進施

設に関する課題や希望（なんでも）の 4 項目につい

て多肢選択式あるいは自由記述形式で調査した。 

 

2．医療法第 42条施設に対する質問紙調査 

（1）調査対象施設 

 健康・体力づくり事業財団は 2016 年から 2 年間

「医療機関と健康運動指導士等との連携による運

動療法の在り方に関する調査・研究」を実施してい

る。この時に作成された医療法第 42条施設（以下、

42 条施設）のリストに掲載されている 235 施設を

調査の対象とした。 

 

（2）調査の方法 

 A4 用紙両面 2 枚の「健康増進施設の認定基準に

関するアンケート調査」（別紙 2）を調査委託機関

から郵送し、回答した調査票を返送してもらうよ

う依頼した。 

 

（3）倫理的配慮 

 調査開始前に、調査委託機関に対して調査内容

を外部に公表しないという秘密保持契約を締結し

た。そして、調査用紙の配布・回収・データ入力に

ついては研究代表者が所属する機関と調査内容の

秘密保持に関する契約を締結した調査委託機関が

行うことを調査依頼用紙に記載した。加えて、研究

者は調査会社からデータを受け取り、統計的に集

計した後に学術発表や厚生労働省への報告のため

だけに使用すると記載するとともに、調査に協力

しなくても不利益が生じることはないと記載した。 

 

（4）調査内容 

 1) 健康施設に関する質問、2) 運動利用者に関す

る質問、3) 健康増進施設認定基準に関する意見や

希望、4) 健康増進施設に関する課題や希望（なん

でも）の 4 項目について多肢選択式あるいは自由

記述形式で調査した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1．健康増進施設に対する質問紙調査 

（1）調査票の回収 

1）運動型健康増進施設 

 332 施設に質問紙を送付したが 4 施設について

は施設に届かず、有効発送数は328施設となった。

回収数は 113 施設であった（回収率：34％）。 

 

2）温泉利用型健康増進施設および温泉利用プログラ

ム型健康増進施設 

 22 施設に質問紙を送付した。回収数は 13 施設

であった（回収率：59％）。 

 

（2）施設のタイプや概要 

1） 運動型健康増進施設 

 施設のタイプについては、指定運動療法施設で

ない運動型施設が 35 施設（31%）、指定運動療法施

設が 78 施設（69%）であった。 

 施設の種類は、公営の施設が 25 施設（22%）、民

間の施設が 37 施設（33%）、医療法第 42 条施設が

35 施設（31%）、医療法第 42 条施設ではないが医

療機関に併設された施設が 11 施設（10％）、「その

他」と回答した施設が 5 施設（4％）であった。 

 新型コロナウイルス感染症拡大前の 16歳以上の

会員数については、「100～500 人」と回答した施設

が最も多く 46 施設（41%）であった。また、1 日

当たりの利用者数は「50 人未満」から「501～800

人」までほぼ均等に分布していた。 

 

2） 温泉利用型健康増進施設・温泉利用プログラム

型健康増進施設 

 施設のタイプについては、温泉利用型健康増施

設が 12 施設、温泉利用プログラム型健康増進施設

が 1 施設であった。 

 施設の種類は、公営の施設が 4 施設、民間の施設

が 6 施設、「その他」と回答した施設が 3 施設であ

った。 

 16 歳以上の会員数については、100 人未満が 1

施設、100～500 人が 7 施設、500～1,000 人が 2  

施設、3,000 人以上と回答した施設が 1 施設あっ
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た。また、1 日当たりの利用者数は「50 人未満」か

ら「501～800 人」までほぼ均等に分布していた。 

 

（3）健康増進施設認定基準に関する課題や希望 

1） 運動型健康増進施設 

 36 件の記載があり、認定基準に関する記載が 31

件、申請方法に関する記載が 5 件であった。また、

基準や申請方法以外に関して 50件の記載があった。 

a. 認定基準（人的要件） 

 健康スポーツ医の確保が困難であるという記載

が 2 件、健康運動実践指導者の確保が困難である

という記載が 6 件あった。また、医療機関との連携

について人的基準を明確にすることを希望するも

のが 2 件あった。 

b. 認定基準（医療費控除に関する要件） 

 医療費控除の要件については、要件の緩和を求

める記載が 1 件、利用料の要件廃止を希望する記

載が 1 件あった。 

c. 認定基準（設備や設置器具に関する要件） 

 面積要件の緩和を求める記載が 3 件、測定装置

の基準が時代にあわないという指摘が 1件あった。 

b. 申請方法 

 申請方法の簡素化や、電子化を希望する記載が 3

件あった。 

d. その他 

 健康増進施設の認知度向上に関する希望が 24件、

施設として健康増進施設の認定を受けるメリット

がないという意見が 19 件あった。 

 

2） 温泉利用型健康増進施設・温泉利用プログラム

型健康増進施設 

 温泉療法医や健康運動指導士を探すことが困難

であるという記載が 2 件、健康運動指導士等の認

定に際して必要な人材の育成強化を希望するもの

が 1 件あった。また、医療機関との提携が困難であ

るとの記載が 2 件あった。さらに、認定に必要な人

的要件の緩和を望む記載が 1 件あった。 

 

（4）健康増進施設認定の有効期限や更新に関する

課題や希望 

1） 運動型健康増進施設 

 34 件の自由意見があった。 

a. 有効期限や更新頻度 

 変更が生じた場合のみ更新申請することを希望

した施設が 2 件、現状の有効期限（10 年）で良い

との記載が 3 件、更新頻度をに短くする（3～5 年）

ことを希望する施設が 3 件、逆に長くすることを

希望する施設が 2 件であった。 

b. 更新 

 更新方法の簡素化や時間の短縮を希望する施設

が 9件、現在の方法でよいと記載した施設が 1件、

現地調査をオンラインに変更することを希望する

施設が 2 件であった。 

c. 施設のレベルアップ 

 研修会を開催して施設のレベルアップを図って

ほしいと希望する施設が 3 件、情報提供や情報交

換を希望する施設が 5 件、 

d. 医療機関との連携 

 医療機関との連携をサポートする仕組みを構築

してもらいたいという意見が 1 件、健康増進施設

と連携することによって医師や医療機関にメリッ

トが発生する仕組みを構築してほしいという意見

が 2 件、医療費控除の認知度が低く医師や医療機

関の協力が得られないという意見が 2 件、医療費

控除の手続きの簡素化を希望する意見が 1 件、運

動療法に保険点数をつけてほしいという意見が 2

件、指定運動療法施設の活用に内科疾患だけでな

く整形（腰・膝・肩）などの疾患も加えてほしいと

いう意見が 1 点であつた。 

 

2） 温泉利用型健康増進施設・温泉利用プログラム

型健康増進施設 

 5 年更新を望む記載が 1 件、更新手続きの簡素化

を希望する記載が 3 件あった。 

 

（5）健康増進施設認定に関する課題や希望 

1） 運動型健康増進施設 

 本調査に回答した 113 施設中、50 件の自由記載

があった。 

 健康増進施設の認知度の低さや、制度の周知を
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希望する意見が 20 件（18％）、健康増進施設認定

のメリットが感じられないという意見が 16 件

（14％）あった。また、医療費控除制度（8 件：7％）

や健康運動指導士（5 件：4％）に関する意見が寄

せられた。 

 

2） 温泉利用型健康増進施設・温泉利用プログラム

型健康増進施設 

 8 件の記載があり、制度の認知度の向上を希望す

る記載が 3 件、認定に必要な資格者の育成強化や

地位向上を望む記載が 2 件あった。また、温泉利用

指導者講習会のオンライン化を望む記載が 1 件っ

た。さらに、医療費控除について施設利用頻度の緩

和を望む記載が 1 件、宿泊費を控除の対象に含め

てほしいという記載が 2 件あった。 

 

2．医療法第 42条施設に対する質問紙調査 

（1）調査票の回収 

  235 施設に質問紙を送付したが 2 施設につい

ては施設に届かず、有効発送数は 233 施設となっ

た。回収数は 93 施設であった（回収率：40％）。 

 

（2）施設のタイプや概要 

 健康増進施設認定制度を「知らない」あるいは

「聞いたことがあるが内容までは知らない」と回

答した施設が 6 施設あった。一方で、44 施設が健

康増進施設の認定を受けていた。また、申請を検討

したことがある施設が 24 施設あった。会員数は

「100 人未満」が 23 施設、「100～250 人」が 35

施設、「251～500 人」が 19 施設であり、500 以下

の会員数の施設が全体の 87%を占めていた。また、

1 日の利用者数は「50 人未満」が 50 施設、「50～

100 人」が 26 施設であり、100 人以下と回答した

施設が全体の 84%を占めていた。 

 

（3）健康増進施設認定基準に関する意見や希望 

 健康増進施設認定制度に対する申請を検討した

ことがある 24 施設における自由記載内容は、42 条

施設が健康増進施設の認定を受けられるように認

定基準の緩和を求める記載が一番多く、11 件あっ

た。基準緩和の内容は、面積基準の緩和や撤廃を求

める記載が 7 件、認定基準項目の削減など面積基

準以外の緩和や見直しを求める記載が 4 件であっ

た。また、健康増進施設の認知度が低いことから健

康増進施設の認定を受けるメリットを感じられな

いという記載が 8 件あった。その他の意見として

は、内科だけでなく整形外科も視野に入れた認定

基準の設定を求める記載が 2 件、体力測定の全身

持久力測定機器として、運動負荷テスト以外の方

法も認めてもらいたいという記載が 1 件あった。

人的要件に関する記載は、健康スポーツ医が少な

い事や、健康運動指導士の質に関する意見がそれ

ぞれ 1 件あった。さらに、指定運動療法施設での利

用料金について幅広い料金設定を希望する記載が

1 件あった。 

 

Ｄ．考察 

 今回の調査は認定基準に関する自由意見を抽出

することを目的としたことに加え、コロナ禍での

調査であったことから、質問紙の鏡文において回

答を強く依頼しなかった。このため運動型施設の

回答率は 34%（113 施設/328 施設）、温泉施設は

59%（13 施設/22 施設）、42 条施設については 40％

（93 施設/233 施設）という回答率であった。 

 

1．健康増進施設に対する質問紙調査 

 認定基準に関する意見をソフト面とハード面に

分けて集計すると、圧倒的にソフト面に関する意

見が多く記載されていた。人的基準において、健康

スポーツ医、温泉療法医、健康運動指導士・健康運

動実践指導者の確保が困難であるとの声が多く寄

せられた。健康増進施設の質を維持・向上させてい

くためには人的基準を満たすための体制の整備が

必要であると考えられた。 

 

2．医療法第 42条施設に対する質問紙調査 

 健康増進施設認定制度に対する申請を検討した

ことがある 24施設における自由記載内容は健康増

進施設における調査結果と異なり、ハード面の認

定基準の緩和を求める声が多かった。とりわけ、面
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積要件が 42 条施設が健康増進施設、そして指定運

動療法施設の認定を受けるための障壁になってい

る可能性があると考えらえた。健康増進施設、ある

いは指定運動療法施設に求められる業務を行うた

めにどのくらいの面積が必要か、面積基準の撤廃

も含めた検討が必要であると考えられる。また、時

代の変化や、時代の変化に伴う疾病構造の変化を

受けて、指定運動療法施設での利用料金について

幅広い料金設定を希望する意見や内科系の疾患の

みならず整形外科系の疾患についても健康増進施

設の対象疾患とすべきであるとの意見があり、こ

れらの課題にも取り組んでいく必要があると考え

らえた。 

 

Ｅ．結論 

 本調査の結果、健康増進施設の認定基準につい

て、人的基準を満たすための資格認定制度や養成

体制の整備が必要であると考えられた。また、認定

施設を増やしていくためには健康増進施設の目的

達成に関係しない認定基準の見直しや時代の変化

や、時代の変化に伴う疾病構造の変化を受けた認

定基準に見直していく必要があると考えられる。

健康増進施設が今まで以上に国民の健康寿命の延

伸に貢献するために、これらの課題の早急な解決

が望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし。 

 

２．学会発表 

 なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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（別紙 1） 

 

2021 年３月吉日 

健康増進施設管理者様 

厚生労働科学研究 研究班 

研究代表者 澤田 亨 

 

厚生労働科学研究、「健康増進施設の認定基準に関する調査」へのご協力のお願い 

 

拝啓 コロナ禍の中、新型コロナウイルス感染症対策に取り組まれ、いろいろとご苦労されておられ

ることとお察し申しあげます。このような時期にいろいろなお願いをさせていただき大変申し訳ござ

いませんが、健康増進施設の活性化に向けた取り組みの一つとして、厚生労働省から健康増進施設の

認定基準を見直すための調査依頼を受けました。お手数をおかけして申し訳ございませんが、よろしけ

れば本調査にご協力いただければ幸いです。 

敬具 

記 

1．調査目的 

 運動型健康増進施設の認定基準の改定に向けて、認定基準や資格更新に対する健康増進施設管理者様のご

意見やお考えをお教えいただくことを目的に匿名でのアンケート調査を実施させていただきます。 

 

2．調査内容 

 アンケート調査（本紙：A4 用紙両面 2 枚） 

 

3．調査用紙の取り扱い 

 調査用紙の配布・回収・データ入力については、研究代表者（澤田 亨）が所属する早稲田大学と調査内容

の秘密保持に関する契約を締結した調査委託機関である株式会社山手情報処理センター（以下、調査会社）が

行います。調査会社は秘密保持契約に基づき、調査内容を外部に公表することはございません。研究代表者

は、受け取った回答内容を学術発表や厚生労働省に対する報告のためだけに使用いたしますので、施設の情

報が漏れたり、ご迷惑をおかけすることはございません。 

 回答いただけなくても問題ございませんので、なにとぞご無理のないようお願いいたします。 
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4．提出期限 

 ご協力いただける場合は、たいへん申し訳ございませんが 2021 年 3 月 26 日（金）までにご提出いただき

ますようお願いいたします。 

 

5．研究実施者（所属・役職） 

（1）澤田 亨（早稲田大学 スポーツ科学学術院・教授） 

（2）小熊祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター・准教授） 

（3）佐藤真治（帝京平成大学 スポーツ健康学部・教授） 

 

6．調査に関する問い合わせ先 

（1）名前        澤田 亨（さわだ・すすむ）（研究代表者） 

（2）所属        早稲田大学 スポーツ科学学術院 スポーツ疫学研究室 

（3）電話番号      090-4008-9654（携帯）（月～金曜日、10 時～16 時） 

（4）メールアドレス   s-sawada@waseda.jp 

 

以上、なにとぞよろしくお願いいたします。 
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健康増進施設の認定基準に関するアンケート調査 

 

ご回答にあたってのお願い 

・ ご回答は、あてはまる番号を〇で囲むか、    や（  ）内に具体的にご記入ください。 

・ ご回答について、（自由記載）と記載している質問については自由に意見等をご記入ください。 

・ ご回答は、質問の番号や指示にそってお願いします。 

・ ご回答の締め切りは 2021 年 3 月 26 日（金）とさせていただきます。 

 

I．施設のタイプや概要に関する質問 

 

（1） 施設のタイプはどのタイプですか（〇は１つのみ） 

1．運動型健康増進施設（指定運動療法施設ではない） 

2．運動型健康増進施設（指定運動療法施設） 

3．温泉利用型健康増進施設 

4．温泉利用プログラム型健康増進施設 

 

（2） 施設の種類はどのタイプですか（〇は１つのみ） 

1．公営の施設 

2．民間の施設 

3．医療法第 42 条施設（※） 

4．（医療法第 42 条施設ではないが）病院に併設した施設 

5．その他（自由記載：                          ） 

  ※ 医療法第 42 条において、医療法人の附帯事業の１つとして定められたもので、疾病予防のために有

酸素運動を行わせる施設のことです。 

 

（3） 16 歳以上の会員（登録者）数は何人くらいですか【おおよそで結構です】（〇は１つのみ） 

   ※ 新型コロナ感染症拡大前の人数をご回答ください。 

1．100 人未満        2．100～500 人       3．501～1,000 人 

4．1,001～2,000 人     5．2,001 人～3,000 人    6．3,001 人以上 

     

（4） 1 日当たりの 16 歳以上の利用者数は何人くらいですか【おおよそで結構です】（〇は１つのみ） 

   ※ 新型コロナ感染症拡大前の利用者数をご回答ください。 

1．50 人未満          2．50～100 人           3．101～200 人 

4．201～500 人          5．501～800 人          6．801 人以上 
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II．健康増進施設認定基準に関する課題や希望 

 

 健康増進施設認定基準に関する課題や希望がありましたら下記に記載していただきますようお願いいたし

ます。 
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III．健康増進施設認定の有効期限や更新に関する課題や希望 

 

 健康増進施設認定基準の有効期限や更新に関する課題や希望がありましたら下記に記載していただきます

ようお願いいたします。 
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IV．健康増進施設に関する課題や希望について（なんでも） 

 

 どのようなことでも結構ですので、健康増進施設認に関する課題や希望がありましたら下記に記載していた

だきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートは以上です。 ご協力ありがとうございました。 

ご記入後は同封した返信用封筒に入れて返送をお願いいたします。 

以上、よろしくお願いいたします。 
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（別紙 2） 

2021 年 3 月吉日 

温泉利用型健康増進施設 管理者様 

温泉利用プログラム型健康増進施設 管理者様 

厚生労働科学研究 研究班 

研究代表者 澤田 亨 

 

厚生労働科学研究、「健康増進施設の認定基準に関する調査」へのご協力のお願い 

 

拝啓 コロナ禍の中、新型コロナウイルス感染症対策に取り組まれ、いろいろとご苦労されておられ

ることとお察し申しあげます。このような時期に調査へのご協力のお願いをさせていただき大変申し

訳ございませんが、私たち研究班は、厚生労働省からの委託を受けて健康増進施設の認定基準を見直

すための調査研究を行っております。お手数をおかけして申し訳ございませんが、よろしければ本調査

にご協力いただければ幸いです。 

敬具 

記 

1．調査目的 

 温泉利用型健康増進施設および温泉利用プログラム型健康増進施設の認定基準の改定に向けて、施設管理

者様のご意見やお考えをお教えいただくことを目的に匿名でのアンケート調査を実施させていただきます。 

 

2．調査内容 

 アンケート調査（本紙：A4 用紙両面 2 枚） 

 

3．調査用紙の取り扱い 

 調査用紙の配布・回収・データ入力については、研究代表者（澤田 亨）が所属する早稲田大学と調査内容

の秘密保持に関する契約を締結した調査委託機関である株式会社山手情報処理センター（以下、調査会社）が

行います。調査会社は秘密保持契約に基づき、調査内容を外部に公表することはございません。研究代表者

は、受け取った回答内容を学術発表や厚生労働省に対する報告のためだけに使用いたしますので、施設の情

報が漏れたり、ご迷惑をおかけすることはございません。 

 回答いただけなくても問題ございませんので、なにとぞご無理のないようお願いいたします。 

 

4．提出期限 

 ご協力いただける場合は、たいへん申し訳ございませんが 2021 年 3 月 26 日（金）までにご提出いただき

ますようお願いいたします。 
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5．研究実施者（所属・役職） 

（1）澤田 亨 （早稲田大学  スポーツ科学学術院・教授） 

（2）小熊祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター・准教授） 

（3）佐藤真治（帝京平成大学 スポーツ健康学部・教授） 

 

6．調査に関する問い合わせ先 

（1）名前        澤田 亨（さわだ・すすむ）（研究代表者） 

（2）所属        早稲田大学 スポーツ科学学術院 スポーツ疫学研究室 

（3）電話番号      090-4008-9654（携帯）（月～金曜日、10 時～16 時） 

（4）メールアドレス   s-sawada@waseda.jp 

 

以上、なにとぞよろしくお願いいたします。 
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健康増進施設の認定基準に関するアンケート調査 

ご回答にあたってのお願い 

・ ご回答は、あてはまる番号を〇で囲むか、    や（  ）内に具体的にご記入ください。 

・ ご回答について、（自由記載）と記載している質問については自由に意見等をご記入ください。 

・ ご回答は、質問の番号や指示にそってお願いします。 

・ ご回答の締め切りは 2021 年 3 月 26 日（金）とさせていただきます。 

 

I．施設のタイプや概要に関する質問 

 

（1） 施設のタイプはどのタイプですか（〇は１つのみ） 

1．温泉利用型健康増進施設 

2．温泉利用プログラム型健康増進施設 

 

（2） 施設の種類はどのタイプですか（〇は１つのみ） 

1．公営の施設 

2．民間の施設 

3．その他（自由記載：                          ） 

 

（3） 16 歳以上の会員（登録者）数は何人くらいですか【おおよそで結構です】（〇は１つのみ） 

1．100 人未満        2．100～500 人       3．501～1,000 人 

4．1,001～2,000 人     5．2,001 人～3,000 人    6．3,001 人以上 

 

（4） 1 日当たりの 16 歳以上の利用者数は何人くらいですか【おおよそで結構です】（〇は１つのみ） 

1．50 人未満          2．50～100 人           3．101～200 人 

4．201～500 人          5．501～800 人          6．801 人以上 
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II．健康増進施設認定基準に関する課題や希望 

 

 健康増進施設認定基準に関する課題や希望がありましたら下記に記載していただきますようお願いいたし

ます。 
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III．健康増進施設認定の有効期限や更新に関する課題や希望 

 

 健康増進施設認定基準の有効期限や更新に関する課題や希望がありましたら下記に記載していただきます

ようお願いいたします。 
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IV．健康増進施設に関する課題や希望について（なんでも） 

 

 どのようなことでも結構ですので、健康増進施設認に関する課題や希望がありましたら下記に記載していた

だきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートは以上です。 ご協力ありがとうございました。 

ご回答の締め切りは 2021 年 3 月 26 日（金）とさせていただいております。 

ご記入後は同封した返信用封筒に入れて返送をお願いいたします。 
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（別紙 3） 

2021 年 3 月吉日 

医療法第 42 条施設管理者様 

厚生労働科学研究 研究班 

研究代表者 澤田 亨 

 

厚生労働科学研究、「健康増進施設の認定基準に関する調査」へのご協力のお願い 

 

拝啓 コロナ禍の中、新型コロナウイルス感染症対策に取り組まれ、いろいろとご苦労されておられ

ることとお察し申しあげます。このような時期に調査へのご協力のお願いをさせていただき大変申し

訳ございませんが、私たち研究班は、厚生労働省からの委託を受けて健康増進施設（指定運動療法施

設）の認定基準を見直すための調査研究を行っております。お手数をおかけして申し訳ございませんが、

よろしければ本調査にご協力いただければ幸いです。 

敬具 

記 

1．健康増進施設とは 

 厚生労働省は、国民の健康づくりを推進する上で適切な内容の施設を認定しその普及を図るため「健康増

進施設認定規程」を策定し、大臣認定を行っています。また、一定の条件を満たす施設を指定運動療法施設と

して指定し、医師の処方に基づき運動療法を実施した場合、一定の条件の下、施設利用料が所得税法第 73 条

に規定される医療費控除の対象となります。 

 ※ 厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/undou04/ 

 ※ 日本健康スポーツ連盟（指定調査法人）ホームページ： https://www.kenspo.or.jp/ 

 

2．調査目的 

 前述しました指定運動療法施設として認定されるためには認定基準を満たす必要がありますが、現在の認

定基準が運動療法の現状を反映しておらず、認定施設数が限られている可能性があると考えております。そ

こで、認定基準を整理することによって多くの適切な施設が認定され、運動療法の受診者が増加、疾病の予防

が図られ、もって国民の健康寿命の延伸に貢献できると考えております。 

 公益財団法人 健康・体力づくり事業財団から許可をいただいて、平成 30 年に当財団が実施した調査報告

書に掲載されている施設名および住所に送付させていただきました。 

つきましては、医療法第 42 条施設の立場から認定基準の改定に向けて、認定基準に対するご意見やお考えを

お教えいただくことを目的に匿名でのアンケート調査を実施させていただきます。 

 

3．調査内容 

 アンケート調査（本紙：A4 用紙両面 2 枚） 
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4．調査用紙の取り扱い 

 調査用紙の配布・回収・データ入力については、研究代表者（澤田 亨）が所属する早稲田大学と調査内容

の秘密保持に関する契約を締結した調査委託機関である株式会社山手情報処理センター（以下、調査会社）が

行います。調査会社は秘密保持契約に基づき、調査内容を外部に公表することはございません。研究代表者

は、受け取った回答内容を学術発表や厚生労働省に対する報告のためだけに使用いたしますので、施設の情

報が漏れたり、ご迷惑をおかけすることはございません。 

 回答いただけなくても問題ございませんので、なにとぞご無理のないようお願いいたします。 

 

5．提出期限 

 ご協力いただける場合は、たいへん申し訳ございませんが 2021 年 3 月 26 日（金）までにご提出いただき

ますようお願いいたします。 

 

6．研究実施者（所属・役職） 

（1）澤田 亨 （早稲田大学  スポーツ科学学術院・教授） 

（2）小熊祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター・准教授） 

（3）佐藤真治（帝京平成大学 スポーツ健康学部・教授） 

 

7．調査に関する問い合わせ先 

（1）名前        澤田 亨（さわだ・すすむ）（研究代表者） 

（2）所属        早稲田大学 スポーツ科学学術院 スポーツ疫学研究室 

（3）電話番号      090-4008-9654（携帯）（月～金曜日、10 時～16 時） 

（4）メールアドレス   s-sawada@waseda.jp 

 

以上、なにとぞよろしくお願いいたします。 
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健康増進施設の認定基準に関するアンケート調査 

ご回答にあたってのお願い 

・ ご回答は、あてはまる番号を〇で囲むか、    や（  ）内に具体的にご記入ください。 

・ ご回答について、（自由記載）と記載している質問については自由に意見等をご記入ください。 

・ ご回答は、質問の番号や指示にそってお願いします。 

・ ご回答の締め切りは 2021 年 3 月 26 日（金）とさせていただきます。 

 

I．健康増進施設に関する質問 

 

（1） 健康増進施設についてご存知でしたか（〇は１つのみ） 

1．知らない 

2．知っている（聞いたことはあるが内容までは知らない） 

2．知っている（聞いたことがあり、おおよその内容まで知っている） 

3．知っている（申請を検討したことがある） 

4．知っている（申請をしたことがあるが、認定されなかった） 

5．知っている（認定施設である） 

 

II．運動施設の利用者に関する質問 

 

（1） 16 歳以上の会員（登録者）数は何人くらいですか【おおよそで結構です】（〇は１つのみ） 

1．100 人未満       2．100～250 人             3．251～500 人 

4．501～1,000 人      5．1,001～2,000 人     6．2,001 人以上 

 

（2） 1 日当たりの 16 歳以上の利用者数は何人くらいですか【おおよそで結構です】（〇は１つのみ） 

1．50 人未満          2．50～100 人           3．101～200 人 

4．201～500 人          5．501～800 人          6．801 人以上 
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III．健康増進施設認定基準に関するご意見や希望 

 

 健康増進施設認定基準に関するご意見や希望がありましたら下記に記載していただきますようお願いいた

します。 
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IV．健康増進施設に関する課題や希望について（なんでも） 

 

 どのようなことでも結構ですので、健康増進施設に関するご意見や希望がありましたら下記に記載していた

だきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  よろしければ、ご記入いただいた方の立場をお教えいただきますようお願いいたします。 

1．事務長・事務担当者等  2．医師  3．医療職（医師以外）  4．健康運動指導士等 

 

アンケートは以上です。 ご協力ありがとうございました。 

ご回答の締め切りは 2021 年 3 月 26 日（金）とさせていただいております。 

ご記入後は同封した返信用封筒に入れて返送をお願いいたします。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 
 

健康増進施設認定基準の見直しに関する提案 
 

研究分担者 澤田亨（早稲田大学 スポーツ科学学術院・教授） 

 

研究要旨 

 健康増進施設認定規程は、健康増進のための有酸素運動を安全かつ適切に行うことができる施設を厚生大

臣（当時）が認定し、その普及を図ることを目的として昭和 63 年に定められたものである。しかしながら、

認定規程の制定から 34年が経過した現在においても認定施設数が全国で 400施設を下回っており、十分に普

及が図れていると言える状況ではない。また、社会環境や人口構成が変化し、認定規程に基づく認定基準と健

康増進施設の現状との間に齟齬が生じている。さらに、令和元年に作成された健康増進施設における「標準的

な運動プログラム」との間にも齟齬が生じている。そこで、本研究はこれらの齟齬を解消するとともに、健康

増進施設の質を高め、かつ、認定施設の増加に資する見直しを提案する。 

 見直しにあたって留意した点は、ハード面の緩和、ソフト面の充実であった。そして、ハード面における主

な見直し点は、面積要件や標準的な運動プログラムの実施に不要と考えられるシャワーや浴室などの施設の

設置基準を廃止する提案である。一方で、ソフト面における主な見直し点は、指定運動療法施設の質を高める

ために健康運動指導士等の運動プログラム提供者に医療現場での実習型研修の機会を与えることを推奨した

り、医師の処方に基づく運動療法を実施する際の 1 回当たりの利用料金の変更に関する提案である。 

 

 

Ａ．研究目的 

 厚生省（当時）は国民の健康づくりを、昭和 63

年に健康増進施設認定規程を定めた。この規程は、

健康増進のための有酸素運動を安全かつ適切に行

うことができる施設を厚生大臣が認定し、その普

及を図ることを目的として定められたものである。

しかしながら、認定規程の制定から 34年が経過し

た現在の施設数は運動型健康増進施設が 336施設、

温泉利用型健康増進施設が 21施設、温泉利用プロ

グラム型健康増進施設が 26施設という状況であり、

十分に普及が図れている状況ではない。また、34年

間が経過する中で社会環境や人口構成が変化し、

認定規程、あるいは認定規程に基づく認定基準と

健康増進施設の現状との間に齟齬が生じている。

さらに、令和元年に、厚生労働科学研究（研究代表

者：澤田亨）に基づいて作成された健康増進施設に

おける「標準的な運動プログラム」1)との間にも齟

齬が生じている。そこで、本研究は質問紙調査やヒ

アリング調査の結果を参考にして、健康増進施設

の認定基準の見直しを提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は健康増進施設の運営において重要な役

割が期待されている健康スポーツ医（日本医師会）

や健康運動指導士（健康・体力づくり事業財団）に

対するヒアリングと、運動型健康増進施設（以下、

運動型施設）、温泉利用型健康増進施設および温泉

利用プログラム型健康増進施設（以下、温泉型施

設）、医療法 42 条施設（以下、42 条施設）を対象

に質問紙調査を行った。そして、これらの調査結果

を踏まえて、健康増進施設認定規程第 4 条「認定の

基準」の運用を定めた厚生省告示第二百七十三号

の解説書である「健康増進施設認定基準の解説に

ついて」以下、解説書）の修正案を提示するととも

に、指定運動療法施設の認定基準に関する提案を

行う。 
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倫理的配慮 

 運動型施設、温泉型施設、42 条施設、健康スポ

ーツ医を対象に実施する質問紙調査については、

調査開始前に、調査委託機関に対して調査内容を

外部に公表しないという秘密保持契約を締結した。

そして、研究者は調査会社から匿名データを受け

取って集計した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

Ｃ-1．「健康増進施設認定基準の解説について」の

修正 

 下記に修正点について解説するとともに別紙 1

に修正点を明示した見え消し版を、別紙 2 には溶

け込み版を添付した。また、別紙 3には「健康増進

施設認定基準の解説について」の修正点を踏まえ

て運動型施設、温泉型施設、連携型施設の「健康増

進施設認定申請書」の修正版（見え消し版）を、別

紙 4 には温泉利用型施設の「健康増進施設認定申

請書」の修正版（見え消し版）を添付した。 

 

I．規定第四条第一号イ 

１ 認定規程第四条一合イに規定する「運動」につ

いて（解説書の見出しを記載；以下同様） 

 運動に関する解説については、「標準的な運動プ

ログラム」に記載されている表現に変更した。また、

高齢者を対象とした「標準的な運動プログラム」で

は転倒や転倒に伴うケガ予防のためにバランス運

動をプログラムに組み込んでいることから体力要

素に「バランス能力」を加えた 2,3,4)。 

２ 有酸素運動について 

 「標準的な運動プログラム」では有酸素運動とし

て「エルゴメーター（自転車こぎ）」「トレッドミル

歩行」「水中歩行」を選択肢として提示している。

このことから「自転車運動」および「水中歩行」を

有酸素運動の種類に加えた。また、水中運動の多様

化に対応するために「水中運動（水泳、水中歩行、

アクアビクス）」として水中でおこなうエアロビク

スである「アクアビクス」を加えた。水中運動や自

転車運動は転倒の危険がなく、また、関節への負担

が少ないことから高齢者や肥満者に進められる運

動形態である。 

 

３ 有酸素運動及び筋力強化等の補強運動が安全

に行える設備について（解説書見出し） 

（１）トレーニングジム（解説書見出し） 

 ランニングは代表的な有酸素運動であるが、ラ

ンニングトラックは設備としては広大なスペース

を必要とするものであり費用対効果に優れていな

いことや、運動強度の管理や安全管理が容易でな

いことから設置を推奨する設備から削除した。 

 「標準的な運動プログラム」は筋力トレーニング

として大筋群から胸・背中・下肢の運動を 1 種類ず

つ選ぶ選択肢として、さまざまな筋力トレーニン

グプログラムを紹介しているが、安全性を考えて

バーベールを使った運動を紹介していない。この

ため、「バーベル」を削除した。さらに、ウエイト

コントロールやストレッチのための機器について

はその効果を確認するエビデンスが十分でないこ

とから「標準的な運動プログラム」において紹介し

ておらず、これらの機器に関する記載を削除した。

また、温泉型施設においては、「標準的な運動プロ

グラム」において紹介している水の特性を用いた

さまざまな筋力トレーニングが実施可能であるこ

とから特段の器具の設置は不要としたが、浮力を

利用して効果を上げる用具の設置を推奨するとと

もに、水中運動を行うのに十分な広さと深さを確

保する必要性を記載した。 

（２）運動フロア 

 運動型施設においては、成人を対象とした「標準

的な運動プログラム」においてストレッチングの

実施を推奨していることから補強運動の例示とし

て「ストレッチング」6)を加えた。温泉型施設につ

いては指導者（健康運動指導士、健康運動実践指導

者、温泉利用指導者、温泉入浴指導員等と同等以上

の能力を有すると認められる者）の適切な指導の

もとで実施する水中運動を行う場所や施設周辺の

自然環境を活用した有酸素運動を実施する場所も

運動フロアとみなしてよいとした。前述したよう

にランニングは代表的な有酸素運動であり、施設
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周辺の自然環境を活用した場合は費用対効果にす

ぐれていると考えられる。ただし、運動強度の管理

や安全管理が容易でないことから運動指導者の適

切な指導のもとに実施することを条件とした。 

（４）必要な設備及び面積 

 これまでトレーニングジム及び運動フロアの 2

つの設備で認定申請を行う場合、合計面積が 150 

m2以上であることが認定基準となっていたが、「標

準的な運動プログラム」に基づいて実施する有酸

素運動や筋力トレーニングはこのように広いスペ

ースを必要としない。健康スポーツ医や 42 条施設

を対象とした質問紙調査において、面積要件が 42

条施設が健康増進施設の認定を受けるための障壁

になっているとの意見が複数寄せられている。広

いスペースがあれば、ゆったりと運動指導が行え

ることから、運動型施設においては 100 m2以上の

合計面積があることが望ましいが、100 m2未満で

あっても有酸素運動および筋力強化等の補強運動

や体力測定が円滑、かつ、安全に行えればよいとし

た。温泉型施設においては前述したように運動指

導者の適切な指導のもとで実施する水中運動を行

う場所や施設周辺の自然環境を活用した有酸素運

動を実施する場所も運動フロアとみなしてよいと

したことから、運動フロアについて「上記で定義し

た施設を含む」という補足を行った。 

 

４ 準備運動及び整理運動を行う設備 

 「標準的な運動プログラム」は徐々に運動強度を

あげることや、徐々に運動強度を下げていくこと

を指導しているものの 7)、準備運動や整理運動とし

ての特別な運動プログラムや施設を提示していな

い。このことから、敢えて準備運動及び整理運動を

行う設備に言及することは不要と考えて削除した。

健康増進施設認定規程が制定された昭和 63年当時

は大規模な総合型フィットネス施設が全国に広が

りつつある時代であったことから、大規模総合フ

ィットネス施設をイメージした認定基準が設定さ

れた可能性があると考えられる。現在ではさまざ

まなタイプのフィットネス施設が存在しており、

健康増進のための有酸素運動を安全かつ適切に行

うことができる最小限のスペースや設備を認定基

準として設定すべきであると考えられる。 

 

５ 附帯設備 

 前述したように、健康増進のための有酸素運動

を安全かつ適切に行うことができる最小限のスペ

ースや設備という視点で認定基準を考えた場合、

浴室、シャワー室、休憩室は不要であると考えられ

る。また、健康スポーツ医を対象とした質問紙調査

においても浴室やシャワー室は不要との意見が寄

せられている。成人を対象にした「標準的な運動プ

ログラム」における有酸素運動の強度は自覚的強

度で「ややきつい」であり、また、筋力トレーニン

グについては「軽い～重い」である。高血圧や 2 型

と運表病などの疾患を持つ人を対象とした「標準

的な運動プログラム」はさらに低い強度であると

ともに、多くの施設で温度管理が可能となってい

る現在においては発汗量は限定的であると考えら

れ、浴室やシャワー室を認定基準にする必要はな

いと考えられる。 

 

II．規定第四条第一号ロ 

 

１ 体力測定のための設備について 

 インピーダンス法による体脂肪率測定装置が普

及していることから「皮脂厚」の測定を「体脂肪率」

の測定に変更した。また、全身持久力測定について

は運動型施設では全身持久力を測定する機能を有

している自転車エルゴメーターを体力測定のため

の装置として記載したが、温泉型施設においては

施設周辺の自然環境を活用した有酸素運動を実施

する場所も運動フロアとみなしてよいとしたこと

から、自転車エルゴメーターを用いた測定と同様

に全身持久力が推定できる 6 分間歩行テストやス

テップテストが安全に配慮した方法で正確な測定

が実施できる場合は特定の機器は不要とした。ま

た、「標準的な運動プログラム」においてロコモ度

テストを紹介していることから筋力の測定におい

て「ロコモ度テスト」における立ち上がりテスト用

の「椅子」あるいは「台」を備えるべき機器として
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追加した。さらに、敏捷性や瞬発力については現時

点で健康アウトカムとの明確な関係が報告されて

いないことから体力測定の項目から削除した。 

 

III．規定第四条第一号ハ 

 

２ 必要な設備 

 温泉型施設においては、「啓発資料を用いて生活

指導を行うために、利用者が自由に掲示された資

料を確認する場所があること」と加筆した。 

 

IV．規定第四条第一号ニ 

 

２ 必要な設備 

 健康増進施設認定規程が制定された昭和 63年当

時と異なり自動体外式除細動器が一般的になって

いることや、健康スポーツ医を対象とした質問紙

調査に関する報告書においても自動体外式除細動

器は必須であると報告されていることから必要な

設備として記載した。 

 

V．規定第四条第一号ホ 

 

１ 「施設を継続的に利用しようとする者」につい

て 

 認定基準において健康診査の詳細について記載

する必要はないものと判断して削除した。 

 

２ 医療機関との連携に係る要件 

 現状、温泉療法の知識を有する医師が必ずしも

多くないことから、この点について加筆を行った。

まず、健康増進施設認定規程が制定された昭和 63

年当時と異なりオンラインによる医師との連携が

可能となっていることから、温泉療養専門医との

連携についてオンライン等により適切に指示をえ

られる体制であれば、遠隔の医師と連携すること

でも可とし、解説にもその旨記載した。また、「医

療機関からの助言」に係る解釈を明確にするため

に、「普段の『利用者が健康状態の把握及び健康相

談の必要な場合、医療機関からの助言』については、

一般的な健康相談に対応できればよいので、特段

温泉療養に精通している医師である必要はない」

と加筆した。 

 

VI．規定第四条第一号ヘ 

 

１ 配置形態 

 健康運動指導士に対するヒアリング調査から、

指定運動療法施設の質の向上には、「医学的視点か

ら運動指導できる健康運動指導士が必要だが、現

状は医学教育が不足している」こと、またその課題

解決には「医療機関での実習型研修が求められて

いる」ことが明らかとなった。このことから「指定

運動療法施設においては、指定運動療法施設の質

を高めるために健康運動指導士等の運動プログラ

ム提供者に医療現場での実習型研修の機会を与え

ることを推奨する」として、医療現場での実習型研

修の機会を与えることを推奨した。 

 

VII．規定第四条第一号ト 

 

１ 体力測定を行う者 

 「標準的な運動プログラム」において背筋力測定

を紹介していないことから削除した。 

 

VIII．規定第四条第一号チ 

 

４ 運動プログラムの提供 

 「標準的な運動プログラム」を参考にするよう記

載し、厚生労働省のホームページの URL を記載し

た。 

 

IX．規定第四条第一号リ 

 

４ 運動プログラムの提供 

 温泉型施設の解説に「提供する温泉利用プログ

ラムは単に入浴法を提示するだけではなく、食事

や運動等、生活指導全般の内容を含むように留意

すること」と記載した。 
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X．規定第四条第一号ル（解説書見出し） 

 平成 30 年における健康増進法の改正を受けて、

受動喫煙について「休憩・食事スペース等で」を削

除するとともに「敷地内禁煙とすること」を追加し

た。また、解説に「多くの人が利用できるよう、ユ

ニバーサルデザイン等に配慮すること」と記載し

た。 

 

XI．規定第四条第二号ロ 

 

４ 動水圧、気泡等により身体の表層を刺激し、血

行を促進するための温水浴槽 

 「動水圧」に関する具体例として「打たせ湯」を

記載し、また近年増加傾向にある「ボディーシャワ

ー」を追加した。 

 

５ 蒸気浴又は熱気浴を行うための設備 

 「熱気浴」に関する具体例に近年増加傾向にある

「岩盤浴」を追加した。 

 

６ 更衣室、休憩室その他の附帯設備 

 「標準的な運動プログラム」に基づく運動による

発汗量が少なくても、運動型施設と異なり、浴槽の

衛生管理の理由でシャワー室の設置を推奨する文

章を残した。 

 

XII．規定第四条第二号ロ 

 

２ 適切な配置 

 現在の基準は浴場が男女別に分かれている場合

は、それぞれに 1 名以上温泉利用に関する基礎的

な知識および技術を備えた者を配置することとし

ているが、「浴場外で適切に入浴指導ができる場合

は施設内に 1 名以上配置されていればよい」とし

た。 

 

XIII．規定第四条第二号ニ 

 

１ 適切な温泉利用の指導 

 温泉療法の知識及び経験を有している医師の数

が多くないことから提携医療機関に「温泉利用指

導者」が指導及び助言を受ける医師が在籍してい

ないことが多い状況である。このため、「温泉療法

に関する専門的な指導及び助言については、温泉

入浴プログラムを監修した医師から受けられる体

制を構築する」とした。 

 

XIV．規定第四条第四号ロ 

 それぞれについて具体例を記載した。 

 

XV．規定第四条第四号ハ 

 泉温を修正するとともに、浴槽に関する解説を

追記した。 

 

XVI．規定第四条第四号二 

 泉質と健康増進に関する質の高いエビデンスが

十分に存在しないことから「（１）イ」について表

現を変更した。また（３）については前述の解説を

追記したことから削除した。さらに、「（２）ロ」に

ついて解説を加えた。 

 

XVII．規定第四条第四号ホ 

 厚生労働省健康局長が定める基準を満たした講

習を修了した者が温泉入浴指導員であることを加

筆した。また、「１０」に関しては特段の解説事項

がないことから削除した。 

 

 

Ｃ-2．指定運動療法施設の利用料金に係る医療

費控除の取り扱いについて 

 

I．基準第一の２の二 

 「運動療法の実施にかかる料金体系」について、

医師の処方に基づく運動療法を実施する際の 1 回

当たりの利用料金を基準では 5,000 円以内として

いる。近年、運動指導者から 1対 1で、個人により

適した運動指導を受けるスタイルのトレーニング

（パーソナル・トレーニング）が広く展開されてい

る。「標準的な運動プログラム」に基づいた運動指

導においても本人の状況に応じたきめの細かい指
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導が実施されることで、より安全に効果的なトレ

ーニングが実施できることになる。また、健康増進

施設や健康スポーツ医を対象とした質問紙調査に

おいても 5,000 円以内という料金は現状に合って

いないとの指摘を受けている。そこで、医師の処方

に基づく運動療法を実施する際の 1 回当たりの利

用料金については認定基準としての利用料金と医

療費控除申請における申請額とは切り離して考え

ることが望ましいと考えられる。 

 独立行政法人中小企業基盤整備機構が 2019 年

に実施したインターネット調査 9)によると、パーソ

ナル・トレーニングにおける 1 回当たりの利用料

金は、男女とも多くの年代において 5,000 円以上

の利用料金である。一方で、10,000 円以上の利用

料が大変を占めるいは 40歳代の男女のみとなって

いる。ことから医師の処方に基づく運動療法を実

施する際の 1 回当たりの利用料金については現行

の「5,000円以内」から「10,000円以内」に変更す

ることが妥当であると考えられる。 

 

図：パーソナル・トレーニングにおける 1回当たりの利用料金 9) 

 

II．温泉療養指示書 

 現在、平成 28 年に改定された温泉療養指示書 10)

において温泉利用型施設の医療費控除適応の目安

は「月 7 回以上の利用」となっているが、これは旧

来の「湯治」を意識したものと考えられ、日帰りで

の利用が多くなっている現状に合わないと考えら

える。そのため、医療費控除の対象とする基準の日

数や回数は「医師の指示（温泉療養指示書の記載の

通り）」にすることを提案する。 

 

Ｄ．考察 

 健康増進施設認定規程における健康増進施設の

認定基準はいくつかの点で現状とあわなくなって

いることが確認された。また、平成元年に作成され

た「標準的な運動プログラム」とも齟齬があること

が明らかになった。現在活躍している健康増進施

設が更に活躍するため、また、まだ認定を受けてい

ない多くの施設が現状にあった認定基準を達成す

るために質の向上を図っていくことが国民の健康

づくりのために重要であると考えられる。 

このため、今回の提案の多くが、可及的速やかに採

択されることを願っている。 

 

Ｅ．結論 

 健康増進施設認定規程における健康増進施設の

認定基準見直しにあたって留意した点は、ハード

面の緩和、ソフト面の充実であった。そして、ハー

ド面における主な見直し点は、面積要件や標準的

な運動プログラムの実施に不要と考えられるシャ

ワーや浴室などの施設の設置基準を廃止する提案

である。一方で、ソフト面における主な見直し点は、

指定運動療法施設の質を高めるために健康運動指

導士等の運動プログラム提供者に医療現場での実

習型研修の機会を与えることを推奨したり、医師

の処方に基づく運動療法を実施する際の 1 回当た

りの利用料金の変更に関する提案である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし。 

 

２．学会発表 

1) 宮地元彦、佐藤真治、齋藤義信、澤田亨、小熊

祐子. シンポジウム: 運動指導の標準プログラ

ム. 第 75 回日本体力医学会大会. 2020 年 09 月, 

誌上発表. 

2) 佐藤祐造、田村好史、野村卓生、藤田聡、澤田

亨、細井雅之. シンポジウム: 運動療法の現在と
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今後 第 63 回日本糖尿病学会年次学術総会. 

2020 年 05 月 22 日, Web 開催. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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厚生労働省健康局健康課課 
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生活習慣病対策室 

 

〇健康増進施設認定規程第４条「認定の基準」の運用について 

（昭和六十三年十一月二十九日） 

（厚生省告示第二百七十三号） 

 

 

 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 認定規程第四条一号イに規定する「運動」について 

  局長通知「健康増進施設認定基準」の１の（１）に規定する「有酸素運動及び筋力強

化等の補強運動」のことを言う。 

  健康増進のためには、全身持久力の維持向上を基本としつつ、付加的に筋力、筋持

久力、柔軟性、バランス能力等の体力の諸要素をバランスよく養うための運動を継続し

て行うことが効果的である。全身持久力の維持向上のためには、一般的に走行、歩行、

ダンス、水泳、水中歩行等の有酸素運動を、各人の最大酸素摂取量の４０％から７０％

程度の強度により一定頻度で定期的に行うことが有効であり、筋力等を養う補強運動と

しては、筋力トレーニング、ストレッチング等が上げられる。定期的に運動を実施する

（認定の基準） 

第四条 認定の基準は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるものとする。 

一 申請施設が第二条第一号に掲げる施設である場合 次に掲げる基準 

イ 運動を安全かつ適切に実践するための設備を備えていること。 

 

 

 

 

１ 規程第４条第一号イに規定する設備とは、以下の設備のことをいうこと。 

（１） 有酸素運動及び筋力強化等の補強運動が安全に行える設備（次の➀から➂の全部

又は一部） 

  ➀ トレーニングジム（主として機器を用いて有酸素運動及び補強運動を行う設備） 

  ② 運動フロア（主として機器を用いずに有酸素運動及び補強運動を行う設備） 

  ➂ プール（「遊泳用プールの衛生基準について」（昭和６１年５月３０日衛企第５６

号）に規定する遊泳用プール） 

（２） 有酸素運動及び補強運動に係る準備運動及び整理運動を行う設備（（１）に掲げる

設備と兼用することができる。） 

（３） 更衣室、浴室その他の付帯設備 
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ことで、心肺機能が高まり、心血管系疾患・2型糖尿病・一部のがんを予防することが

できるとともに、脳の機能が高まることが知られている。有酸素運動を実施することで

全身持久力が向上し、その結果、生命予後を長くする（長生きする）ことが可能となり

ます。また、筋力トレーニングを実施することで、筋量を増やして筋力を高めるだけで

なく、心機能に好影響をもたらし、新血管系疾患の予防にも寄与する。 

  このため、健康増進施設においては、健康づくりのための運動として有酸素運動及

び補強運動を適切に行うための設備を備えなければならない。このような設備として、

局長通知においては、トレーニングジム、運動フロア、プールの全部又は一部を備えな

ければならないこととしている。 

 

２ 有酸素運動について 

   局長通知「健康増進施設認定基準」の１の（１）に規定する「有酸素運動」とは、

「運動に必要な酸素を運動中に継続的に摂取しながら行われる運動」のことであり、

筋組織中のエネルギー等を消費して行われる無酸素運動と対をなす概念である。有酸

素運動は、局長通知に規定する３つの設備（トレーニングジム、運動フロア、プー

ル）以外でも行われるが、全身持久力のトレーニングを適切に行うためには、有酸素

運動が本人に適した強度で行われることが重要であることから、運動技能の巧拙や体

力差に関わりなく、強度管理をしつつ行える有酸素運動であるランニング、自転車運

動、エアロビックダンス、水中運動（水泳、水中歩行、アクアビクス）等を行うこと

が適当である。 

 

３ 有酸素運動及び筋力強化等の補強運動が安全に行える設備について 

（１） トレーニングジム 

主として機器を用いて有酸素運動及び補強運動を行う設備のことである。 

有酸素運動を行う機器としては、トレッドミル、自転車エルゴメーター等がある。 

    また、ランニングは代表的な有酸素運動であり、ランニングトラックを有する設

備も適当である。ランニングトラックを有する場合には、概ね延長が１００ｍ、幅

１．８ｍ、コーナー半径が５ｍＲ以上あることが望ましいと考えられる。 

     補強運動を行う機器としては、筋力トレーニング機器、バーベル、ダンベル等の

フリーウェイト器具のほか、ウェイトコントロール、ストレッチのための各種機器

があるが、全身の主要な各大筋群筋肉（胸部、背中部、腹部、上肢、下肢）のすべ

てをトレーニングできるようになっていなければならない。 

 温泉型健康増進施設においては、温泉施設において浮力や抵抗粘性等の水の特性

を用いたトレーニングによって各大筋群のすべてをトレーニングすることが可能で

あることから特段の器具は不要であるが、より効果的なトレーニングを実施するた

めにビート板や浮き具等の用具を設置することが望ましい。 
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   また、告示及び局長通知においては、運動を安全に行うことが要件とされてお

り、トレーニングジムは、以下の条件を満たすことが必要である。 

  ・トレーニングを行う者が他者と接触することのないよう機器が配置されていること 

  ・フリーウェイト器具を利用して運動を行う場所は他の場所と区別されていること 

   ＊個室でない場合、少なくとも間仕切りが行われていること 

  ・運動を行う部分の床は、運動に伴う衝撃を緩和するような構造、材質になっている

こと 

・水中運動を行う場合は、運動を行うのに十分な広さと深さを有していること。 

      *コンクリート床に特殊衝撃吸収マット及びカーペットを敷く方法、コンクリート

床にクッションゴム付金属床組を置き木質フローリングを行う方法等（この場合、

トレーニングシューズを使用すること） 

（２） 運動フロア 

運動型健康増進施設においては、主として機器を用いず、運動指導者（健康運動指

導士、健康運動実践指導者と同等以上の能力を有すると認められる者）の指導のも

とにエアロビックダンス等の有酸素運動及びストレッチング等の補強運動を行う設

備のことである。 

       準備運動、整理運動を行う場所と兼用可能だが、エアロビックダンス等を行って

いる時には、別途、準備運動、整理運動のスペースが必要。 

温泉型健康増進施設においては、主として機器を用いず、運動指導者（健康運動指

導士、健康運動実践指導者、温泉利用指導者、温泉入浴指導員等と同等以上の能力

を有すると認められる者）の適切な指導のもとに水中で実施する水中歩行やアクア

ビクスが実施できる施設や施設内外で実施するウォーキング等の有酸素運動および

補強運動を行う設備のことである。このため、施設周辺の自然環境（気候・地形）

を活用したウォーキングコース・ジョギングコース等も運動フロアとみなして差し

支えないが、その場合は、前述した運動指導者が適切な指導を行うことが必要であ

る。 

（３） プール 

「遊泳用プールの衛生基準について」（平成１３年７月２４日健発第７７４号）通

知により、水質、施設、維持管理について指針が定められており、これに基づき保

健所等による検査が行われる外、都道府県、地方公共団体でプールについて基準が

定められている。 

（４） 必要な設備及び面積 

局長通知「健康増進施設認定基準」の１の（１）に規定する「次の➀から➂の全部

又は一部」の一部については、以下のとおり運用する。 

・運動型健康増進施設 

 〇施設内に、トレーニングジム、運動フロア、プールの内、２つ以上の設備を設
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けていること 

 〇トレーニングジム及び運動フロアの２つの設備で認定申請を行う場合、合計面

積が１５０１００㎡以上であることが望ましいが、１００㎡未満の場合は有酸

素運動及び筋力強化等の補強運動や体力測定が円滑、かつ、安全に行えるこ

と。 

・温泉利用型健康増進施設 

 〇施設内に温泉設備以外の外施設として、トレーニングジム、運動フロア（上記

で定義した施設を含む）、プールの内、１つ以上の設備を設けていること。 

 

４ 準備運動及び整理運動を行う設備 

   運動を安全かつ適切に実施するためには、運動前の準備運動及びクーリング・ダウ

ンのための整理運動を行う設備が必要である。 

   しかし、準備運動・整理運動は、運動指導者の指導のもと、上記３に掲げる設備内

で行われることが常態であり兼用することは可能である。 

   なお、プールサイドの場合、滑りやすいことからこれらの運動を行う場とすること

は原則として不適当であるが、プールサイドが一定の広さを有し、濡れた床の上でこ

れらの運動が行われることのないよう専用区画を設ける等の配慮がされている場合

は、例外として認めることは可能。 

   また、準備運動・整理運動の方法は、運動指導者が直接指示を与えない場合、掲

示、ビデオ等により利用者に対して周知されていることが必要。 

５ 附帯設備 

   鍵のかかるロッカーがある更衣室、浴室又はシャワー室のほか、休憩室等がが設け

られていることが望ましい。必要。休憩のための場を上記３の各設備に設けることは

可能だが、その場合、運動する者の妨げにならないような場所を確保する外、ベンチ

等を配置することが必要。  

   温泉利用型施設については、浴室を設ける必要はないが、浴槽の水質管理等の観点

から運動後のシャワー室を設置した方がよいと考えられる。 

  [参考] 

      認定要件となっていないこの外の附帯設備として、以下の設備がある。 

    フロント、リラックスルーム、マッサージ室、倉庫・器具室、事務室 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 体力測定のための設備について 

   体力測定のための設備としては、まず第一に体力測定を行う場所が必要である。 

   その規模については、認定基準に規定する測定項目のすべてを適切に行うことので

きる広さが必要である。専用の部屋が設けられておらず、有酸素運動等を行う設備の

中で行う場合は、運動を行う者の妨げにならないことが条件となる。ただし、プール

サイドは原則として不適当である。 

   第二として、体力測定を行うための以下の機器を備えていることが必要である。 

（１）  ・身長、体重、皮脂厚体脂肪率の測定 

    身長計、体重計、皮脂厚計等の及び体脂肪率量を測定できる機器 

（２）  ・全身持久力の測定又は推計 

   ・ 運動型健康増進施設 

〇全身持久力を測定する機能を有している自転車エルゴメーター等又はガス分

析法のための機器 

  ・温泉型健康増進施設 

〇全身持久力測定については、年齢と健康状態を考慮して実施する 6分間歩行

テストやステップテスト等、安全に配慮した方法で正確な測定が可能であれ

ば特定の機器は不要である。 

（３）  ・筋力の測定 

    握力計や「ロコモ度テスト」における立ち上がりテスト用の椅子や台 等 

（４）  ・筋持久力の測定 

    特定の機器は不要（上体おこし、懸垂、腕立て伏せ、腹筋動作等の方法で測定） 

  ・柔軟性の測定 

    立位体前屈計、長座体前屈計（中高年齢者にはこちらの機器が望ましい）等 

  ・敏捷性の測定 

    ストップウォッチのほか、特定の機器は不要（復横跳び、時間往復走、ジャン 

プ・ステップ・テストなどの方法により実施） 

ロ 体力測定及び運動プログラムの提供のための設備を備えていること。 

２ 規程第４条第一号ロに規定する設備とは、以下の設備のことをいうこと。 

  ➀ 体力測定のための設備として身長、体重、体脂肪率皮脂厚、全身持久力、

筋力、筋持久力、柔軟性、敏捷性及び平衡性を測定するための場所及び機器 

➁ 運動プログラムの提供のための設備として運動プログラムの作成、保管及

び更新を行うための場所及び機器 
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（５）  ・平衡性の測定 

    ストップウォッチのほか、特定の機器は不要（復横跳び、時間往復走、ジャン 

プ・ステップ・テストなどの方法により実施） 

  ・その他 

    必要により、瞬発力の測定（レッグパワー、垂直跳びなどの方法）等を行うこと

が望ましい） 

２ 運動プログラムの提供のための設備について 

   個々人に対して適切な運動の種類、運動強度、運動量（持続時間）、運動の頻度等 

を要素とする運動プログラム（後述）を提供するためには、個々人の情報（健康状 

態、体力測定の結果、運動習慣の状況等）を、利用者記録カードや電子データ等によ 

り整理して管理しておく必要があり、個人別のデータを管理するための設備が必要で 

ある。 

 また、健康増進施設の運営事業者は、個人情報の性格と重要性を十分認識し、「個 

人情報の保護に関する基本方針法律」（平成１６年４月２日閣議決定）を踏まえ、施

設利用者の個人情報の保護対策を講じること。 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 生活指導の意義 

   健康増進を図っていくためには、適切な運動の実践とともに、生活全般にわたる健    

  康への配慮が必要である。特に、健康づくりの基礎でもあるバランスのとれた栄養摂  

取など等、食生活の改善や禁煙、適切な休養等などが重要であり、健康増進施設にお

いては、これらに関する相談、指導サービス機能を備える必要がある。 

２ 必要な設備 

   生活指導を行う形態は、個人に対して行う場合と集団に対して講習の形をとって行

う場合に大別され、個人に対して行う場合は、個人情報の保護への配慮が要請され

る。 

   必要な設備とは第一に場所であり、多目的フロア、会議室、相談室、応接室など等

が考えられ、日時を定めて生活指導を行うことのできる場所があればよく事務室との

兼用も可とする。機器については、映像機器や栄養指導等のビデオソフト、ホワイト

ボード等の整備が望まれる。 

 

 

 

ハ 生活指導を行うための設備を備えていること。 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

   

 

＜解説＞ 

   啓発資料を用いて生活指導を行うために、利用者が自由に掲示された資料を確認す

る場所があること。 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 基本的考え方  

   健康増進施設において発生した事故が重大な場合、まず速やかに医療処置に結びつ 

けることが重要だが、この場合、医療機関との提携関係の中で対応することとしてお

り（後述）、健康増進施設が有する応急処置のための設備は、医師が来るまでの間、

又は病院に移送するまでの間、応急的、一時的に行われる手当のために必要な設備と

する。 

２ 必要な設備 

  ・自動体外式除細動器（ＡＥＤ） 

  ・ 応急処置の場所としては、プライバシー保護のため専用室（個室）を持つことが

望ましいが、「健康指導室」、「事務室」など等との兼用で対応することも認められる

が、間仕切りを可能とする移動式パーティションを備えることが必要。 

   「医薬品その他の器材」とは、医薬品セット（副木、包帯、消毒薬、湿布薬等）、

ベッド、毛布等（保温のための）備品、担架、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）など等

のことをいう。 

  

１ 規程第四条第一号ハに規定する設備とは、生活習慣病に関する啓発資料を掲示す

る設備等のことをいうこと。 

二 応急処置を行うための設備を備えていること。 

３ 規程第四条第一号二に規定する設備とは、応急処置を行うための場所及び医薬品

その他の器具、備品のことをいうこと。 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

１ 規程第四条第一号ホに規定する適切な提携関係とは、次の要件を満たしているもので

あることをいう。 

（１） 施設を継続的に利用しようとする者が運動を安全に行えるように、医療機関との提 

  携のもとで、健康状態の把握を行う体制にあること。 

（２） 救急時等の必要な場合に医療機関から医学的処置又は助言が受けられる体制にある 

こと。 

＜解説＞ 

１ 「施設を継続的に利用しようとする者」について 

   認定基準の４中「施設を継続的に利用しようとする者」とは、個人会員については

会員になること、法人会員及び会員外利用者については、当該施設を継続的に利用す

る意志のある旨を表明する者のことをいう。 

   会員の場合は入会時、その他の者の場合は初回（又は初期）利用時、運動の適否に

ついての健康診査を行い、またその後も運動プログラムの改定（更新）時期等に合わ

せて、健康状態を把握し得る体制にあること。 

  ・健康診査について 

   〇健康状態の把握のための健康診査の項目は、具体的には提携医療機関が個別のケ

ースに応じて決定することになるが、問診、理学的所見（血圧等）、尿、血液、

胸部Ｘ線、安静時心電図を一般的に行うこととし、さらに、必要に応じて運動負

荷テスト、呼吸機能検査等を行うことになると考えられる。 

    このため、必要に応じて上記の総ての検査を行い得る体制が必要であるため、調

査に当っては、この内特に機器等を要すると考えられる➀胸部Ｘ線、②安静心電

図、➂運動負荷テスト、➃呼吸機能検査について行えるかどうか、医療機関に確

認する。 

 

 

ホ 医療機関と適切な提携関係を有していること。 

 

４ 規程第四条第一号ホに規定する適切な提携関係とは、施設を継続的に利用しようと

する者が運動を安全に行えるように、医療機関との提携のもとで、健康状態の把握を

行う体制にあること及び救急時等の必要な場合に医療機関から医学的処置又は助言が

受けられる体制にあることをいうこと。 

  なお、提携関係を結ぶ場合は、当該医療機関は地域の医師会の推薦を受けたもので

あることが望ましいこと。 
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２ 医療機関との提携に係る要件 

   医療機関との提携関係は多岐にわたるが、必要最小限、以下の要件を備えているこ 

とが必要。 

 ➀ 健康状態の把握のためには、場合により病院の診察及び医学的検査を行う必要が生

じるため、このような場合に備えて提携医療機関において必要な医学的検査等を行う

体制にあること。 

 ② 健康状態の把握の結果、異常又は疾病が認められた者その他運動を行うに当って、

特別の注意が必要な者がいた場合、提携医療機関が必要に応じて本人及び健康増進施

設に対して指示又は助言を与える体制にあること。 

 ➂ 提携医療機関から救急時に必要な医学的処置又は助言を受けられる体制にあるこ

と。 

  なお、負荷心電図検査については、提携医療機関が自ら行えない場合であっても、他

の医療機関に委託して行える体制になっていればよい。 

 ➃ 温泉利用型健康増進施設にあっては、温泉療養の指示を行える体制が必要なこと。 

  温泉療養の指示をする医師が近隣の提携医療機関に不在の場合、オンライン等により

適切に指示を得られる体制であれば、遠隔の医師と連携することでも可とする。 

 その他施設の温泉利用指導者と連絡を密にとって、温泉利用者の医学的管理を行える体

制が必要なこと。 

  提携医療機関との関係は、これらの内容を盛込んだ契約書を交す必要があり、認定申

請時には契約書（写）の提出が必要。 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

（１）普段の「利用者が健康状態の把握及び健康相談の必要な場合、医療機関からの助

言」については、一般的な健康相談に対応できればよいので、特段温泉療養に精通し

ている医師である必要はない。 

（３）「温泉療法の知識を有する医師の指導を受けられる体制」については、オンライン

等の手段で適切な指導を受けられる体制が取れていれば必ずしも近隣の医師である必

要はない。 

  

３ 規程第四条第一号ホに規定する適切な提携関係とは、次の要件を満たしているも

のであることをいうこと。 

（１） 利用者が健康状態の把握及び健康相談の必要な場合、医療機関からの助言が 

受けられる体制であること。 

（２） 救急時等の必要な場合に医療機関から医学的処置又は助言が受けられる。 

（３） 日本温泉気候物理医学会温泉療法専門認定医、温泉療法医又は温泉療法につ

いての講習を受けた公益社団法人日本医師会認定健康スポーツ医など等、温

泉療法の知識を有する医師の指導を受けられる体制にあること。 

 なお、提携関係を結ぶ場合は、当該医療機関は、地域の医師会の推薦を受け

たものであることが望ましい。 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 配置形態 

   運動プログラムは、作成後一定の期間を置いてその実践効果の評価を行い、その結

果に基づいて更新することが適当であり、そのためには、利用者個人に対し継続性を

もって運動プログラムを提供することが必要なことから、健康運動指導士等の運動プ

ログラム提供者は、常勤で配置すること。また、指定運動療法施設においては、指定

運動療法施設の質を高めるために健康運動指導士等の運動プログラム提供者に医療現

場での実習型研修の機会を与えることを推奨する。 

２ 健康運動指導士と同等と認められる者 

   健康運動指導士の養成カリキュラムと同等以上の講習（時間、内容、科目を総合的

に判断）を修得した者として、生活習慣病対策室長〇〇〇〇が認めた者。（平成１８

年７月２６日付健発第０７２６００２号：厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室

長通知） 

  

ヘ 健康増進のための運動プログラムを適切に提供する能力を有する者を配置してい

ること。 

５ 規程第四条第一号へに規定する者とは、公益財団法人健康・体力づくり事業財団

が実施する健康運動指導士の審査・証明事業により登録された健康運動指導士（以下

「健康運動指導士」という。）又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者であ

ること。 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 体力測定を行う者 

   健康運動指導士あるいは「運動指導を行う者」により行うことが望ましい。 

   なお、背筋力測定などの測定は、運動指導を行う者が機器の使用上の注意を十分に

説明しながら行うものとする。 

２ 運動指導を行う者 

   「運動指導を行う者」とは、健康運動指導士等の作成した運動プログラムに基づ

き、有酸素運動や補強運動の実践指導を行う者をいい、健康運動実践指導者又はこれ

と同等以上の講習を修得した者を配置することが望ましい。 

   運動が行われている場所には必ず配置する必要があり、トレーニングジム、運動フ

ロアについては常時１人以上、プールは常時２人以上（１人以上がプール全体の監

視、もう１人以上が運動指導を行う）、かつ各設備の規模や指導形態・方法に応じた

適当数の配置が必要であり、同一施設内に設備が複数ある場合は、それぞれ別個に配

置すること。 

３ 生活指導を行う者 

   生活指導を行う者としては、管理栄養士、保健師、栄養士等の資格を有する者を充

てることが望ましい。 

   これらの者は常勤でなくても、例えば週１回時間を定め、事前に利用者に周知して

相談、聴講（集団方式）できるようにすれば良く、健康増進施設の認定に際しては、

実施実績や会員規約上の記載等によって確認する。 

ト 体力測定、運動指導、生活指導及び応急手当を行う者を配置していること。 

６ 規程第四条第一号トに規定する配置とは次に規定することをいうこと。 

  ➀ 体力測定を行う者を、利用者の求めに応じて又は必要に応じて随時に体力測

定を行えるように配置していること。 

  ② 運動指導を行う者を１（１）に掲げる設備ごとに（同種の設備が複数ある場

合には各別に）、１（１）➀及び②に掲げる施設にあっては常時一名以上、１

（１）➂に掲げる施設にあっては常時２名以上の適切な数配置していること。 

    なお、運動指導を行う者は、健康運動指導士又はこれと同等以上の能力を有

すると認められる者を充てることが望ましいこと。 

  ➂ 生活指導を行う者は、管理栄養士、保健婦保健師、栄養士等の資格を有する

者を充てることが望ましいこと。 

  ➃ 応急手当についての責任者を常勤で配置されている者のうちから定めている

こと。 
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４ 応急手当を行う者 

   応急手当とは、万一の事故の場合、医師が来るまでの間、又は病院に移送するまで

の間、応急的、一時的に行われる手当のことであり、医師が行う医療行為と異なる。 

   いつ事故が発生しても対応できるように、常勤者の内、日本赤十字社や消防署等の

研修を受講している者を充てることが適当であり、その他の者に対しても、外部から

講師を招いて応急手当に関する講習を施設内で実施することが望ましい。 

 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 継続的な利用者 

   認定基準の４中「施設を継続的に利用しようとする者」と同様。 

   なお、運動プログラムの提供が継続的利用者に限定されているのは、運動プログラ

ムに従い運動を実践した結果の評価によって、適切な頻度で、提供する運動プログラ

ムを更新していくことを想定しているからであるが、継続的利用者以外の者に対して

も、運動プログラムを提供する機会を広げていくことが望ましい。 

２ 健康状態の把握 

   健康状態の把握は、認定規程第四条第一号ホに規定する医療機関との提携関係の基

で行われる必要がある。ここに言う健康状態の把握とは、運動を行うことが適当か否

か、運動に伴うリスクが高くないかをチェックするために行うものである。 

   また、必要に応じて運動負荷テストを行う必要があり、チェックの結果、ハイリス

ク者の疑いのある場合は、医療機関の指導助言のもとで運動プログラムの提供及び運

チ 継続的な利用者に対し健康状態の把握及び体力測定を適切に行い、これらの結果に

基づく運動プログラムを提供すること。 

７ 規程第四条第一号チについては、次の要件を満たしていることが必要であること。 

  ➀ 施設を継続的に利用しようとする者に対して、医療機関との提携のもと、その

者の健康状態が安全に運動を行えるものであるか否かについての健康診査を定期

に又は利用者の求めに応じて随時に実施していること。 

  ② 施設を継続的に利用しようとする者に対して、定期に又は利用者の求めに応じ

て随時に体力測定が行われていること。 

 ➂ 施設を継続的に利用しようとする者に対して、その者の健康状態及び体力の状

況に応じた適切な運動プログラムが提供され、かつ、適切な頻度で運動効果の評

価が行われていること。 
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動効果の評価がなされること。 

３ 体力測定の内容 

   「認定基準の２の➀」の運用を参照のこと。 

４ 運動プログラムの提供 

   ➂中「適切な運動プログラム」とは、標準的な運動プログラム（※）を参考にして

年齢、性別、体力、健康状態等の違いによって個々人が必要とする運動の種類、運動

強度、運動量（運動時間）、運動の頻度が適切に考えられたものを言う。 

   また、「適切な頻度で運動効果の評価が行われていること」とは、提供した運動プ

ログラムの実践後、その効果を評価し、それに基づいて運動プログラムを更新するこ

とをいい、適度な頻度とは、利用目的や利用形態（運動の種類や頻度）に応じて決め

ることが必要。 

※ 厚生労働省 HP参照： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/undou/i

ndex_00003.html 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

＜解説＞ 

 定期に生活指導を行う場合の頻度については、施設利用者に適切に生活指導を受ける機 

会を提供する観点から、月２回以上行われることが望ましい。 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

＜解説＞ 

提供する温泉利用プログラムは単に入浴法を提示するだけではなく、食事や運動等、生活

指導全般の内容を含むように留意すること。 

 

  

リ 生活指導を適切に行うこと。 

 

８ 規程第四条第一号リについては、定期に又は利用者の求めに応じて随時に個人別に

又は集団に対して生活指導を行っていること。 

４ 規程第四条第一号リについては、提供する温泉利用プログラムは生活指導の内容

を含むものであること。 
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＜解説＞ 

 会員募集のためのパンフレット等に記載されている設備やサービスが実際には備わって 

いない、行われていない等により、利用料金の設定が不適切になっていないこと、職業上 

の地位等により、利用資格、会員資格に差別的制限を行っていないこと。 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 設備・機器等の維持管理 

   運動を安全に行うためには、運動設備及びそこに備えられている機器等が、その本

来機能を常時発揮できるように維持管理されている必要がある。このため、維持管理

に関する基準（点検の対象、頻度、方法等）が明文で定められ、職員に徹底されてい

るとともに、責任体制を明確にするため点検簿等が整備され、署名（押印）が行われ

ていることが求められる。 

２ 賠償資力及び対応能力について 

   「賠償資力」とは、施設側の賠償責任のための資力のことであり、施設所有及び業

務遂行に係る賠償責任保険に加入することが望ましい。「対応能力」については、応

ヌ 申請施設の利用に係る負担が妥当なものであり、かつ、その利用を著しく制限す

るものでないこと。 

 

 

 

 

ル 申請施設が適切に維持管理されていること。 

９ 規程第四条第一号ルについては、設備の定期的な点検が行われている等適切な維

持管理が行われるとともに、賠償責任保険に加入する等事故が生じた場合に十分な

賠償資力及び対応能力を有していることを要すること。 

  なお、規程第三条第３項第一号ワに規定する第三者とは、申請者との間に利害関

係を有しない法人であって、次の要件を満たしているものであること。 

 ➀ 国民の健康増進に積極的に寄与し、かつ、調査を実施する者としてふさわしい

ものであること。 

 ② その役員の構成が調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであるこ

と。 

 ➂ 調査以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことにより調査が不公

正に実施されるおそれがないものであること。 

 ➃ 調査を的確かつ円滑に実施するために必要な経理的基礎及び事務的能力を有す

るものであること。 

297



 

 

急時の連絡体制を定め、全職員に周知徹底するため、見やすい位置に、連絡体制表等

が提出されていることが必要である。 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

 水温管理を適切に行うため、昇温のためのボイラーを使用している場合は、ボイラー技 

士の配置、あるいは専門会社への業務委託が望まれる。また、水温操作等については管理 

責任者の指定が必要である。 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

多くの人が利用できるよう、ユニバーサルデザイン等に配慮すること。 

 

  

２ 規程第四条第一号ルについては、次の要件を満たしていることのほか、規程第二

条第１号に掲げる施設に準ずる取扱いとする。 

  規程第四条第２号ロに規定する設備のうち、温泉又は温水を利用するものについ

ては、その用途に応じて、水温が適切に管理されていること。 

 

５ 規程第四条第一号ルについては、以下のことをいうこと。 

（１） 衛生管理、安全管理及び設備の定期的な点検が適切に行われていること。 

（２） 転倒防止等高齢者等の身体的弱者の利用に対する配慮がなされていること。 

（３） 室温が適切に維持されていること。 

（４） 休憩・食事スペース等で、受動喫煙防止のための適切な措置がとられている

こと。敷地内禁煙とすること。 

（５） 食事等を提供する場合は、適切な栄養成分表示がなされていること。 

（６） 安全管理（禁忌症等の掲示）、正しい利用法及び一般的プログラムなど等を

簡 

潔かつ大きな字で掲示されていること及び印刷物による周知等がなされている

こと。 
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＜解説＞ 

 一部の設備を除き、温泉法第２条に規定される温泉を利用しなければならず、認定申請 

時、国の指定機関が行った温泉分析の結果を記載した温泉分析書（写）、給湯を他から受 

けている場合は、給湯契約書（写）の提出が必要となる。 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 入浴前に温泉又は温水を身体に浴びるための設備 

   急激な血圧上昇を防ぐなど等、入浴準備のため設置する浴槽であり、温泉でなくて

もよい。 

２ 全身及び身体の一部の入浴を行うための温泉浴槽 

   浴槽が階段状になっている等など、全身（首まで）及び腹部より下の身体の一部の

入浴が可能である構造になっていなければならない。 

３ 仰臥した状態で入浴を行うための温泉浴槽 

   仰臥した状態で安全に入浴できるよう、滑り止め（仰臥の状態で足裏をかける）、

肘掛け（仰臥の状態で肘を掛ける）等の設備が必要。温泉の湯温は中心温度３７～４

０度を標準とする。 

４ 動水圧、気泡等により身体の表層を刺激し、血行を促進するための温水浴槽 

   いずれか１つ設置すれば良いが、圧注浴槽と気泡浴槽（又は渦流浴槽）を設置する

ことが望ましい。 

なお、「動水圧」とは、圧力をかけた温水を身体に当てるようなもの、または打た

せ湯のように落差によって身体に刺激を与えるもの（ボディーシャワー等を含む）を

ニ 申請施設が第二条第二号に掲げる施設である場合 次に掲げる基準 

イ 前号イからルまでに掲げる基準 

ロ 温泉利用を実践するための設備を備えていること。 

３ 規程第四条第二号ロに規定する設備とは、以下のものをいう。 

（１） 入浴前に温泉又は温水を身体に浴びるための設備 

（２） 全身及び身体の一部の入浴を行うための温泉浴槽 

（３） 心身の安静を主たる目的として仰臥した状態で入浴を行うための温泉浴槽 

（４） 動水圧、気泡等により身体の表層を刺激し、血行を促進するための温水浴槽 

（５） 蒸気浴又は熱気浴を行うための設備 

（６） 更衣室、休憩室その他の付帯設備 
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いい、設置する場合は、腹部等には当てないよう注意書きが必要。 

５ 蒸気浴又は熱気浴を行うための設備 

   いずれか１つ設置すれば良く、温泉を用いる必要はない。湿式サウナは蒸気浴に該

当し、乾式サウナ、遠赤外線サウナ、岩盤浴（室内を加湿した場合）は熱気浴に相当

する。 

   浴用設備としては個室など等を設ける場合は、利用者の異常を早期に発見できるよ

うにしておく必要があり、一部を見通しのよいガラス張りにする、テレビカメラを設

置する等が考えられる。また、異常通報が事務室等などのスタッフが常駐する場所に

なされるよう、非常通報装置の設置等なども考慮する。 

６ 更衣室、休憩室その他の付帯設備 

   運動型健康増進施設の基準と同様。浴室を特に設ける必要はないが、浴槽の衛生管

理等を理由として、運動後のシャワー室を設置することが望ましい。 

 

 

 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 温泉利用に関する基礎的な知識及び技術を備えた者 

   別に定める基準を満たした講習とは、平成１３年３月３０日健発第４１７号厚生労

働省健康局長通知により定められた「温泉利用指導者養成講習会実施要領」に基づ

き、厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室に届出のあった講習のことを言う。 

２ 適切な配置 

   「浴場ごとに１名以上」とは、男女別に分かれている場合は、それぞれに１名以上

の配置が必要という意味である。浴場外で適切に入浴指導ができる場合は施設内に 1

名以上配置されていればよい。 

なお、事故防止や事故の早期発見のため、認定申請に当っては、温泉利用指導者に

よる浴場内巡回の方法、頻度など等を定めたマニュアル、勤務シフト表等などの提

示、提出が必要である。また、事故対応の訓練を行なう必要があり、その実施状況を

記録しておくことが求められる。 

 

 

ハ 温泉利用に関する基礎的な知識及び技術を備えた者を配置していること。 

４ 規程第四条第二号ハに規定する温泉利用に関する基礎的な知識及び技術を備えた

者とは、別に定める基準を満たした講習を修了した者のことをいい、同号に規定す

る配置とは、浴場ごとに常時１名以上の適切な数配置していることをいう。 
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【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 適切な温泉利用のに指導 

   「温泉利用指導者」が、提携医療機関の指導及び助言を受けながら、安全に温泉利

用ができるような指導が行われていること。なお、提携医療機関に温泉療法の知識及

び経験を有する医師が在籍していない場合は、医療に関する通常の指導助言は提携医

療機関から受け、温泉療法に関する専門的な指導及び助言については、温泉入浴プロ

グラムを監修した医師から受けられる体制を構築する。 

２ 一般的な利用手順等の温泉利用に係る留意事項の掲示 

   「留意事項」とは、更衣室、浴場等に掲示する利用案内のことをいい、具体的に

は、温泉療法の知識及び経験を有する医師が監修した温泉入浴プログラムを中心とす

る。 

   なお、利用者への明示の方法として以下のような方法が考えられる。 

  ・フロント周辺での口頭簡ヘルスチェック実施 

  ・フロント周辺での「ご利用の皆様へ」など等の掲出による注意喚起 

  ・更衣室、浴槽設備エリアでの入浴モデルコースの掲出 

  ・浴槽設備エリアでの各浴槽に注意書き 

  ・ロビー周辺でのビデオによる利用案内 

  

５ 規程第四条第ニ号ニに規定する指導とは、次の要件を満たしているものであること

をいう。 

（１） 提携医療機関の指導及び助言のもとで、４に掲げる者が適切な温泉利用の指 

導を行っていること。 

（２） 一般的な利用手順等の温泉利用に係る留意事項が掲示等の方法で利用者に明 

示されていること。 

ニ 温泉利用の指導を適切に行うこと。 
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 【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

①入浴前の体重や血圧、体温測定等を行う一般的な機器を想定している。 

②温泉利用プログラムの作成は、温泉療法の知識及び経験を有する医師が監修した温泉入

浴プログラムをもとに、温泉入浴指導員が利用者の体調に合わせて調整したプログラム

を提供、説明できる受付カウンターを想定している 

 

  

６ 規程第四条第三号ロに規定する設備とは、以下の設備のことをいうこと。 

 ➀ 体重及び血圧等を測定するための場所及び適切に管理された機器等であること。 

 ② 温泉利用プログラムの提供のための設備として温泉利用プログラムの作成を行う

ための場所及び機器 

三四 申請施設が第二条第三号に掲げる施設である場合 次に掲げる基準 

イ 第一号ハからホまで及びリからルまでに掲げる基準 

ロ 身体測定及び温泉利用プログラムの提供のための設備を備えていること 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

（１）浴槽については身体的刺激の強いもの、弱いものの２種類を設置すればよく、刺激

の強い浴槽は「動水圧を使ったもの」「通常の座位で入浴するよりも水深の深いもの」

等、刺激の弱い浴槽は「半身浴であるもの」「刺激の強い泉質を加水等で希釈したも

の、または淡水」等、２つの浴槽が温泉医学的に身体への負荷の差があるものと考えら

れればよい。また、双方の機能をもつ浴槽であれば浴槽の数は 1つでも構わない。 

 

  

７ 規程第四条第三号ハに規定する設備とは次の設備をいうこと。 

（１） 温泉を使った、次の双方の機能を持つ浴槽を有すること。 

 ➀ 強酸性泉など等、泉質の刺激が強いもの、泉温が４２度以上であるもの、気温

と水温の温度差が大きいもの及びこれに準ずるもの 

 ② 泉温が約３３度から３９度４０度で、かつ気温や室温との温度差が少ないもの

及びこれに準ずるもの 

（２） （１）の➀の浴槽には、全身及び身体の一部の入浴を行うための温泉浴槽を、

②の浴槽には、全身浴を行うための浴槽及び身体の一部の入浴を行うための浴

槽又は心身の安静を主たる目的として仰臥した状態で入浴を行うための温泉浴

槽を有するもの。 

（３）  地域の健康増進事業と組み合わせたプログラム 

健康相談・生活指導・運動指導など等、地域の健康増進事業と組み合わせたプ

ログラムを提供していること 

  

ハ 温泉利用プログラムの提供を安全かつ適切に提供するための設備を備えているこ

と 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

（２）ロ．施設周囲の公園等でのウォーキング等、滞在時、施設周囲の身近な自然環境を

活用したプログラムで可。 

 

  

ニ 健康状態の把握及び身体測定を適切に行い、これらの結果に基づく温泉利用プロ

グラムを提供すること 

８ 規程第四条第三号ニに規定する温泉利用プログラムとは、医師の作成又は監修し

た次のいずれかをいう。 

（１） 温泉浴槽での特に優れた泉質や特徴を利用活かしたしたプログラム 

イ 泉質の適応症に合わせたプログラムであること。が健康増進に有効であるこ

とが立証されていること。 

ロ 泉質を利用浴槽の特徴を活かしたプログラムが提供されていること。 

（２） 特に優れた周辺の自然環境の活用と組み合わせたプログラム 

  イ 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第２５条に基づき環境大臣の指定を受

けていることなど等、自然環境が優れていること。 

  ロ 自然環境を活用した健康増進のための滞在プログラムを提供していること。 

（３） （１）の➀の浴槽が強酸性泉など泉質の刺激が強い場合、（１）の②は刺激の

弱い泉質（淡水を含む）の浴槽であること。健康増進プログラムが実践できる

施設及び適切に管理された浴後の休養スペースがあること。 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

９．厚生労働省健康局長が定める基準を満たした講習を修了した者とは、温泉入浴指導員

のことを言う。 

 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

 

 

 

ホ 温泉利用プログラムを安全かつ適切に指導する能力を有し、身体測定、生活指導

及び応急手当を行う者を配置していること 

９ 規程第四条第三号ホに規定する温泉利用プログラムを安全かつ適切に指導する能

力を有し、身体測定、生活指導及び応急手当を行う者とは、厚生労働省健康局長

が定める基準を満たした講習を修了した者のことをいい、常時１名以上配置する

こと。 

１０ 規程第四条第一号ヌの基準については、規程第二条第一号に掲げる施設に準ず

る取扱いとする。 

なお、規程第三条第三項第一号ワに規定する第三者とは、申請者との間に利害

関係を有しない法人であって、次の要件を満たしているものであること。 

➀ 国民の健康増進に積極的に寄与し、かつ、調査を実施する者としてふさわし

いものであること。 

② その役員の構成が調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものである

こと。 

➂ 調査以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことにより調査が不

公正に実施されるおそれがないものであること。 

➃ 調査を的確かつ円滑に実施するために必要な経理的基礎及び事務的能力を有

するものであること。 
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（別紙 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省健康局健康課 
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〇健康増進施設認定規程第４条「認定の基準」の運用について 

（昭和六十三年十一月二十九日） 

（厚生省告示第二百七十三号） 

 

 

 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 認定規程第四条一号イに規定する「運動」について 

  局長通知「健康増進施設認定基準」の１の（１）に規定する「有酸素運動及び筋力強

化等の補強運動」のことを言う。 

  健康増進のためには、全身持久力の維持向上を基本としつつ、付加的に筋力、筋持

久力、柔軟性、バランス能力等の体力の諸要素をバランスよく養うための運動を継続し

て行うことが効果的である。定期的に運動を実施することで、心肺機能が高まり、心血

管系疾患・2型糖尿病・一部のがんを予防することができるとともに、脳の機能が高ま

ることが知られている。有酸素運動を実施することで全身持久力が向上し、その結果、

生命予後を長くする（長生きする）ことが可能となります。また、筋力トレーニングを

実施することで、筋量を増やして筋力を高めるだけでなく、心機能に好影響をもたら

し、新血管系疾患の予防にも寄与する。 

  このため、健康増進施設においては、健康づくりのための運動として有酸素運動及

び補強運動を適切に行うための設備として、トレーニングジム、運動フロア、プールの

全部又は一部を備えなければならない。 

 

 

（認定の基準） 

第四条 認定の基準は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるものとする。 

一 申請施設が第二条第一号に掲げる施設である場合 次に掲げる基準 

イ 運動を安全かつ適切に実践するための設備を備えていること。 

 

 

 

 

１ 規程第４条第一号イに規定する設備とは、以下の設備のことをいうこと。 

（１） 有酸素運動及び筋力強化等の補強運動が安全に行える設備（次の➀から➂の全部

又は一部） 

  ➀ トレーニングジム（主として機器を用いて有酸素運動及び補強運動を行う設備） 

  ② 運動フロア（主として機器を用いずに有酸素運動及び補強運動を行う設備） 

  ➂ プール（「遊泳用プールの衛生基準について」（昭和６１年５月３０日衛企第５６

号）に規定する遊泳用プール） 
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２ 有酸素運動について 

   局長通知「健康増進施設認定基準」の１の（１）に規定する「有酸素運動」とは、

「運動に必要な酸素を運動中に継続的に摂取しながら行われる運動」のことであり、

筋組織中のエネルギー等を消費して行われる無酸素運動と対をなす概念である。有酸

素運動は、局長通知に規定する３つの設備（トレーニングジム、運動フロア、プー

ル）以外でも行われるが、全身持久力のトレーニングを適切に行うためには、有酸素

運動が本人に適した強度で行われることが重要であることから、運動技能の巧拙や体

力差に関わりなく、強度管理をしつつ行える有酸素運動であるランニング、自転車運

動、エアロビックダンス、水中運動（水泳、水中歩行、アクアビクス）等を行うこと

が適当である。 

 

３ 有酸素運動及び筋力強化等の補強運動が安全に行える設備について 

（１） トレーニングジム 

主として機器を用いて有酸素運動及び補強運動を行う設備のことである。 

有酸素運動を行う機器としては、トレッドミル、自転車エルゴメーター等がある。 

    

     補強運動を行う機器としては、筋力トレーニング機器、ダンベル等の器具がある

が、各大筋群（胸、背中、下肢）のすべてをトレーニングできるようになっていな

ければならない。 

 温泉型健康増進施設においては、温泉施設において浮力や抵抗粘性等の水の特性

を用いたトレーニングによって各大筋群のすべてをトレーニングすることが可能で

あることから特段の器具は不要であるが、より効果的なトレーニングを実施するた

めにビート板や浮き具等の用具を設置することが望ましい。 

   また、告示及び局長通知においては、運動を安全に行うことが要件とされてお

り、トレーニングジムは、以下の条件を満たすことが必要である。 

  ・トレーニングを行う者が他者と接触することのないよう機器が配置されていること 

  ・フリーウェイト器具を利用して運動を行う場所は他の場所と区別されていること 

   ＊個室でない場合、少なくとも間仕切りが行われていること 

  ・運動を行う部分の床は、運動に伴う衝撃を緩和するような構造、材質になっている

こと 

・水中運動を行う場合は、運動を行うのに十分な広さと深さを有していること。 
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（２） 運動フロア 

運動型健康増進施設においては、主として機器を用いず、運動指導者（健康運動指

導士、健康運動実践指導者と同等以上の能力を有すると認められる者）の指導のも

とにエアロビックダンス等の有酸素運動及びストレッチング等の補強運動を行う設

備のことである。 

 

（３） 温泉型健康増進施設においては、主として機器を用いず、運動指導者（健康運動指

導士、健康運動実践指導者、温泉利用指導者、温泉入浴指導員等と同等以上の能力

を有すると認められる者）の適切な指導のもとに水中で実施する水中歩行やアクア

ビクスが実施できる施設や施設内外で実施するウォーキング等の有酸素運動および

補強運動を行う設備のことである。このため、施設周辺の自然環境（気候・地形）

を活用したウォーキングコース・ジョギングコース等も運動フロアとみなして差し

支えないが、その場合は、前述した運動指導者が適切な指導を行うことが必要であ

る。 

（４） プール 

「遊泳用プールの衛生基準について」（平成１３年７月２４日健発第７７４号）通

知により、水質、施設、維持管理について指針が定められており、これに基づき保

健所等による検査が行われる外、都道府県、地方公共団体でプールについて基準が

定められている。 

 

（５） 必要な設備及び面積 

局長通知「健康増進施設認定基準」の１の（１）に規定する「次の➀から➂の全部

又は一部」の一部については、以下のとおり運用する。 

・運動型健康増進施設 

 〇施設内に、トレーニングジム、運動フロア、プールの内、２つ以上の設備を設

けていること 

 〇トレーニングジム及び運動フロアの２つの設備で認定申請を行う場合、合計面

積が１００㎡以上であることが望ましいが、１００㎡未満の場合は有酸素運動

及び筋力強化等の補強運動や体力測定が円滑、かつ、安全に行えること。 

・温泉利用型健康増進施設 

 〇温泉設備以外の施設として、トレーニングジム、運動フロア（上記で定義した

施設を含む）、プールの内、１つ以上の設備を設けていること。 

 

５ 附帯設備 

   鍵のかかるロッカーがある更衣室が設けられていることが望ましい。  
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 体力測定のための設備について 

   体力測定のための設備としては、まず第一に体力測定を行う場所が必要である。 

   その規模については、認定基準に規定する測定項目のすべてを適切に行うことので

きる広さが必要である。専用の部屋が設けられておらず、有酸素運動等を行う設備の

中で行う場合は、運動を行う者の妨げにならないことが条件となる。 

   第二として、体力測定を行うための以下の機器を備えていることが必要である。 

（１）身長、体重、体脂肪率の測定 

    身長計、体重計及び体脂肪率を測定できる機器 

（２）全身持久力の測定 

   ・運動型健康増進施設 

〇全身持久力を測定する機能を有している自転車エルゴメーター等の機器 

  ・温泉型健康増進施設 

〇全身持久力測定については、年齢と健康状態を考慮して実施する 6分間歩行

テストやステップテスト等、安全に配慮した方法で正確な測定が可能であれ

ば特定の機器は不要である。 

（３）筋力の測定 

    握力計や「ロコモ度テスト」における立ち上がりテスト用の椅子や台 等 

（４）筋持久力の測定 

    特定の機器は不要（上体おこし、懸垂、腕立て伏せ、腹筋動作等の方法で測定） 

  ・柔軟性の測定 

    立位体前屈計、長座体前屈計（中高年齢者にはこちらの機器が望ましい）等 

（５）平衡性の測定 

 ストップウォッチのほか、特定の機器は不要 

  

ロ 体力測定及び運動プログラムの提供のための設備を備えていること。 

２ 規程第４条第一号ロに規定する設備とは、以下の設備のことをいうこと。 

  ➀ 体力測定のための設備として身長、体重、体脂肪率全身持久力、筋力、筋

持久力、柔軟性及び平衡性を測定するための場所及び機器 

➁ 運動プログラムの提供のための設備として運動プログラムの作成、保管及

び更新を行うための場所及び機器 
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２ 運動プログラムの提供のための設備について 

   個々人に対して適切な運動の種類、運動強度、運動量（持続時間）、運動の頻度等 

を要素とする運動プログラム（後述）を提供するためには、個々人の情報（健康状 

態、体力測定の結果、運動習慣の状況等）を、利用者記録カードや電子データ等によ 

り整理して管理しておく必要があり、個人別のデータを管理するための設備が必要で 

ある。 

 また、健康増進施設の運営事業者は、個人情報の性格と重要性を十分認識し、「個 

人情報の保護に関する法律」を踏まえ、施設利用者の個人情報の保護対策を講じるこ

と。 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 生活指導の意義 

   健康増進を図っていくためには、適切な運動の実践とともに、生活全般にわたる健    

  康への配慮が必要である。特に、健康づくりの基礎でもあるバランスのとれた栄養摂  

取等、食生活の改善や禁煙、適切な休養等が重要であり、健康増進施設においては、

これらに関する相談、指導サービス機能を備える必要がある。 

 

２ 必要な設備 

   生活指導を行う形態は、個人に対して行う場合と集団に対して講習の形をとって行

う場合に大別され、個人に対して行う場合は、個人情報の保護への配慮が要請され

る。 

   必要な設備とは第一に場所であり、多目的フロア、会議室、相談室、応接室等が考

えられ、日時を定めて生活指導を行うことのできる場所があればよく事務室との兼用

も可とする。 

 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

   

 

＜解説＞ 

   啓発資料を用いて生活指導を行うために、利用者が自由に掲示された資料を確認す

る場所があること。 

ハ 生活指導を行うための設備を備えていること。 

１ 規程第四条第一号ハに規定する設備とは、生活習慣病に関する啓発資料を掲示す

る設備等のことをいうこと。 

311



 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 基本的考え方 

   健康増進施設において発生した事故が重大な場合、まず速やかに医療処置に結びつ 

けることが重要だが、この場合、医療機関との提携関係の中で対応することとしてお

り（後述）、健康増進施設が有する応急処置のための設備は、医師が来るまでの間、

又は病院に移送するまでの間、応急的、一時的に行われる手当のために必要な設備と

する。 

 

２ 必要な設備 

  ・自動体外式除細動器（ＡＥＤ） 

  ・応急処置の場所としては、プライバシー保護のため専用室（個室）を持つことが望

ましいが、「健康指導室」、「事務室」等との兼用で対応することも認められるが、間

仕切りを可能とする移動式パーティションを備えることが必要。 

   「医薬品その他の器材」とは、医薬品セット（副木、包帯、消毒薬、湿布薬等）、

ベッド、毛布等（保温のための）備品、担架等のことをいう。 

  

二 応急処置を行うための設備を備えていること。 

３ 規程第四条第一号二に規定する設備とは、応急処置を行うための場所及び医薬品

その他の器具、備品のことをいうこと。 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

１ 規程第四条第一号ホに規定する適切な提携関係とは、次の要件を満たしているもので

あることをいう。 

（１） 施設を継続的に利用しようとする者が運動を安全に行えるように、医療機関との提 

  携のもとで、健康状態の把握を行う体制にあること。 

（２） 救急時等の必要な場合に医療機関から医学的処置又は助言が受けられる体制にある 

こと。 

＜解説＞ 

１ 「施設を継続的に利用しようとする者」について 

   認定基準の４中「施設を継続的に利用しようとする者」とは、個人会員については

会員になること、法人会員及び会員外利用者については、当該施設を継続的に利用す

る意志のある旨を表明する者のことをいう。 

   会員の場合は入会時、その他の者の場合は初回（又は初期）利用時、運動の適否に

ついての健康診査を行い、またその後も運動プログラムの改定（更新）時期等に合わ

せて、健康状態を把握し得る体制にあること。 

 

２ 医療機関との提携に係る要件 

   医療機関との提携関係は多岐にわたるが、必要最小限、以下の要件を備えているこ 

とが必要。 

 ➀ 健康状態の把握のためには、場合により病院の診察及び医学的検査を行う必要が生

じるため、このような場合に備えて提携医療機関において必要な医学的検査等を行う

体制にあること。 

 ② 健康状態の把握の結果、異常又は疾病が認められた者その他運動を行うに当って、

特別の注意が必要な者がいた場合、提携医療機関が必要に応じて本人及び健康増進施

設に対して指示又は助言を与える体制にあること。 

 ➂ 提携医療機関から救急時に必要な医学的処置又は助言を受けられる体制にあるこ

ホ 医療機関と適切な提携関係を有していること。 

 

４ 規程第四条第一号ホに規定する適切な提携関係とは、施設を継続的に利用しようと

する者が運動を安全に行えるように、医療機関との提携のもとで、健康状態の把握を

行う体制にあること及び救急時等の必要な場合に医療機関から医学的処置又は助言が

受けられる体制にあることをいうこと。 

  なお、提携関係を結ぶ場合は、当該医療機関は地域の医師会の推薦を受けたもので

あることが望ましいこと。 
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と。 

  なお、負荷心電図検査については、提携医療機関が自ら行えない場合であっても、他

の医療機関に委託して行える体制になっていればよい。 

 ➃ 温泉利用型健康増進施設にあっては、温泉療養の指示を行える体制が必要なこと。 

  温泉療養の指示をする医師が近隣の提携医療機関に不在の場合、オンライン等により

適切に指示を得られる体制であれば、遠隔の医師と連携することでも可とする。 

 その他施設の温泉利用指導者と連絡を密にとって、温泉利用者の医学的管理を行える体

制が必要なこと。 

   提携医療機関との関係は、これらの内容を盛込んだ契約書を交す必要があり、認定

申請時には契約書（写）の提出が必要。 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

（１）普段の「利用者が健康状態の把握及び健康相談の必要な場合、医療機関からの助

言」については、一般的な健康相談に対応できればよいので、特段温泉療養に精通し

ている医師である必要はない。 

（３）「温泉療法の知識を有する医師の指導を受けられる体制」については、オンライン

等の手段で適切な指導を受けられる体制が取れていれば必ずしも近隣の医師である必

要はない。 

  

３ 規程第四条第一号ホに規定する適切な提携関係とは、次の要件を満たしているも

のであることをいうこと。 

（１） 利用者が健康状態の把握及び健康相談の必要な場合、医療機関からの助言が 

受けられる体制であること。 

（２） 救急時等の必要な場合に医療機関から医学的処置又は助言が受けられる。 

（３） 日本温泉気候物理医学会温泉療法専門医、温泉療法医又は温泉療法について

の講習を受けた公益社団法人日本医師会認定健康スポーツ医等、温泉療法の

知識を有する医師の指導を受けられる体制にあること。 

 なお、提携関係を結ぶ場合は、当該医療機関は、地域の医師会の推薦を受け

たものであることが望ましい。 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 配置形態 

   運動プログラムは、作成後一定の期間を置いてその実践効果の評価を行い、その結

果に基づいて更新することが適当であり、そのためには、利用者個人に対し継続性を

もって運動プログラムを提供することが必要なことから、健康運動指導士等の運動プ

ログラム提供者は、常勤で配置すること。また、指定運動療法施設においては、指定

運動療法施設の質を高めるために健康運動指導士等の運動プログラム提供者に医療現

場での実習型研修の機会を与えることを推奨する。 

 

２ 健康運動指導士と同等と認められる者 

   健康運動指導士の養成カリキュラムと同等以上の講習（時間、内容、科目を総合的

に判断）を修得した者として、〇〇〇〇が認めた者。（平成１８年７月２６日付健発

第０７２６００２号：厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室長通知） 

  

ヘ 健康増進のための運動プログラムを適切に提供する能力を有する者を配置してい

ること。 

５ 規程第四条第一号へに規定する者とは、公益財団法人健康・体力づくり事業財団

が実施する健康運動指導士の審査・証明事業により登録された健康運動指導士（以下

「健康運動指導士」という。）又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者であ

ること。 
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【健康増進施設認定基準について】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 体力測定を行う者 

   健康運動指導士あるいは「運動指導を行う者」により行うことが望ましい。 

 

２ 運動指導を行う者 

   「運動指導を行う者」とは、健康運動指導士等の作成した運動プログラムに基づ

き、有酸素運動や補強運動の実践指導を行う者をいい、健康運動実践指導者又はこれ

と同等以上の講習を修得した者を配置することが望ましい。 

   運動が行われている場所には必ず配置する必要があり、トレーニングジム、運動フ

ロアについては常時１人以上、プールは常時２人以上（１人以上がプール全体の監

視、もう１人以上が運動指導を行う）、かつ各設備の規模や指導形態・方法に応じた

適当数の配置が必要であり、同一施設内に設備が複数ある場合は、それぞれ別個に配

置すること。 

 

３ 生活指導を行う者 

   生活指導を行う者としては、管理栄養士、保健師、栄養士等の資格を有する者を充

てることが望ましい。 

   これらの者は常勤でなくても、例えば週１回時間を定め、事前に利用者に周知して

相談、聴講（集団方式）できるようにすれば良く、健康増進施設の認定に際しては、

実施実績や会員規約上の記載等によって確認する。 

ト 体力測定、運動指導、生活指導及び応急手当を行う者を配置していること。 

６ 規程第四条第一号トに規定する配置とは次に規定することをいうこと。 

  ➀ 体力測定を行う者を、利用者の求めに応じて又は必要に応じて随時に体力測

定を行えるように配置していること。 

  ② 運動指導を行う者を１（１）に掲げる設備ごとに（同種の設備が複数ある場

合には各別に）、１（１）➀及び②に掲げる施設にあっては常時一名以上、１

（１）➂に掲げる施設にあっては常時２名以上の適切な数配置していること。 

    なお、運動指導を行う者は、健康運動指導士又はこれと同等以上の能力を有

すると認められる者を充てることが望ましいこと。 

  ➂ 生活指導を行う者は、管理栄養士、保健師、栄養士等の資格を有する者を充

てることが望ましいこと。 

  ➃ 応急手当についての責任者を常勤で配置されている者のうちから定めている

こと。 
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４ 応急手当を行う者 

   応急手当とは、万一の事故の場合、医師が来るまでの間、又は病院に移送するまで

の間、応急的、一時的に行われる手当のことであり、医師が行う医療行為と異なる。 

   いつ事故が発生しても対応できるように、常勤者の内、日本赤十字社や消防署等の

研修を受講している者を充てることが適当であり、その他の者に対しても、外部から

講師を招いて応急手当に関する講習を施設内で実施することが望ましい。 

 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 継続的な利用者 

   認定基準の４中「施設を継続的に利用しようとする者」と同様。 

   なお、運動プログラムの提供が継続的利用者に限定されているのは、運動プログラ

ムに従い運動を実践した結果の評価によって、適切な頻度で、提供する運動プログラ

ムを更新していくことを想定しているからであるが、継続的利用者以外の者に対して

も、運動プログラムを提供する機会を広げていくことが望ましい。 

 

２ 健康状態の把握 

   健康状態の把握は、認定規程第四条第一号ホに規定する医療機関との提携関係の基

で行われる必要がある。ここに言う健康状態の把握とは、運動を行うことが適当か否

か、運動に伴うリスクが高くないかをチェックするために行うものである。 

   また、必要に応じて運動負荷テストを行う必要があり、チェックの結果、ハイリス

チ 継続的な利用者に対し健康状態の把握及び体力測定を適切に行い、これらの結果に

基づく運動プログラムを提供すること。 

７ 規程第四条第一号チについては、次の要件を満たしていることが必要であること。 

  ➀ 施設を継続的に利用しようとする者に対して、医療機関との提携のもと、その

者の健康状態が安全に運動を行えるものであるか否かについての健康診査を定期

に又は利用者の求めに応じて随時に実施していること。 

  ② 施設を継続的に利用しようとする者に対して、定期に又は利用者の求めに応じ

て随時に体力測定が行われていること。 

 ➂ 施設を継続的に利用しようとする者に対して、その者の健康状態及び体力の状

況に応じた適切な運動プログラムが提供され、かつ、適切な頻度で運動効果の評

価が行われていること。 
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ク者の疑いのある場合は、医療機関の指導助言のもとで運動プログラムの提供及び運

動効果の評価がなされること。 

 

３ 体力測定の内容 

   「認定基準の２の➀」の運用を参照のこと。 

 

４ 運動プログラムの提供 

   ➂中「適切な運動プログラム」とは、標準的な運動プログラム（※）を参考にして

年齢、性別、体力、健康状態等の違いによって個々人が必要とする運動の種類、運動

強度、運動量（運動時間）、運動の頻度が適切に考えられたものを言う。 

   また、「適切な頻度で運動効果の評価が行われていること」とは、提供した運動プ

ログラムの実践後、その効果を評価し、それに基づいて運動プログラムを更新するこ

とをいい、適度な頻度とは、利用目的や利用形態（運動の種類や頻度）に応じて決め

ることが必要。 

※ 厚生労働省 HP参照： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/undou/i

ndex_00003.html 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

＜解説＞ 

 定期に生活指導を行う場合の頻度については、施設利用者に適切に生活指導を受ける機 

会を提供する観点から、月２回以上行われることが望ましい。 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

＜解説＞ 

提供する温泉利用プログラムは単に入浴法を提示するだけではなく、食事や運動等、生活

指導全般の内容を含むように留意すること。 

リ 生活指導を適切に行うこと。 

 

８ 規程第四条第一号リについては、定期に又は利用者の求めに応じて随時に個人別に

又は集団に対して生活指導を行っていること。 

４ 規程第四条第一号リについては、提供する温泉利用プログラムは生活指導の内容

を含むものであること。 
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＜解説＞ 

 会員募集のためのパンフレット等に記載されている設備やサービスが実際には備わって 

いない、行われていない等により、利用料金の設定が不適切になっていないこと、職業上 

の地位等により、利用資格、会員資格に差別的制限を行っていないこと。 

 

 

 

 

【健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 設備・機器等の維持管理 

   運動を安全に行うためには、運動設備及びそこに備えられている機器等が、その本

来機能を常時発揮できるように維持管理されている必要がある。このため、維持管理

に関する基準（点検の対象、頻度、方法等）が明文で定められ、職員に徹底されてい

るとともに、責任体制を明確にするため点検簿等が整備され、署名（押印）が行われ

ていることが求められる。 

 

２ 賠償資力及び対応能力について 

   「賠償資力」とは、施設側の賠償責任のための資力のことであり、施設所有及び業

ヌ 申請施設の利用に係る負担が妥当なものであり、かつ、その利用を著しく制限す

るものでないこと。 

 

 

 

 

ル 申請施設が適切に維持管理されていること。 

９ 規程第四条第一号ルについては、設備の定期的な点検が行われている等適切な維

持管理が行われるとともに、賠償責任保険に加入する等事故が生じた場合に十分な

賠償資力及び対応能力を有していることを要すること。 

  なお、規程第三条第３項第一号ワに規定する第三者とは、申請者との間に利害関

係を有しない法人であって、次の要件を満たしているものであること。 

 ➀ 国民の健康増進に積極的に寄与し、かつ、調査を実施する者としてふさわしい

ものであること。 

 ② その役員の構成が調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであるこ

と。 

 ➂ 調査以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことにより調査が不公

正に実施されるおそれがないものであること。 

 ➃ 調査を的確かつ円滑に実施するために必要な経理的基礎及び事務的能力を有す

るものであること。 
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務遂行に係る賠償責任保険に加入することが望ましい。「対応能力」については、応

急時の連絡体制を定め、全職員に周知徹底するため、見やすい位置に、連絡体制表等

が提出されていることが必要である。 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

 水温管理を適切に行うため、昇温のためのボイラーを使用している場合は、ボイラー技 

士の配置、あるいは専門会社への業務委託が望まれる。また、水温操作等については管理 

責任者の指定が必要である。 

 

【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

多くの人が利用できるよう、ユニバーサルデザイン等に配慮すること。 

 

  

２ 規程第四条第一号ルについては、次の要件を満たしていることのほか、規程第二

条第１号に掲げる施設に準ずる取扱いとする。 

  規程第四条第２号ロに規定する設備のうち、温泉又は温水を利用するものについ

ては、その用途に応じて、水温が適切に管理されていること。 

 

５ 規程第四条第一号ルについては、以下のことをいうこと。 

（１） 衛生管理、安全管理及び設備の定期的な点検が適切に行われていること。 

（２） 転倒防止等高齢者等の身体的弱者の利用に対する配慮がなされていること。 

（３） 室温が適切に維持されていること。 

（４） 受動喫煙防止のための適切な措置がとられていること。敷地内禁煙とするこ

と。 

（５） 食事等を提供する場合は、適切な栄養成分表示がなされていること。 

（６） 安全管理（禁忌症等の掲示）、正しい利用法及び一般的プログラム等を簡 

潔かつ大きな字で掲示されていること及び印刷物による周知等がなされている

こと。 
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＜解説＞ 

 一部の設備を除き、温泉法第２条に規定される温泉を利用しなければならず、認定申請 

時、国の指定機関が行った温泉分析の結果を記載した温泉分析書（写）、給湯を他から受 

けている場合は、給湯契約書（写）の提出が必要となる。 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 入浴前に温泉又は温水を身体に浴びるための設備 

   急激な血圧上昇を防ぐ等、入浴準備のため設置する浴槽であり、温泉でなくてもよ

い。 

 

２ 全身及び身体の一部の入浴を行うための温泉浴槽 

   浴槽が階段状になっている等、全身（首まで）及び腹部より下の身体の一部の入浴

が可能である構造になっていなければならない。 

 

３ 仰臥した状態で入浴を行うための温泉浴槽 

   仰臥した状態で安全に入浴できるよう、滑り止め（仰臥の状態で足裏をかける）、

肘掛け（仰臥の状態で肘を掛ける）等の設備が必要。温泉の湯温は中心温度３７～ 

４０度を標準とする。 

 

４ 動水圧、気泡等により身体の表層を刺激し、血行を促進するための温水浴槽 

   いずれか１つ設置すれば良いが、圧注浴槽と気泡浴槽（又は渦流浴槽）を設置する

ニ 申請施設が第二条第二号に掲げる施設である場合 次に掲げる基準 

イ 前号イからルまでに掲げる基準 

ロ 温泉利用を実践するための設備を備えていること。 

３ 規程第四条第二号ロに規定する設備とは、以下のものをいう。 

（１） 入浴前に温泉又は温水を身体に浴びるための設備 

（２） 全身及び身体の一部の入浴を行うための温泉浴槽 

（３） 心身の安静を主たる目的として仰臥した状態で入浴を行うための温泉浴槽 

（４） 動水圧、気泡等により身体の表層を刺激し、血行を促進するための温水浴槽 

（５） 蒸気浴又は熱気浴を行うための設備 

（６） 更衣室、休憩室その他の付帯設備 
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ことが望ましい。 

なお、「動水圧」とは、圧力をかけた温水を身体に当てるようなもの、または打た

せ湯のように落差によって身体に刺激を与えるもの（ボディーシャワー等を含む）を

いい、設置する場合は、腹部等には当てないよう注意書きが必要。 

 

５ 蒸気浴又は熱気浴を行うための設備 

   いずれか１つ設置すれば良く、温泉を用いる必要はない。湿式サウナは蒸気浴に該

当し、乾式サウナ、遠赤外線サウナ、岩盤浴（室内を加湿した場合）は熱気浴に相当

する。 

   浴用設備としては個室等を設ける場合は、利用者の異常を早期に発見できるように

しておく必要があり、一部を見通しのよいガラス張りにする等が考えられる。また、

異常通報が事務室等のスタッフが常駐する場所になされるよう、非常通報装置の設置

等も考慮する。 

 

６ 更衣室、休憩室その他の付帯設備 

   浴室を特に設ける必要はないが、浴槽の衛生管理等を理由として、運動後のシャワ

ー室を設置することが望ましい。 

 

 

 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 温泉利用に関する基礎的な知識及び技術を備えた者 

   別に定める基準を満たした講習とは、平成１３年３月３０日健発第４１７号厚生労

働省健康局長通知により定められた「温泉利用指導者養成講習会実施要領」に基づ

き、厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室に届出のあった講習のことを言う。 

 

２ 適切な配置 

   浴場外で適切に入浴指導ができる場合は施設内に 1名以上配置されていればよい。 

なお、事故防止や事故の早期発見のため、認定申請に当っては、温泉利用指導者に

よる浴場内巡回の方法、頻度等を定めたマニュアル、勤務シフト表等の提示、提出が

ハ 温泉利用に関する基礎的な知識及び技術を備えた者を配置していること。 

４ 規程第四条第二号ハに規定する温泉利用に関する基礎的な知識及び技術を備えた

者とは、別に定める基準を満たした講習を修了した者のことをいい、同号に規定す

る配置とは、常時１名以上の適切な数配置していることをいう。 
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必要である。また、事故対応の訓練を行なう必要があり、その実施状況を記録してお

くことが求められる。 

 

 

 

 

【温泉利用型健康増進施設に係る認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

１ 適切な温泉利用の指導 

   「温泉利用指導者」が、提携医療機関の指導及び助言を受けながら、安全に温泉利

用ができるような指導が行われていること。なお、提携医療機関に温泉療法の知識及

び経験を有する医師が在籍していない場合は、医療に関する通常の指導助言は提携医

療機関から受け、温泉療法に関する専門的な指導及び助言については、温泉入浴プロ

グラムを監修した医師から受けられる体制を構築する。 

 

２ 一般的な利用手順等の温泉利用に係る留意事項の掲示 

   「留意事項」とは、更衣室、浴場等に掲示する利用案内のことをいい、具体的に

は、温泉療法の知識及び経験を有する医師が監修した温泉入浴プログラムを中心とす

る。 

   なお、利用者への明示の方法として以下のような方法が考えられる。 

  ・フロント周辺での口頭簡ヘルスチェック実施 

  ・フロント周辺での「ご利用の皆様へ」等の掲出による注意喚起 

  ・更衣室、浴槽設備エリアでの入浴モデルコースの掲出 

  ・浴槽設備エリアでの各浴槽に注意書き 

  ・ロビー周辺でのビデオによる利用案内 

  

５ 規程第四条第ニ号ニに規定する指導とは、次の要件を満たしているものであること

をいう。 

（１） 提携医療機関の指導及び助言のもとで、４に掲げる者が適切な温泉利用の指 

導を行っていること。 

（２） 一般的な利用手順等の温泉利用に係る留意事項が掲示等の方法で利用者に明 

示されていること。 

ニ 温泉利用の指導を適切に行うこと。 
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 【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

①入浴前の体重や血圧、体温測定等を行う一般的な機器を想定している。 

②温泉利用プログラムの作成は、温泉療法の知識及び経験を有する医師が監修した温泉入

浴プログラムをもとに、温泉入浴指導員が利用者の体調に合わせて調整したプログラム

を提供、説明できる受付カウンターを想定している 

 

  

６ 規程第四条第三号ロに規定する設備とは、以下の設備のことをいうこと。 

 ➀ 体重及び血圧等を測定するための場所及び適切に管理された機器等であること。 

 ② 温泉利用プログラムの提供のための設備として温泉利用プログラムの作成を行う

ための場所及び機器 

四 申請施設が第二条第三号に掲げる施設である場合 次に掲げる基準 

イ 第一号ハからホまで及びリからルまでに掲げる基準 

ロ 身体測定及び温泉利用プログラムの提供のための設備を備えていること 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

（１）浴槽については身体的刺激の強いもの、弱いものの２種類を設置すればよく、刺激

の強い浴槽は「動水圧を使ったもの」「通常の座位で入浴するよりも水深の深いもの」

等、刺激の弱い浴槽は「半身浴であるもの」「刺激の強い泉質を加水等で希釈したも

の、または淡水」等、２つの浴槽が温泉医学的に身体への負荷の差があるものと考えら

れればよい。また、双方の機能をもつ浴槽であれば浴槽の数は 1つでも構わない。 

 

  

７ 規程第四条第三号ハに規定する設備とは次の設備をいうこと。 

（１） 温泉を使った、次の双方の機能を持つ浴槽を有すること。 

 ➀ 強酸性泉等、泉質の刺激が強いもの、泉温が４２度以上であるもの、気温と水

温の温度差が大きいもの及びこれに準ずるもの 

 ② 泉温が約３３度から４０度で、かつ気温や室温との温度差が少ないもの及びこ

れに準ずるもの 

（２） （１）の➀の浴槽には、全身及び身体の一部の入浴を行うための温泉浴槽を、

②の浴槽には、全身浴を行うための浴槽及び身体の一部の入浴を行うための浴

槽又は心身の安静を主たる目的として仰臥した状態で入浴を行うための温泉浴

槽を有するもの。 

（３）  地域の健康増進事業と組み合わせたプログラム 

健康相談・生活指導・運動指導等、地域の健康増進事業と組み合わせたプログ

ラムを提供していること 

  

ハ 温泉利用プログラムの提供を安全かつ適切に提供するための設備を備えているこ

と 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

（２）ロ．施設周囲の公園等でのウォーキング等、滞在時、施設周囲の身近な自然環境を

活用したプログラムで可。 

 

  

ニ 健康状態の把握及び身体測定を適切に行い、これらの結果に基づく温泉利用プロ

グラムを提供すること 

８ 規程第四条第三号ニに規定する温泉利用プログラムとは、医師の作成又は監修し

た次のいずれかをいう。 

（１） 温泉浴槽での泉質や特徴を活かしたしたプログラム 

イ 泉質の適応症に合わせたプログラムであること。 

ロ 浴槽の特徴を活かしたプログラムが提供されていること。 

（２） 特に優れた周辺の自然環境の活用と組み合わせたプログラム 

  イ 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第２５条に基づき環境大臣の指定を受

けていること等、自然環境が優れていること。 

  ロ 自然環境を活用した健康増進のための滞在プログラムを提供していること。 

（３） 健康増進プログラムが実践できる施設及び適切に管理された浴後の休養スペー

スがあること。 
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【温泉利用プログラム型健康増進施設認定基準について】 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

９．厚生労働省健康局長が定める基準を満たした講習を修了した者とは、温泉入浴指導員

のことを言う。 

ホ 温泉利用プログラムを安全かつ適切に指導する能力を有し、身体測定、生活指導

及び応急手当を行う者を配置していること 

９ 規程第四条第三号ホに規定する温泉利用プログラムを安全かつ適切に指導する能

力を有し、身体測定、生活指導及び応急手当を行う者とは、厚生労働省健康局長

が定める基準を満たした講習を修了した者のことをいい、常時１名以上配置する

こと。 
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（別紙 3） 

健康増進施設認定申請書    書式１－① 
 

平成  年  月  日 

厚生労働大臣  殿 
 

申請者氏名 （法人にあっては名称及び代表者氏名） 

                                           （実印） 

 

  申請者住所 （法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

 

 

 

下記施設について健康増進施設認定規程（昭和 63年厚生省告示第 273号）第３条第１項に 

基づく厚生労働大臣の認定を受けたいので，同条第２項の規定に基づき申請いたします。 

 

記 

 

１ 申請施設の名称 

 

 

２ 申請施設の所在地 

（不動産登記簿表示） 

 

 

 

３ 申請施設の概要 

(1) 区分         規程第２条第１号施設 

 

(2) 保有設備及び面積 

延べ面積 ㎡ 

運動施設 ㎡ 

（トレーニングジム） ㎡ 

（運動フロア） ㎡ 

（プール） ㎡ 

 

(3) 申請施設における従業者数 

従業員数 

人 

常 勤 非常勤 

人 人 

内 
 
 
 
 

訳 

健康運動指導士等 人 人 

健康運動実践指導者等 人 人 

その他の運動指導者 人 人 

医師 人 人 

保健師 人 人 

看護婦（士） 人 人 

栄養士 人 人 

その他の従業員 人 人 

別紙 
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健康増進施設認定申請書    書式１－② 
 

平成  年  月  日 

厚生労働大臣  殿 

申請者氏名 （法人にあっては名称及び代表者氏名） 

                                           （実印） 

 

  申請者住所 （法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

 

 

下記施設について健康増進施設認定規程（昭和 63年厚生省告示第 273号）第３条第１項に 

基づく厚生労働大臣の認定を受けたいので，同条第２項の規定に基づき申請いたします。 

 

記 

 

１ 申請施設の名称 

 

 

２ 申請施設の所在地 

（不動産登記簿表示） 

 

 

３ 申請施設の概要 

(1) 区分         規程第２条第２号施設 

 

(2) 保有設備及び面積 

延べ面積 ㎡ 

運動施設 ㎡ 

（トレーニングジム） ㎡ 

（運動フロア） ㎡ 

（プール） ㎡ 

温泉利用設備 ㎡ 

 

(3) 申請施設における従業者数 

従業員数 

人 

常 勤 非常勤 

人 人 

内 
 
 
 
 

訳 

健康運動指導士等 人 人 

健康運動実践指導者等 人 人 

その他の運動指導者 人 人 

温泉利用指導者 人 人 

医師 人 人 

保健師 人 人 

看護師 人 人 

栄養士 人 人 

その他の従業員 人 人 
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健康増進施設認定申請書    書式１－③ 
 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣  殿 
申請者氏名 （法人にあっては名称及び代表者氏名） 

                                           （実印） 

 

  申請者住所 （法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

 

 

下記施設について健康増進施設認定規程（昭和 63年厚生省告示第 273号）第３条第１項に 

基づく厚生労働大臣の認定を受けたいので，同条第２項の規定に基づき申請いたします。 
 

記 

１ 申請施設の名称 

 

 

２ 申請施設の所在地 

 

 

３ 申請施設の概要 

(1) 区分      規程第２条第２号施設【連携型】（ 運動施設 ・ 温泉施設 ） 

 

(2) 保有設備及び面積 

延べ面積 ㎡ 

運動施設 ㎡ 

（トレーニングジム） ㎡ 

（運動フロア） ㎡ 

（プール） ㎡ 

温泉利用設備 ㎡ 

 

(3) 申請施設における従業者数 

従業員数 

人 

常 勤 非常勤 

人 人 

内 
 
 
 
 

訳 

健康運動指導士等 人 人 

健康運動実践指導者等 人 人 

その他の運動指導者 人 人 

温泉利用指導者 人 人 

医師 人 人 

保健師 人 人 

看護師 人 人 

栄養士 人 人 

その他の従業員 人 人 

 

４ 連携施設の概要 

(1)  名 称 

                                                

 

(2)  所在地 
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設 備 の 概 要      書式２－① 

 

１ 体力測定設備 

(1)体力測定の場所（専用，兼用）                            ㎡ 

            兼用の場合にあっては本来の用途； 

 

(2)身体測定機器   身長計                              台 

 体重計                              台 

 皮脂厚体脂肪率計                         台 

 その他        （                ）    台 

 

(3)体力測定機器   全身持久力測定機器  （                ）    台 

 筋力測定機器     （                ）    台 

 筋持久力測定機器   （                ）    台 

 柔軟性測定機器    （                ）    台 

 敏捷性測定機器    （                ）    台 

 平衡性測定機器    （                ）    台 

 その他        （                ）    台 

 

２ 運動設備（同一種別の設備が複数ある場合にあっては，各別に記入すること。書式２－②） 

(1)トレーニングジム （面積）                             ㎡ 

 トレッドミル                           台 

 ランニングトラック（長さ  m，幅   m，コーナー半径     ｍR， 

           トラック面の構造，材質；           ） 

 自転車エルゴメーター                       台 

 ウエイトトレーニング機器 

   大筋群：胸  （                ）     台 

 

   大筋群：背中 （                ）     台 

 

   大筋群：下肢 （                ）     台 

 

   大 胸 筋 （                ）     台 

 

     広 背 筋（                 ）     台 

 

     腹 直 筋（                 ）     台 

 

     大腿四頭筋（                 ）     台 

 

     大腿二頭筋（                 ）     台 331



 

 準備運動，整理運動のスペース                   ㎡ 

     床面の構造，材質； 

 

 

 

(2)運動フロア（面積）                                 ㎡ 

 床面の構造，材質； 

 

(3)プール      プール面積                            ㎡ 

 プールの深度（最深部）                      m 

 プールサイド面積                         ㎡ 

 プール水浄化設備の浄化能力                 m3／時間 

 消毒方式                  混合注入 ｏｒ 薬剤投入 

 監視所                           有  無 

 

(4)運動指導設備   運動プログラム作成場所（専用・兼用）               ㎡ 

 運動プログラム提供場所（専用・兼用）               ㎡ 

 兼用の場合にあっては本来の用途； 

 運動プログラム及び運動の実施状況の記録のための情報を保管する機器 

  （                               ） 

 

 

３ 応急処置設備 

(1)応急処置室（専用の場合は面積，専用でない場合はその用に供する場所の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)応急処置機材 

（ベッド，担架，骨折時応急処置用品，医薬品セット，その他を具体的に列挙すること） 
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（注）複数用途に用いる場所については，当該用途に用いる範囲を明確にした部分拡大図を添付すること。 
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（設備の概要追加用紙）      書式２―② 

 

２ 運動設備（(1)～(4)で複数ヶ所あるものは同じ様式で記入のこと） 

 

 （   ）                   
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設 備 の 概 要      書式２－③ 

 

１ 身体測定設備 

(1)身体測定の場所（専用，兼用）                            ㎡ 

            兼用の場合にあっては本来の用途； 

 

(2)身体測定機器   身長計                              台 

 体重計                              台 

 皮脂厚体脂肪率計                           台 

 その他        （                ）    台 

 

 

２ 応急処置設備 

(1)応急処置室（専用の場合は面積，専用でない場合はその用に供する場所の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)応急処置機材 

（ベッド，担架，骨折時応急処置用品，医薬品セット，その他を具体的に列挙すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）複数用途に用いる場所については，当該用途に用いる範囲を明確にした部分拡大図を添付すること。 
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医療機関との提携内容等     書式３ 

 

１ 提携医療機関（医療機関が付置されている場合にあっては当該機関の）名称，開設者名及び所在地 

 

名 称  

開設者  

住 所 〒 

電 話 （        ）－（        ）－ 

 

２ 提携内容 

(1)提携医療機関に委託している（付置医療機関にあっては当該医療機関の行っている）業務内容 

                                     （○印を付す） 

① 施設利用者に対する健康状態の把握  

② 応急時における処置  

③ 一般的な医学的助言  

④ その他  

 

(2)施設利用の健康状態の把握のための検査であって提携医療機関において行えるものの範囲 

                                     （○印を付す） 

  ① 胸部Ｘ線写真  

  ② 安静心電図  

  ③ 運動負荷テスト  

  ④ 呼吸機能検査  

  ⑤ その他  

 

(3)上記検査を提携医療機関内で行えない場合にあっては，その項目及び実施体制 

（他の専門医療機関に紹介する場合はその紹介先） 

 

 

３ 提携内容に係る業務に従事する医師の氏名，住所，履歴及び保有する資格 

医師名 医籍登録番号 住所 履歴 保有する認定医等の資格 

     

     

     

     

     

 

４ 提携医療機関に係る地域の医師会の推薦の有無 

 

有  ・  無 
 
（注）提携内容が分かる契約書等（写）を，また，地域医師会の推薦がある場合にあってはその推薦状（写）を，それぞれ添付する

こと。 
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運動プログラム作成者の配置    書式４ 

 

№ 項 目 内     容 

１ 氏 名 

（ 男 ・ 女 ）（     年   月   日生） 

 

 

２ 履歴 

１．学歴 

 

２．職歴 

 

３．運動指導歴 

 

３ 資格の名称  ４ 有効期限     年   月   日迄 

５ 業務内容 

（運動プログラム作成等） 

 

 

 

６ 勤務状況 

（１日の勤務時間，休日等） 

 

 

 

 

 

№ 項 目 内     容 

１ 氏 名 

（ 男 ・ 女 ）（     年   月   日生） 

 

 

２ 履歴 

１．学歴 

 

 

２．職歴 

 

 

３．運動指導歴 

 

３ 資格の名称  ４ 有効期限     年   月   日迄 

５ 業務内容 

（運動プログラム作成等） 

 

 

 

６ 勤務状況 

（１日の勤務時間，休日等） 

 

 

 

 

 
（注）勤務している運動プログラム作成者全てについて個別に作成すること。また，資格の証明書（写）及び実施要綱等講習内容の

分かる資料を添付すること。 
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職員の勤務状況等     書式５－①－１ 

 

１ 体力測定，運動指導，生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

 

職員名 保有する資格 資格取得年月日 運動指導 体力測定 生活指導 応急手当 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

（注）運動指導等の欄には該当するものに○印を記入すること。なお，応急手当に関しては責任者に◎印を記入すること。欄が足り 

ないときは書式 5-①-2を使用のこと。 

 

 

２ 職員の勤務状況 

 

職員 
運動プログラム 

作成者 

運動設備毎の運動指導者 

設備 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞﾑ 運動フロア プール   

日    人   人   人   人   人   人 

月    人   人   人   人   人   人 

火    人   人   人   人   人   人 

水    人   人   人   人   人   人 

木    人   人   人   人   人   人 

金    人   人   人   人   人   人 

土    人   人   人   人   人   人 

（注）同一種類の運動設備が複数ある場合は，各別に記入すること。 

 

 

３ 施設内研修の実施研修 

(1)運動指導に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（科目，講師等）  

(2)応急手当に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（科目，講師等）  
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（職員の勤務状況等追加用紙）  書式５―①－２ 

 

 

 

１ 体力測定，運動指導，生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得年月日 運動指導 体力測定 生活指導 応急手当 
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職員の勤務状況等     書式５－②－１ 

 

１ 体力測定，運動指導，温泉利用指導、生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得 

年月日 

体力測定 運動指導 温泉利用 

指導 

生活指導 応急手当 

        

        

        

        

        

        

        

        

（注）運動指導等の欄には該当するものに○印を記入すること。なお，応急手当に関しては責任者に◎印を記入すること。欄が足り 

ないときは書式 5-②-2を使用のこと。 

 

２ 職員の勤務状況 

職員 運動プログラム

作成者 

運動設備毎の運動指導者 
温泉利用に係る 

指導者 

設備 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞﾑ 運動フロア プール 温泉利用設備１ 温泉利用設備２ 

日    人   人   人   人   人   人 

月    人   人   人   人   人   人 

火    人   人   人   人   人   人 

水    人   人   人   人   人   人 

木    人   人   人   人   人   人 

金    人   人   人   人   人   人 

土    人   人   人   人   人   人 

（注）同一種類の設備が複数ある場合は，各別に記入すること。 

 

３ 施設内研修の実施研修 

(1)運動指導に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  

(2)応急手当に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  

(3)温泉利用指導に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  
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（職員の勤務状況等追加用紙）  書式５―②－２ 

 

 

 

１ 体力測定，運動指導，温泉利用指導、生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得 

年月日 

体力測定 運動指導 温泉利用 

指導 

生活指導 応急手当 
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職員の勤務状況等     書式５－③－１ 

 

１ 身体測定，温泉利用指導、生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得 

年月日 

身体測定 温泉利用 

指導 

生活指導 応急手当 

       

       

       

       

       

       

       

       

（注）生活指導等の欄には該当するものに○印を記入すること。なお，応急手当に関しては責任者に◎印を記入すること。欄が足り 

ないときは書式 5-③-2を使用のこと。 

 

２ 職員の勤務状況 

職員 温泉利用に係る指導者 

設備 温泉利用設備 

日   人 

月   人 

火   人 

水   人 

木   人 

金   人 

土   人 

（注）同一種類の設備が複数ある場合は，各別に記入すること。 

 

３ 施設内研修の実施研修 

  (1)応急手当に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  

 

(2)温泉利用指導に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  
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（職員の勤務状況等追加用紙）  書式５－③－２ 

 
１ 身体測定、温泉利用指導、生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得 

年月日 

身体測定 温泉利用 

指導 

生活指導 応急手当 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

（注）生活指導等の欄には該当するものに○印を記入すること。なお，応急手当に関しては責任者に◎印を記入すること。欄が足り 

ないときは書式 5-③-2を使用のこと。 
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サービス提供の体制      書式６－① 

１ 継続的利用者の把握方法 

(1)会員制度（法人会員を除く）を有している場合には，会員の種別 

 

(2)会員制度を有していない場合には，継続的利用者（概ね週１回以上の頻度で利用している者）を 

   把握する方法 

２ 継続的利用者に対するサービス内容 

利用者の種別 

提供するサービス内容 

健康状態の把握 体力測定 運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの 

提供及び更新 

生活指導 

     

     

     

     

     

 

（注）提供するサービスとは，会員等に対しサービスを受ける機会を提供するものをいい，サービス利用に係る費用の支払方法 

（年会費等に含まれるか，あるいは別料金体系となっているか）のいかんを問わない。 

 

３ 健康状態の把握 

  提携医療機関による健康診査の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等）及び方法 

 

４ 体力測定 

(1)体力測定の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等） 

(2)体力測定の項目（身体計測，全身持久力，筋力，筋持久力，柔軟性，敏捷性，平衡性等） 

 

５ 運動プログラムの提供 

(1)運動プログラム提供の時期（入会時，入会後○ヶ月後等） 

(2)運動プログラム更新の時期（○ヶ月に１回等） 

 

６ 運動の記録の保管 

(1)保管されている情報の範囲（体力測定の結果，健康状態の把握の結果，運動の実施状況，提供され 

た運動プログラム等） 

 

(2)保管期間（○年間等） 

 

７ 生活指導 

(1)生活指導の方法（個別指導，集団指導等） 

(2)生活指導の実施頻度（○週に１回等） 

(3)生活指導の内容（過去３ヶ月間の実績，教材等） 

 

(注)関連する会員規約，提供サービスの内容を規定する約款等の書類及び運動プログラム・運動記録情報の用紙を添付する。 
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サービス提供の体制      書式６－② 

１ 継続的利用者の把握方法 

(1)会員制度（法人会員を除く）を有している場合には，会員の種別 

 

(2)会員制度を有していない場合には，継続的利用者（概ね週１回以上の頻度で利用している者）を 

   把握する方法 

２ 継続的利用者に対するサービス内容 

利用者の種別 

提供するサービス内容 

健康状態の把握 体力測定 運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの 

提供及び更新 

生活指導 

     

     

     

     

（注）提供するサービスとは，会員等に対しサービスを受ける機会を提供するものをいい，サービス利用に係る費用の支払方法 

（年会費等に含まれるか，あるいは別料金体系となっているか）のいかんを問わない。 

３ 健康状態の把握 

  提携医療機関による健康診査の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等）及び方法 

４ 体力測定 

(1)体力測定の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等） 

(2)体力測定の項目（身体計測，全身持久力，筋力，筋持久力，柔軟性，敏捷性，平衡性等） 

５ 運動プログラムの提供 

(1)運動プログラム提供の時期（入会時，入会後○ヶ月後等） 

(2)運動プログラム更新の時期（○ヶ月に１回等） 

６ 運動の記録の保管 

(1)保管されている情報の範囲（体力測定の結果，健康状態の把握の結果，運動の実施状況，提供され 

た運動プログラム等） 

(2)保管期間（○年間等） 

７ 生活指導 

(1)生活指導の方法（個別指導，集団指導等） 

(2)生活指導の実施頻度（○週に１回等） 

(3)生活指導の内容（過去３ヶ月間の実績，教材等） 

８ 温泉利用指導 

（１） 提携医療機関との連絡体系 

（２） 温泉利用指導の方法 

（３） 温泉利用指導の実施頻度 

（４） 温泉利用指導の内容 

９ 温泉利用に関わる留意事項の利用者への明示方法 

（１） 留意事項の内容 

（２） 明示の方法 

（３） 明示の場所 

 

(注)関連する会員規約，提供サービスの内容を規定する約款等の書類及び運動プログラム・運動記録情報の用紙を添付する。 
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サービス提供の体制      書式６－③ 

１ 継続的利用者の把握方法 

(1)会員制度（法人会員を除く）を有している場合には，会員の種別 

 

(2)会員制度を有していない場合には，継続的利用者（概ね週１回以上の頻度で利用している者）を 

   把握する方法 

２ 継続的利用者に対するサービス内容 

利用者の種別 
提供するサービス内容 

健康状態の把握 身体測定 生活指導 

    

    

    

    

（注）提供するサービスとは，会員等に対しサービスを受ける機会を提供するものをいい，サービス利用に係る費用の支払方法 

（年会費等に含まれるか，あるいは別料金体系となっているか）のいかんを問わない。 

３ 健康状態の把握 

  提携医療機関による健康診査の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等）及び方法 

４ 身体測定 

(1)身体測定の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等） 

(2)身体測定の項目（身長、体重計測 等） 

５ 生活指導 

(1)生活指導の方法（個別指導，集団指導等） 

(2)生活指導の実施頻度（○週に１回等） 

(3)生活指導の内容（過去３ヶ月間の実績，教材等） 

６ 温泉利用指導 

(1)提携医療機関との連絡体系 

(2)温泉利用指導の方法 

(3)温泉利用指導の実施頻度 

(4)温泉利用指導の内容 

７ 温泉利用に関わる留意事項の利用者への明示方法 

(1)留意事項の内容 

(2)明示の方法 

(3)明示の場所 

 

(注)関連する会員規約，提供サービスの内容を規定する約款等の書類及び運動プログラム・運動記録情報の用紙を添付する。 
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利用料金体系及び利用条件    書式７－① 

 

１ 利用料金体系 

利用者の種別 

料 金 表 

入会金 

 

(預託金) 

会費 

 

(年間) 

短期会員 

 

加入費用 

１回当り 

 

利用料金 

健康状態 

 

の把握 

体力測定 

運動ﾌﾟﾛｸﾞ 

 

ﾗﾑ提供 

生活指導 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

（注）「健康状態の把握」以下の欄については，通常利用料金とは別途費用徴収を行っている場合に記入すること。 

 

 

２ 施設利用上の条件 

(1)会員資格に係る欠格事由 

 

 

                                                

 

(2)利用資格に係る欠格事由 
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利用料金体系及び利用条件     書式７－② 

 

１ 利用料金体系 

利用者の種別 入会金 

 

(預託金) 

会費 

 

(年間) 

短期会員 

 

加入費用 

１回当り 

 

利用料金 

健康状態 

 

の把握 

身体測定 生活指導 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

（注）「健康状態の把握」以下の欄については，通常利用料金とは別途費用徴収を行っている場合に記入すること。 

 

 

２ 施設利用上の条件 

(1)会員資格に係る欠格事由 

 

 

                                                

 

(2)利用資格に係る欠格事由 
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施設維持管理の状況       書式８－① 

 

１ 申請施設の維持管理（防火，設備・機器等の保守点検業務に限る。以下同じ。）を行う責任者の氏名， 

 申請施設における地位 

維持管理業務内容 責任者氏名 申請施設における地位 

   

   

   

   

   

   

 

（注）維持管理の全部又は一部を申請者以外の者に委託する場合にあっては，委託する業務範囲及び受託者の氏名（法人にあっては

名称及び代表者名）及び住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）を下欄に記入すること。 

 

項目 業務受託者 

氏   名 

名 称 

代表者 

住   所 

〒 

 

受 託 内 容 

 

 

２ 各種設備・機器の保守点検方法（点検簿備付，点検頻度等） 

点検簿（ 有 ・ 無 ）   点検頻度（   ヶ月に一度） 

 

３ 応急時の連絡体系（内容，従業者に対する周知方法等） 

別紙（書式８－②） 

 

４ 事故が生じた場合における対応能力及び賠償資力 

(1)施設管理及び業務遂行に係る賠償責任保険の加入状況 

      保険の種類 

      責任限度額（１人   万円，１事故   万円，年間   万円） 

(2)上記以外の対人事故に際して何らかの給付を行う損害保険の加入状況（保険種類，保険金額等） 
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（施設維持管理の状況追加用紙）  書式８－② 

 

３ 応急時の連絡体系（内容，従業者に対する周知方法等） 

 

 （内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡体系） 
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温泉利用設備及び維持管理の概要   書式９ 
 

１ 申請施設が利用している温泉の種類及び量（成分分析表を添付すること。） 

温泉泉源所在地 泉   質 申請施設における利用量 

   

 

２ 温泉利用設備の概要（種類、数、面積、標準湯温など） 

種類 数 面積 標準湯温 備考 

 

〔必須設備〕 

事前浴設備 

    

一般浴槽     

気泡浴槽     

渦流浴槽     

浴中圧注浴槽     

仰臥浴槽     

蒸気浴槽     

熱気浴槽     

〔任意設置設備〕 

槽外圧注設備 

    

     

     

     

  

３ 水温管理設備及び管理方法の概要 

 

４ 温泉利用指導の概要 

 ① 個別指導の内容及び方法 

 

 ② 一般的指導の内容及び方法 

 

 ③ 応急時の連絡体系 
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温泉利用指導者の配置      書式１０ 

 

 

１ 氏名、性別、年齢及び生年月日 

 

２ 履歴（学歴、職歴及び温泉利用指導歴） 

 

３ 温泉利用指導養成講習会の実施主体 

 

４ 講習修了年月日 

 

５ 施設における業務内容（温泉入浴プログラム作成など） 

 

６ 施設における勤務状況（１日の勤務時間、休日など） 

 

   （注）勤務している温泉利用指導者全てについて個別に作成すること。 
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（参考）認定の際に必要となる書類（施設類型別） 

 

 運動型健康増進施設 

温泉利用型健康増進施設 

同一施設 
連携型施設 

運動施設 温泉施設 

書式１－① ○ － － － 

書式１－② － ○ － － 

書式１－③ － － ○ ○ 

書式２－① ○ ○ ○ － 

書式２－②      ○ ○ ○ － 

書式２－③ － － － ○ 

書式３ ○ ○ ○ ○ 

書式４ ○ ○ ○ － 

書式５-①-１ ○ － ○ － 

書式５-①-２ ○ － ○ － 

書式５-②-１ － ○ － － 

書式５-②-２ － ○ － － 

書式５-③-１ － － － ○ 

書式５-③-２ － － － ○ 

書式６－① ○ － ○ － 

書式６－② － ○ － － 

様式６－③ － － － ○ 

書式７－① ○ ○ ○ － 

書式７－② － － － ○ 

書式８－① ○ ○ ○ ○ 

書式８－② ○ ○ ○ ○ 

書式９ － ○ － ○ 

書式１０ － ○ － ○ 
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（別紙 4） 

健康増進施設認定申請書    書式１ 
 

平成  年  月  日 

厚生労働大臣  殿 
申請者氏名 （法人にあっては名称及び代表者氏名） 

                                           （実印） 

 

  申請者住所 （法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

 

 

下記施設について健康増進施設認定規程（昭和 63年厚生省告示第 273号）第３条第１項に 

基づく厚生労働大臣の認定を受けたいので，同条第２項の規定に基づき申請いたします。 

 

記 

 

１ 申請施設の名称 

 

 

２ 申請施設の所在地 

（不動産登記簿表示） 

 

 

３ 申請施設の概要 

(1) 区分         規程第２条第２号施設 

 

(2) 保有設備及び面積 

延べ面積 ㎡ 

運動施設 ㎡ 

（トレーニングジム） ㎡ 

（運動フロア） ㎡ 

（プール） ㎡ 

温泉利用設備 ㎡ 

 

(3) 申請施設における従業者数 

従業員数 

人 

常 勤 非常勤 

人 人 

内 
 
 
 
 

訳 

健康運動指導士等 人 人 

健康運動実践指導者等 人 人 

その他の運動指導者 人 人 

温泉利用指導者 人 人 

医師 人 人 

保健師 人 人 

看護師 人 人 

栄養士 人 人 

その他の従業員 人 人 
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設 備 の 概 要      書式２－① 

 

１ 体力測定設備 

(1)体力測定の場所（専用，兼用）                            ㎡ 

            兼用の場合にあっては本来の用途； 

 

(2)身体測定機器   身長計                              台 

 体重計                              台 

 皮脂厚体脂肪率計                         台 

 その他        （                ）    台 

 

(3)体力測定機器   全身持久力測定機器  （                ）    台 

 筋力測定機器     （                ）    台 

 筋持久力測定機器   （                ）    台 

 柔軟性測定機器    （                ）    台 

 敏捷性測定機器    （                ）    台 

 平衡性測定機器    （                ）    台 

 その他        （                ）    台 

 

２ 運動設備（同一種別の設備が複数ある場合にあっては，各別に記入すること。書式２－②） 

(1)トレーニングジム （面積）                             ㎡ 

 トレッドミル                           台 

 ランニングトラック（長さ  m，幅   m，コーナー半径     ｍR， 

           トラック面の構造，材質；           ） 

 自転車エルゴメーター                       台 

 ウエイトトレーニング機器 

   大筋群：胸  （                ）     台 

 

   大筋群：背中 （                ）     台 

 

   大筋群：下肢 （                ）     台 

 

     大 胸 筋 （                ）     台 

 

     広 背 筋（                 ）     台 

 

     腹 直 筋（                 ）     台 

 

     大腿四頭筋（                 ）     台 
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     大腿二頭筋（                 ）     台 

 

 準備運動，整理運動のスペース                   ㎡ 

     床面の構造，材質； 

 

 

 

(2)運動フロア（面積）                                 ㎡ 

 床面の構造，材質； 

 

(3)プール      プール面積                            ㎡ 

 プールの深度（最深部）                      m 

 プールサイド面積                         ㎡ 

 プール水浄化設備の浄化能力                 m3／時間 

 消毒方式                  混合注入 ｏｒ 薬剤投入 

 監視所                           有  無 

 

(4)運動指導設備   運動プログラム作成場所（専用・兼用）               ㎡ 

 運動プログラム提供場所（専用・兼用）               ㎡ 

 兼用の場合にあっては本来の用途； 

 運動プログラム及び運動の実施状況の記録のための情報を保管する機器 

  （                               ） 

 

 

３ 応急処置設備 

(1)応急処置室（専用の場合は面積，専用でない場合はその用に供する場所の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)応急処置機材 

（ベッド，担架，骨折時応急処置用品，医薬品セット，その他を具体的に列挙すること） 
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（注）複数用途に用いる場所については，当該用途に用いる範囲を明確にした部分拡大図を添付すること。 
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（設備の概要追加用紙）      書式２―② 

 

２ 運動設備（(1)～(4)で複数ヶ所あるものは同じ様式で記入のこと） 

 

 （   ）                   
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医療機関との提携内容等     書式３ 

 

１ 提携医療機関（医療機関が付置されている場合にあっては当該機関の）名称，開設者名及び所在地 

 

名 称  

開設者  

住 所 〒 

電 話 （        ）－（        ）－ 

 

２ 提携内容 

(1)提携医療機関に委託している（付置医療機関にあっては当該医療機関の行っている）業務内容 

                                     （○印を付す） 

① 施設利用者に対する健康状態の把握  

② 応急時における処置  

③ 一般的な医学的助言  

④ その他  

 

(2)施設利用の健康状態の把握のための検査であって提携医療機関において行えるものの範囲 

                                     （○印を付す） 

  ① 胸部Ｘ線写真  

  ② 安静心電図  

  ③ 運動負荷テスト  

  ④ 呼吸機能検査  

  ⑤ その他  

 

(3)上記検査を提携医療機関内で行えない場合にあっては，その項目及び実施体制 

（他の専門医療機関に紹介する場合はその紹介先） 

 

 

３ 提携内容に係る業務に従事する医師の氏名，住所，履歴及び保有する資格 

医師名 医籍登録番号 住所 履歴 保有する認定医等の資格 

     

     

     

     

     

 

４ 提携医療機関に係る地域の医師会の推薦の有無 

 

有  ・  無 
 
（注）提携内容が分かる契約書等（写）を，また，地域医師会の推薦がある場合にあってはその推薦状（写）を，それぞれ添付する

こと。 
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運動プログラム作成者の配置    書式４ 

 

№ 項 目 内     容 

１ 氏 名 

（ 男 ・ 女 ）（     年   月   日生） 

 

 

２ 履歴 

１．学歴 

 

２．職歴 

 

３．運動指導歴 

 

３ 資格の名称  ４ 有効期限     年   月   日迄 

５ 業務内容 

（運動プログラム作成等） 

 

 

 

６ 勤務状況 

（１日の勤務時間，休日等） 

 

 

 

 

 

№ 項 目 内     容 

１ 氏 名 

（ 男 ・ 女 ）（     年   月   日生） 

 

 

２ 履歴 

１．学歴 

 

 

２．職歴 

 

 

３．運動指導歴 

 

３ 資格の名称  ４ 有効期限     年   月   日迄 

５ 業務内容 

（運動プログラム作成等） 

 

 

 

６ 勤務状況 

（１日の勤務時間，休日等） 

 

 

 

 

 
（注）勤務している運動プログラム作成者全てについて個別に作成すること。また，資格の証明書（写）及び実施要綱等講習内容の

分かる資料を添付すること。 
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職員の勤務状況等     書式５－１ 

 

１ 体力測定，運動指導，温泉利用指導、生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得 

年月日 

体力測定 運動指導 温泉利用 

指導 

生活指導 応急手当 

        

        

        

        

        

        

        

        

（注）運動指導等の欄には該当するものに○印を記入すること。なお，応急手当に関しては責任者に◎印を記入すること。欄が足り 

ないときは書式 5-②-2を使用のこと。 

 

２ 職員の勤務状況 

職員 運動プログラム

作成者 

運動設備毎の運動指導者 
温泉利用に係る 

指導者 

設備 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞﾑ 運動フロア プール 温泉利用設備１ 温泉利用設備２ 

日    人   人   人   人   人   人 

月    人   人   人   人   人   人 

火    人   人   人   人   人   人 

水    人   人   人   人   人   人 

木    人   人   人   人   人   人 

金    人   人   人   人   人   人 

土    人   人   人   人   人   人 

（注）同一種類の設備が複数ある場合は，各別に記入すること。 

 

３ 施設内研修の実施研修 

(1)運動指導に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  

(2)応急手当に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  

(3)温泉利用指導に関する研修 

 ① 対象者  

 ② 実施頻度  

 ③ 研修内容（課目，講師等）  
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（職員の勤務状況等追加用紙）  書式５―２ 

 

 

 

１ 体力測定，運動指導，温泉利用指導、生活指導及び応急手当に従事する職員及びその保有する資格 

職員名 保有する資格 資格取得 

年月日 

体力測定 運動指導 温泉利用 

指導 

生活指導 応急手当 
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サービス提供の体制      書式６ 

１ 継続的利用者の把握方法 

(1)会員制度（法人会員を除く）を有している場合には，会員の種別 

 

(2)会員制度を有していない場合には，継続的利用者（概ね週１回以上の頻度で利用している者）を 

   把握する方法 

２ 継続的利用者に対するサービス内容 

利用者の種別 

提供するサービス内容 

健康状態の把握 体力測定 運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの 

提供及び更新 

生活指導 

     

     

     

     

（注）提供するサービスとは，会員等に対しサービスを受ける機会を提供するものをいい，サービス利用に係る費用の支払方法 

（年会費等に含まれるか，あるいは別料金体系となっているか）のいかんを問わない。 

３ 健康状態の把握 

  提携医療機関による健康診査の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等）及び方法 

４ 体力測定 

(1)体力測定の実施の時期（入会時等），頻度（○ヶ月に１回等） 

(2)体力測定の項目（身体計測，全身持久力，筋力，筋持久力，柔軟性，敏捷性，平衡性等） 

５ 運動プログラムの提供 

(1)運動プログラム提供の時期（入会時，入会後○ヶ月後等） 

(2)運動プログラム更新の時期（○ヶ月に１回等） 

６ 運動の記録の保管 

(1)保管されている情報の範囲（体力測定の結果，健康状態の把握の結果，運動の実施状況，提供され 

た運動プログラム等） 

(2)保管期間（○年間等） 

７ 生活指導 

(1)生活指導の方法（個別指導，集団指導等） 

(2)生活指導の実施頻度（○週に１回等） 

(3)生活指導の内容（過去３ヶ月間の実績，教材等） 

８ 温泉利用指導 

（１） 提携医療機関との連絡体系 

（２） 温泉利用指導の方法 

（３） 温泉利用指導の実施頻度 

（４） 温泉利用指導の内容 

９ 温泉利用に関わる留意事項の利用者への明示方法 

（１） 留意事項の内容 

（２） 明示の方法 

（３） 明示の場所 

 

(注)関連する会員規約，提供サービスの内容を規定する約款等の書類及び運動プログラム・運動記録情報の用紙を添付する。 
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利用料金体系及び利用条件    書式７ 

 

１ 利用料金体系 

利用者の種別 

料 金 表 

入会金 

 

(預託金) 

会費 

 

(年間) 

短期会員 

 

加入費用 

１回当り 

 

利用料金 

健康状態 

 

の把握 

体力測定 

運動ﾌﾟﾛｸﾞ 

 

ﾗﾑ提供 

生活指導 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

（注）「健康状態の把握」以下の欄については，通常利用料金とは別途費用徴収を行っている場合に記入すること。 

 

 

２ 施設利用上の条件 

(1)会員資格に係る欠格事由 

 

 

                                                

 

(2)利用資格に係る欠格事由 
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施設維持管理の状況       書式８－① 

 

１ 申請施設の維持管理（防火，設備・機器等の保守点検業務に限る。以下同じ。）を行う責任者の氏名， 

 申請施設における地位 

維持管理業務内容 責任者氏名 申請施設における地位 

   

   

   

   

   

   

 

（注）維持管理の全部又は一部を申請者以外の者に委託する場合にあっては，委託する業務範囲及び受託者の氏名（法人にあっては

名称及び代表者名）及び住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）を下欄に記入すること。 

 

項目 業務受託者 

氏   名 

名 称 

代表者 

住   所 

〒 

 

受 託 内 容 

 

 

２ 各種設備・機器の保守点検方法（点検簿備付，点検頻度等） 

点検簿（ 有 ・ 無 ）   点検頻度（   ヶ月に一度） 

 

３ 応急時の連絡体系（内容，従業者に対する周知方法等） 

別紙（書式８－②） 

 

４ 事故が生じた場合における対応能力及び賠償資力 

(1)施設管理及び業務遂行に係る賠償責任保険の加入状況 

      保険の種類 

      責任限度額（１人   万円，１事故   万円，年間   万円） 

(2)上記以外の対人事故に際して何らかの給付を行う損害保険の加入状況（保険種類，保険金額等） 
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（施設維持管理の状況追加用紙）  書式８－② 

 

３ 応急時の連絡体系（内容，従業者に対する周知方法等） 

 

 （内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡体系） 
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温泉利用設備及び維持管理の概要   書式９ 
 

１ 申請施設が利用している温泉の種類及び量（成分分析表を添付すること。） 

温泉泉源所在地 泉   質 申請施設における利用量 

   

 

２ 温泉利用設備の概要（種類、数、面積、標準湯温など） 

種類 数 面積 標準湯温 備考 

 

〔必須設備〕 

事前浴設備 

    

一般浴槽     

気泡浴槽     

渦流浴槽     

浴中圧注浴槽     

仰臥浴槽     

蒸気浴槽     

熱気浴槽     

〔任意設置設備〕 

槽外圧注設備 

    

     

     

     

  

３ 水温管理設備及び管理方法の概要 

 

４ 温泉利用指導の概要 

 ① 個別指導の内容及び方法 

 

 ② 一般的指導の内容及び方法 

 

 ③ 応急時の連絡体系 
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温泉利用指導者の配置      書式１０ 

 

 

１ 氏名、性別、年齢及び生年月日 

 

２ 履歴（学歴、職歴及び温泉利用指導歴） 

 

３ 温泉利用指導養成講習会の実施主体 

 

４ 講習修了年月日 

 

５ 施設における業務内容（温泉入浴プログラム作成など） 

 

６ 施設における勤務状況（１日の勤務時間、休日など） 

 

   （注）勤務している温泉利用指導者全てについて個別に作成すること。 
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（参考）認定の際に必要となる書類（施設類型別） 

 

 運動型健康増進施設 

温泉利用型健康増進施設 

同一施設 
連携型施設 

運動施設 温泉施設 

書式１－① ○ － － － 

書式１－② － ○ － － 

書式１－③ － － ○ ○ 

書式２－① ○ ○ ○ － 

書式２－②      ○ ○ ○ － 

書式２－③ － － － ○ 

書式３ ○ ○ ○ ○ 

書式４ ○ ○ ○ － 

書式５-①-１ ○ － ○ － 

書式５-①-２ ○ － ○ － 

書式５-②-１ － ○ － － 

書式５-②-２ － ○ － － 

書式５-③-１ － － － ○ 

書式５-③-２ － － － ○ 

書式６－① ○ － ○ － 

書式６－② － ○ － － 

様式６－③ － － － ○ 

書式７－① ○ ○ ○ － 

書式７－② － － － ○ 

書式８－① ○ ○ ○ ○ 

書式８－② ○ ○ ○ ○ 

書式９ － ○ － ○ 

書式１０ － ○ － ○ 
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令和３年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名  早稲田大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  総 長 
 
                              氏 名  田中 愛治        
 
 

次の職員の令和２年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名 最新研究のレビューに基づく「健康づくりのための身体活動基準 2013」及び「身体活動  

指針（アクティブガイド）」改定案と新たな基準及び指針案の作成           

３．研究者名 （所属部局・職名） スポーツ科学学術院・教授                   

       （氏名・フリガナ） 澤田 亨・サワダ ススム                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針  □   ■ □ 
 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3）  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和３年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名  早稲田大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  総 長 
 
                              氏 名  田中 愛治        
 
 

次の職員の令和２年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名 最新研究のレビューに基づく「健康づくりのための身体活動基準 2013」及び「身体活動  

指針（アクティブガイド）」改定案と新たな基準及び指針案の作成           

３．研究者名 （所属部局・職名） スポーツ科学学術院・教授                   

       （氏名・フリガナ） 岡 浩一朗・オカ コウイチロウ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針  □   ■ □ 
 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3）  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和3年4月30日 
厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名  慶應義塾大学スポーツ医学研

究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名  所長 
 
                              氏 名  勝川 史憲         
 

次の職員の令和２年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名 最新研究のレビューに基づく「健康づくりのための身体活動基準 2013」及び「身体活動  

指針（アクティブガイド）」改定案と新たな基準及び指針案の作成           

３．研究者名 （所属部局・職名） スポーツ医学研究センター・准教授                   

       （氏名・フリガナ） 小熊 祐子・オグマ ユウコ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針  □   ■ □ 
 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3）  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和3年4月30日 
厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名  国立大学法人筑波大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
 
                              氏 名  永田 恭介        
 
 

次の職員の令和２年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名 最新研究のレビューに基づく「健康づくりのための身体活動基準 2013」及び「身体活動  

指針（アクティブガイド）」改定案と新たな基準及び指針案の作成           

３．研究者名 （所属部局・職名） 体育系・准教授                        

       （氏名・フリガナ） 中田 由夫・ナカタ ヨシオ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針  □   ■ □ 
 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3）  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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